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第一種使用規程承認申請書

平成 26 年 5 月 13 日 
農林水産大臣  林 芳正 殿
環境大臣  石原 伸晃 殿5 

氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社10 
申請者 代表取締役社長 ハーラルト・プリンツ 印

住所 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 

15 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物

の多様性の確保に関する法律第 4 条第 2 項の規定により、次のとおり申請します。 

1



遺伝子組換え生物等

の種類の名称

除草剤グリホサート及びグルホシネート耐性並びに雄性不稔及び稔性

回復性セイヨウナタネ (改変 cp4 epsps, 改変 bar, barnase, barstar, 
Brassica napus L.) (MON88302×MS8×RF3, OECD UI: 
MON-883Ø2-9×ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6) (MON88302、MS8
及び RF3 それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当

該セイヨウナタネから分離した後代系統のもの（既に第一種使用規程

の承認を受けたものを除く。）を含む。) 
遺伝子組換え生物等

の第一種使用等の内

容

食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬

及び廃棄並びにこれらに付随する行為

遺伝子組換え生物等

の第一種使用等の方

法

－

2



生物多様性影響評価書の概要

遺伝子組換え生物等の

種類の名称

除草剤グリホサート及びグルホシネート耐性並びに雄性不稔及び

稔性回復性セイヨウナタネ (改変 cp4 epsps, 改変 bar, barnase, 
barstar, Brassica napus L.) (MON88302×MS8×RF3, OECD UI: 
MON-883Ø2-9×ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6) (MON88302、MS8
及びRF3それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって

当該セイヨウナタネから分離した後代系統 (既に第一種使用規程

の承認を受けたものを除く。) を含む。) 
申請者 バイエルクロップサイエンス株式会社

除草剤グリホサート及びグルホシネート耐性並びに雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ

(改変 cp4 epsps, 改変 bar, barnase, barstar, Brassica napus L.) (MON88302×MS8×RF3, OECD UI: 
MON-883Ø2-9×ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6) (以下、「本スタック系統セイヨウナタネ」とい

う。) は、既に承認されている 3 系統の遺伝子組換えセイヨウナタネを、従来の交雑育種法を

用いて育成したスタック系統である。

本スタック系統セイヨウナタネは、一代雑種品種（F1）として商品化されるため、収穫され

る子実には遺伝的分離により、本スタック系統セイヨウナタネの親系統それぞれの導入遺伝子

の組合せからなるセイヨウナタネが含まれる。

したがって、既に承認されている各親系統の生物多様性影響評価書の情報（日本版バイオセ

ーフティクリアリングハウスホームページ等に掲載されている以下の情報）を活用することに

より、本スタック系統セイヨウナタネの生物多様性影響評価を的確に行うことができるため、

以下の様式を用いることとする。

親系統名 遺伝子組換え生物等の種類の名称

MON88302 
除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ (改変cp4 epsps, Brassica napus L.) 
(MON88302, OECD UI:MON-883Ø2-9) 生物多様性影響評価書の概要 

MS8 
除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ (bar, barnase, 
Brassica napus L.) (MS8, OECD UI：ACS-BNØØ5-8) 生物多様性影響評価書の 
概要

RF3 
除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタネ (改変bar, barstar, 
Brassica napus L.) (RF3, OECD UI:ACS-BNØØ3-6) 生物多様性影響評価書の 
概要

3

HSUGA
長方形
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長方形
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第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報

1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 

(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 5 

① 和名、英名及び学名

和名 セイヨウナタネ

英名 Oilseed rape 
学名 Brassica napus L. 

② 宿主の品種名又は系統名10 

親系統名 参照資料名

MON88302 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

③ 国内及び国外の自然環境における自生地域

参照資料名

別添資料 1 
15 

(2) 使用等の歴史及び現状 

① 国内及び国外における第一種使用等の歴史

② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途

20 
参照資料名

別添資料 1 

4



(3) 生理学的及び生態学的特性 

イ 基本的特性

ロ 生息又は生育可能な環境の条件5 
ハ 捕食性又は寄生性

ニ 繁殖又は増殖の様式

① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命

② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出

芽特性10 
③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミクシ

スを生ずる特性を有する場合はその程度

④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命

ホ 病原性

ヘ 有害物質の産生性15 
ト その他の情報

参照資料名

別添資料 1 

2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 20 

(1) 供与核酸に関する情報 

イ 構成及び構成要素の由来

ロ 構成要素の機能25 

① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸の構成

要素それぞれの機能

親系統名 参照資料名

MON88302 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

30 

5



② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白質が

アレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有する場合はその

旨

蛋白質名 親系統名 蛋白質の機能* 
既知アレルゲン

との相同性 1) 
参照資料名

改変 CP4 EPSPS
蛋白質

MON88302 除草剤耐性 ☐有 無 
MON88302（生物多

様性影響評価書の概

要）

改変 PAT 蛋白質 MS8, RF3 除草剤耐性 ☐有 無 

MS8（生物多様性影

響評価書の概要）

RF3（生物多様性影響

評価書の概要）

BARNASE 蛋白質 MS8 雄性不稔性 ☐有 無 
MS8（生物多様性影

響評価書の概要）

BARSTAR 蛋白質 RF3 稔性回復性 ☐有 無 
RF3（生物多様性影響

評価書の概要）

1) 既知アレルゲンと相同性を有する蛋白質がある場合、その内容

－

*チョウ目害虫抵抗性、コウチュウ目害虫抵抗性、除草剤耐性、その他の機能名を記入5

③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容

蛋白質名
宿主代謝系

への影響* 
参照資料名

改変 CP4 EPSPS 蛋白質 ☐有 無 MON88302（生物多様性影響評価書の概要） 

改変 PAT 蛋白質 ☐有 無 
MS8（生物多様性影響評価書の概要） 
RF3（生物多様性影響評価書の概要） 

BARNASE 蛋白質 ☐有 無 MS8（生物多様性影響評価書の概要） 
BARSTAR 蛋白質 ☐有 無 RF3（生物多様性影響評価書の概要） 
*特記事項がある場合、その内容

BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質の発現はプロモーターの特性によりタペート細胞に限

られ、それ以外の植物体における代謝系への影響は無い。

10 

6



(2) ベクターに関する情報 

イ 名称及び由来

ロ 特性5 
① ベクターの塩基数及び塩基配列

② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能

③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報

親系統名 参照資料名

MON88302 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

10 

(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 

イ 宿主内に移入された核酸全体の構成

ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法15 
ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過

① 核酸が移入された細胞の選抜方法

② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体の残存

の有無

20 
親系統名 参照資料名

MON88302 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

7



③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系統、隔

離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集するため

に用いられた系統までの育成の経過

○育成の経過5 
本スタック系統セイヨウナタネの育成例を図 1 に記載した。 

図 1 

表 1 我が国における親系統及び本スタック系統セイヨウナタネの申請及び承認状況 
平成 26 年 7 月現在 

1) 食品衛生法（昭和 22 年法律第 233 号）に基づく。10 
2) 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和 28 年法律第 35 号）に基づく。

3) 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成 15 年

法律第 97 号）に基づく。

系統名 食  品 1) 飼  料 2) 環  境 3) 

MON88302 
☐申請

承認 
2013年 10月 

☐申請

承認 
2013 年 10 月 

☐申請

承認 
2013 年 10 月 

MS8 
☐申請

承認 
2001 年 3 月 

☐申請

承認 
2003 年 3 月 

☐申請

承認 
2006 年 9 月 

RF3 
☐申請

承認 
2001 年 3 月 

☐申請

承認 
2003 年 3 月 

☐申請

承認 
2007 年 4 月 

本スタック

系統セイヨ

ウナタネ

－
☐届出

☐確認

申請 
☐承認

2014 年 5 月 

8

(注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。）

（社外秘につき非開示）

(社外秘につき
非開示。)



(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 

① 移入された核酸の複製物が存在する場所

MON88302、MS8 及び RF3 の導入遺伝子はセイヨウナタネ核ゲノム上に存在し、

メンデルの分離法則に矛盾せずに遺伝していることが確認されている。

5 
② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代におけ

る伝達の安定性

 各親系統における導入遺伝子のコピー数及び伝達の安定性について、サザンブロ

ット分析、PCR 分析及びシークエンス解析により確認されており、その結果は以下

のとおり。

親系統名 参照資料名

MON88302 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れているか10 
の別

RF3 には 2 コピーの T-DNA が導入されており、1 コピーの完全な T-DNA 領域と

不完全な T-DNA 領域が逆向きの反復構造をとって配置している。 

④ (6)の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及び世代間

での発現の安定性15 

○本スタック系統セイヨウナタネの親系統の発現安定性は、以下の方法で確認した。

親系統名 確認方法

MON88302 ウエスタンブロット分析、ELISA。 

MS8 
ノーザンブロット分析、除草剤散布試験、稔性/不稔性に関す

る分離比の調査。

RF3 
ノーザンブロット分析、除草剤散布試験、稔性/不稔性に関す

る分離比の調査。

9



⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達され

るおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度

移入された核酸は伝達を可能とする配列を含まないため、ウイルスの感染その他

の経路を経由して野生動植物等に伝達されるおそれはない。

親系統名 参照資料名

MON88302 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

5 

(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 

○親系統

親系統名
当該情報

の有無
参照資料名

MON88302 有 ☐無 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 

MS8 有 ☐無 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 

RF3 有 ☐無 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

10 
○本スタック系統

上記方法を組み合わせて適用する。

10



(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 

① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具体

的な内容5 

蛋白質名 親系統名
蛋白質の

特性

その他の

機能

宿主代謝

系への

影響

参考資料名

改変 CP4 EPSPS
蛋白質

MON88302 除草剤耐性 ☐有 無 ☐有 無 
MON88302（生物多

様性影響評価書の

概要）

改変 PAT 蛋白質 MS8, RF3 除草剤耐性 ☐有 無 ☐有 無 

MS8（生物多様性

影響評価書の概

要）

RF3（生物多様性影

響評価書の概要）

BARNASE 
蛋白質

MS8 雄性不稔性 ☐有 無 ☐有 無 
MS8（生物多様性

影響評価書の概

要）

BARSTAR 
蛋白質

RF3 稔性回復性 ☐有 無 ☐有 無 
RF3（生物多様性影

響評価書の概要）

○それぞれの親系統由来の発現蛋白質（導入遺伝子）の機能的な相互作用の可能性について

発現蛋白質

（導入遺伝子） 
相互作用

の可能性
考 察

除草剤耐性

蛋白質間

☐有

無 

除草剤耐性蛋白質 (改変CP4 EPSPS蛋白質及び改変 PAT蛋白

質) のいずれも異なる作用機作を持つ酵素活性を有する。両蛋

白質は高い基質特異性を有し、宿主の代謝系を変化させること

は無いと考えられる。また、両蛋白質の基質は異なり、関与す

る代謝経路も互いに独立している (第一の 2-(1)-ロ-③, p6）。 
したがって、両蛋白質が相互に作用して予期しない代謝物が

生じることは考え難い。

10 

11



発現蛋白質

（導入遺伝子） 
相互作用

の可能性
考 察

雄性不稔性蛋

白質と稔性回

復性蛋白質間

有 
☐無

雄 性 不 稔 性 蛋 白 質 （ BARNASE 蛋 白 質 ） は Bacillus 
amyloliquefaciens 由来のリボヌクレアーゼであり、タペート細

胞で特異的に働くプロモーターにより葯のタペート細胞でのみ

特異的に発現するように制御されている。

稔 性 回 復 性 蛋 白 質 （ BARSTAR 蛋 白 質 ） は Bacillus 
amyloliquefaciens 由来のリボヌクレアーゼ阻害物質であり、雄

性不稔性蛋白質のリボヌクレアーゼ活性を阻害する。稔性回復

性蛋白質もタペート細胞で特異的に働くプロモーターにより葯

のタペート細胞でのみ特異的に発現するように制御されてい

る。

雄性不稔性蛋白質を発現する MS8 を雌株、稔性回復性蛋白質

を発現する RF3 を雄株として交配した雑種後代では、リボヌク

レアーゼとリボヌクレアーゼ阻害物質が相互に作用し稔性が回

復する。雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質の結合性は非常

に強く、安定した複合体を形成する。この複合体が形成される

ことで雄性不稔性蛋白質のリボヌクレアーゼ活性は不活性化さ

れ、花粉の稔性が回復する (第一の 2-(1)-ロ-③, p6）。 
以上のように、雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質は特異

的な相互作用を示すものの、その発現も葯に制限されているこ

とから、これらの蛋白質が宿主のその他の代謝経路と相互に作

用することは考え難い。

加えて、雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質を発現する

MS8 と RF3 を交配して得られる F1 品種である除草剤グルホシ

ネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変

bar, barnase, barstar, Brassica napus L.）（MS8RF3, OECD UI: 
ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6）(以下、「MS8RF3」とする。)
は 2007年 8月 23日に第一種使用規程に基づき承認されており、

雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質間で認められた相互作用

が生物多様性に影響を及ぼさないことが確認されている (参照

資料 1)。 

除草剤耐性蛋

白質と雄性不

稔性蛋白質ま

たは稔性回復

性蛋白質間

☐有

無 

除草剤耐性蛋白質と雄性不稔性蛋白質または稔性回復性蛋白

質の作用機作は独立していることから、相互に影響を及ぼすこ

とは考え難い。

なお、本スタック系統セイヨウナタネが持つ蛋白質と同じ組

合わせの蛋白質を持つスタック系統セイヨウナタネ (除草剤グ

ルホシネート及びグリホサート耐性並びに雄性不稔及び稔性回

12



復性セイヨウナタネ (改変 bar, 改変 cp4 epsps, 改変 gox v247, 
barnase, barstar, Brassica napus L.) (MS8×RF3×RT73, OECD 
UI:ACS-BN005-8×ACS-BNØØ3-6×MON-ØØØ73-7)) は、2012 年

2 月 7 日に第一種使用規程に基づき承認されている (参照資料

2)。RT73 に導入されている改変 CP4 EPSPS 蛋白質のアミノ酸

配列は、MON88302 に導入されている改変 CP4 EPSPS 蛋白質の

アミノ酸配列と同一である。

親系統の範囲

を超えた新た

な特性が付与

される可能性

☐有

無 

考 察

移入されている核酸の発現により産生される蛋白質の相互作

用により、花粉稔性が変化するものの、親系統の範囲を超えた

新たな特性が付与される可能性は考え難い。

② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属す

る分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度

5 

本スタック系統セイヨウナタネにおいて、花粉稔性が変化することを除いてそれぞれの

親系統由来の発現蛋白質が相互作用を示す可能性は低いと考えられたため、本スタック系

統セイヨウナタネと宿主の属する分類学上の種であるセイヨウナタネとの生理学的又は

生態学的特性の相違については、親系統である MON88302、MS8 及び RF3 を個別に調査

した結果に基づき評価した。

a. 形態及び生育の特性

b. 生育初期における低温耐性

c. 成体の越冬性

d. 花粉の稔性及びサイズ10 
e. 種子の生産性、脱粒性、休眠性及び発芽率

f. 交雑性

g. 有害物質の産生性

親系統名
当該情報

の有無
参照資料名

MON88302 有 ☐無 MON88302 (生物多様性影響評価書の概要) 
MS8 有 ☐無 MS8 (生物多様性影響評価書の概要) 
RF3 有 ☐無 RF3 (生物多様性影響評価書の概要) 

15 

13



3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 

(1) 使用等の内容 

該当内容

☐ 隔離ほ場における栽培、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為

 
食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並び

にこれらに付随する行為。

☐
食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれ

らに付随する行為。

5 
(2) 使用等の方法 

― 

(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 
10 

― 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止するための

措置

緊急措置計画書 (輸入)、緊急措置計画書 (栽培) を参照。

15 
(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での使用等

の結果

― 

20 

14



(6) 国外における使用等に関する情報 

表 2 国外における親系統及び本スタック系統セイヨウナタネの申請及び承認状況 
平成 26 年 7 月現在 

申請先

系統名

米国農務省

（USDA） 
米国食品医薬品庁

（FDA） 

オーストラリア・ニ

ュージーランド 

食品基準機関

（FSANZ） 

カナダ食品検査庁

（CFIA） 

無規制栽培 食品、飼料 食品（輸入） 環境、飼料

MON88302 ☐申請

承認 
2013 年 

☐申請

確認 
2012 年 

☐申請

承認 
2013 年 ☐申請

承認 
2012 年 

MS8 ☐申請

承認 
1999 年 

☐申請

確認 
1998 年 

☐申請

承認 
2002 年 ☐申請

承認 
1996 年 

RF3 ☐申請

承認 
1999 年 

☐申請

確認 
1998 年 

☐申請

承認 
2002 年 ☐申請

承認 
1996 年 

本スタック

系統セイヨ

ウナタネ

－ － －
☐申請

承認 
2014 年 

申請先

系統名

カナダ保健省

（HC） 

食品

MON88302 ☐申請

承認 
2012 年 

MS8 ☐申請

承認 
1997 年 

RF3 ☐申請

承認 
1997 年 

本スタック

系統セイヨ

ウナタネ

－

－：承認済み系統から作出されたスタック系統については、新たな承認及び届出を必要としない。
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(注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。）



第二 項目ごとの生物多様性影響の評価

本スタック系統セイヨウナタネは、MON88302、MS8 及び RF3 を用いて交雑育種法によ

り育成された。

本スタック系統セイヨウナタネの親系統では除草剤耐性蛋白質 (改変 CP4 EPSPS 蛋白

質及び改変 PAT 蛋白質) が発現する。これらの蛋白質は酵素活性を有するが、いずれも異

なる作用機作を示す。さらに、その基質特異性は高く、各酵素が関連する代謝経路も互い

に独立していることから、宿主の代謝系に影響を及ぼしたり、予期しない代謝物が生じた

りすることは考え難い。

また、本スタック系統セイヨウナタネの親系統では、雄性不稔性蛋白質 (BARNASE 蛋

白質)と稔性回復性蛋白質 (BARSTAR 蛋白質) が発現する。これらの蛋白質間の結合性は

非常に強く、安定した複合体を形成する。この複合体において雄性不稔性蛋白質のリボヌ

クレアーゼ活性は稔性回復性蛋白質のリボヌクレアーゼ阻害作用により不活性化される

ことで、花粉の稔性が回復する。加えて、雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質は特異的

な相互作用を示すものの、その発現は葯のタペート細胞に制限されているために、両蛋白

質が宿主のその他の代謝経路と相互に作用することは考え難い。

なお、雄性不稔性蛋白質を発現する MS8 と稔性回復性蛋白質を発現する RF3 を交配し

て得られるF1 品種であるMS8RF3 は2007 年8 月23 日に第一種使用規程に基づき承認されて

おり、雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質の間で認められた相互作用は生物多様性に

影響を及ぼさないことが確認されている。

さらに、除草剤耐性蛋白質及び雄性不稔または稔性回復性蛋白質は作用機作が独立して

おり、高い基質特異性を有することから、相互に影響を及ぼすことは考え難い。以上のこ

とから、本スタック系統セイヨウナタネにおいて、各親系統由来の蛋白質の相互作用によ

り花粉稔性が変化するものの、親系統の範囲を超えた新たな特性が付与される可能性は考

え難いため、親系統が有する形質を併せ持つこと以外に評価すべき形質の変化は無く、花

粉稔性の変化も生物多様性に影響しないと考えられる。

そこで、本スタック系統セイヨウナタネの生物多様性影響の評価は各親系統の生物多様

性影響評価に基づいて評価できると判断し、実施した。

以下の「1 競合における優位性」、「2 有害物質の産生性」、「3 交雑性」及び「4 その他

の性質」の各項目について、添付の参照資料のとおり、各親系統において第一種使用規程

に従って使用した場合に生物多様性影響が生ずるおそれはないと結論されている。このた

め、本スタック系統セイヨウナタネにおいても、競合における優位性、有害物質の産生性、

交雑性及びその他の性質に起因する生物多様性影響が生ずるおそれは無いと判断された。 
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1 競合における優位性 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
5 

(2) 影響の具体的内容の評価 

(3) 影響の生じやすさの評価 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 10 

2 有害物質の産生性 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 15 

(2) 影響の具体的内容の評価 

(3) 影響の生じやすさの評価 
20 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

3 交雑性 
25 

(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 

(2) 影響の具体的内容の評価 

(3) 影響の生じやすさの評価 30 

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

4 その他の性質 
35 
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第三 生物多様性影響の総合的評価

本スタック系統セイヨウナタネは、MON88302、MS8 及び RF3 を用いて交雑育種法によ

り交配して育成された。

本スタック系統セイヨウナタネの親系統では除草剤耐性蛋白質 (改変CP4 EPSPS蛋白質

及び改変 PAT 蛋白質) が発現する。これらの蛋白質は酵素活性を有するが、いずれも異な

る作用機作を示す。さらに、各酵素の基質特異性は高く、関連する代謝経路も互いに独立

していることから、宿主の代謝系に影響を及ぼしたり、予期しない代謝物が生じたりする

ことは考え難い。

本スタック系統セイヨウナタネの親系統では、雄性不稔性蛋白質 (BARNASE 蛋白質) 
と稔性回復性蛋白質 (BARSTAR 蛋白質) が発現する。これらの蛋白質間の結合性は非常

に強く、安定した複合体を形成する。この複合体において雄性不稔性蛋白質のリボヌクレ

アーゼ活性は稔性回復性蛋白質のリボヌクレアーゼ阻害作用により不活性化されること

で、花粉の稔性が回復する。加えて、雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質は特異的な相

互作用を示すものの、その発現は葯に制限されているために、両蛋白質が宿主のその他の

代謝経路と相互に作用することは考え難い。

なお、雄性不稔性蛋白質を発現する MS8 と稔性回復性蛋白質を発現する RF3 を交配し

て得られるF1 品種であるMS8RF3 は2007 年8 月23 日に第一種使用規程に基づき承認されて

おり、雄性不稔性蛋白質と稔性回復性蛋白質の間で認められた相互作用は生物多様性に

影響を及ぼさないことが確認されている。

除草剤耐性蛋白質及び雄性不稔または稔性回復性蛋白質は作用機作が独立しており、高

い基質特異性を有することから、相互に影響を及ぼすことは考え難い。

これらのことから、本スタック系統セイヨウナタネにおいて、各親系統由来の蛋白質の

相互作用により花粉稔性が変化するものの、親系統の範囲を超えた新たな特性が付与され

る可能性は考え難いため、親系統が有する形質を併せ持つこと以外に評価すべき形質の変

化は無く、花粉稔性の変化も生物多様性に影響しないと考えられる。したがって、本スタ

ック系統セイヨウナタネの生物多様性影響は、各親系統の生物多様性影響評価に基づいて

評価できると判断した。

各親系統において、競合における優位性、有害物質の産生性、交雑性及びその他の性質

に起因する生物多様性影響を生ずるおそれはないと評価されていることから、本スタック

系統セイヨウナタネ及び親系統それぞれへの導入遺伝子の組合わせを有するものであっ

て当該セイヨウナタネから分離した後代系統を第一種使用規程に従って使用した場合に、

我が国の生物多様性に影響が生ずるおそれはないと総合的に判断した。

18
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第一種使用規程承認申請書 
 


平成 24年 11月 26日 
農林水産大臣 郡司 彰 殿 
環境大臣  長浜 博行 殿 5 
 
 


 
 氏名 日本モンサント株式会社 


申請者   代表取締役社長 山根 精一郎     印 10 
 住所 東京都中央区銀座四丁目 10番 10号 


 
 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制によ


る生物の多様性の確保に関する法律第 4条第 2項の規定により、次のとおり申請します。 15 
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遺伝子組換え生物


等の種類の名称 
除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ 
 (改変 cp4 epsps, Brassica napus L.)  
(MON88302, OECD UI: MON-883Ø2-9) 


遺伝子組換え生物


等の第一種使用等


の内容 


食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、


運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 


遺伝子組換え生物


等の第一種使用等


の方法 


－ 
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生物多様性影響評価書 
 
第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 
 


1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 5 
 


(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 
 
①  和名、英名及び学名 


 10 
和名：セイヨウナタネ 
英名：oilseed rape 
学名：Brassica napus L. 


 
②  宿主の品種名又は系統名 15 


 
 遺伝子導入に用いた宿主の品種名は Ebonyである。 
 
③  国内及び国外の自然環境における自生地域 


 20 
セイヨウナタネ (B. napus L.)  は、アブラナ科アブラナ属のB. rapa L. (在来ナタネ、カブ、
ハクサイ、コマツナ、ノザワナ、ツケナ、チンゲンサイ、パクチョイ等と呼ばれるもの全


体を指す) (以下、「B. rapa」という。) とキャベツなどが属するB. oleracea L. (以下、「B. 
oleracea」という。) との交雑の結果できた複 2倍体種である (角田, 2001)。セイヨウナタ
ネは、交雑親のB. rapaとB. oleraceaの分布が重なる北ヨーロッパが原産地と考えられてお25 
り、現在は、世界中にその分布が見られる (稲永, 2000)。アブラナ属のうち日本に自生して
いるものは、セイヨウナタネ、B. rapa (在来ナタネ)、B. juncea (L.) Czern (カラシナ) (以下、
「B. juncea」という。) 及びB. nigra (L.) Koch (クロガラシ) (以下、「B. nigra」という。)で
ある (清水ら, 2008 )。なお、B. junceaには、カラシナの他に明治以前にわが国に導入され各
地で栽培されているザアサイ等の野菜類もあるが (由比, 2004)、現在、荒地、路傍、河原な30 
どで自生化しているものは、カラシナである (清水ら, 2008 ; 中井, 2003)。また、アブラナ
科の帰化植物種として、上記の植物以外にダイコン属のRaphanus raphanistrum L. (セイヨウ
ノダイコン) (以下、「R. raphanistrum」という。) 及びRaphanus sativus L. var. raphanistroides 
Makino (ハマダイコン)、ダイコンモドキ属のHirschfeldia incana (L.) Lagr.-Foss. （ダイコン
モドキ）(以下、「H. incana」という。)及びシロガラシ属のSinapis arvensis L. （ノハラガラ35 
シ）(以下、「S. arvensis」という。) が挙げられる 1。 
 


                                                 
1 近縁種のうち、B. nigraと S. arvensisについては自然条件下でセイヨウナタネを花粉親とした場合の交
雑は報告されていない。また、Raphanus sativus L. var. raphanistroides Makinoについては、人為的な交配
も含め、セイヨウナタネとの交雑は報告されていない。 







 


4 
 


セイヨウナタネは路傍や工場跡地のような定期的に人の手が加えられる場所では自生化


し得ることが知られており(OECD, 1997)、わが国においては、河原等で生育していたり(清
水ら, 2008 ; 国土交通省, 2012)、海外から種子が陸揚げされる港湾の周辺で生育しているこ
とがこれまでに報告されている(Nishizawa et al., 2009)。しかし、セイヨウナタネは、人の
手がほとんど加えられない自然環境下では、多年生の雑草や樹木との競合に敗れ、自生化5 
することは困難であることが知られている(OECD, 1997)。 
 


(2) 使用等の歴史及び現状 
 
①  国内及び国外における第一種使用等の歴史 10 


 
セイヨウナタネの使用等の歴史は古く、紀元前 2000~1500年の古代インドの記述や、紀
元前 500~200年のギリシャ、ローマ及び中国の記述に記されている(Downey and Röbbelen, 
1989)。ヨーロッパにおけるほ場規模での栽培は、13 世紀にベルギーで始まったとされて
いる (角田, 2001)。 15 
 
アジアやヨーロッパでも、古くからセイヨウナタネは種子から油が搾られ、灯火用とし


て広く使用されていた (志賀, 1981)。また、ヨーロッパでは蒸気機関の潤滑油として使用さ
れるようになり、このことがヨーロッパでのセイヨウナタネ栽培の進展を促した。カナダ


においては、第二次世界大戦時に、軍艦の蒸気機関の潤滑油を補給する目的でセイヨウナ20 
タネ栽培が始まった(角田, 2001)。 
 
本来、セイヨウナタネ種子からとられた油は、エルシン酸やグルコシノレートといった


有害物質を含むことが知られている。エルシン酸は、実験動物に多量に給与した場合、心


筋や骨格筋などに病的な変化が生ずることが報告されている。また、グルコシノレートは、25 
家畜の甲状腺を肥大させることが知られている (志賀, 1981)。したがって、セイヨウナタネ
種子からとられた油は、食用や飼料用には不向きであると考えられていた。しかし、カナ


ダでの品種改良により低エルシン酸で低グルコシノレートであるカノーラ品種が育成され


るに至り、その結果として、現在ではサラダ油、マーガリン等の食用油として広く利用さ


れている (志賀, 1981) 。また搾油かすは飼料として利用されている (杉山, 2001)。 30 
 
日本において古くから栽培されているのは B. rapaである。この種の栽培は地中海東部か
らシベリアや西域を経て中国に入り、古代に中国・朝鮮から渡来したと考えられている。


平安時代の「延喜式」には花芽を食べる野菜として記されている。江戸時代に燈油や食用


油の原料として大規模に栽培されるようになった。一方、セイヨウナタネは明治時代から35 
栽培されるようになり、全国に広がっていき、B. rapa (在来ナタネ)は少なくなっていった
(角田, 2001) 。 
 
わが国でのセイヨウナタネの栽培面積及び生産量は、昭和 12～13年に 11万 ha及び 12
万～13万 tに達したが、第二次世界大戦によって激減した。戦後再び増加し、昭和 27～3340 
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年には 20数万 ha及び 30万 tに達した。しかし、その後、イネ栽培の早期化による作期の
重なりや、昭和 30年代のわが国の経済発展によって、その栽培面積は減少し、現在では国
内需要のほとんどを輸入品に頼っており、国産ナタネは主に緑肥や景観作物として栽培さ


れている (稲永, 2000; FAOSTAT, 2012)。 
 5 
 
②  主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 


 
国連食料農業機関(FAO)の統計情報に基づくと、2010 年における全世界のセイヨウナタ
ネの栽培面積は約 3,164万 haであり、栽培面積の上位国を挙げると中国が約 737万 ha次い10 
で EUが約 690万 ha、カナダが約 651万 ha、インドが約 553万 ha、オーストラリアが約 173
万 haとなっている (FAOSTAT, 2012)。 


 
なお、同統計情報によると、現在、わが国で栽培されているセイヨウナタネの栽培面積


は 790 haで収穫量は約 1000 tである (FAOSTAT, 2012)。 15 
 
カナダにおいてはセイヨウナタネは春播きで栽培される。一方、日本におけるセイヨウ


ナタネの栽培方法は、秋に播種して、春から初夏にかけて収穫する秋播栽培が一般的であ


る (志賀, 1981)。 
 20 
日本には 2011年度に 231.9万 tが輸入され、主な輸入国はカナダ(226.0万 t)、次いでオ
ーストラリア(5.8万 t)である (農林水産省, 2012)。また、ナタネ油は 2011年に 2.8万 t、飼
料用の油かすは 2.8万 t輸入されている (財務省, 2012)。なお、モンサント・カナダの調査
によると、2012 年現在、カナダで商業栽培されているセイヨウナタネのうち、約 96 %が
遺伝子組換え技術により作出されたセイヨウナタネ品種で、約 4 %が非遺伝子組換えセイ25 
ヨウナタネ品種である。 


 
現在、セイヨウナタネの用途は、油糧用と飼肥料用に大別される。油糧用として子実か


ら搾油・精製された油の多くは食用植物油として、又はマヨネーズ、マーガリン、ショー


トニングなどの食用加工油脂として利用されている。飼肥料用としては、搾油後の油かす30 
が有機肥料や配合飼料として有効活用されている。またナタネ油及びその廃食油をバイオ


ディーゼル燃料に精製する試みが始まっている (農業・生物系特定産業技術研究機構, 2006)。 
 


(3) 生理学的及び生態学的特性 
 35 
イ 基本的特性 


 
 セイヨウナタネは種子繁殖する一年生植物である。 
 
 40 
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ロ 生息又は生育可能な環境の条件 
 
セイヨウナタネは、休眠打破、抽苔の開始及び花芽の分化に低温を必要とする秋播き品


種と、それを必要としない春播き品種とに分けられる (稲永, 2000)。セイヨウナタネの播
種期の気温は 15~20°C であり、酸性や湿度には比較的強いが、重粘土や砂質で乾燥してい5 
る土壌は適さない (志賀, 1981)。セイヨウナタネは、発芽時の過湿を嫌うが、生育時には
多くの水分が必要である。また、日本全国で栽培可能である (志賀, 1981)。 
 
ハ 捕食性又は寄生性 


 10 
 ― 
 
ニ 繁殖又は増殖の様式 


 
① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 15 


 
セイヨウナタネでは 1つの莢の中に多数の種子ができ、種子が成熟し乾燥した莢は莢柄
の部分より裂開して種子を放出する (志賀, 1981)。 
 
乾燥した莢は、わずかな物理的刺激により裂開するため、種子を飛散させやすい (稲永, 20 


2000)。したがって、脱粒性は比較的高いと考えられる。 
 
種子の休眠性は秋播き品種、春播き品種に関わらず比較的浅いことが知られているが、


気温の大きな変動、水分の欠乏及び暗黒条件が長時間続いた場合に休眠性を獲得すること


が知られている(Pekrun et al., 1997)。また、遺伝子型によっては 20°C以上の高温条件下で25 
休眠性を獲得する品種も報告されている(Gulden et al., 2000)。これらの獲得された休眠性は、
種子が光にさらされ、かつ低温条件(2~4°C)(Gulden et al., 2000)や再度変温条件下におかれ
ることで破られることが知られている(Pekrun et al., 1997)。 
 
セイヨウナタネの種子の寿命は、採種条件や保存条件によって異なる。登熟後に乾燥状30 
態で貯蔵した場合には 6年を経過しても 80%の発芽力があったが、室内に放置した場合の
3年後の発芽率は約 30%であったと報告されている (志賀, 2001)。 
 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出
芽特性 35 


 
セイヨウナタネは種子繁殖を行い、自然条件下において他の器官からの繁殖は観察され


ていない。 
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③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミク
シスを生ずる特性を有する場合はその程度 


 
セイヨウナタネは自家不和合性を持たず、自家受粉によって種子を作ることが多い。風


媒や虫媒による他家交雑率は 12~55%と報告されている(Beckie et al., 2003)。 5 
 
セイヨウナタネと交雑可能な近縁種としては、わが国で古来から栽培種として利用され


ている B. rapa と、帰化植物である B. nigra、R. raphanistrum、S. arvensis、B. juncea及び H. 
incanaが挙げられる (杉山, 2001; 清水ら, 2008 ; OGTR, 2002; 中井, 2003)。 
 10 


B. rapaには、在来ナタネの他に、その変種であるカブ、ハクサイ、コマツナ、ノザワナ、
ツケナ、チンゲンサイ、パクチョイも含まれるが、わが国の荒地や路傍で自生化している


ものは、在来ナタネである(杉山, 2001)。B. rapaのセイヨウナタネとの交雑性に関しては、
セイヨウナタネのほ場の境界線より外側のほ場に B. rapa(在来ナタネ)の集団を植え、B. 
rapaの種子における交雑体を調べた場合は、その交雑率は低く 0.4%～1.5%であった (Scott 15 
and Wilkinson, 1998)。また、自然条件においてセイヨウナタネの集団と隣接して存在する
B. rapaの集団において、セイヨウナタネと B. rapaとの交雑率は 0.1%であった  (Wilkinson et 
al., 2000)。しかし、セイヨウナタネのほ場内に B. rapa(在来ナタネ)を植え、B. rapaの種子
における交雑体を調べた場合の交雑率は 13%であったと報告されている(Jørgensen et al., 
1996)。 20 
 


B. junceaには、カラシナの他に明治以前にわが国に導入され各地で栽培されているザア
サイ等の野菜類もあるが (由比, 2004)、現在、荒地、路傍、河原などで自生化しているもの
は、戦後にヨーロッパや北アメリカから持ち込まれた帰化植物のカラシナである (清水ら, 
2008 ; 中井, 2003)。B. junceaとセイヨウナタネの交雑はどちらが花粉親の場合でも起こる25 
が、セイヨウナタネが花粉親の場合の交雑率(0.3%)は、B. juncea(カラシナ)が花粉親の場合
の交雑率(1.1%)に比べて低いことが報告されている (Bing et al., 1996)。 


 
H. incanaは、地中海沿岸を原産とする帰化植物であり、わが国では戦後に発見された (中
井, 2003)。セイヨウナタネとの交雑率に関しては、H. incanaとセイヨウナタネを 1:625の30 
比率で栽培した場合に、H. incana の収穫種子の 1.0%が交雑体であったと報告されている
(Lefol et al., 1996a)。 


 
R. raphanistrumは、ヨーロッパ、北アフリカ及び中近東を原産とする帰化植物であり、
わが国では昭和初期に発見された (中井, 2003)。セイヨウナタネとの交雑性に関しては、セ35 
イヨウナタネを R. raphanistrum と混合して育成させた場合の交雑頻度が調査されており、
フランスでは 1×10-5~1×10-7 (Chèvre et al., 2004)、オーストラリアでは 4×10-8(Rieger et al., 
2001)、そしてカナダでは 3×10-5 (Warwick et al., 2003) という報告がされている。しかし、
除草剤グルホシネート耐性セイヨウナタネと R. raphanistrumをほ場で栽培し、定期的なモ
ニタリングをイギリスにおいて5年間(Norris and Sweet, 2002)及び、カナダで2年間(Warwick 40 
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et al., 2003) 実施した結果、雑種は認められなかった。 
 
S. arvensisは地中海沿岸を原産とする帰化植物であり、わが国では昭和初期に発見された


(中井, 2003)。セイヨウナタネを花粉親とした場合のS. arvensisとの交雑は自然条件下では認
められておらず、in vitroの試験で交雑の例があるのみである (Chèvre et al., 1996; Moyes et al., 5 
2002)、なお、S. arvensisを花粉親とした場合の雄性不稔セイヨウナタネにおける交雑率は
1.2 % (Lefol et al., 1996b)であると報告されている。 
 


B. nigraはヨーロッパから西アジアを原産とする帰化植物であり、栽培種からの逸出によ
り 1947年以前にわが国に渡来したと考えられている(日本生態学会, 2002 ; 中井, 2003) 。セ10 
イヨウナタネとの交雑性については、両者を隣接して生育させた後に雑種の形成率を調査


した報告があるが、雑種の形成は認められなかった(Scheffler and Dale, 1994; Bing et al., 1996)。
また、人工受粉による交雑によって交雑体が得られたという報告はない。なお、B. nigra
を花粉親として胚珠培養を行った場合 3.4 %の交雑率で交雑体が得られたと報告されてい
るが (Kerlan et al., 1992)、セイヨウナタネを花粉親として胚珠培養を行った場合には交雑体15 
は得れなかったと報告されている(Kerlan et al., 1992)。 


 
④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 
 
セイヨウナタネは 1花当たり約 6~7万粒の花粉を生産する。 20 
 
ほ場において、花粉の発芽率は開花 4～5日後から次第に低下することが報告されてい
る (Rantio-Lehtimäki, 1995)。 


 
セイヨウナタネの花粉は黄色で、3 つに縦にくびれた楕円形をしている。大きさは長径25 


37~39µm及び短径 20~22µmである (志賀, 2001)。また、セイヨウナタネの花粉は重く粘性
がある(OECD, 1997)。 
 
花粉の媒介方法は風又は昆虫(主にハチ)である(OECD, 1997)。 


 30 
セイヨウナタネの花粉は重くて粘着性があるが、サイズが小さいため、花粉は風によっ


て飛散する(Harker et al., 2002)。Timmonsら(1995)の報告によると花粉源から 1.5km離れた
地点で、1㎡当たり 0~22粒の花粉が飛散していたとあるが、空中における花粉の密度は花
粉源からの距離が増すにつれて急激に減少する。McCartney と Lacey(1991)の調査によると、
ほ場から 10 mの地点で空中における花粉密度は、ほ場内と比較して約 90%減少していた。35 
また、花粉の 99%以上が 12 m以内に飛散すると報告されている (Scheffler et al., 1993)。 
セイヨウナタネ同士の交雑性と遺伝子流動については、世界中で広く研究が行われてお


り、複数の論文の中で論じられてきた(Salisbury, 2002; Beckie et al., 2003; Messeguer, 2003; 
Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。セイヨウナタネの栽培環境における交雑は、風や虫に
よって花粉が運ばれることや、セイヨウナタネ個体間の接触により起こる。虫媒では特に40 
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ハチによって花粉が運ばれる(Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。セイヨウナタネ間の交雑
率は距離が増加するにつれて減少する。セイヨウナタネ間の交雑率は 12%から 55%の幅が
あると報告されている(Beckie et al., 2003)。他の例では 4km以上離れたセイヨウナタネとの
交雑が報告されている (Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。花粉源からの距離が 100m以上
である場合のセイヨウナタネ同士の交雑率は、3.4%かそれ以下であると報告されている5 
(Salisbury, 2002; Beckie et al., 2003; Messeguer, 2003; Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。 
 
ホ 病原性 


 
 ― 10 
 
ヘ 有害物質の産生性 


 
セイヨウナタネ種子において、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質としてエルシン酸


及びグルコシノレートの産生が知られている。エルシン酸は、実験動物に多量に給餌した15 
場合、心筋や骨格筋などに病的な変化が生ずることが報告されている。またグルコシノレ


ートは、家畜の甲状腺を肥大させることが知られている (志賀, 1981)。しかし、セイヨウナ
タネでは長年にわたり育種改良が続けられ、低エルシン酸で低グルコシノレートの品種が


育成された結果、今日、その油がヒトの食用として、油かすが飼料として利用されるよう


になった。このような低エルシン酸(精製油中で 2%未満)で低グルコシノレート(油かす 1g20 
当たり 30µmol未満)のセイヨウナタネは一般にカノーラと呼ばれ、本組換えセイヨウナタ
ネの遺伝子導入の母本となった Ebonyもカノーラと認められている(CFIA, 2010)。 
 
ト その他の情報 


 25 
― 


 
2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 
 
モンサント・カンパニーは従来の雑草防除法と比べて効果的な雑草防除法を提供し、ナ30 
タネ栽培における低コスト・省力化栽培を目的として除草剤グリホサート耐性セイヨウナ


タネMON88302(改変 cp4 epsps, Brassica napus L.)(MON88302, OECD UI: MON-883Ø2-9)(以
下、「本組換えセイヨウナタネ」という。)を開発した。 


 
(1) 供与核酸に関する情報 35 


 
イ 構成及び構成要素の由来 


 
本組換えセイヨウナタネの作出に用いられた供与核酸の構成及び構成要素の由来は、図 


1(p11)及び(表 1、p12~13)に示した。 40 







 


10 
 


 
なお、本組換えセイヨウナタネに導入された cp4 epsps遺伝子がコードする CP4 EPSPS
蛋白質は、クローニングの過程で制限酵素切断部位を挿入したことにより、Agrobacterium 
sp. CP4株由来の CP4 EPSPS蛋白質のアミノ酸配列と比較して、N末端から 2番目のセリン
がロイシンに改変されている。したがって、本組換えセイヨウナタネに導入された cp4 epsps5 
遺伝子は「改変 cp4 epsps遺伝子」とし、発現する蛋白質を「改変 CP4 EPSPS蛋白質」と
する。本組換えセイヨウナタネにおいて発現する改変 CP4 EPSPS蛋白質は、これまでにモ
ンサント・カンパニーが開発し、既に第一種使用規程の承認がなされている遺伝子組換え


セイヨウナタネ RT73 及びその他の除草剤グリホサート耐性作物中で発現している蛋白質
と同一である。なお、本組換えセイヨウナタネにおいて発現する改変 CP4 EPSPS蛋白質の10 
推定アミノ酸配列は別添資料 1に示した。 
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PV-BNHT2672
9664 bp


Ase I 4026


Ase I 8525


Bam HI 3768


Sca I 1307
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2


 5 
図 1 本組換えセイヨウナタネの作出に用いられたPV-BNHT2672のプラスミドマップ 2 
 


EF-1aは別添資料 4の Figure1(p33)に記載されている Tsf1と同一である。 


                                                 
2
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 


 


9,664 bp 


L-EF-1a 


P-FMV/EF-1a 


I-EF-1a 


CS-改変        
cp4 epsps 
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表 1 本組換えセイヨウナタネの作出に用いたPV-BNHT2672の各構成要素の由来及び機能 3 


構成要素 プラスミド中


の位置 由来及び機能 


T-DNA 


B 注 1-Right Border 1~357 


Agrobacterium tumefaciens 由来の DNA領域で、
T-DNA を伝達する際に利用される右側境界配
列を含む配列(Depicker et al., 1982; Zambryski et 
al., 1982) 


Intervening Sequence 358~427 DNAクローニングの際に利用された配列 


P 注 2-FMV/ EF-1a注 3  
428~1,467 


Arabidopsis thaliana (シロイヌナズナ)由来の
Tsf1プロモーター(Axelos et al., 1989) に Figwort 
Mosaic Virus(FMV)の 35S プロモーターのエン
ハンサー配列(Richins et al., 1987)を結合させた
キメラプロモーター。目的遺伝子の恒常的発現


に関与する。 


L 注 4- EF-1a 1,468~1,513 


A. thaliana (シロイヌナズナ) 由来の Tsf1遺伝子
(翻訳伸長因子EF-1 alphaをコードする) (Axelos 
et al., 1989)の 5’非翻訳リーダー領域(exon 1)。
目的遺伝子の発現を高める。 


I 注 5- EF-1a 1,514~2,135 


A. thaliana (シロイヌナズナ)由来の Tsf1遺伝子
(翻訳伸長因子EF-1 alphaをコードする) (Axelos 
et al., 1989)のイントロン配列。目的遺伝子の発
現を高める。 


Intervening Sequence 2,136~2,144 DNAクローニングの際に利用された配列 


TS 注 6-CTP2 2,145~2,372 


A. thaliana  (シロイヌナズナ)の EPSPSをコード
する ShkG遺伝子に由来する葉緑体輸送ペプチ
ドをコードする配列  (Klee et al., 1987; 
Herrmann, 1995)。改変 CP4EPSPS蛋白質を葉緑
体へと輸送する。 


CS 注 7-改変 cp4 epsps 2,373~3,740 


グラム陰性菌である Agrobacterium CP4株の 5-
エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸合成酵素 
(CP4 EPSPS) をコードしている aroA遺伝子の
コード配列 (Padgette et al., 1996b; Barry et al., 
2001)。 


Intervening Sequence 3,741~3,782 DNAクローニングの際に利用された配列 


T 注 8-E9 3,783~4,425 


Pisum sativum (エンドウ) のリブロース-1, 5-二
リン酸カルボキシラーゼの小サブユニットを


コードする rbcS2遺伝子に由来する 3’末端非翻
訳領域。mRNA のポリアデニル化を誘導する
(Coruzzi et al., 1984)。 


Intervening Sequence 4,426~4,468 DNAクローニングの際に利用された配列 


B-Left Border 4,469~4,910 
A. tumefaciens由来の DNA領域で、T-DNAを伝
達する際に利用される左側境界配列を含む


(Barker et al., 1983)。 


                                                 
3
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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表 1 (続き)本組換えセイヨウナタネの作出に用いた PV- BNHT2672の各構成要素の由来及
び機能  


構成要素 プラスミド中


の位置 由来及び機能 


外側骨格領域 (本組換えセイヨウナタネ中には存在しない) 
Intervening Sequence 4,911~4,996 DNAクローニングの際に利用された配列 


OR 注 9- ori V 4,997~5,393 
広宿主域プラスミド RK2 に由来する複製開始
領域。Agrobacterium 中においてベクターに自
立増殖能を付与する (Stalker et al., 1981)。  


Intervening Sequence 5,394~6,901 DNAクローニングの際に利用された配列 


CS-rop 6,902~7,093 


ColE1プラスミドに由来するプライマー蛋白質
のリプレッサーのコード配列。E. coli中におい
てプラスミドのコピー数を維持する(Giza and 
Huang, 1989)。  


Intervening Sequence 7,094~7,520 DNAクローニングの際に利用された配列 


OR-ori-pBR322 7,521~8,109 
pBR322 から単離された複製開始領域。E. coli
中においてベクターに自律増殖能を付与する


(Sutcliffe, 1979)。  
Intervening Sequence 8,110~8,639 DNAクローニングの際に利用された配列 


aadA  
8,640~9,528 


トランスポゾン Tn7の 3”(9)-O-ヌクレオチジル
トランスフェラーゼ（アミノグリコシド改変酵


素）の細菌プロモーター、コード配列及び 3’
非翻訳領域(Fling et al., 1985)。スペクチノマイ
シン及びストレプトマイシン耐性を付与する。  


Intervening Sequence 9,529~9,664 DNAクローニングの際に利用された配列 
 
1 B-Border(境界配列) 5 
2 P-Promoter(プロモーター) 
3 EF-1aは別添資料 4の Table 1(p29-30)に記載されている Tsf1と同一である。 
4L-Leader( リーダー配列) 
5I-Intron(イントロン) 
6 TS-Targeting Sequence(ターゲティング配列) 10 
7CS-Coding Sequence(コード配列) 
8 T-Transcription Termination Sequence(転写終結配列) 
9 OR-Origin of Replication(複製開始領域) 
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ロ 構成要素の機能 


 
① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸の構成
要素それぞれの機能 5 


 
本組換えセイヨウナタネの作出に用いられた供与核酸の構成要素の機能は表 1 (p12~13)
に示した。 


 


② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白質が10 
アレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有する場合はその


旨 
 
除草剤グリホサートは、植物内在性の芳香族アミノ酸の生合成経路であるシキミ酸経路


中の酵素の 1 つである 5-エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸合成酵素 (酵素番号: 15 
E.C.2.5.1.19、以下「EPSPS蛋白質」という。) を阻害し、細胞死を引き起こす(Franz et al., 1997)。
本組換えセイヨウナタネは導入された改変 cp4 epsps遺伝子から発現する改変 CP4 EPSPS
蛋白質により、除草剤グリホサートに耐性を持つ。 


 
改変CP4 EPSPS蛋白質が、既知のアレルゲンと類似のアミノ酸配列を共有するか否か、20 
アレルゲンデータベース (AD_2012) 4 を用いてFASTA型アルゴリズムと連続する 8つのア
ミノ酸による相同性検索を行ったが、既知アレルゲンと類似の配列は認められなかった。 
 
③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 


 25 
EPSPS蛋白質は植物や微生物に特有の芳香族アミノ酸を生合成するための生合成経路で
あるシキミ酸経路を触媒する酵素のひとつであり、植物中では葉緑体又は色素体に存在す


る(Della-Cioppa et al., 1986)。シキミ酸経路は植物の固定する炭素の 5分の 1に関与すると考
えられる重要な代謝経路である(Haslam, 1974; Haslam, 1993)。本経路は、その第一段階に関
与する 3-デオキシ-D-アラビノ-ヘプツロン酸-7-リン酸(DAHP)合成酵素によって調節を受け30 
て制御されるが、DAHP からコリスミ酸が生成されるまでの段階では、中間代謝物質や最
終生成物によって阻害又は抑制される可能性が極めて低いことが明らかにされている


(Weiss and Edwards, 1980; Herrmann, 1983)。このことは EPSPS蛋白質が本経路における律速
酵素ではないことを示唆しており、したがって、EPSPS蛋白質の活性が増大しても、本経
路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることはないと考えられている(Padgette 35 
et al., 1996a; Ridley et al., 2002)。実際に、通常の 40倍の EPSPS蛋白質を生成する植物細胞に
おいて、芳香族アミノ酸が過剰に合成されないことが報告されており(Smart et al., 1985)、
加えて、モンサント・カンパニーがこれまでに商品化した除草剤グリホサート耐性作物(ダ
                                                 
4 FARRP (Food Allergy Research and Resource Program) AllergenOnline database  (2011年 12月の時点)  に登録されて
いる配列からなるデータベースであり、1,603件のアミノ酸配列が含まれる。 
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イズ、ナタネ、ワタ、トウモロコシ、アルファルファ及びテンサイ)の食品及び飼料安全性
の評価の過程で、それら組換え作物種子中のアミノ酸組成を調べて、芳香族アミノ酸含量


に関して、もとの非組換え作物との間で相違のないことが確認されている。これらのこと


は EPSPS蛋白質が本経路における律速酵素ではないことを支持している。 
 5 
また、EPSPS蛋白質はホスホエノールピルビン酸塩(PEP)とシキミ酸-3-リン酸塩 (以下、
「S3P」という) から、5-エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸 (EPSP) と無機リン酸塩(Pi)を
生じる可逆反応を触媒する酵素であり(Levin and Sprinson, 1964)、これらの基質と特異的に
反応することが知られている(Gruys et al., 1992)。これら以外に唯一 EPSPS蛋白質と反応す
ることが知られているのは S3Pの類似体であるシキミ酸である。しかし、EPSPS蛋白質の10 
シキミ酸及び S3P との反応について、反応の起こり易さを示す特異性定数 (specificity 
constant) kcat/Kmの値で比較すると、EPSPS 蛋白質のシキミ酸との反応特異性は、EPSPS 蛋
白質の S3Pとの反応特異性の約 200万分の 1にすぎず(Gruys et al., 1992)、シキミ酸が EPSPS
蛋白質の基質として反応する可能性は極めて低い。よって、改変 CP4 EPSPS蛋白質が宿主
の代謝系を変化させることはないと考えられる。 15 


 
(2) ベクターに関する情報 


 
イ 名称及び由来 


 20 
本組換えセイヨウナタネの作出に用いられたプラスミド・ベクターPV-BNHT2672 は、


E. coli由来のベクターpBR322 (Sutcliffe, 1979) などをもとに構築された。 
 
ロ 特性 


 25 
① ベクターの塩基数及び塩基配列 


 
本組換えセイヨウナタネの作出に用いられたプラスミド・ベクターPV-BNHT2672の塩基
数は 9,664bpである。 
 30 
② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 


 
E. coliにおける構築ベクターの選抜マーカー遺伝子として、スペクチノマイシン及びス
トレプトマイシンに対する耐性を付与する E. coliのトランスポゾン Tn7に由来する aadA
遺伝子が T-DNA領域外に存在している。 35 
 
③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 


 
本ベクターの感染性は知られていない。 


 40 
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(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 
 
イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


 
宿主内に移入された本プラスミドベクターの構成要素は表 1 (p12~13)に記載した。また、5 
ベクター内での供与核酸の構成要素の位置と制限酵素による切断部位に関しては、図 1 
(p11)に示した。 
 
ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 


 10 
PV-BNHT2672の中の T-DNA領域をアグロバクテリウム法により、従来セイヨウナタネ
品種 Ebonyの胚軸に導入した。 
 
ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 


 15 
① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 


 
従来セイヨウナタネ品種 Ebony の胚軸をプラスミド・ベクターPV-BNHT2672 を含む


A.tumefaciens ABI 株と共置培養した後、除草剤グリホサートを含有する培地にて選抜を行
った。 20 
 
② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体の残存の
有無 


 
カルベニシリン及びチカルシリン・クラブラン酸を添加した培地により、形質転換に用25 
いたアグロバクテリウム菌体を除去した。さらに、本組換えセイヨウナタネの R3 世代に
おいて、形質転換に用いたプラスミド・ベクターPV-BNHT2672の外側骨格領域を標的とし
た PCR分析を行ったところ、本組換えセイヨウナタネにはプラスミド・ベクターの外側骨
格領域は存在しなかった(別添資料 2)。このことから、本組換えセイヨウナタネには形質転
換に用いたアグロバクテリウム菌体は残存しないことが確認された。 30 
 
③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系統、隔
離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集するために


用いられた系統までの育成の経過 
 35 
選抜された再分化個体(R0)を土壌に移植した後、自家受粉を行い R1 種子を作出した。


R0個体とR1個体について除草剤グリホサートへの耐性と改変 cp4 epsps遺伝子発現カセッ
トが存在すること、かつ PV-BNHT2672の骨格部分(ori V)の配列が存在しないことを確認し
た。その後、１コピーの T-DNA領域をホモで有する R2個体を除草剤グリホサート散布、
PCR分析及びサザンブロット分析を用いて選抜した。そして、優れた表現型と導入遺伝子40 
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の存在状態などを指標に最終的に本組換えセイヨウナタネを選抜した。 
 
本組換えセイヨウナタネにおける導入遺伝子の解析、導入遺伝子の発現の安定性及びわ


が国で隔離ほ場試験に用いられた世代について、図 2 (p18) の育成図に記載した。なお、第
一種使用規程に係る承認対象の範囲は、図 2 (p18)に記載するとおり R3世代及び R3世代か5 
ら派生する全ての交雑後代系統である。 
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図 2 本組換えセイヨウナタネの育成図 5 
 5 
Ä  自殖 
a  導入遺伝子の解析に供試した世代 (サザンブロット分析及び塩基配列解析) 
b  導入遺伝子 (サザンブロット分析) 及び発現蛋白質(ウエスタンブロット分析)の世代間の安定性試験に供試した世代 
c  ELISA法による蛋白質発現の確認に供試した世代 
d  導入遺伝子の分離比検定に用いた世代 10 
e   商品化品種の育成に用いられる世代 
f  日本での隔離ほ場試験に供試した世代 
*1 後代分離比の分析の目的で、本組換えセイヨウナタネを改変cp4 epsps遺伝子発現カセットを持たない従来セイヨウナタ
ネ品種 (65037) と交配し、F1世代 (ヘテロ接合体) を作出した。 


*2 F2、F3及びF4世代は1つ前の世代で改変cp4 epsps遺伝子発現カセットをヘテロで有する個体のみを自殖することによ15 
り作出された。 


 


 


                                                 
5
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 


第一種使用規程の承認対象


の範囲は、R3世代及びR3世


代から派生する全ての交雑


後代系統である 
改変cp4 epsps遺伝子発現カセットを
持たないセイヨウナタネ品種(♀)と
交配*1  ́
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(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 


 
① 移入された核酸の複製物が存在する場所 


 5 
本組換えセイヨウナタネの導入遺伝子が染色体上に存在するか否かを調べるため、導入


遺伝子をホモで有する本組換えセイヨウナタネ(R3 世代)を、改変 cp4 epsps遺伝子発現カセ
ットを持たないセイヨウナタネ品種と交配して F1個体を作出した。この F1の 1個体を自
殖し、F2世代を作成した。次に F2世代の個体について real-time TaqMan PCR法により改変
cp4 epsps遺伝子発現カセットの有無を調べ、ヘテロ接合性の F2個体を選抜して自殖し、10 
F3世代を作成した。同様に、ヘテロ接合性の F3個体を選抜して自殖し、F4世代を作出し
た。このようにして作出した F2、F3及び F4世代を用いて、real-time TaqMan PCR法によっ
て本組換えセイヨウナタネ中の改変 cp4 epsps 遺伝子発現カセットの分離比の検定を接合
性に基づいて行った (表 2, p20; 別添資料 3)。この場合の改変 cp4 epsps遺伝子発現カセット
の分離比は、メンデルの法則に従い 1:2:1 (ホモ接合性＋＋: ヘテロ接合性＋－: ホモ接合性15 
－－) と予想された。 
その結果、F2、F3及び F4世代では分離比の実測値と期待値との間に、カイ二乗検定に
よる統計学的有意差は認められなかった(表 2, p20; 別添資料 3の Table 1, p7)。したがって、
本組換えセイヨウナタネの導入遺伝子は染色体上に存在し、メンデルの分離法則に矛盾せ


ずに遺伝していると考えられた。 20 
 







 


 20 


表 2 本組換えセイヨウナタネのF2、F3及びF4世代における改変cp4 epsps遺伝子の分離比 6 


世代 1 供試 
個体数 2 


実測値 1:2:1の分離比の期待値 
陽性・ホモ 
個体数 


陽性・ヘテロ 
個体数 


陰性・ホモ個体数 
陽性・ホモ 
個体数 


陽性・ヘテロ 
個体数 


陰性・ホモ 
個体数 χ 2 p値 3 


F2 220 51 122 47 55.00 110.00 55.00 2.76 0.251 
F3 166 39 94 33 41.50 83.00 41.50 3.35 0.187 
F4 198 53 97 48 49.50 99.00 49.50 0.33 0.847 


1 F2、F3及び F4世代は、改変 cp4 epsps遺伝子発現カセットをヘテロで持つそれぞれの親世代 (F1、F2及び F3世代) を自殖することにより得られた。 
2改変 cp4 epsps遺伝子発現カセットの有無を real-time TaqMan PCR法によって調べた。 
3 F2、F3及び F4世代から得られた分離比をカイ二乗検定で分析した (p≤0.05)。 


 5 
 


                                                 
6
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代における
伝達の安定性 


 
サザンブロット分析による導入遺伝子の解析の結果、本組換えセイヨウナタネの核ゲノ5 
ム中の 1ヵ所に 1コピーの T-DNA領域が組み込まれていることが確認された(別添資料 4
の Figure 4-5, p37-38)。 また T-DNA領域以外の外側骨格領域は挿入されていないことが確
認された(別添資料 4の Figure 6~8, p39~41)。さらに導入遺伝子は安定して後代に遺伝して
いることが複数世代(R2、R3、 R4及び R5)におけるサザンブロット分析によって示された
(別添資料 4の Figure16 , p57)。なお、本組換えセイヨウナタネにおける導入遺伝子の模式10 
図を図 3 (p22) に示した。
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図 3 本組換えセイヨウナタネの導入遺伝子地図 7 
図の上段は本組換えセイヨウナタネ中の導入遺伝子及び近傍配列の模式図である。この地図には導入遺伝子内の構成要素及びサザンブロット分析に用いた制


限酵素切断部位を地図と相対的な位置とともに記載した。図の中段には、別添資料 4の Figure 1 (p33) に示した T-DNA プローブの相対サイズ及び位置を示し5 
た。図の下段は各制限酵素で切断した後に予想される DNA断片のサイズを示した。矢印 (  ) により導入遺伝子末端と導入遺伝子の 5’末端及び 3’末端に隣


接する核ゲノムDNA配列の開始位置を示した。また、矢印 (→) により、本組換えセイヨウナタネ中の構成要素の配列の方向を示した。


                                                 
7
本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れているか
の別 


 5 
1コピーなので該当しない(別添資料 4の Figure 4~5, p37~38)。 


 
④ (6)の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及び世代間
での発現の安定性 


 10 
本組換えセイヨウナタネの複数世代(R2、R3、 R4及び R5)の葉においてウエスタンブロ
ット分析を行い、改変 CP4 EPSPS 蛋白質が安定して発現していることを確認した(別添資
料 5の Figure 1, p15)。 


 
米国の 3ヵ所 (アイダホ州 1ヵ所、ミネソタ州 1ヵ所及びノースダコタ州 1ヵ所) 及びカ15 
ナダの 3ヵ所 (マニトバ州 2ヵ所及びサスカチュワン州 1ヵ所) のほ場において 4反復で生
育した本組換えセイヨウナタネの地上部、種子、葉、及び根のサンプルを採取し、改変 CP4 
EPSPS蛋白質の発現量を ELISA法により分析した (表 3, p24、別添資料 6)。ELISA分析の
結果、本組換えセイヨウナタネの地上部、種子、葉及び根における改変 CP4 EPSPS蛋白質
の発現が確かめられた (表 3, p24、別添資料 6 の Table 1, p16-17)。 20 
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表 3  米国とカナダのほ場 1における本組換えセイヨウナタネの各部位の改変CP4 EPSPS蛋
白質発現量 (2009年)8 
供試部位 2 新鮮重での平均値 (標準偏差) 


範囲 (μg/g FW)   
乾燥重での (標準偏差) 
範囲 (μg/g DW) 


   
地上部 18 (4.4)  170 (22) 


 14-28 120-210 
   
種子 25 (5.2) 27 (5.6) 


 21-43 22-46 
   


葉(OSL-1) 23 (10) 180 (40) 
 10-45 110-250 
   


葉(OSL-2) 22 (5.9) 180 (41) 
 18-37 120-250 


 
葉(OSL-3) 31 (6.3)  230 (50) 


 20-41 130-300 
   


葉(OSL-4) 36 (14) 210 (80) 
 20-85 110-500 
   


根(Root-1) 19 (4.1) 82 (17) 
 11-25 46-100 
   


根(Root-2) 10 (3.3) 38 (14) 
 7.0-17 24-62 


1. 米国の 3ヵ所 (アイダホ州 1ヵ所、ミネソタ州 1ヵ所及びノースダコタ州 1ヵ所) 及びカナダの 3ヵ所  (マ


ニトバ州 2ヵ所及びサスカチュワン州 1ヵ所) のほ場において 4反復で生育した本組換えセイヨウナタネ5 
の地上部、種子、葉、及び根のサンプルを採取し、改変 CP4 EPSPS蛋白質の発現量を ELISA法により分


析した 。 
2 各部位のサンプルを採取した時期とサンプル数は以下のとおりである。 


地上部 (n=20): 主茎伸長開始期、種子 (n=16): 収穫期、葉(OSL-1) (n=16): 第 3~4葉が展開した時期、葉(OSL-2) 


(n=9): 第 7-9葉が展開した時期、葉(OSL-3) (n=20): 主茎伸長開始期、葉(OSL-4)  (n=20): 開花始めから 20%10 
開花期、根(Root-1) (n=19): 主茎伸長開始期、根(Root-2) (n=11): 10 -30%の莢が肥大終期に達した時期 


 


                                                 
8
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達され
るおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 


 
移入された核酸の配列は伝達を可能とする配列を含まないため、ウイルスの感染その他


の経路を経由して野生動植物等に伝達されるおそれはない。 5 
 


(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 
 
本組換えセイヨウナタネは、本組換えセイヨウナタネに特異的に結合可能なプライマー


セットを利用して、End-Point TaqMan PCR法による検出及び識別が可能である (別添資料 7)。10 
検定に用いる DNAの濃度は、PCRの 1反応当たり 5~10ngであることが推奨されており、
種子 1粒を用いて検定が可能である。 
本法の再現精度については89粒の本組換えセイヨウナタネ及び180粒の非組換えセイヨ
ウナタネを用いて確認試験を行った(別添資料 7)。 
 15 


(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 
 
① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具体
的な内容 


 20 
 本組換えセイヨウナタネへ導入された改変 cp4 epsps遺伝子は改変 CP4 EPSPS蛋白質を
発現することにより、除草剤グリホサートに対する耐性を付与する。 
本組換えセイヨウナタネに除草剤グリホサートに対する耐性が付与されていることを確


認するために、人工気象室において本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウ


ナタネに 1,500 g a.e.9/haの除草剤グリホサートを散布した。その結果、散布後 5~6日目にお25 
いて対照の非組換えセイヨウナタネの個体は全てが枯死していたが、本組換えセイヨウナ


タネは全ての個体が生存していた（表 4, p25）。よって、本組換えセイヨウナタネが除草
剤グリホサートに耐性を示すことが示された。 
 
表 4 本組換えセイヨウナタネの除草剤グリホサート耐性の調査結果(1) (2) 10 30 
 生存個体数 枯死した個体数 
本組換えセイヨウナタネ 24 0 
対照の非組換えセイヨウナタネ 0 24 
(1) 播種後 5~7日目(初生葉の時期)の本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウナタネにグリ


ホサート散布後を行い、散布後 5~6日目に、その外観から生存／枯死を判定した。 
(2)本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウナタネについて、各 24個体を供試した。 
                                                 
9 a.e.; acid equivalent (酸換算)。除草剤製剤の有効成分は塩の形か、有効成分そのものの形で含む。有効成
分が塩の形で存在する場合、活性成分は酸であり、塩基部分は製剤によって異なる。除草剤の散布量と


して製剤中の有効成分の塩の量を示した場合、塩基部分が異なる製剤の間では正確な活性成分量の比較


ができないため、活性成分としての酸換算量を記載単位として用いた。 
10
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 
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② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属
する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 
 5 


2011年から 2012年にかけて日本モンサント株式会社河内研究農場の隔離ほ場において
本組換えセイヨウナタネの隔離ほ場試験を行った。試験には本組換えセイヨウナタネの R5
世代を供試した (図 2, p18)。対照の非組換えセイヨウナタネとしては、本組換えセイヨウ
ナタネの遺伝子導入母本である Ebonyを用いた。なお、生育初期における高温耐性試験 (項
目 b,  p26) は米国の人工気象室で実施し、交雑率を評価するための試験 (項目 f, p27) は米国10 
(カリフォルニア州) のほ場で実施した。 
 


a  形態及び生育の特性 
 
形態及び生育に関する特性を比較するため、12項目 (発芽始め、発芽揃い，開花始め、15 
開花期、開花終わり、草型、草丈、一次分枝数、成熟期、地上部重及び収穫種子の形状 (子
実の色、子実の粒大整否))  について評価を行った。 
統計処理を草丈、一次分枝数及び地上部重 に関して行い、発芽始め、発芽揃い，開花始
め、開花期、開花終わり、草型、成熟期及び収穫種子の形状(子実の色、子実の粒大整否)
に関しては統計処理を行わなかった。その結果、統計処理を行った項目において本組換え20 
セイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間に統計学的有意差は見られなかっ


た。統計処理を行わなかった項目においては、開花始め及び開花期において本組換えセイ


ヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間に違いが見られた(別添資料 8の表 4, 
p13)。 


 25 
開花始め及び開花期は、本組換えセイヨウナタネが3月11日及び4月9日、対照の非組換
えセイヨウナタネが3月9日及び4月7日であった (別添資料 8の表 4, p13)。 


 
b  生育初期における高温耐性 


 30 
生育初期における高温耐性試験は、米国のモンサント・カンパニーの人工気象室におい


て実施した。この試験では、播種後 20日目の本組換えセイヨウナタネ、対照の非組換えセ
イヨウナタネ Ebony及び従来商業品種 4品種の幼苗を日中 35°C/夜間 30°Cに設定した人工
気象室で 21日間栽培したのち、生育ステージ、草勢、生体重及び乾燥重について比較した。
その結果、統計処理を行った項目 (草勢、生体重及び乾燥重) のうち、草勢において本組換35 
えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネの間に統計学的有意差が認められた。


統計処理を行わなかった項目 (生育ステージ) については、本組換えセイヨウナタネと対照
の非組換えセイヨウナタネの間に違いは認められなかった (別添資料 9の Table 5, p21)。 


 
草勢の平均値は、本組換えセイヨウナタネが 5.9、対照の非組換えセイヨウナタネが 5.140 
であり、本組換えセイヨウナタネの草勢 11が劣っていた (別添資料 9のTable 5, p21)。 
 
                                                 
11
草勢は訓練を受けた測定者が目視観察により各個体の状態を相対的に 1~9の 9段階で評価された。1
は非常に良好な生育を意味し、数字が大きくなるほど生育が劣り、9は枯死又は枯死に近い状態を示す。 
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c  成体の越夏性 
 
本隔離ほ場で生育した本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウナタネを


成熟期の後も引き続き生育させ、わが国の夏期における生育状況を観察した。2012年 7月
24日に越夏性試験区において供試個体の観察を行ったが、本組換えセイヨウナタネ及び対5 
照の非組換えセイヨウナタネのいずれも枯死していた (別添資料 8の図 6, p15)。 
 


d  花粉の稔性及びサイズ 
 
本隔離ほ場で生育した本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウナタネか10 
ら採取した花粉を Alexander 溶液で染色し、花粉の稔性及びサイズを測定した。これらの
項目について統計処理を行った結果、花粉稔性及びサイズのいずれにおいても本組換えセ


イヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間に統計学的有意差は認められなかっ


た (別添資料 8の 表 5, p16)。 
 15 


e 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 
 
本隔離ほ場で生育した本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウナタネに


ついて、種子の生産量に関する項目 (着莢数、莢当り種子数及び千粒重) を調査した。これ
らの項目について統計処理を行った結果、千粒重において、本組換えセイヨウナタネと対20 
照の非組換えセイヨウナタネとの間に統計学的有意差が認められた (別添資料 8 の 表 6, 
p17)。千粒重の平均値は、本組換えセイヨウナタネが 3.30 g、対照の非組換えセイヨウナ
タネが 4.61 g であり、本組換えセイヨウナタネの方が低かった (別添資料 8の 表 6, p17)。
しかしながら、本組換えセイヨウナタネの千粒重の平均値 (3.30 g) は、これまでに報告さ
れているセイヨウナタネの千粒重の範囲 (約 2.5 g~6 g) (CCC, 2012) に収まっていた。 25 


 
脱粒性については、本隔離ほ場で生育した本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換え


セイヨウナタネを成熟期に収穫し、植物体をビニールハウス内で自然乾燥させた後に裂莢


率を調査した。裂莢率について統計処理を行った結果、本組換えセイヨウナタネと対照の


非組換えセイヨウナタネとの間に統計学的有意差が認められた。裂莢率の平均値は、本組30 
換えセイヨウナタネが 1.8 %、対照の非組換えセイヨウナタネが 3.2 %であり、本組換えセ
イヨウナタネの方が低かった (別添資料 8の表 6, p17) 。 


 
休眠性及び発芽率については、本隔離ほ場で生育した本組換えセイヨウナタネ及び対照


の非組換えセイヨウナタネの収穫種子をシャーレに置床して、25ºCの温度条件で発芽させ、35 
発芽個体数を経時的に調査した。その結果、本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセ


イヨウナタネの発芽率はいずれも 100% と高く、休眠性は認められなかった (別添資料 8
の表 8, p18)。 
 


f 交雑率 40 
 
交雑率を評価するための試験は、2009 年から 2010 年にかけて米国(カリフォルニア州)
のほ場において実施した。この試験では、本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセ


イヨウナタネのそれぞれを花粉親とし、これらの個体から 2 m離して栽培された従来セイ
ヨウナタネの収穫種子における交雑体の発生頻度を調査した。この試験は、花粉親である45 
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本組換えセイヨウナタネ及び対照の非組換えセイヨウナタネと、種子親である従来セイヨ


ウナタネの開花期を一致させた条件において実施した (別添資料 10aの Table2, p6及び別添
資料 10bの Table3, p7)。また、交雑体の判定は、本組換えセイヨウナタネを花粉親とした
場合には導入遺伝子を PCR法で検出することにより実施し、対照の非組換えセイヨウナタ
ネを花粉親とした場合には対照の非組換えセイヨウナタネに特有の 8つの SNPマーカーを5 
DNAマイクロアレイで検出することにより実施した。 
本組換えセイヨウナタネを花粉親とした場合と対照の非組換えセイヨウナタネを花粉


親とした場合のそれぞれについて、種子親である従来セイヨウナタネの収穫種子 1000粒を
供試し、交雑体の発生頻度を調査した。その結果、交雑率は本組換えセイヨウナタネを花


粉親とした場合で 1.3%、対照の非組換えセイヨウナタネを花粉親とした場合で 1.4%であ10 
り (別添資料 10aの Table3, p6及び別添資料 10bの Table4, p7)、いずれもこれまでに報告さ
れているセイヨウナタネの交雑率 (花粉親と種子親の距離が 5m以内の場合において、
0.0121% ~ 14.5% (Beckie et al., 2003; Ramsay et al., 2003; Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007; Cai 
et al., 2008)) と同程度であった。 
 15 


g  有害物質の産生性 
 
本組換えセイヨウナタネから土壌微生物又は他の植物に影響を与える物質が産生され


ていないことを確認するため、土壌微生物相試験、鋤込み試験及び後作試験を行った。そ


の結果、土壌微生物の菌数、ハツカダイコンの発芽率及び乾燥重において本組換えセイヨ20 
ウナタネ区と対照の非組換えセイヨウナタネ区との間に統計学的有意差は認められなかっ


た (別添資料 8の表 9~表 11, p20)。 
 


3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 
 25 


(1) 使用等の内容 
 
食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに


付随する行為。 
 30 


(2) 使用等の方法 
 
－ 


 
(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 35 


 
－ 


 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止するため
の措置 40 


 
申請書に添付した緊急措置計画書を参照。 
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(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での使用
等の結果 


 
－ 


 5 
(6) 国外における使用等に関する情報 


 
本組換えセイヨウナタネの海外の主要栽培予定国及び輸入予定国における申請状況は


以下のとおりである (表 5, p29)。 
 10 
表 5 本組換えセイヨウナタネの国外の主要栽培予定国及び輸入予定国における申請及び
認可状況 12 


2012年 11月現在 
申請時期 承認時期 機関 安全性審査の種類 


2011年 3月 2012年 4月 米国食品医薬品庁 (FDA) 食品・飼料 
2011年 6月           審査中 米国農務省 (USDA) 環境 
2011年 4月 2012年 6月 カナダ保健省 (Health Canada) 食品 
2011年 4月 2012年 6月 カナダ食品検査庁 (CFIA) 環境・飼料 
2011年 8月 審査中 欧州食品安全機関 (EFSA) 食品・飼料 


2012年 3月 審査中 オーストラリア・ニュージーランド食品


基準機関 (FSANZ) 食品 


＿＿＿＿＿13 ＿＿＿13 韓国食品医薬品庁 (KFDA) 食品 


＿＿＿＿＿13 ＿＿＿13 韓国農村振興庁 (RDA) 環境 


＿＿＿＿＿13 ＿＿＿13 中国農業部(MOA) 環境・食品・飼料 
 
なお、本組換えセイヨウナタネのわが国における申請状況は以下のとおりである (表 6, 15 


p29)。 
 
表 6 本組換えセイヨウナタネのわが国における申請及び認可状況 14 


2012年 11月現在 
申請時期 承認時期 機関 内容 


2010年 7月 2011年 8月 農林水産省・環境省 環境 (第一種使用規程 15：隔離ほ場) 
2012年 11月 ― 厚生労働省 食品 16 
2012年 11月 ― 農林水産省 飼料 17 
2012年 11月 ― 農林水産省・環境省 環境 (第一種使用規程：一般使用) 


20                                                  
12
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 


13 社外秘につき非開示 
14
本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する 


15 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律に基づく。 
16 食品衛生法に基づく。 
17 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律に基づく。 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 
 


1 競合における優位性 
 5 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 
セイヨウナタネは路傍や工場跡地のような定期的に人の手が加えられる地域では自生化


し得ることが知られており(OECD, 1997)、わが国においては河原等で生育していたり(清水
ら, 2008 ; 国土交通省, 2012)、海外から種子が陸揚げされる港湾の周辺で生育していること10 
が、これまでに報告されている(Anonymous, 2004; Saji et al., 2005; Aono et al., 2006; 農業環境
技術研究所, 2007; Nishizawa et al., 2009; 農業環境技術研究所, 2011; Mizuguti et al., 2011)。 
しかし、セイヨウナタネはかく乱が起こる条件で一時的に生育する植物であると認識さ


れており (CFIA, 2005)、人の手がほとんど加えられない地域では、多年生の雑草や樹木な
どとの競合に敗れて自生化することは困難であることが知られている(OECD, 1997)。わが15 
国においてセイヨウナタネは、外来種タンポポ種群(Taraxacum spp.)やセイタカアワダチソ
ウ(Solidago altissima)などのような日本固有の在来種を駆逐して生物多様性に影響を及ぼ
す侵略的外来種としては掲載されていない (小川, 2002)。また、セイヨウナタネは生態系に
影響を与える有害雑草ではないことが報告されており (Crawley et al., 1993; EC, 2000; Hall et 
al., 2005)、かく乱された土地に自生したセイヨウナタネの集団は、2、3年程度で消失する20 
傾向にある (Crawley and Brown, 1995; Hall et al., 2005) 。このことから、セイヨウナタネが
生態系への影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。  
 以上のことからセイヨウナタネは、定期的に人の手が加えられる地域では自生化し得る


ものの、人の手がほとんど加えられない地域では競合における優位性は低く、侵略的外来


種のように優占群落を作る可能性は低いと判断された。 25 
 
競合における優位性に関わる形質として、形態及び生育の特性、成体の越夏性、花粉の


稔性及びサイズ、種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率  (第一の 2-(6)-②-a~e, p26~27) 
をわが国での隔離ほ場試験において調査した。その結果、種子の生産量における千粒重及


び脱粒性における裂莢率において、本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナ30 
タネとの間で統計学的有意差が認められた。統計処理を行わなかった項目では、開花始め


及び開花期において、本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間で


違いが認められた。また、生育初期における高温耐性 (第一の 2-(6)-②-b, p26) を米国にお
いて調査した結果、草勢において本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタ


ネの間で統計学的有意差が認められ、統計処理を行わなかった項目については、本組換え35 
セイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネの間で違いは認められなかった。 


 
千粒重の平均値は、本組換えセイヨウナタネが 3.30 g、対照の非組換えセイヨウナタネ
が 4.61 gであり、本組換えセイヨウナタネの方が低かった。しかし、本組換えセイヨウナ
タネの千粒重の平均値 (3.30 g) は、これまでに報告されているセイヨウナタネの千粒重の40 
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範囲 (約 2.5 g~6 g) (CCC, 2012) に収まっていた。また、本組換えセイヨウナタネの種子の
生産量に関する他の項目 (裂莢率及び発芽率) において、競合における優位性を高めるよう
な形質は認められなかった。これらのことから、本試験で認められた千粒重の差が競合に


おける優位性を高めるものではないと考えられた。 
裂莢率の平均値は、本組換えセイヨウナタネが 1.8 %、対照の非組換えセイヨウナタネ5 
が 3.2 %であり、本組換えセイヨウナタネの方が低かった。本組換えセイヨウナタネの方
が対照の非組換えセイヨウナタネより裂莢率が低いことから、本組換えセイヨウナタネの


脱粒性は、対照の非組換えセイヨウナタネを上回るものではないと考えられた。よって、


本試験で認められた裂莢率の差が競合における優位性を高めるものではないと考えられた。 
開花始め及び開花期は、本組換えセイヨウナタネが 3月 11日及び 4月 9日、対照の非組10 
換えセイヨウナタネが 3月 9日及び 4月 7日であり、いずれも本組換えセイヨウナタネの
方が 2日遅かった。しかし、その差がわずかであることから、本組換えセイヨウナタネと
対照の非組換えセイヨウナタネとの間で開花特性が大きく異なっていることはないと考え


られた。よって、本試験で認められた開花始め及び開花期の差が競合における優位性を高


めるものではないと考えられた。 15 
生育初期における高温耐性試験での草勢の平均値は、本組換えセイヨウナタネが 5.9、
対照の非組換えセイヨウナタネが 5.1 であり、本組換えセイヨウナタネの草勢が劣ってい
た。本組換えセイヨウナタネの方が対照の非組換えセイヨウナタネより草勢が低いことか


ら、本組換えセイヨウナタネの生育初期における高温耐性は、対照の非組換えセイヨウナ


タネを上回るものではないと考えられた。よって、本試験で認められた草勢の差が競合に20 
おける優位性を高めるものではないと考えられた。 


 
本組換えセイヨウナタネは、改変 CP4 EPSPS蛋白質の発現により、除草剤グリホサート
に対する耐性を有する。しかしながら、グリホサートが散布されることが想定しにくい自


然条件下においてグリホサート耐性であることが競合における優位性を高めることはない25 
と考えられる。実際に、わが国において鹿島港周辺の幹線道路沿いに生育するセイヨウナ


タネのモニタリング調査を実施した結果、除草剤グリホサート耐性の遺伝子組換えセイヨ


ウナタネが、従来セイヨウナタネが生育する地域以外に生育している事例は認められなか


った(農業環境技術研究所, 2007; 農業環境技術研究所, 2011)。また、人の手が加えられる地
域に自生した除草剤グリホサート耐性の遺伝子組換えセイヨウナタネ及び従来セイヨウナ30 
タネを 3 年間調査した結果、集団の著しい拡大や生育の継続は認められなかったこと
(Nishizawa et al., 2009) 及び、自生したセイヨウナタネ個体の多くが頻繁な人為的かく乱に
よって開花前に消失していたこと(Mizuguti et al., 2011)が報告されている。 
 さらに、英国では除草剤耐性の形質が付与された遺伝子組換え作物(除草剤グルホシネー
ト耐性セイヨウナタネ及びトウモロコシ、除草剤グリホサート耐性テンサイ)を気候条件の35 
異なる 12ヵ所のほ場で放任栽培し、自然条件下での競合における優位性を 10年間にわた
り調査している。調査の結果、全ての遺伝子組換え作物の個体群のサイズは対照の非組換


え作物と同様に、播種の翌年から他の多年生の植物との競合により縮小し、セイヨウナタ


ネに関しては 4年後には消失していた(Crawley et al., 2001)。  
 40 
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これらのことから、本組換えセイヨウナタネは除草剤グリホサートに対する耐性を有す


るが、グリホサートが散布されることが想定しにくい自然条件下においてグリホサート耐


性であることが競合における優位性を高めることはないと判断された。また、仮に路傍等


で除草剤グリホサートを使用して除草を行い、本組換えセイヨウナタネのみが残存した場


合にも、前述したようにそれらが路傍等からさらに拡がって、人の手がほとんど加えられ5 
ない自然条件下において優占化していく可能性は極めて低いと考えられた。 


 
以上のことから、競合における優位性に起因する影響を受ける可能性のある野生動植物


等は特定されなかった。 
 10 


(2) 影響の具体的内容の評価 
 
 ― 
 


(3) 影響の生じやすさの評価 15 
 
 ― 
 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 20 
以上のことから、本組換えセイヨウナタネは、競合における優位性に起因する生物多様


性影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 


2 有害物質の産生性 
 25 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 
従来セイヨウナタネ種子において、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質としてエルシ


ン酸及びグルコシノレートの産生が知られている。エルシン酸は、実験動物に多量に給与


した場合、心筋や骨格筋などに病的な変化が生ずることが報告されている。またグルコシ30 
ノレートは、家畜の甲状腺を肥大させることが知られている (志賀, 1981)。しかし、セイヨ
ウナタネでは長年にわたり育種改良が続けられ、低エルシン酸で低グルコシノレートの品


種が育成された結果、今日、その油がヒトの食用として、油かすが飼料として利用される


ようになった。このような低エルシン酸(精製油中で 2%未満)で低グルコシノレート(油か
す 1g当たり 30µmol未満)のセイヨウナタネは一般にカノーラと呼ばれ、本組換えセイヨウ35 
ナタネの母本となった Ebonyもカノーラと認められている(CFIA, 2010)。 
 
本組換えセイヨウナタネの中では遺伝子組換えにより改変CP4 EPSPS蛋白質が発現して
いるが、本蛋白質は既知アレルゲンと構造的に類似性のある配列を有さないことが確認さ


れている(第一の 2-(1)-ロ-②, p14)。また、第一の 2-(1)-ロ-③ (p14~15) に示したように、改40 
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変CP4 EPSPS蛋白質は芳香族アミノ酸を生合成するためのシキミ酸経路を触媒する酵素蛋
白質であるが、本経路における律速酵素ではなく、EPSPS蛋白質の活性が増大しても、本
経路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることはないことが確認されている。


これまでにモンサント･カンパニーが開発した除草剤グリホサート耐性作物(トウモロコシ、
ダイズ、ナタネ、ワタ、アルファルファ及びテンサイ) の食品及び飼料の安全性の評価の5 
過程で、芳香族アミノ酸含量に対照の非組換え作物との間で相違のないことが確認されて


いる。 
さらに、第一の 2-(1)-ロ-③ (p14~15) に示したように、EPSPS蛋白質は、その基質である
ホスホエノールピルビン酸塩(PEP)及びシキミ酸-3-リン酸塩(S3P)と特異的に反応すること
が報告されている(Gruys et al., 1992)。これらの基質以外に唯一 EPSPS蛋白質と反応するこ10 
とが知られている基質は、S3Pの類似体であるシキミ酸であるが、Gruysら(1992)の論文を
もとに計算すると、その反応性は S3Pとの反応性よりも低く、基質として反応する可能性
は極めて低い (第一の 2-(1)-ロ-③, p14~15)。これらのことから、CP4 EPSPS蛋白質の基質特
異性は非常に高く、植物代謝系に影響を及ぼすことはないと考えられた。以上のことから、


植物EPSPS蛋白質と機能的に同一である改変CP4 EPSPS蛋白質の植物における発現によっ15 
て、植物の代謝経路に何らかの影響を及ぼす可能性は極めて低いと判断された。 


 
実際に、本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間で、有害物質


の産生性の有無を土壌微生物相試験、鋤込み試験及び後作試験 (第一の 2-(6)-②-g, p28) に
より比較検討したが、統計学的有意差は認められなかった。 20 


 
したがって、改変 CP4 EPSPS蛋白質が原因で、本組換えセイヨウナタネ中に有害物質が
産生されるとは考えにくい。同様に、エルシン酸やグルコシノレートの含量にも変化を及


ぼすことも考えにくい。 
よって、改変 CP4 EPSPS蛋白質の発現による意図しない有害物質の産生性はないと判断25 
された。 
 
以上のことから、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野


生動植物等は特定されなかった。 
 30 


(2) 影響の具体的内容の評価 
 
 ― 
 


(3) 影響の生じやすさの評価 35 
 
 ― 
 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 40 
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以上のことから、本組換えセイヨウナタネは、有害物質の産生性に起因する生物多様性


影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 


3 交雑性 
 5 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 
 わが国の自然条件でセイヨウナタネと交雑可能な近縁種として、セイヨウナタネ、B. 


rapa、B. nigra、R. raphanistrum、S. arvensis、B. juncea及び H. incanaが存在する。しかし、
セイヨウナタネ及び B. rapaは栽培種であり、B. nigra、R. raphanistrum、S. arvensis、B. juncea10 
及び H. incanaは帰化植物である (杉山, 2001; 清水ら, 2008 ; OGTR, 2002; 中井, 2003) 。した
がって、これらは交雑に起因する生物多様性影響を受ける可能性のあるわが国在来の野生


動植物としては特定されなかった 。 
 


(2) 影響の具体的内容の評価 15 
 
 ― 
 


(3) 影響の生じやすさの評価 
 20 
 ― 
 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 
以上のことから、本組換えセイヨウナタネは、交雑性に起因する生物多様性影響を生ず25 
るおそれはないと判断された。 
 


4 その他の性質 
 
  わが国の自然条件でセイヨウナタネと交雑可能な近縁種のうち、セイヨウナタネ及び30 
B. rapaは栽培種であり、B. nigra、R. raphanistrum、S. arvensis、B. juncea及び H. incanaは
帰化植物である (杉山, 2001; 清水ら, 2008 ; OGTR, 2002; 中井, 2003) ため、交雑に起因する
生物多様性影響を受ける可能性のあるわが国在来の野生動植物は特定されなかった。しか


し、セイヨウナタネとこれらの近縁種が交雑した場合に生ずる間接的な影響の可能性とし


て、以下の 2点を挙げ、その影響を考察した。 35 
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① 交雑により生じた雑種後代が優占化し、その他の野生植物種の個体群を駆逐する。 
② 交雑により浸透した導入遺伝子が負担となり、交雑した近縁種の個体群が縮小される
ことで、これら近縁種に依存して生息する昆虫などの野生生物の個体群に影響が生


じる。 
 5 
① 交雑により生じた雑種後代が優占化し、その他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性 


 
本組換えセイヨウナタネと外来近縁種との交雑率は調査していない。しかし、本組換え


セイヨウナタネと従来セイヨウナタネとの交雑率が、対照の非組換えセイヨウナタネと従


来セイヨウナタネとの交雑率と変わるものではないことを試験により確認している (第一10 
の 2-(6)-②-f, p27~28) 。よって、本組換えセイヨウナタネとセイヨウナタネを含む外来近縁
種の交雑性及び雑種後代が優占化する可能性を、既往の知見に基づき以下に検討した。 


 
1) セイヨウナタネの他殖性 
セイヨウナタネの他家交雑率は 12～55%と報告されている (Beckie et al., 2003)。 15 
 


2) セイヨウナタネと B. rapaとの交雑性 
セイヨウナタネを花粉親、B. rapaを種子親とした場合の交雑率は、0.4%～1.5%  (Scott 


and Wilkinson, 1998) 及び 0.1%  (Wilkinson et al., 2000) の報告がある。また、B. rapaを花
粉親、セイヨウナタネを種子親とした場合の交雑率については、13%という報告がある20 
(Jørgensen et al., 1996)。セイヨウナタネと B. rapa の交雑体の適応度が調査された結果、
F1 世代の適応度はセイヨウナタネと B. rapa の適応度の範囲内であった(Hauser et al., 
1998)。 F2及び BC世代での適応度は、品種・集団間に差異があるものの、セイヨウナ
タネ、B. rapa及び F1世代の適応度より低くなると報告されている(Hauser et al., 1998)。 


 25 
3) セイヨウナタネと B. junceaとの交雑性 
セイヨウナタネと B. junceaの交雑はどちらが花粉親の場合でも起こるが、セイヨウ
ナタネが花粉親の場合の交雑率 (0.3%)は、B. juncea (カラシナ) が花粉親の場合の交雑率
(1.1%) に比べて低いことが報告されている (Bing et al., 1996) 。また、雑種の花粉稔性は
0～28％である(Frello et al., 1995) 。セイヨウナタネを種子親として得られた雑種は弱く、30 
生育段階で死に至ると報告されている (Choudhary and Joshi, 1999)。他方、B. junceaを種
子親として得られた雑種の栄養生長は旺盛であるが、莢当たりの種子数、種子重量及び


収量などは劣り、減数分裂に異常が見られ、花粉稔性も 20％程度に低下すると報告され
ている (Choudhary and Joshi, 1999)。 


 35 
4) セイヨウナタネと H. incanaとの交雑性 
セイヨウナタネを花粉親、H. incanaを種子親とし、H. incanaとセイヨウナタネを 1:625
の比率で栽培した場合、H. incanaの収穫種子の 1.0%が交雑体であったと報告されてい
る (Lefol et al., 1996a)。また、F1雑種の稔性、種子生産量及び収穫種子の生存率に顕著
な低下がみられる。F1雑種の雄しべには花粉が形成されず、1個体当たりの莢数、1莢40 
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当たりの種子数及び 1個体当たりの種子数も極めて少ない。さらに、戻し交配世代にお
いても高い不稔性率が認められ、種子生産量は少ない (Lefol et al., 1996a)。 


 
5) セイヨウナタネと R. raphanistrumとの交雑性 
セイヨウナタネと R. raphanistrum との交雑性に関しては、セイヨウナタネを R. 5 


raphanistrum と混合して育成させた場合の交雑頻度が調査されており、フランスでは 1 
× 10-5~1 × 10-7 (Chèvre et al., 2004)、オーストラリアでは 4 ×10-8 (Rieger et al., 2001)、そ
してカナダでは 3 ×10-5 (Warwick et al., 2003) と報告されている。また、F1雑種におけ
る花粉生存率は 1％以下であり (Warwick et al., 2003)、F1雑種の種子生産量は 1個体当
たり 0.78個と極めて少ないことが報告されている(Chèvre et al., 1998) 。F1雑種を花粉親10 
とした R. raphanistrumへの戻し交配を繰り返すことで稔性及び1個体当たりの種子数が
回復することが示唆されている(Chèvre et al., 1998)。しかし、F1雑種では幼苗における
草勢及び生存率の低下や生育の遅延、ロゼット葉の直径及び乾物重の顕著な低下が見ら


れるため、F1雑種が栽培条件及び自然条件下において生存する可能性はセイヨウナタネ
と R. raphanistrumと比べて低いことが示唆されている (Guéritaine et al., 2003)。また、15 
セイヨウナタネと R. raphanistrum との間には低い確率で交雑が生じるが、F1雑種では稔
性の低下、種子数の低下、栄養成長の遅延及び生存率の低下が生じるため、F1雑種が花
粉親となり R. raphanistrum への戻し交配が起こる機会は限定されると考えられる 
(OGTR, 2008)。さらに、戻し交配した世代においてゲノムの構成や染色体数に違いが認
められることや、セイヨウナタネから R. raphanistrumへの遺伝子浸透の報告がないこと20 
は、雑種からR. raphanistrumへの遺伝子浸透の可能性が低いことを示唆している (OGTR, 
2008)。 


 
6) セイヨウナタネと S. arvensisとの交雑性 
セイヨウナタネを花粉親とした場合のS. arvensisとの交雑は自然条件下では認められ25 
ておらず、in vitroの試験で交雑の例があるのみである (Chèvre et al., 1996; Moyes et al., 
2002)。なお、S. arvensisを花粉親とした場合の雄性不稔セイヨウナタネにおける交雑率
は 1.2 % (Lefol et al., 1996b)であると報告されている。さらに、7224個の F1雑種の花に
対して S. arvensisの花粉を人工授粉した結果、2843個の莢が形成したが、これらの莢か
ら得られた種子は 2 粒であり、これらの種子はいずれも発芽しなかった (Lefol et al., 30 
1996b)。 


 
7) セイヨウナタネと B. nigraとの交雑性 
セイヨウナタネと B. nigraの交雑性については、両者を隣接して生育させた後に雑種
の形成率を調査した報告があるが、雑種の形成は認められなかった(Scheffler and Dale, 35 
1994; Bing et al., 1996)。また、人工受粉による交雑によって交雑体が得られたという報
告はない。なお、B. nigraを花粉親として胚珠培養を行った場合 3.4 %の交雑率で交雑体
が得られたと報告されているが (Kerlan et al., 1992)、セイヨウナタネを花粉親として胚
珠培養を行った場合には交雑体は得られなかったと報告されている(Kerlan et al., 1992)。
また、胚珠培養により得られた F1 雑種を戻し交配した場合の結実率（結実数／受粉し40 
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た花）は、セイヨウナタネを種子親とした場合に 0.9％、B. nigraを種子親とした場合に
0.06％であった。また、B. nigraへの戻し交配は成功せず、セイヨウナタネに戻し交配を
した場合には雄性不稔となり、2粒の種子しか得られなかったと報告されている (Bing et 
al., 1991)。このように、得られた雑種の稔性は低く、F2や BC世代を得るのは難しいと
考えられる (Scheffler and Dale, 1994)。 5 
 


 
したがって、本組換えセイヨウナタネはわが国の自然条件下において近縁種と交雑する


可能性はあるが、その交雑率は非組換えセイヨウナタネの場合と同程度に低く、形成され


た雑種の稔性も低下すると考えられる。よって、これらの雑種がわが国の自然条件に適応10 
して優占化していく可能性は極めて低いと考えられる。 
 
② 交雑により浸透した導入遺伝子が負担となり、交雑した近縁種の個体群が縮小されるこ
とで、これら近縁種に依存して生息する昆虫などの野生生物の個体群に影響が生じる可


能性 15 
 
 第二の 1-(1) (p30~p32) に示したように、本組換えセイヨウナタネは改変 CP4 EPSPS蛋白
質の発現により除草剤グリホサートに対する耐性を有するが、グリホサートを散布される


ことが想定しにくい自然条件下においてグリホサート耐性であることが競合における優位


性を高めるとは考えにくい。このことから、本組換えセイヨウナタネと外来近縁種との交20 
雑種の競合における優位性は、除草剤グリホサートが散布されることが想定しにくい自然


条件下においては、非組換えセイヨウナタネの交雑種と同程度であると考えられた。さら


に、除草剤耐性の形質が交雑により近縁種のゲノム中に移入したとしても、近縁種の生育


の負担にはならないという報告がある (Crawley et al., 1993; Snow et al., 1999; Snow and 
Jørgensen, 1999; Legere, 2005)。 25 
 
これらのことから、導入遺伝子はいずれも近縁種の個体群中に浸透し、個体群の維持に


影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 


 


以上から、本組換えセイヨウナタネと近縁種の交雑により間接的に生物多様性影響が生30 
ずるおそれはないと判断した。 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 
 
競合における優位性： 5 
宿主であるセイヨウナタネは路傍や工場跡地のような定期的に人の手が加えられる地域


では自生化し得るが、人の手がほとんど加えられない自然環境下では自生化は困難である


ことが報告されている。 
本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間で競合における優位


性に関わる諸形質のうち形態及び生育の特性、成体の越夏性、花粉の稔性及びサイズ、種10 
子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率をわが国での隔離ほ場試験において比較検討した


結果、種子の生産量における千粒重及び脱粒性における裂莢率において、本組換えセイヨ


ウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間で統計学的有意差が認められた。統計処


理を行わなかった項目では、開花始め及び開花期において、本組換えセイヨウナタネと対


照の非組換えセイヨウナタネとの間で違いが認められた。また、生育初期における高温耐15 
性を米国において調査した結果、草勢において本組換えセイヨウナタネと対照の非組換え


セイヨウナタネの間で統計学的有意差が認められ、統計処理を行わなかった項目について


は、本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネの間で違いは認められなか


った。 
検討の結果、千粒重については、本組換えセイヨウナタネの千粒重の値がこれまでに報20 
告されてるセイヨウナタネの千粒重の範囲に収まっていることから、この差が競合におけ


る優位性を高めることはないと判断された。裂莢率については、本組換えセイヨウナタネ


の裂莢率が対照の非組換えセイヨウナタネの裂莢率に比べて低いことから、この差が競合


における優位性を高めることはないと判断された。開花始め及び開花期についてはいずれ


も本組換えセイヨウナタネの方が対照の非組換えセイヨウナタネに比べ 2日遅かったが、25 
開花時期の 2日の差によって競合における優位性が高まることはないと判断された。また、
生育初期における高温耐性試験での草勢については、本組換えセイヨウナタネの方が対照


の非組換えセイヨウナタネより劣っていたことから、本組換えセイヨウナタネの生育初期


における高温耐性は、対照の非組換えセイヨウナタネを上回るものではないと考えられた。


このことから、草勢で認められた差が競合における優位性を高めるものではないと考えら30 
れた。よって、前述した項目において認められた有意差及び違いにより、競合における優


位性が高まることはないと判断された。 
本組換えセイヨウナタネには、改変 CP4 EPSPS蛋白質の発現による除草剤グリホサート
耐性が付与されているが、除草剤グリホサートの散布が想定されにくい自然条件下におい


て、グリホサート耐性であることが競合における優位性を高めるとは考えにくい。 35 
したがって、本組換えセイヨウナタネは競合における優位性に起因する生物多様性影響


を生ずるおそれはないと判断された。 
 
有害物質の産生性： 
宿主であるセイヨウナタネ種子において、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質として40 
エルシン酸及びグルコシノレートの産生が知られている。エルシン酸は、実験動物に多量


に給餌した場合、心筋や骨格筋などに病的な変化が生ずることが、またグルコシノレート
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は、家畜の甲状腺を肥大させることが知られている。しかし、育種改良が続けられ、低エ


ルシン酸(精製油中で 2%未満)で低グルコシノレート(油かす 1g当たり 30µmol未満)の一般
的にカノーラと呼ばれるセイヨウナタネが育成された。本組換えセイヨウナタネの母本と


なった Ebonyもカノーラ品種である。 
本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間で、有害物質の産生性5 
の有無を土壌微生物相試験、鋤込み試験及び後作試験により比較検討したが、統計学的有


意差は認められなかった。 
本組換えセイヨウナタネの中では遺伝子組換えにより改変CP4 EPSPS蛋白質が発現して
いるが、本蛋白質は既知アレルゲンと構造的に類似性のある配列を有さないことが確認さ


れている。また、改変 CP4 EPSPS蛋白質はシキミ酸経路における律速酵素ではなく、EPSPS10 
蛋白質の活性が増大しても、本経路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まること


はないことが確認されている。これまでにモンサント・カンパニーが開発した除草剤グリ


ホサート耐性作物(トウモロコシ、ダイズ、ナタネ、ワタ、アルファルファ及びテンサイ)
の食品及び飼料安全性の評価の過程で、芳香族アミノ酸含量に対照の非組換え作物との間


で相違のないことが確認されている。よって、改変 CP4 EPSPS蛋白質発現による意図しな15 
い有害物質の産生性はないと判断される。 
したがって、本組換えセイヨウナタネは有害物質の産生性に起因する生物多様性影響を


生ずるおそれはないと判断された。 
 
交雑性； 20 
セイヨウナタネと交雑可能な近縁種として、セイヨウナタネ、B. rapa、B. nigra、R. 


raphanistrum、S. arvensis、B. juncea及び H. incanaが存在するが、これらは栽培種又は帰化
植物であるため、交雑に起因する生物多様性影響を受ける可能性のあるわが国在来の野生


動植物には該当しない。したがって、交雑に起因する生物多様性影響を受ける可能性のあ


るわが国在来の野生動植物としては特定されなかった。このことから、本組換えセイヨウ25 
ナタネは、交雑性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 


 
その他； 
本組換えセイヨウナタネと交雑可能な帰化植物種であるセイヨウナタネ、B. rapa、B. 


juncea、H. incana、R. raphanistrum、S. arvensis及び B. nigraとの交雑によって形成された雑30 
種がわが国の自然条件下で優占化した場合等には、①交雑により生じた雑種後代が優占化


し、その他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性 、及び、②交雑により浸透した導入遺
伝子が負担となり、交雑した近縁種の個体群が縮小されることで、これら近縁種に依存し


て生息する昆虫などの野生生物の個体群に影響が生じる可能性、が考えられた。 
本組換えセイヨウナタネと外来近縁種との交雑率は調査していない。しかし、本組換え35 
セイヨウナタネと従来セイヨウナタネとの交雑率が、対照の非組換えセイヨウナタネと従


来セイヨウナタネとの交雑率と変わるものではないことを試験により確認している。この


ことから、本組換えセイヨウナタネと上記近縁種との交雑率は、従来セイヨウナタネと上


記近縁種との交雑率と同程度に低いと考えられる。よって、本組換えセイヨウナタネとセ


イヨウナタネを含む外来近縁種の交雑性及び雑種後代が優占化する可能性を、既往の知見40 
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に基づき検討した。 
①交雑により生じた雑種後代が優占化し、その他の野生植物種の個体群を駆逐する可能


性については、第二の 4で述べたとおり、種々の生殖的隔離障壁が存在することから、自
然条件下で雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性は極めて低い


と考えられた。 5 
②交雑により浸透した導入遺伝子が負担となり、近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす


可能性については、除草剤耐性の形質が交雑により近縁種のゲノム中に移入したとしても


負担とならないという報告がある。このことから、改変 cp4 epsps遺伝子が負担となり交雑
した外来近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられた。 
以上から、本組換えセイヨウナタネと外来近縁種が交雑した場合に、①交雑により生じ10 
た雑種後代が優占化し、その他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性、及び、②交雑に


より浸透した導入遺伝子が負担となり、交雑した近縁種の個体群が縮小されることで、こ


れら近縁種に依存して生息する昆虫などの野生生物の個体群に影響が生じる可能性は極め


て低いと判断された。 


 15 
よって、総合的評価として、本組換えセイヨウナタネを第一種使用規程に従って使用し


た場合に、わが国の生物多様性に影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 







 


 41 


 
参考文献 
 
Anonymous. 2004. Actual investigation of the fall-off of the imported rapeseeds. Pages 1-11 in 
Bureau of Agriculture, Forestry and Fishery Technology Conference, Technical Safety Group: 5 
Bureau of Agriculture, Forestry and Fishery Technology, Kashima, Japan. 
 
Aono, M., S. Wakiyama, M. Nagatsu, N. Nakajima, M. Tamaoki, A. Kubo and H. Saji. 2006. 
Detection of feral transgenic oilseed rape with multiple-herbicide resistance in Japan. Environmental 
Biosafety Research 5: 77-87. 10 
 
Axelos, M., C. Bardet, T. Liboz, A. Le Van Thai, C. Curie and B. Lescure. 1989. The gene family 
encoding the Arabidopsis thaliana translation elongation factor EF-1a: Molecular cloning, 
characterization and expression. Molecular and General Genetics 219: 106-112. 
 15 
Barker, R.F., K.B. Idler, D.V. Thompson and J.D. Kemp. 1983. Nucleotide sequence of the T-DNA 
region from the Agrobacterium tumefaciens octopine Ti plasmid pTi15955. Plant Molecular Biology 
2: 335-350. 
 
Barry, G.F., G.M. Kishore, S.R. Padgette and W.C. Stallings. 2001. Glyphosate-tolerant 20 
5-enolpyruvylshikimate-3-phosphate synthases. Patent 6,248,876, U.S. Patent Office, Washington, 
D.C. 
 
Beckie, H.J., S.I. Warwick, H. Nair and G. Séguin-Swartz. 2003. Gene flow in commercial fields of 
herbicide-resistant canola (Brassica napus). Ecological Applications 13: 1276-1294. 25 
 
Bing, D.J., R.K. Downey and G.F.W. Rakow. 1991. Potential of gene transfer among oilseed 
Brassica and their weedy relatives. Pages 1022-1027 in GCIRC 8th International Rapeseed Congress, 
Saskatoon, Canada. 
 30 
Bing, D.J., R.K. Downey and G.F.W. Rakow. 1996. Hybridizations among Brassica napus, B. rapa 
and B. juncea and their two weedy relatives B. nigra and Sinapis arvensis under open pollination 
conditions in the field. Plant Breeding 115: 470-473. 
 
Cai, L., B.W. Zhou, X.L. Guo, C.H. Dong, X.J. Hu, M.S. Hou and S.Y. Liu. 2008. Pollen-mediated 35 
gene flow in Chinese commercial fields of glufosinate-resistant canola (Brassica napus). Chinese 
Science Bulletin 53: 2333-2341. 
 
CCC. 2012. Wide range of seed weights. Canola Council of Canada, Winnipeg, Manitoba. 
http://www.canolawatch.org/2012/04/25/wide-range-of-seed-weights/ [Accessed September 4, 40 







 


 42 


2012]. 
 
CFIA. 2005. The biology of Brassica napus L. (Canola/rapeseed). BIO1994-09. Canadian Food 
Inspection Agency, Plant Biosafety Office, Ottawa, Ontario. 
http://www.inspection.gc.ca/english/plaveg/bio/dir/dir9409e.shtml [Accessed November 8, 2010]. 5 
 
CFIA. 2010. Ebony. Canadian Food Inspection Agency, Plant Biosafety Office, Ottawa, Ontario. 
http://www.inspection.gc.ca/english/plaveg/pbrpov/cropreport/can/app00001576e.shtml [Accessed 
September 29, 2010]. 
 10 
Chèvre, A.-M., H. Ammitzbøll, B. Breckling, A. Dietz-Pfeilstetter, F. Eber, A. Fargue, C. 
Gomez-Campo, E. Jenczewski, R. Jørgensen, C. Lavigne, M.S. Meier, H.C.M. den Nijs, K. Pasher, 
G. Seguin-Swartz, J. Sweet, C.N. Stewart and S. Warwick. 2004. A review on interspecific gene flow 
from oilseed rape to wild relatives. Pages 235-251 in Introgression from Genetically Modified Plants 
into Wild Relatives. H.C.M. den Nijs, D. Bartsch, and J. Sweet (eds.). CABI Publishing, Wallingford, 15 
United Kingdom. 
 
Chèvre, A.M., F. Eber, A. Baranger, G. Hureau, P. Barret, H. Picault and M. Renard. 1998. 
Characterization of backcross generations obtained under field conditions from oilseed rape-wild 
radish F1 interspecific hybrids: An assessment of transgene dispersal. Theoretical and Applied 20 
Genetics 97: 90-98. 
 
Chèvre, A.M., F. Eber, A. Baranger, M.C. Kerlan, P. Barret, G. Festoc, P. Vallée and M. Renard. 
1996. Interspecific gene flow as a component of risk assessment for transgenic Brassicas. Acta 
Horticulturae 407: 169-179. 25 
 
Choudhary, B.R. and P. Joshi. 1999. Interspecific hybridization in Brassica. "New horizons for an 
old crop". Proceedings of the 10th International Rapeseed Congress, Canberra, Australia. 
 
Coruzzi, G., R. Broglie, C. Edwards and N.-H. Chua. 1984. Tissue-specific and light-regulated 30 
expression of a pea nuclear gene encoding the small subunit of ribulose-1, 5-bisphosphate 
carboxylase. EMBO Journal 3: 1671-1679. 
 
Crawley, M.J. and S.L. Brown. 1995. Seed limitation and the dynamics of feral oilseed rape on the 
M25 motorway. Proceedings of the Royal Society B: Biological Sciences 259: 49-54. 35 
 
Crawley, M.J., R.S. Hails, M. Rees, D. Kohn and J. Buxton. 1993. Ecology of transgenic oilseed rape 
in natural habitats. Nature 363: 620-623. 
 
Crawley, M.J., S.L. Brown, R.S. Hails, D.D. Koh and M. Rees. 2001. Biotechnology-Transgenic 40 







 


 43 


crops in natural habitats. Nature 409: 682-683. 
 
Della-Cioppa, G., S.C. Bauer, B.K. Klein, D.M. Shah, R.T. Fraley and G.M. Kishore. 1986. 
Translocation of the precursor of 5-enolpyruvylshikimate-3-phosphate synthase into chloroplasts of 
higher plants in vitro. Proceedings of the National Academy of Sciences of the United States of 5 
America 83: 6873-6877. 
 
Depicker, A., S. Stachel, P. Dhaese, P. Zambryski and H.M. Goodman. 1982. Nopaline synthase: 
Transcript mapping and DNA sequence. Journal of Molecular and Applied Genetics 1: 561-573. 
 10 
Downey, R.K. and G. Röbbelen. 1989. Brassica species. Pages 339-362 in Oil Crops of the World. G. 
Röbbelen, R.K. Downey, and A. Ashri (eds.). McGraw-Hill, New York, New York. 
 
EC. 2000. Opinion regarding submission for placing on the market of Glufosinate tolerant oilseed 
rape transformation event liberator PHOE 6/AC notified by the Hoechst schering Agrevo Company 15 
[Now AVENTIS CROPSCIENCE] (Notification C/DE/98/6) (Opinion adopted by written procedure 
following the SCP meeting of 30 November 2000). European Commission Scientific Committee on 
Plants-Genetically Modified Organisms, Paris, France. 
http://ec.europa.eu/food/fs/sc/scp/out88_gmo_en.html. 
 20 
FAOSTAT. 2012. World Rapeseed Area harvested/Yield 2010. Food and Agriculture Organization 
of the United Nations, Rome, Italy. http://faostat.fao.org/site/567/DesktopDefault.aspx?PageID=567 
[Accessed Sep. 10, 2012]. 
 
Fling, M.E., J. Kopf and C. Richards. 1985. Nucleotide sequence of the transposon Tn7 gene 25 
encoding an aminoglycoside-modifying enzyme, 3"(9)-O-nucleotidyltransferase. Nucleic Acids 
Research 13: 7095-7106. 
 
Franz, J.E., M.K. Mao and J.A. Sikorski. 1997. Glyphosate's molecular mode of action. Pages 
521-535 in Glyphosate: A Unique Global Herbicide. American Chemical Society, Washington, D.C. 30 
 
Frello, S., K.R. Hansen, J. Jensen and R.B. Jørgensen. 1995. Inheritance of rapeseed (Brassica 
napus)-specific RAPD markers and a transgene in the cross B. juncea x (B. juncea x B. napus). 
Theoretical and Applied Genetics 91: 236-241. 
 35 
Giza, P.E. and R.C.C. Huang. 1989. A self-inducing runaway-replication plasmid expression system 
utilizing the Rop protein. Gene 78: 73-84. 
 
Gruys, K.J., M.C. Walker and J.A. Sikorski. 1992. Substrate synergism and the steady-state kinetic 
reaction mechanism for EPSP synthase from Escherichia coli. Biochemistry 31: 5534-5544. 40 







 


 44 


 
Guéritaine, G., S. Bazot and H. Darmency. 2003. Emergence and growth of hybrids between 
Brassica napus and Raphanus raphanistrum. New Phytologist 158: 561-567. 
 
Gulden, R.H., S.J. Shirtliffe and A.G. Thomas. 2000. Secondary dormancy in volunteer canola 5 
(Brassica napus L.). Pages 62-67 in Expert Committee on Weeds- Proceedings of the 2000 National 
Meeting, Sainte-Anne-de-Bellevue, Quebec. 
 
Hüsken, A. and A. Dietz-Pfeilstetter. 2007. Pollen-mediated intraspecific gene flow from herbicide 
resistant oilseed rape (Brassica napus L.). Transgenic Research 16: 557-569. 10 
 
Hall, L.M., M.H. Rahman, R.H. Gulden and A.G. Thomas. 2005. Volunteer oilseed rape - Will 
herbicide-resistance traits assist ferality? Pages 59-79 in Crop Ferality and Volunteerism. J. Gressel 
(ed.). CRC Press, Inc., Boca Raton, Florida. 
 15 
Harker, K.N., G.W. Clayton and R.K. Downey. 2002. GMO canola - Track record in Canada. Pages 
1-4 in 2002 Oilseed Updates, Agribusiness Crop Updates, Perth, Australia. 
 
Haslam, E. 1974. The shikimate pathyway: Biosynthesis of the aromatic amino acids. Pages 3-48 in 
The Shikimate Pathyway. Butterworth & Co (Publishers) Ltd., London. 20 
 
Haslam, E. 1993. Introduction, commentary and overview. Pages 1-16 in Shikimic Acid: Metabolism 
and Metabolites. John Wiley and Sons, Inc., Chichester, England. 
 
Hauser, T.P., R.B. Jørgensen and H. Østergård. 1998. Fitness of backcross and F2 hybrids between 25 
weedy Brassica rapa and oilseed rape (B. napus). Heredity 81: 436-443. 
 
Herrmann, K.M. 1983. The common aromatic biosynthetic pathway. Pages 301-322 in Amino Acids: 
Biosynthesis and Genetic Regulation. K.M. Herrmann and R.L. Somerville (eds.). Addison-Wesley 
Publishing Company, Reading, Massachusetts, U.S.A. 30 
 
Herrmann, K.M. 1995. The shikimate pathway: Early steps in the biosynthesis of aromatic 
compounds. The Plant Cell 7: 907-919. 
 
Jørgensen, R.B., B. Andersen, L. Landbo and T.R. Mikkelsen. 1996. Spontaneous hybridization 35 
between oilseed rape (Brassica napus) and weedy relatives. Acta Horticulturae 407: 193-200. 
 
Kerlan, M.C., A.M. Chèvre, F. Eber, A. Baranger and M. Renard. 1992. Risk assessment of 
outcrossing of transgenic rapeseed to related species: I. Interspecific hybrid production under optimal 
conditions with emphasis on pollination and fertilization. Euphytica 62: 145-153. 40 







 


 45 


 
Klee, H.J., Y.M. Muskopf and C.S. Gasser. 1987. Cloning of an Arabidopsis thaliana gene encoding 
5-enolpyruvylshikimate-3-phosphate synthase: Sequence analysis and manipulation to obtain 
glyphosate-tolerant plants. Molecular and General Genetics 210: 437-442. 
 5 
Lefol, E., A. Fleury and H. Darmency. 1996a. Gene dispersal from transgenic crops: II. 
Hybridization between oilseed rape and the wild hoary mustard. Sexual Plant Reproduction 9: 
189-196. 
 
Lefol, E., V. Danielou and H. Darmency. 1996b. Predicting hybridization between transgenic oilseed 10 
rape and wild mustard. Field Crops Research 45: 153-161. 
 
Legere, A. 2005. Risks and consequences of gene flow from herbicide-resistant crops: canola 
(Brassica napus L) as a case study. Pest Management Science 61: 292-300. 
 15 
Levin, J.G. and D.B. Sprinson. 1964. The enzymatic formation and isolation of 
3-enolpyruvylshikimate 5-phosphate. Journal of Biological Chemistry 239: 1142-1150. 
 
McCartney, H.A. and M.E. Lacey. 1991. Wind dispersal of pollen from crops of oilseed rape 
(Brassica napus L.). Journal of Aerosol Science 22: 467-477. 20 
 
Messeguer, J. 2003. Gene flow assessment in transgenic plants. Plant Cell, Tissue and Organ Culture 
73: 201-212. 
 
Mizuguti, A., Y. Yoshimura, H. Shibaike and K. Matsuo. 2011. Persistence of feral populations of 25 
Brassica napus originated from spilled seeds around the Kashima seaport in Japan. Japan 
Agricultural Research Quarterly 45: 181-185. 
 
Moyes, C.L., J.M. Lilley, C.A. Casais, S.G. Cole, P.D. Haeger and P.J. Dale. 2002. Barriers to gene 
flow from oilseed rape (Brassica napus) into populations of Sinapis arvensis. Molecular Ecology 11: 30 
103-112. 
 
Nishizawa, T., N. Nakajima, M. Aono, M. Tamaoki, A. Kubo and H. Saji. 2009. Monitoring the 
occurrence of genetically modified oilseed rape growing along a Japanese roadside: 3-year 
observations. Environmental Biosafety Research 8: 33-44. 35 
 
Norris, C. and J. Sweet. 2002. Monitoring large scale releases of genetically modified crops (EPG 
1/5/84). Incorporating report on project EPG 1/5/30: Monitoring releases of genetically modified 
crop plants. National Institute of Agricultural Botany, Cambridge, United Kingdom. 
 40 







 


 46 


OECD. 1997. Consensus document on the biology of Brassica napus L. (oilseed rape). Series on 
Harmonization of Regulatory Oversight in Biotechnology No. 7. Organisation for Economic 
Co-operation and Development, Paris, France. 
 
OGTR. 2002. The biology and ecology of canola (Brassica napus). Australian Government, Office 5 
of the Gene Technology Regulator, Canberra, ACT, Australia. 
 
OGTR. 2008. The biology of Brassica napus L. (canola). Australian Government, Office of the Gene 
Technology Regulator, Canberra, ACT, Australia. 
 10 
Padgette, S.R., N.B. Taylor, D.L. Nida, M.R. Bailey, J. MacDonald, L.R. Holden and R.L. Fuchs. 
1996a. The composition of glyphosate-tolerant soybean seeds is equivalent to that of conventional 
soybeans. Journal of Nutrition 126: 702-716. 
 
Padgette, S.R., D.B. Re, G.F. Barry, D.E. Eichholtz, X. Delannay, R.L. Fuchs, G.M. Kishore and R.T. 15 
Fraley. 1996b. New weed control opportunities: Development of soybeans with a Roundup ReadyTM 
gene. Pages 53-84 in Herbicide-Resistant Crops: Agricultural, Environmental, Economic, 
Regulatory, and Technical Aspects. S.O. Duke (ed.). CRC Press, Inc., Boca Raton, Florida. 
 
Pekrun, C., T.C. Potter and P.J.W. Lutman. 1997. Genotypic variation in the development of 20 
secondary dormancy in oilseed rape and its impact on the persistence of volunteer rape. Pages 
243-248 in 1997 Brighton Crop Protection Conference - Weeds, British Crop Protection Council, 
Brighton, United Kingdom. 
 
Ramsay, G., C. Thompson and G. Squire. 2003. Quantifying landscape-scale gene flow in oilseed 25 
rape. Final Report of DEFRA Project RG0216: An experimental and mathematical study of the local 
and regional scale movement of an oilseed rape transgene. Department for Environment, Food and 
Rural Affairs, London, United Kingdom. 
 
Rantio-Lehtimäki, A. 1995. Aerobiology of pollen and pollen antigens. Pages 387-406 in 30 
Bioaerosols Handbook. C.S. Cox and C.M. Wathes (eds.). CRC Press, Inc., Boca Raton, Florida. 
 
Richins, R.D., H.B. Scholthof and R.J. Shepherd. 1987. Sequence of figwort mosaic virus DNA 
(caulimovirus group). Nucleic Acids Research 15: 8451-8466. 
 35 
Ridley, W.P., R.S. Sidhu, P.D. Pyla, M.A. Nemeth, M.L. Breeze and J.D. Astwood. 2002. 
Comparison of the nutritional profile of glyphosate-tolerant corn event NK603 with that of 
conventional corn (Zea mays L.). Journal of Agricultural and Food Chemistry 50: 7235-7243. 
 
Rieger, M.A., T.D. Potter, C. Preston and S.B. Powles. 2001. Hybridisation between Brassica napus 40 







 


 47 


L. and Raphanus raphanistrum L. under agronomic field conditions. Theoretical and Applied 
Genetics 103: 555-560. 
 
Saji, H., N. Nakajima, M. Aono, M. Tamaoki, A. Kubo, S. Wakiyama, Y. Hatase and M. Nagatsu. 
2005. Monitoring the escape of transgenic oilseed rape around Japanese ports and roadsides. 5 
Environmental Biosafety Research 4: 217-222. 
 
Salisbury, P. 2002. Pollen movement in canola (Brassica napus) and outcrossing between B. napus 
crops. University of Melbourne, Institute of Land and Food Resources, Melbourne, Australia. 
 10 
Scheffler, J.A. and P.J. Dale. 1994. Opportunities for gene transfer from transgenic oilseed rape 
(Brassica napus) to related species. Transgenic Research 3: 263-278. 
 
Scheffler, J.A., R. Parkinson and P.J. Dale. 1993. Frequency and distance of pollen dispersal from 
transgenic oilseed rape (Brassica napus). Transgenic Research 2: 356-364. 15 
 
Scott, S.E. and M.J. Wilkinson. 1998. Transgene risk is low. Nature 393: 320. 
 
Smart, C.C., D. Johänning, G. Müller and N. Amrhein. 1985. Selective overproduction of 
5-enol-pyruvylshikimate acid 3-phosphate synthase in a plant cell culture which tolerates high doses 20 
of the herbicide glyphosate. The Journal of Biological Chemistry 260: 16338-16346. 
 
Snow, A.A. and R.B. Jørgensen. 1999. Fitness costs associated with transgenic glufosinate tolerance 
introgressed from Brassica napus ssp oleifera (oilseed rape) into weedy Brassica rapa. Pages 
137-142 in Gene Flow and Agriculture: Relevance for Transgenic Crops. BCPC Symposium 25 
Proceedings No. 72. P.J.W. Lutman (ed.). British Crop Protection Council, Farnham, United 
Kingdom. 
 
Snow, A.A., B. Andersen and R.B. Jørgensen. 1999. Costs of transgenic herbicide resistance 
introgressed from Brassica napus into weedy B. rapa. Molecular Ecology 8: 605-615. 30 
 
Stalker, D.M., C.M. Thomas and D.R. Helinski. 1981. Nucleotide sequence of the region of the 
origin of replication of the broad host range plasmid RK2. Molecular and General Genetics 181: 
8-12. 
 35 
Sutcliffe, J.G. 1979. Complete nucleotide sequence of the Escherichia coli plasmid pBR322. Pages 
77-90 in Cold Spring Harbor Symposia on Quantitative Biology, Cold Spring Harbor, New York. 
 
Timmons, A.M., E.T. O'Brian, Y.M. Charters, S.J. Dubbels and M.J. Wilkinson. 1995. Assessing the 
risks of wind pollination from fields of genetically modified Brassica napus ssp. oleifera. Euphytica 40 







 


 48 


85: 417-423. 
 
Warwick, S.I., M.-J. Simard, A. Légère, H.J. Beckie, L. Braun, B. Zhu, P. Mason, G. Séguin-Swartz 
and C.N. Stewart. 2003. Hybridization between transgenic Brassica napus L. and its wild relatives: 
Brassica rapa L., Raphanus raphanistrum L., Sinapis arvensis L., and Erucastrum gallicum (Willd.) 5 
O.E. Schulz. Theoretical and Applied Genetics 107: 528-539. 
 
Weiss, U. and J.M. Edwards. 1980. Regulation of the shikimate pathway. Pages 287-301 in The 
Biosynthesis of Aromatic Compounds. John Wiley & Sons, Inc., New York, New York. 
 10 
Wilkinson, M.J., I.J. Davenport, Y.M. Charters, A.E. Jones, J. Allainguillaume, H.T. Butler, D.C. 
Mason and A.F. Raybould. 2000. A direct regional scale estimate of transgene movement from 
genetically modified oilseed rape to its wild progenitors. Molecular Ecology 9: 983-991. 
 
Zambryski, P., A. Depicker, K. Kruger and H.M. Goodman. 1982. Tumor induction by 15 
Agrobacterium tumefaciens: Analysis of the boundaries of T-DNA. Journal of Molecular and 
Applied Genetics 1: 361-370. 
 
稲永 忍 2000 油料作物 ２．ナタネ. 作物学（Ⅱ）―工芸・飼料作物編― 石井 龍
一（編） 文永堂出版 pp.108-118 20 
 
角田 重三郎 2001 ナタネ ナタネの起源と特性 Ⅰ原産と来歴.  転作全書３雑穀 農
山漁村文化協会 東京 pp.283-288 
 
国土交通省 2012 河川環境データベース (2010年度調査結果) 25 
http://mizukoku.nilim.go.jp/ksnkankyo/01/index.files/map_sch.jsp 
 [Accessed on Sep. 10, 2012] 
 
財務省 2012 財務省貿易統計 (2011年の結果) 
http://www.customs.go.jp/toukei/srch/index.htm?M=&P= [Accessed on Sep. 10, 2012] 30 
 
杉山 信太郎 2001 ナタネ 日本人とナタネ Ⅰ日本人の生活とナタネ.  転作全書３雑
穀 農山漁村文化協会 東京 pp.273-278 
 
志賀 敏夫 2001 ナタネ 生育のステージと生理、生態 Ⅰ発芽から抽苔までの生理、35 
生態 Ⅱ抽苔から開花までの生理、生態.  転作全書３雑穀 農山漁村文化協会 東京 pp.295-314 
 
志賀 敏夫 1981 V 油料．工芸作物学 栗原 浩(編) 農山漁村文化協会 東京 pp.89－110 
 
小川 潔・服部 保 2002 外来種タンポポ／セイタカアワダチソウ．外来種ハンドブック 地40 







 


 49 


人書館 東京 pp.192-196 
 
清水 矩宏・森田 弘彦・廣田 伸七 2008 アブラナ科．日本帰化植物写真図鑑 全国農村
教育協会 東京 pp.85-115 
 5 
中井 秀樹 2003 アブラナ科．日本の帰化植物 清水建美(編) 平凡社 東京 pp.80-96 
 
日本生態学会 2002 付表 10 外来種リスト. 外来種ハンドブック 地人書館 東京 p325 
 
農業環境技術研究所 2007 輸入港周辺の遺伝子組換えナタネは、従来のナタネ生育地に10 
しか生育していない．研究成果情報 平成18年度 (第23集) 主要研究成果6 
http://www.niaes.affrc.go.jp/sinfo/result/result23/result23_24.html [Accessed on Sep. 10, 2012] 
 
農業環境技術研究所 2011 道路沿いのセイヨウナタネは草刈りなどの撹乱が多い環境に
生育しやすい．研究成果情報 平成22年度 (第27集) 主要研究成果10    15 
http://www.niaes.affrc.go.jp/sinfo/result/result27/result27_24.html [Accessed on Sep. 10, 2012] 
 
農業・生物系特定産業技術研究機構 2006 ナタネ．最新農業技術事典 農山漁村文化協
会 東京 p.1124 
 20 
農林水産省 2012 農林水産物輸出入概況 2011年(確定値)  
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/Xlsdl.do?sinfid=000012894206 [Accessed on Sep. 10, 2012]  
 
由比 進 2004 15.園芸作物 菜類 カラシナ類（カラシナ、タカナ）. 新編農学大事典 
養賢堂 東京 p.546 25 
 







 


 50 


 


緊 急 措 置 計 画 書 
 


平成24年11月22日 
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氏名  日本モンサント株式会社 


代表取締役社長  山根  精一郎 


住所  東京都中央区銀座四丁目10番10号 
 10 
 


 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ (改変 cp4 
epsps, Brassica napus L.) (MON88302, OECD UI: MON-883Ø2-9) (以下、「本組換えセイヨウ
ナタネ」という。) の第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがあると、科学
的根拠に基づき立証された場合、以下の措置を執ることとする。 15 
 


 


１ 第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 


 


平成24年11月現在 20 


社内委員 


         ＊ 
日本モンサント株式会社 代表取締役社長 
東京都中央区銀座四丁目 10番 10号 
（電話番号  03-6226-6080） 


 日本モンサント株式会社 農薬規制・環境部 部長 


 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 部長 


 日本モンサント株式会社 バイオ規制・環境部 油糧作物担当課長 


 日本モンサント株式会社 広報部 部長 


 日本モンサント株式会社 広報部 


*： 管理責任者
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２ 第一種使用等の状況の把握の方法 


 


弊社は、モンサント・カンパニーと連絡をとり、種子、穀物生産、収穫物の状況に関し、種子製5 
造、種子供給、販売、穀物取扱業者など使用の可能性がある関係各者から可能な限り情報収


集を行う。 


 


 


３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周知す10 
るための方法 


 


弊社は、モンサント・カンパニーと連絡をとり、生産農家や穀物取扱業者などの取引ルートへ


本組換えセイヨウナタネの適切な管理、取扱いなどの生物多様性影響のリスクとその危機管


理計画について情報提供を行う。 15 
 


 


４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための具


体的な措置の内容 


 20 
生物多様性影響を生ずるおそれがあると認められた場合、弊社は、モンサント・カンパニーの


協力のもと、本組換えセイヨウナタネが環境中に放出されないように必要かつ適切な措置をと


るとともに、環境中に放出された本組換えセイヨウナタネは、環境中で生存しないように不活


化する。 


 25 
 


５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


 


弊社は、信憑性のある証拠及びデータにより生物多様性影響が生ずる可能性が示唆された


場合、そのことを直ちに農林水産省消費・安全局農産安全管理課及び環境省自然環境局野生30 
生物課に報告する。 
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除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ (改変 cp4 epsps, Brassica napus L.) (MON88302, 
OECD UI: MON-883Ø2-9) の別添資料リスト 


 
別添資料 1 本組換えセイヨウナタネの作出に用いられた改変cp4 epsps遺伝子から推定し


た改変 CP4 EPSPS蛋白質のアミノ酸配列 (社外秘) 5 
 
別添資料 2 Summary of PCR Analysis to Confirm the Absence of Agrobacterium Used To 


Produce Glyphosate-Tolerant (Roundup Ready®) RR2 Canola MON 88302 (社外秘) 
 
別添資料 3 Segregation of the cp4 epsps Coding Sequence in MON 88302 in the F2, F3 and F4 10 


Populations (RPN-10-085) (社外秘) 
 
別添資料 4 Molecular Analysis of Glyphosate-Tolerant Roundup Ready®2 (RR2) Canola MON 


88302 (MSL0022523) (社外秘) 
 15 
別添資料 5 Demonstration of the Presence of CP4 EPSPS Protein in Canola Leaf Tissue of MON 


88302 Across Multiple Generations by Western Blot Analysis Produced in U.S. 
Greenhouse during 2009-2010 (MSL0022592) (社外秘) 


 
別添資料 6 Amended Report for MSL 0022681:Assessment of CP4 EPSPS Protein Levels in 20 


Canola Tissues Collected from MON 88302 Produced in United States and Canadian 
Field Trials during 2009 (MSL0023090) (社外秘) 


 
別添資料 7 a) EndPoint TaqMan PCR with FatA Internal Control for Single Seed 


(BQ-QC-10760-03) (社外秘) 25 
b) Supplemental File for BQ-QC-10760-03 Canola MON88302 EndPoint TaqMan 
PCR with FatA Internal Control for Single Seed (社外秘) 


 
別添資料 8 除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ (改変 cp4 epsps, Brassica napus L.) 


(MON88302, OECD UI: MON-883Ø2-9) の隔離ほ場における生物多様性影響評30 
価試験結果報告書 (社外秘) 


 
別添資料 9 Assessment of the Effect of Heat Stress on Glyphosate Tolerant Canola MON 88302 


under Growth Chamber Conditions (MSL0023177) (社外秘) 
 35 
別添資料 10 a) Assessment of the Outcrossing Rate of Roundup Ready 2 Canola MON 88302 in 


2009-2010 Field Trial in the US (PLC-09-422) (社外秘) 
b) Assessment of the Outcrossing Rate of Ebony Canola in 2009-2010 Field Trial in 
the US (PLC-09-422) (社外秘) 


 40 
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別添資料 11 モニタリング結果報告書 (社外秘) 
 





		名称未設定
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生物多様性影響評価検討会における検討の結果 


 


 
名称：除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ (改変 cp4 epsps, Brassica napus L.)  


(MON88302, OECD UI: MON-883Ø2-9) 
第一種使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及


び廃棄並びにこれらに付随する行為 
申請者：日本モンサント株式会社 


（１） 生物多様性影響評価の結果について 


 本組換えセイヨウナタネは、Escherichia coli由来のプラスミド pBR322 などをもとに構築
されたプラスミド PV-BNHT2672の T-DNA領域をアグロバクテリウム法により導入し作出さ
れている。 
 本組換えセイヨウナタネは、Agrobacterium tumefaciens 由来の改変 CP4 EPSPS 蛋
白質(5-エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸合成酵素)をコードする改変 cp4 epsps遺伝子を
含む T-DNA 領域が染色体上に 1 コピー組み込まれ、複数世代にわたり安定して伝達され
ていることが遺伝子の分離様式及びサザンブロット分析により確認されている。また、目的の


遺伝子が複数世代にわたり安定して発現していることがウエスタンブロット分析及び ELISA
分析により確認されている。 


（ア）競合における優位性 


 宿主が属する生物種であるセイヨウナタネは、路傍や工場跡地のような定期的に人の手が


加えられる地域では自生化し得るが、人の手がほとんど加えられない自然環境下では自生


化は困難であることが報告されている。 
 本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネとの間で、競合における優位性に


関わる諸形質を我が国の隔離ほ場試験において調査した結果、種子の生産量における千


粒重及び脱粒性における裂莢率において、統計学的有意差が認められ、統計処理を行わ


なかった項目では、開花始め及び開花期において違いが認められた。また、米国の人工気


象室で生育初期における高温耐性を調査した結果、草勢で統計学的有意差が認められた。


千粒重については本組換えセイヨウナタネの値がこれまでに報告されているセイヨウナタネ


の千粒重の範囲内であったこと、対照の非組換えセイヨウナタネと比べ、本組換えセイヨウナ


タネの裂莢率は低く、開花始め及び開花期は 2日遅く、生育初期の高温耐性試験において
草勢が劣っていたことから、これらの有意差及び違いが、競合における優位性を高めるもの


ではないと判断された。 
 本組換えセイヨウナタネには、改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現による除草剤グリホサート
耐性が付与されているが、グリホサートの散布が想定されにくい自然条件下において、グリホ


サート耐性であることが優位性を高めるとは考えにくい。 
以上より、本組換えセイヨウナタネの影響を受ける可能性のある野生動植物等の


特定はされず、競合における優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはな


いとの申請者による結論は妥当であると判断した。 


（イ）有害物質の産生性 


 従来のセイヨウナタネの種子には、動物に有害と考えられるエルシン酸やグルコシ


ノレートが含まれる。一方、本組換えセイヨウナタネの宿主として用いた系統は、品


種改良により両物質の含量を低減した、いわゆるカノーラであり、野生動物の生息に
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影響を及ぼすことはないと考えられた。 
 我が国の隔離ほ場において、本組換えセイヨウナタネの有害物質（根から分泌され


他の植物及び土壌微生物に影響を与えるもの、植物体が内部に有し枯死した後に他の


植物に影響を与えるもの）の産生性の有無を土壌微生物相試験、鋤込み試験及び後作


試験により検討した結果、本組換えセイヨウナタネと対照の非組換えセイヨウナタネ


との試験区の間に統計学的有意差は認められなかった。 
 本組換えセイヨウナタネは導入遺伝子により改変 CP4 EPSPS蛋白質が発現しているが、
本蛋白質は既知アレルゲンと類似の配列を有さないことが確認されており、改変 CP4 
EPSPS 蛋白質はシキミ酸経路における律速酵素ではなく、EPSPS 活性が増大しても、本
経路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることはないことが確認されていることか


ら、改変 CP4 EPSPS 蛋白質の発現によって意図しない有害物質が産生されるとは考え難
い。 
 以上より、本組換えセイヨウナタネにより影響を受ける可能性のある野生動植物
等の特定はされず、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはな
いとの申請者による結論は妥当であると判断した。 


（ウ）交雑性 


 セイヨウナタネと交雑可能な近縁野生種はわが国に存在しないため、影響を受ける可能性


のある野生動植物は特定されなかった。 
 以上より、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者に
よる結論は妥当であると判断した。 


（エ）その他 


 我が国においてセイヨウナタネとの交雑が否定できない近縁種のうち、セイヨウナタネ及び


在来ナタネ(Brassica rapa)は栽培種であり、クロガラシ(B. nigra）、セイヨウノダイコン
(Raphanus raphanistrum)、ノハラガラシ(Sinapis arvensis)、カラシナ(B. juncea)及び
ダイコンモドキ(Hirschfeldia incana)は帰化植物であるため、交雑に起因する生物多様性
影響を受ける可能性のあるわが国在来の野生動植物は特定されなかった。しかし、セイヨウ


ナタネとこれらの近縁種が交雑した場合に生ずる間接的な影響の可能性（①交雑により生じ


た雑種後代が優占化し、その他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性、②交雑により浸


透した導入遺伝子が負担となり、交雑した近縁種の個体群が縮小されることで、これら近縁


種に依存して生息する昆虫などの野生生物の個体群に影響が生じる可能性）について、そ


の影響を考察した。その結果、 
①の可能性については、種々の生殖的隔離障壁が存在することから、自然条件下で雑


種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性は極めて低いと判


断され、 
②の可能性については、除草剤耐性の形質が交雑により近縁種のゲノム中に移入した


としても負担とならないという報告があり、改変 cp4 epsps遺伝子が負担となり交雑
した近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられることから、交


雑した近縁種の個体群が縮小されることで、これら近縁種に依存して生息する昆虫


などの野生生物の個体群に影響が生じる可能性は極めて低いと判断された。 
以上より、本組換えセイヨウナタネと近縁種の交雑により間接的に生物多様性影響が


生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判断した。 


（２） 生物多様性影響評価を踏まえた結論 
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 以上を踏まえ、本組換えセイヨウナタネを第一種使用規程に従って使用した場合に、我が


国における生物多様性に影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影響評価書の結論


は妥当であると判断した。 
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第一種使用規程承認申請書 


 


                                                                平成16年6月15日 


 


 


農林水産大臣  亀井 善之  殿 


環境大臣    小池 百合子 殿 


 


 


 


                 氏名  バイエルクロップサイエンス株式会社 


             申請者     代表取締役社長 ローレンス ユー  印 


                 住所  東京都港区高輪4-10-8 


 
 
 
 
 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生


物の多様性の確保に関する法律 第４条第２項の規定により、次のとおり申請します。 
 
 
 


遺伝子組換え生物等の


種類の名称 


除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ 


（bar, barnase, Brassica napus L.） 


（MS8, OECD UI :ACS-BNØØ5-8） 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 


食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運


搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 
― 
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生物多様性影響評価の概要 


 


第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 


 


１ 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 


 


（１）分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


 


イ 和名、英名及び学名 


 


  和名： セイヨウナタネ 


  英名： Oilseed Rape 


  学名： Brassica napus L. 


 


ロ 宿主の品種名 


 


 宿主の品種は油糧用セイヨウナタネ Drakkar である。Drakkar はフランスの春播き用 “00 品


種”（種子中のエルシン酸及びグルコシノレートの含有量の少ない品種で“double low”とも称


される。）として品種登録されている（文献 9）。 


 


ハ 国内及び国外の自然状況における自生地域 


 


 セイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、アブラナ科アブラナ属の B.rapa（在来ナタネ、カ


ブ、ハクサイ、コマツナ等）とキャベツなどが属する B.oleracea との交雑の結果できた複二倍


体種である（文献 97）。原産地は交雑親の B.rapa と B.oleracea の分布が重なる北ヨーロッパと


考えられており、現在は、世界中にその分布が見られる（文献 38）。 


 セイヨウナタネは、肥培管理が行われなくても道路沿い、空き地等で生育が可能であること


が知られており、我が国では北海道や本州の河原や線路沿いに群生するセイヨウナタネが確認


されている（文献 85）。また、主なナタネの輸入港やその周辺でセイヨウナタネの生育が報告さ


れている。実際に（財）自然環境研究センター、独立行政法人農業技術研究機構（現 独立行政


法人農業・生物系特定産業技術研究機構）及び独立行政法人食品総合研究所が平成 14 年 5 月か


ら平成 16 年 3 月にかけて行った調査では、ナタネの輸入港である茨城県鹿島港周辺で運搬の途


中にこぼれ落ちたと見られるセイヨウナタネの生育が観察された（文献 60）。しかし、一般に人


為的・定期的撹乱のない自然環境下では、やがて多年生の草種や潅木に置き換わり、永続的に


は定着できないことが知られている（文献 62）。 
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（２）使用等の歴史及び現状 


 


イ 国内及び国外における第一種使用等の歴史 


 


 セイヨウナタネとその近縁作物の使用等の歴史は古く、紀元前 2000～1500 年の古代インドの


記述や、紀元前 500～200 年のギリシャ、ローマ及び中国の記述に記されている（文献 22）。ま


た、ヨーロッパでのほ場規模での栽培は 13 世紀にベルギーで始まったとされている（文献 97）。 


 


 アジア及びヨーロッパにおいては、古くからセイヨウナタネや B.rapa 等の種子から油が搾ら


れ、灯火用として広く使用されていた（文献 83）。また、ヨーロッパでは蒸気機関の潤滑油とし


て使用されるようになり、このことがヨーロッパでのセイヨウナタネ栽培の進展を促したとい


われている。さらに、第二次世界大戦時に、カナダは軍艦の蒸気機関の潤滑油を補給する目的


で栽培を始めた（文献 97）。 


 


 元来、セイヨウナタネ種子から採られた油は、心筋の脂肪症や繊維症を引き起こすことが報


告されているエルシン酸（文献 86）や家畜の甲状腺肥大効果のあるグルコシノレートといった


有害物質を含むことが知られており、食用や飼料としては不向きであると考えられていた。し


かし、カナダにおける品種改良により低エルシン酸で低グルコシノレートであるカノーラ品種


が育成されるに至り、現在ではサラダ油、ショートニング、マーガリン等の食用油として広く


利用され、また搾油粕は家畜飼料として利用されている（文献 38,97）。 


   


 我が国においては古くから B.rapa が栽培され、江戸時代には燈油や食用油の原料として大規


模に栽培されていた。一方、セイヨウナタネは明治時代に米国やヨーロッパから輸入されて栽


培されるようになり、B.rapa よりも耐病性に優れ、多収で油分含量も多いことから全国に広ま


り、B.rapa の栽培は少なくなっていった（文献 89）。 


  


 しかし、その後の我が国におけるセイヨウナタネ栽培は、イネ栽培の早期化による作期の重


なりや、農民のより収入の多い工業への就労のため急速に衰退し、現在は搾油のために商業的


に栽培されることは殆どない（文献 38）。なお、近年、菜の花の景観植物としての利用や、化石


燃料の代替燃料としてナタネ油をバイオフューエルとして利用しようとする動きが見られる。 


 


ロ 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 


 


 セイヨウナタネは、B.rapa に比べて耐寒性は劣るが耐病性及び収量性に優れており、西部・


中部ヨーロッパ、日本、韓国のように寒さが極端には厳しくない肥沃な土地で栽培されている


（文献 97）。我が国では、以前は水田裏作のために移植栽培が主流であったが、今日では労働生
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産性の高い直播栽培が一般的である（文献 38）。 


 


 2003‐2004 年のナタネの世界総生産量は 3876 万 t（概算）であり、主な生産国は、中国（1100


万ｔ）、EU（951 万ｔ）、カナダ（677 万ｔ）、インド（650 万ｔ）であった（文献 1）。 


 


 主な輸出国はカナダ（360 万ｔ）とオーストラリア（125 万ｔ）で、全輸出量の約 82％を占め


る。我が国には 2003 年に 208 万 t が輸入され、主な輸入先はカナダ（166 万 t）、次いでオース


トラリア（37 万 t）である（文献 1）。また、2003 年に我が国はナタネ油を 1.7 万 t、油脂原料


としてナタネ種子を 208.4 万 t、さらに、飼料用の油粕を 2万 t輸入している（文献 61）。 


 


 なお、現在世界で栽培されるナタネ全体のうち 18％が遺伝子組換え技術により除草剤耐性が


付与されたナタネである（文献 39）。 


 


（３）生理学的及び生態学的特性 


 


イ 基本的特性 


 


 セイヨウナタネは種子繁殖する一年生植物である。 


 


ロ 生息又は生育可能な環境の条件 


 


 セイヨウナタネは休眠の打破、抽苔の開始、花芽の分化に低温を必要とする秋播き品種と、


それを必要としない春播き品種とに分けられる（文献 38）。春播き品種の生育適温は 12～30℃


である（文献 62）。また、セイヨウナタネは他の作物に比べ酸性土に強く、耐湿性も強いが、重


粘土や砂質で乾燥のはなはだしい土壌は適さない。発芽時には過湿を嫌うが、生育時には多く


の水分が必要である。我が国では、品種を選ぶことによりどこでも栽培可能である（文献 83）。 


 


ハ 捕食性又は寄生性 


 


 ― 


 


ニ 繁殖又は増殖の様式 


 


① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


 


 セイヨウナタネは 1 つの莢の中に多数の種子ができ、種子が成熟して乾燥した莢は莢柄の部
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分より裂開して種子を放出する（文献 83）。乾燥した莢は、わずかな物理的刺激により裂開し種


子を飛散させやすい（文献 38）。従って、脱粒性は比較的高いと考えられる。 


 


 種子の休眠性は、秋播き品種、春播き品種に関わらず、比較的浅いことが知られているが、


暗所での水分ストレスや酸素欠乏（文献 68）など発芽に不適な環境下では二次休眠（secondary 


dormancy）が誘発されることがある。二次休眠とは、発芽しうる状態になった後で発芽に不適


な環境にしばらくおかれた場合、新たに誘導される休眠である（文献 57）が、その程度は品種


や種子の貯蔵期間・条件などで異なる（文献 67；69）。また、二次休眠性の高い品種を用いた実


験では、5℃や 10℃の低温に比べ、20℃程度の比較的高い温度条件で休眠が誘発されやすいこと


が確認されている（文献 30）。これらの獲得された休眠性は、2～4℃の低温条件（文献 30）、変


温条件（文献 69）などによって覚醒されるが、地中深く鋤込まれた種子は休眠状態のまま長期


間生存し続けることが知られている。一方、地表の種子では二次休眠は誘発されないことから、


二次休眠によるセイヨウナタネの雑草化を防止する耕種方法が明らかにされている（文献 69）。 


 


 セイヨウナタネの種子の寿命は比較的長いが、採種条件や保存条件によって異なることが知


られている。後熟後に乾燥状態で貯蔵した場合には 6 年を経過しても 80％以上の発芽率を示す


が、未熟種子では発芽力の低下が早く、室内に放置すると 3 年目には発芽力がなくなる（文献


64；84）。また、貯蔵中の種子の寿命には特に相対湿度が影響し、相対湿度 70～80％のときは


100～120 日で発芽力を失うが、20％程度の乾燥状態では 30℃の高温でも約 4 年を経過しても


80％以上の発芽率を保っている（文献 84）。 


 


② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出芽特性 


 


 セイヨウナタネは種子繁殖を行い、自然条件下において他の器官からの繁殖は観察されない。 


 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性 


  


 セイヨウナタネは自家不和合性を持たず、自家受粉によって種子を作ることが多い。風媒や


虫媒による他殖率は 5～30％と報告されている（文献 37,62,70）。我が国での試験結果でも、栽


植状況や距離で異なるが、平均して 27％程度の他殖率が認められている（文献 92）。なお、セ


イヨウナタネには、細胞質雄性不稔（文献 84）、優性（文献 53）及び劣性の核遺伝子雄性不稔


（文献 44）など各種の雄性不稔形質の存在が明らかにされている。このような雄性不稔セイヨ


ウナタネの系統では他家受精が行われ、一般に他殖率は高くなる（文献 50）。 


 


 我が国に分布する近縁種のうち、セイヨウナタネと交雑可能な近縁種として、B.rapa、


B.juncea（カラシナ、タカナ、ザーツァイ等）、B.nigra（クロカラシ）及び Raphanus raphanistrum
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（セイヨウノダイコン）が挙げられる。B.rapa は栽培由来の外来種で、我が国では古くから栽


培種として利用されており（文献 46）、雑草性の亜種あるいは変種の形成は報告されていない（文


献 91）。現在では、耕作地での周囲などに比較的小さな群落が見られるほか、景観作物としても


利用され、河川敷の公園などには大きな群落の形成が見られる（文献 54）。B.juncea も外来種


であり、我が国では古くから栽培種として利用されてきた（文献 46）。しかし、戦後広まったも


のはそれとは別に、ヨーロッパや北アメリカから入ったものと推測されている（文献 59）。


B.nigra は明治時代以降に我が国に帰化した外来種（文献 58）で、北海道から九州に分布し、


ハーブとして栽培されているが、ときに野生化している（文献 59,85）。R.raphanistrum も近年


になって我が国に帰化した外来種で、昭和初期には横浜市で確認され（文献 36）、現在では北海


道から九州に分布している（文献 59）。 


 


 セイヨウナタネと B.rapa については、種間雑種が形成されるという報告がある（文献 5,84）。


英国で行われたモニタリング調査において、商業用セイヨウナタネ栽培ほ場付近に自生する


B.rapa から採種した結果、芽生えた苗のうち、雑種は 0.4～1.5％（文献 78）又は 0.2％（文献


103）であった。また、除草剤耐性セイヨウナタネの商業栽培ほ場付近で採取した B.rapa の集


団から 13.6％の雑種が、また、B.rapa とセイヨウナタネを混在して栽培した場合、6.5～7.1％


の雑種が報告されている（文献 99）。我が国で両者の交互畦栽培を行い、同時開花部分に結実し


た種子を調査したところ、B.rapa では 2％、他方、セイヨウナタネでは 10％の雑種を生じた（文


献 65）。 


 


 セイヨウナタネと B.juncea は交雑和合性があり、栽培条件下で種間雑種を生ずることが報告


されている（文献 5,6,26,43）。栽培条件下での交雑率に関して、B.juncea とセイヨウナタネを


1:1の割合で栽培した場合は0.3～1.1％（文献6）、セイヨウナタネのほ場内に12個体のB.juncea


を植えた場合には 3％（文献 42）の雑種形成が報告されている。 


 


 セイヨウナタネと B.nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において雑種形成は確


認されなかった（文献 6）。さらに、人工交配によっても殆ど雑種は得られないか（文献 5）、ま


たは全く得られなかったことが報告されている（文献 8,45）。 


 


 セイヨウナタネと R.raphanistrum の交雑和合性に関しては、R.raphanistrum とセイヨウナタ


ネを 1：600 の割合で栽培した場合、0.05％（95%信頼限界: 0.006～0.2％）の雑種形成が報告


がされている（文献 15）。しかし、実際のほ場における自然交雑は極めて稀（文献 75,99）であ


り、また、R.raphanistrum がごくありふれた雑草となっているスイスにおける調査でも、セイ


ヨウナタネのほ場近くに自生する R.raphanistrum の個体群から、セイヨウナタネとの雑種は確


認されなかった（文献 93）。 
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④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 


 


 セイヨウナタネは1花あたり約6～7万粒の花粉を生産する。花粉は黄色で、三つに縦にくびれ


た楕円形をしている。大きさはおよそ長径39～36µm、短径22～20µmである(文献27,84)。また、


セイヨウナタネの花粉は重く粘性がある（文献62）。 


 


 セイヨウナタネの花粉は風又は主にミツバチなどの昆虫により媒介される（文献62,66,94,96, 


101,102）。風媒による花粉の移動距離については、花粉トラップを用いた調査において、花粉


源となる作物から3ｍ以内で花粉量はおよそ半減し（文献49）、10ｍ以上では90％減少する（文


献55）と報告されている。また、ミツバチは通常巣の周辺の植物間を移動するが（文献74）、巣


から2km離れた地点までミツバチの集団を確認していること（文献71）や、除草剤耐性セイヨウ


ナタネを用いて行った調査において、実際に1～2km地点で0.2％、2.5～3km地点で0.15％の交雑


率が報告されていること（文献76）から、セイヨウナタネの商業栽培が大規模に行われている


ような地域においては、虫媒による花粉の拡散は広範囲に及ぶ可能性が示唆される。 


 


 セイヨウナタネの花粉は長期間発芽力を有することが知られている。花粉の寿命は相対湿度


など貯蔵条件によって変わるが、室内に 1 週間放置したものでも寒天培地上で 70％程度の発芽


率を示し、その後急激に減少することが観察されており（文献 64,84）、自然条件下では 4～5日


間で徐々に減少するとされる（文献 72）。 


 


ホ 病原性 


 


 ― 


 


へ 有害物質の産生性 


 


 セイヨウナタネの種子中にはエルシン酸とグルコシノレートが比較的高い濃度で含まれてい


る。エルシン酸は 13 位にシス二重結合を持つ不飽和脂肪酸で実験動物において心筋の脂肪症や


繊維症を引き起こすことが知られている（文献 86）。また、グルコシノレートは甲状腺肥大を引


き起こすことが知られている（文献 97）。しかし、カナダにおける品種改良により低エルシン酸


で低グルコシノレートである品種が育成された結果、食用油として、また搾油粕は飼料用とし


て用いられるようになった（文献 38,97）。なお、精油中のエルシン酸含量が 2％未満でグルコ


シノレート含量が油粕 1g 当たり 30µmol 未満の品種は一般にカノーラ品種と呼ばれており（文


献 63）、宿主品種の Drakkar もカノーラ品種の一つである。 


 


ト その他の情報 
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 ― 


 


 


２ 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 


 


（１）供与核酸に関する情報 


 


イ 構成及び構成要素の由来 


 


 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ（bar, barnase, Brassica napus L., 


MS8,OECD UI :ACS-BNØØ5-8）（以下、「組換えセイヨウナタネ MS8」とする。）の作出に用いられ


た供与核酸の構成及び構成要素の由来を表 1（p.9）に示した。 


 


なお、Streptomyces hygroscopicusから得た野生型のbar遺伝子は、植物で使用頻度の高いコ


ドンに適合するようにGTG→ATGに、また、翻訳の効率を上げるためにAGC→GACに改変した。GTG


→ATGの改変では実際に翻訳されるアミノ酸はメチオニンのまま変化していないが、AGC→GACの


改変により、セリンからアスパラギン酸に変化している。しかし、本改変によって改変型bar遺


伝子産物であるPAT蛋白質の機能に変化はないことが確認されている（文献100）。 


 


改変型bar遺伝子及びbarnase遺伝子の塩基配列を図1及び図2（p.10）に示した。また、供与


核酸全体の塩基配列は別添資料3、p.3に示した。 
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表 1 構成要素の由来及び機能 


構成要素 
サイズ


（kbp）


ベクター中


の位置(bp) 
由来及び機能 


barnase 遺伝子発現カセット 


PTA29 1.5 4877-3368 


Nicotiana tabacum 由来の葯特異的遺伝子 TA29 のプロモータ


ーで、葯のタペート細胞においてのみ発現を誘導する(文献


82）。 


barnase 0.3 3367-3032 


Bacillus amyloliquefaciencs に由来し、RNA 分解酵素


（BARNASE 蛋白質）をコードする遺伝子。PTA29 の支配下で葯


のタペート細胞において発現し、雄性不稔形質を付与する（文


献 31） 。 


3’nos 0.3 2919-2659 
pTiT37 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転写


を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる(文献 18)。 


改変型 bar 遺伝子発現カセット 


PSsuAra 1.7 2608-883 


Arabidopsis thaliana に由来し、rubisco 小サブユニット遺


伝子のプロモーターで緑色組織においてのみ発現を誘導する


(文献 48)。 


改変型 bar 0.5 882-331 


Streptomyces hygroscopicus に由来するホスフィノトリシ


ン・アセチル基転移酵素（PAT 蛋白質）をコードする遺伝子で、


除草剤グルホシネート耐性を付与する(文献 95) 。野生型 bar


遺伝子の N-末端の 2 つのコドンは ATG と GAC にそれぞれ置換


されている。 


3’g7 0.2 309-98 
pTiB6S3由来のノパリン合成酵素遺伝子の3’非翻訳領域で転写


を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる(文献20,98)。 


その他 


RB 0.02 1-25 pTiB6S3 由来の T-DNA の右側境界(文献 28)。 


LB 0.02 4922-4946 pTiB6S3由来のT-DNAの左側境界(文献28)。 


Sm/Sp 1.0 6515-5505 


Escherichia coli に由来し、ストレプトマイシン／スペクチ


ノ マ イ シ ン 耐 性 を 付 与 す る aminoglycoside


adenyltransferase(aadA)をコードする領域（文献 25）。 


barstar 0.3 7140-6868 


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼイ


ンヒビター（BARSTAR 蛋白質）をコードする。BARSTAR 蛋白質


は BARNASE 蛋白質と特異的に結合し、その活性を阻害する（文


献 31）。 


pVS1ori 3.8 7484-11258 
Pseudomonas sp.由来のプラスミド pVS1 の複製起点を含む領


域（文献 40）。 


pBRori 1.1 11260-12423 
Escherichia coli由来のプラスミドpBR322の複製起点を含む


領域（文献 7）。 
（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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社外秘情報につき非開示 


 


図 1  改変型 bar 遺伝子の塩基配列 


 


 


 


 


 


社外秘情報につき非開示 


図 2  barnase 遺伝子の塩基配列 


 


 


ロ 構成要素の機能 


 


① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸の構成要素


それぞれの機能 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 の作出に用いられた供与核酸の構成要素それぞれの機能は、表 1


（p.9）に示した。 


 


② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白質がアレ


ルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有する場合はその旨 


 


【PAT 蛋白質の機能】 


 作物は窒素代謝の過程で、硝酸塩の還元、アミノ酸の分解、光呼吸等によりアンモニアを生


成する。生成されたアンモニアの無毒化にはグルタミン合成酵素が中心的役割を果たしている


が、除草剤グルホシネートを散布すると、グルタミン合成酵素が阻害されてアンモニアが蓄積


し、作物は枯死に至る。 


 導入された改変型 bar 遺伝子が産生するホスフィノトリシン・アセチル基転移酵素（PAT 蛋白


質）は、グルホシネートをアセチル化して N-アセチルグルホシネートとし、グルホシネートの


グルタミン合成酵素への阻害作用を不活性化する。これによりアンモニアは蓄積されず、除草


剤グルホシネートを散布しても作物が枯死しない（図 3, p.13）。 


 


 PAT 蛋白質は、グルホシネートに高い親和性を示す。グルホシネートは L-アミノ酸に分類さ
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れるが、各種アミノ酸にアセチル基を転移することはなく、特に構造が類似しているグルタミ


ン酸にも親和性はほとんどなく、生体内において実質的に転移反応を生じさせることはない（文


献 95）。また、過剰の各種アミノ酸の存在下においても、PAT 蛋白質によるグルホシネートへの


アセチル基転移反応は阻害されることはなかった（文献 100）。これらのことから、PAT 蛋白質


がグルホシネートに対して高い基質特異性を有すると考えられる。 


 


【BARNASE 蛋白質の機能】 


 BARNASE 蛋白質は 110 個のアミノ酸で構成される一本鎖の蛋白質であり、二段階の反応様式で


RNA を分解する。ポリリボヌクレオチド鎖内部の 3’,5’-ホスホジエステル結合を切断してリン酸


基をリボースの 2’-OH 基に転移し、2’,3’-環状ヌクレオチドを中間体として生成する（第一段リ


ン酸転移反応）。次にこの中間体を加水分解して特異的に 3’-ヌクレオチドを生成する（第二段加


水分解反応）（文献 33）。グアニンの 3’部位の切断に対する特異性が高いが、その他の部位も切


断するため、完全な分解生成物からはモノ及びジヌクレオチドのみが検出される（文献 77）。 


 


花粉形成は葯で起こる高度に制御されたプロセスで行われる。葯の組織のひとつであるタペ


ート細胞は、花粉形成時及びその後の花粉の発育のために栄養供給を行う重要な役割を果たし


ている。それゆえ、タペート細胞の欠落は雄性不稔の第一の原因であると考えられている（文


献 44）。 


 


barnase 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下で葯のタペート細胞において一本鎖 RNA 分子


を加水分解するリボヌクレアーゼ（BARNASE 蛋白質）を発現し、それによりタペート細胞内の


RNA が分解されて細胞が破壊され、花粉形成を阻害する（文献 23,32,51）。また、プロモーター


PTA29 の支配下にある barnase 遺伝子は、35～37℃の高温条件下においても安定して発現するこ


とが示されている（文献 3）。なお、プロモーターPTA29 が温度依存性の発現を誘導するという


報告はない。 


 


 一代雑種品種（F1 品種）は、固定品種に比べて強健で生産力が高く、斉一性に優れるといっ


た特長を持つ（文献 47）が、セイヨウナタネのように自殖可能な作物では、通常、確実に F1 雑


種を得ることは困難である。そこで、barnase 遺伝子を有し、花粉を形成しない組換えセイヨウ


ナタネ MS8 を雌株、barstar 遺伝子を有するセイヨウナタネ（bar, barstar, Brassica napus L., 


RF3, OECD UI :ACS-BNØØ3-6）（以下、「組換えセイヨウナタネ RF3」とする。）を雄株として交配


させることにより、確実に F1 種子を得ることができる。その F1 世代では、BARSTAR 蛋白質が


BARNASE 蛋白質の作用を抑制して花粉の稔性を回復させる（文献 52）ため、自家受精で高収量


の種子生産が可能となる。 


 


【PAT 蛋白質及び BARNASE 蛋白質のアレルギー性】 
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 PAT 蛋白質及び BARNASE 蛋白質のアミノ酸配列について、既知のアレルゲンとの相同性を包括


的な相同性検索（Swiss-Prot, PIR 及び HIV-AA）、また、より短いアレルゲンエピトープ検索（8


個ずつの短いアミノ酸配列）を行った。これらの検索の結果、いずれにおいても既知の毒素及


びアレルゲンとの相同性は認められなかった。 


 


③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 


 


【PAT 蛋白質】 


 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しているので（文献 95）、L-グルホシネート以外の化合物に


アセチル基を転移することは考えられない。よって、宿主の持つ代謝経路への影響はないと考


えられる。 


 


【BARNASE 蛋白質】 


barnase 遺伝子の発現は、プロモーターPTA29 の支配下でタペート細胞のみに限られており、


他の組織では発現しない（文献 52）。タペート細胞は花粉形成の四分子期に最も発達し、花粉の


発達とともに退化・崩壊する（文献 90）。なお、海外で行われたノーザンブロット分析の結果、


葉、花芽及び種子において barnase 遺伝子の転写産物は検出されなかった（検出限界 0.5pg）


（別添資料 3, p.29）。本結果は本遺伝子の発現がプロモーターPTA29 の支配下にあることを示


唆している。よって、barnase 遺伝子がタペート細胞以外の組織において発現し、植物体の代謝


経路へ影響を及ぼす可能性は極めて低いと考えられる。 
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図 3  改変型 bar 遺伝子産物よる除草剤グルホシネート耐性のメカニズム 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 


グルタミン酸 
グルタミン合成酵素 


グルホシネート 


阻害 
グルタミン 


NH３ 


グルタミン酸 
NH３ 


グルタミン 


グルタミン合成酵素 


グルホシネート 


PAT 蛋白質 


N-アセチルグルホシネート 


遺伝子発現 


改変型 bar 遺伝子 


A）通常の植物 
 除草剤グルホシネートによってグルタミン合成酵素が阻害されるため、アンモニアが


蓄積し植物は枯死する。 


B）組換え体植物 
 PAT 蛋白質により除草剤グルホシネートがアセチル化されて N-アセチルグルホシネー


トになるため、グルタミン合成酵素は阻害されないようになり、アンモニアが蓄積されず


植物は成長を続けることができる。 
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（２）ベクターに関する情報 


 


イ 名称及び由来 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 の作出に用いられたベクターは、大腸菌（Escherichia coli）由


来のベクターpGSV1 を基礎として構築された、バイナリーTi プラスミドベクターpTHW107 である


（文献 16）。 


 


ロ 特性 


 


① ベクターの塩基数及び塩基配列  


 


 プラスミド pTHW107 の塩基数は 12,622bp である。プラスミド地図を図 4に示した。また、全


塩基配列を別添資料 4に示した。 


 


 


図 4 pTHW107 のプラスミド地図 


図中の bar は改変型 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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② 特定の機能を有する塩基配列がある場合はその機能 


 


 プラスミド pTHW107 はストレプトマイシン/スペクチノマイシン耐性遺伝子（Sm/Sp）、barstar


遺伝子、pBRori 及び pVS1ori を有する。Sm/Sp 遺伝子はベクターの選抜マーカーとして利用さ


れた。また、barstar 遺伝子は本プラスミドを構築するために利用した基本となるプラスミドに


存在していたものであり、大腸菌を用いて barnase 遺伝子をプラスミド上に導入する際に、た


とえ植物用のプロモーターを用いていても少量の BARNASE 蛋白質が発現し、大腸菌が死んでし


まうため、この活性を抑制するために利用された。pBRori 及び pVS1ori はそれぞれ大腸菌及び


緑膿菌において自律的複製を行わせる複製起点である。なお、これらはいずれも T-DNA 領域の


外側に位置しており、セイヨウナタネゲノムには挿入されていない。このことは、各配列を含


む領域をカバーする 3 つのプローブを用いたサザンブロット分析により確認されている（別添


資料 5）。 


 


③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 


 


 プラスミド pTHW107 は自律増殖可能な宿主域が Agrobacterium tumefaciens や E.coli などの


グラム陰性菌に限られており、植物体では感染性を持たない。 


 


（３）遺伝子組換え生物等の調製方法 


 


イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 の作出には、ベクター上の LB と RB の間に、barnase 遺伝子発現カ


セットと改変型 bar 遺伝子発現カセット([PTA29]-[barnase]-[3’nos]-[PSsuAra]-[改変型


bar]-[3’g7])を組み込んだプラスミド pTHW107 を用いた。 


 ベクター内での供与核酸の構成要素の位置及び方向は図 4（p.14）に示した。また、制限酵素


による切断部位は図 5（p.16）に示した。 
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図 5 pTHW107 の制限酵素切断部位 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 


 


 宿主への遺伝子の導入は、アグロバクテリウムを介する形質転換法（文献 17）によって行っ


た。プラスミド pTHW107 を保持した E.coli MC1061 株、伝達性を司るヘルパープラスミド pRK2013


を保持する E.coli HB101 株、非腫瘍形成性の Agrobacterium tumefaciens C58C1RifR株を共存


させ、プラスミド pTHW107 を持つ A.tumefaciens C58C1RifR株を作出した後、宿主の胚軸組織片


に感染させ、pTHW107 上の RB 及び LB で挟まれた T-DNA 領域をセイヨウナタネゲノムに組み込ま


せた（文献 21）。 


 


ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 


 


① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 


 


 形質転換された胚軸組織片を、除草剤グルホシネートを含む培地上で培養し、改変型 bar 遺


伝子の発現によって除草剤グルホシネートに耐性を示した細胞を選抜した。さらに、ホルモン


フリーの培地上に移し、植物体を再生させた（文献 17）。 


 


② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体の残存の有無 


 


 アグロバクテリウムによる形質転換後、500mg/L の Carbenicillin を培地中に加えアグロバク


テリウム菌体を除去した（文献 17）。 


 


③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系統、隔離ほ


場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集するために用いられ


た系統までの育成の経過及び系統樹 


 


 形質転換後、再生させた植物体について、さらに除草剤グルホシネート耐性形質及び雄性不


稔形質、また、農業形質等に関して総合的に選抜し、組換えセイヨウナタネ MS8 を作出した。


組換えセイヨウナタネ MS8 の系統樹を図 6（p.18）に示した。 


 


 我が国における組換えセイヨウナタネ MS8 の承認状況は以下の通りである。 


 


【食品安全】 


 1999 年 12 月に厚生省（現 厚生労働省）より組換え DNA 技術応用食品・食品添加物の安全性


評価指針に基づき、食品利用としての安全性の指針への適合性が確認された。また、法制化に


伴い、組換え DNA 技術応用食品及び添加物の安全性審査の手続きを経て、2001 年 3 月 30 日に厚


生労働省より食品利用としての安全性が確認された。 
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【飼料安全】 


 1999 年 2 月に農林水産省より組換え体利用飼料の安全性評価指針に基づき、指針への適合性


が確認された。また、法制化に伴い、組換え DNA 技術応用飼料及び飼料添加物の安全性に関す


る手続きを経て、2003 年 3 月 27 日に農林水産省より飼料利用としての安全性が確認された。 


  


【環境安全】 


1999 年に農林水産省より農林水産分野における組換え体利用のための指針に基づき、隔離ほ


場試験の承認を得た。また、2002 年 11 月に農林水産省より農林水産分野等における組換え体の


利用のための指針に基づき、我が国への輸入（加工用及び飼料用としての利用）について指針


への適合性が確認された。 


 


 


社外秘情報につき非開示 


  
図 6 組換えセイヨウナタネ MS8 の系統樹 


 


 


（４）細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 


 


イ 移入された核酸の複製物が存在する場所 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 の遺伝子導入当代は挿入遺伝子座に関してヘテロ接合体であるこ


とが予想されるため、非組換えセイヨウナタネを戻し交配した BC1 世代では 1：1の割合で除草


剤耐性形質を受け継いだ子孫が得られることが予想される。また、組換えセイヨウナタネ MS8


は barnase 遺伝子の発現により花粉が形成されないため、非組換えセイヨウナタネとの交配に


よって種子を作成しており、その種子には組換え体と非組換え体が 1：1の割合で存在するため、


F1、BC1F1 及び BC2F1 の各世代でも除草剤耐性に関して 1：1 の分離比が予想される。これらの


世代についてグルホシネートを有効成分とする除草剤（Ignite）を散布してその耐性に関する


分離比を調査した結果、いずれの世代でもおよそ 50％の個体が除草剤耐性を示した（別添資料


3, p.30, 表 PC24 及び PC33）。これらの結果から、組換えセイヨウナタネ MS8 に移入された T-DNA


領域はセイヨウナタネゲノムの一本の染色体上に存在すると考えられる。 


 


ロ 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代における伝達


の安定性 
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 移入された核酸のコピー数を調べるため、組換えセイヨウナタネ MS8（BC3 世代）のゲノム DNA


を制限酵素 ApaⅠ/NsiⅠ、HindⅢ/EcoRⅠ、NsiⅠ及び BamHⅠ/HindⅢで切断し、T-DNA 領域全体


をカバーする 3種のプローブ（改変型 bar、PSsuAra、PTA29）を用いてサザンブロット分析を行


った。その結果、それぞれ予想されたフラグメントが得られ、組換えセイヨウナタネ MS8 には


改変型 bar 遺伝子及び barnase 遺伝子の各 1 コピーが移入されたことが確認された（別添資料


3, p.4～11）。また、シークエンスの結果、組換えセイヨウナタネ MS8 には barnase 遺伝子発現


カセットと改変型 bar 遺伝子発現カセットが連鎖した状態で組み込まれていることが明らかに


なった（別添資料 6）。 


 


 また、挿入遺伝子の複数世代における伝達の安定性を調べるため、組換えセイヨウナタネ MS8


の BC1、BC3 及び BC1F1 の各世代の DNA を用いてサザンブロット分析を行った。その結果、いず


れの世代についても同一のフラグメントが検出され、挿入遺伝子の伝達の安定性が確認された


（別添資料 3, p.14, 図 2）。 


 


ハ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れているかの別 


 


 ― 


 


ニ （６）のイにおいて具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及び世代間


での発現の安定性 


 


 改変型 bar 遺伝子及び barnase 遺伝子の発現に関して、組換えセイヨウナタネ MS8（BC3 世代）


の葉、花芽及び乾燥種子由来の RNA についてノーザンブロット分析を行った結果、改変型 bar


遺伝子の転写産物は葉及び花芽で検出されたが、乾燥種子では検出限界以下であった（検出限


界 0.5pg）。また、barnase 遺伝子の転写産物はいずれの組織でも検出されなかった（検出限界


0.5pg）（別添資料 3, p.29）。 


 


組換えセイヨウナタネ MS8 は barnase 遺伝子の発現により花粉が形成されないため、非組換


えセイヨウナタネ Drakkar 品種との戻し交配によって種子を作出しており、その種子には組換


え体と非組換えセイヨウナタネが 1：1の割合で存在する。イ（移入された核酸の複製物が存在


する場所）に記した通り、組換えセイヨウナタネ MS8 系統の BC1、F1、BC1F1 及び BC2F1 の各世


代において、グルホシネートを有効成分とする除草剤（Ignite）を散布してその耐性を調査し


た結果、いずれの世代でもおよそ 50％の個体が除草剤耐性を示した（別添資料 3, p.30, 表 PC24


及び PC33）。また、組換えセイヨウナタネ MS8 を品種 A で戻し交配した BC2F1 及び BC4F1 世代


において、除草剤グルホシネートに耐性を示した株のうち雄性不稔株の発現率は 100%であった


（別添資料 3, p.33）。 
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 なお、改変型 bar 遺伝子と barnase 遺伝子は連鎖して導入されているため、除草剤耐性と雄


性不稔性はセットで受け継がれると考えられる。実際にこれまでの開発及び試験期間において、


これら 2 つの遺伝子発現カセットが分離して受け継がれたことを示唆する個体は確認されてい


ない。 


 


 以上から、移入核酸により付与された特性は自然条件下において安定して発現することが確


認された。 


 


ホ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達されるおそ


れのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 は伝達性のある DNA 配列を有しておらず、自然条件下において移


入された核酸が野生動植物等に伝達されるおそれはない。 


 


（５）遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 に挿入された DNA の周辺配列を利用したプライマーを用いた PCR


法によって、本組換え体を特異的に識別することができる。本 PCR 法は組換えセイヨウナタネ


MS8 の栽培管理に通常有効に利用されている（別添資料 7）。 


 


（６）宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 


 


イ 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具体的な内


容 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 は PAT 蛋白質により、除草剤グルホシネートに耐性を示す。また、


BARNASE 蛋白質により花粉形成が阻害され、雄性不稔形質を示す。 


 


ロ 以下に挙げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属する分


類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 


 


 平成 11 年度に独立行政法人農業技術研究機構野菜・茶業研究所 野菜育種部で行った隔


離ほ場試験において、組換えセイヨウナタネ MS8（BC5 世代）と宿主である Drakkar 品種（以下、


「非組換えセイヨウナタネ」とする。）を比較し、相違を検討した（別添資料 1）。なお、組換え


セイヨウナタネ MS8 試験区には、雄性不稔株（組換え体）及び雄性稔性株（非組換え体）が 1：
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1 の割合で存在するため、開花期に花粉が出来ない個体を選び、以後組換えセイヨウナタネ MS8


の雄性不稔株と雄性稔性株を区別して調査を行った。以下、組換えセイヨウナタネ MS8 は雄性


不稔株とする。また、平成 17 年度に我が国の特定網室内において、組換えセイヨウナタネ MS8


（BC5 世代）の有害物質の産生性に関わる試験を行った（別添資料 2）。 


 


① 形態及び生育の特性 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネとの間で、抽苔期、開花期、成熟期、


一次分枝数、草丈、草型、葉色、着莢数、一穂不稔莢数、一莢胚珠数、着莢率、莢長、結実粒


数、結実歩合、地上部生体重、地上部乾物重、乾物率、裂莢性、子実収量、千粒重、粒色、及


び子実の粒大整否について比較した。その結果、着莢率にのみ組換えセイヨウナタネ MS8 と非


組換えセイヨウナタネの間で有意差が認められた（別添資料 1, p.9, 表 2-3）。この原因とし


て、セイヨウナタネは主に自殖により種子を形成するが、組換えセイヨウナタネ MS8 は花粉を


形成しないため、自殖できないことが着莢率に影響したものと考えられる。 


 


② 生育初期における低温又は高温耐性 


 


 隔離ほ場試験において、平成 10 年 10 月 6 日に播種した組換えセイヨウナタネ MS8 及び非組


換えセイヨウナタネの越冬性（生存率）は、翌年 3月 5日の観察時にはいずれも 100％であった


（別添資料 1, p.15, 表 3）。なお、1～2月の平均気温は約 5℃前後であり、最高気温 10℃、最


低気温においては 0℃近くまで下がることがあった（別添資料 1, p.19, 気象図 第一図）。以


上から、組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネはいずれも生育初期に低温耐性


を示すと考えられる。 


 


 また、平成 17 年度に行われた特定網室試験において、自然換気のみで管理されているハウス


内に、平成 17 年 7 月 27 日に播種し、同年 9月 21 日に収穫した組換えセイヨウナタネ MS8 及び


非組換えセイヨウナタネの乾物重を比較した結果、有意差は認められなかった（別添資料 2, p.8


～9, 表 7～10）。以上から、組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネの生育初期


における高温耐性は同等であると考えられる。 


 


③ 成体の越冬性又は越夏性 


 


 平成 10 年 10 月に播種し、隔離ほ場で栽培した組換えセイヨウナタネ MS8 及び非組換えセイ


ヨウナタネを平成11年6月の成熟期以降もほ場に放置して同年7月30日に観察を行った結果、


いずれの系統も乾燥し、全ての個体が枯死しており、いずれにおいても成体の越夏性は認めら


れなかった（別添資料 1, p.15, 表 3）。 
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④ 花粉の稔性及びサイズ 


 


 開花期に組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネの花を採取し、花粉の存在の


有無を確認した結果、組換えセイヨウナタネ MS8 には花粉が存在しないことが確認された（別


添資料 1, p.13～14）。 


 


⑤ 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 


 


 ①（形態及び生育の特性）に記した隔離ほ場で調査した項目のうち、種子の生産量に関わる


項目として、着莢数、一穂不稔莢数、一莢胚珠数、着莢率、結実粒数、結実歩合（結実粒数/一


莢胚珠数）、子実収量及び千粒重が挙げられる。これらについて、組換えセイヨウナタネ MS8


と非組換えセイヨウナタネをそれぞれ比較した。その結果、着莢率は雄性不稔株が低く、非組


換えセイヨウナタネとの間で有意差が認められた（別添資料 1, p.9, 表 2-3）。この原因とし


て、セイヨウナタネは主に自殖により種子を形成するが、組換えセイヨウナタネ MS8 は花粉を


形成しないため、自殖できないことが着莢率に影響したものと考えられる。 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネの裂莢性について、その難易度を 5 段


階評価（難 1－5 易）した結果、両者とも 4（やや易）であったことから、脱粒性は同等と考え


られる（別添資料 1, p.10）。 


 


 隔離ほ場において栽培された組換えセイヨウナタネ MS8 から採取した種子の発芽率を調査し


た結果、100％の発芽率であった（別添資料 1, p.16, 表 4）。よって、組換えセイヨウナタネ


MS8 の種子は休眠性を獲得していないと考えられる。 


 


⑥ 交雑率 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 は雄性不稔形質が付与され、花粉ができない（別添資料 1, p.13


～14 ）ため、組換えセイヨウナタネ MS8 の花粉を介する交雑は生じない。他方、雌性配偶子は


正常であることから、周辺からの花粉によって他家受精が行われる。隔離ほ場試験では、組換


えセイヨウナタネMS8の着莢率が非組換えセイヨウナタネよりも低く（別添資料1, p.9, 表2-3）、


また、有意差は認められなかったものの、一株当たりの子実収量は非組換えセイヨウナタネに


比べてやや少なかった（別添資料 1, p.10, 表 2-4）。自殖できない分、周囲の条件次第では組


換えセイヨウナタネ MS8 の種子生産の可能性は極めて低くなると考えられる。 


 


⑦ 有害物質の産生性 
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平成 17 年に特定網室内において、組換えセイヨウナタネ MS8 の根から分泌され他の植物に影


響を与えるものについては後作試験、植物体内部に有し、枯死した後に他の植物に影響を与え


るものについては鋤込み法による試験、根から分泌され土壌微生物に影響を与えるものについ


ては土壌微生物相試験を行った（別添資料 2）。 


 


後作試験： 組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネを栽培した土壌に、検定作


物としてダイコンを栽培し、発芽率、草丈、根長、生重及び乾物重について比較した結果、い


ずれの項目にも有意差は確認されなかった（別添資料 2, p.5～7, 表 1～6）。 


 


鋤込み試験： 組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネの植物体乾燥粉末をそれ


ぞれ 1％混和した培土にダイコンの種子を播種して栽培し、発芽率、草丈、根長、生重及び乾物


重を比較した結果、いずれの項目にも有意差は認められなかった（別添資料 2, p.8～11, 表 7


～14）。 


 


土壌微生物相試験： 組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネを約 2 ヶ月間栽培


した土壌を採取し、滅菌したリン酸緩衝液で適宜希釈後、細菌及び放線菌については PTYG 培地、


糸状菌についてはローズベンガル培地を用いて培養し、それぞれの菌数を比較した。その結果、


いずれにおいても有意差は認められなかった（別添資料 2, p.13, 表 15～17）。 


 


 


３ 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 


 


（１）使用等の内容 


  


 食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随


する行為。 


 


（２）使用等の方法 


 


 ― 


 


（３）承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 


 


 ― 
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（４）生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止するための措


置 


 


  緊急措置計画書を参照。 


 


（５）実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での使用等の


結果 


 


 ― 


 


（６） 国外における使用等に関する情報 


 


 商業的には、雄性不稔形質を有する組換えセイヨウナタネ MS8 と稔性回復形質を有する組換


えセイヨウナタネ RF3 との交配系統である除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回


復性セイヨウナタネ（bar, barnase, barstar, Brassica napus L., MS8RF3, OECD UI:ACS-BNØØ5-8


×ACS-BNØØ3-6）（以下、「組換えセイヨウナタネ MS8RF3」とする。）の種子を用いて国外で生産・


収穫された種子を我が国に輸入し、食用又は飼料用として利用している。雄性不稔形質を利用


するのは容易に交配種子を得て雑種強勢を利用するためである。なお、国外における承認状況


を表 2に、また、我が国における組換えセイヨウナタネ MS8、組換えセイヨウナタネ RF3 及び組


換えセイヨウナタネ MS8RF3 の承認の状況を表 3（p.25）に示した。 


 


表 2 国外における承認状況（組換えセイヨウナタネ MS8RF3 について） 


国名 承認機関 承認時期 承認内容 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 規制外確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 飼料安全確認 カナダ 


カナダ厚生省 1997 年 3 月 食品安全確認 


米国農務省 1999 年 3 月 輸入・栽培承認 
米国 


連邦食品医薬品局 1998 年 9 月 飼料・食品安全確認 


オーストラリア・ニュージーラ


ンド食品スタンダーズ 
2002 年 5 月 食品安全確認 


オーストラリア 
オーストラリア遺伝子テクノ


ロジー規制機関 
2003 年 7 月 環境安全確認 
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表 3 我が国における承認状況 


 承認機関 承認時期 承認内容 


厚生労働省 1998 年 12 月 食品安全 


農林水産省 1999 年 2 月 飼料安全 
組換えセイヨウ


ナタネ RF3 
農林水産省 2002 年 11 月 環境安全 


厚生労働省 1998 年 12 月 食品安全 


農林水産省 1999 年 2 月 飼料安全 
組換えセイヨウ


ナタネ MS8 
農林水産省 2002 年 11 月 環境安全 


厚生労働省 1997 年 12 月 食品安全 


農林水産省 1998 年 1 月 飼料安全 
組換えセイヨウ


ナタネ MS8RF3 
農林水産省 1998 年 7 月 環境安全 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 


 


 宿主が属する分類学上の種であるセイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、我が国では明


治時代から栽培されていたが、昭和 30 年代をピークに栽培が急激に減少し、それに伴い輸入量


が増え続け、今日では年間 200 万 t 以上が輸入されている（文献 61）。このように、我が国では


長期にわたるセイヨウナタネの使用等の実績があることから、生物多様性影響評価実施要領の


別表第三に基づき、宿主と相違が見られた点について考慮することとする。 


 


１ 競合における優位性 


 


（１）影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


我が国では北海道や本州の河原や線路沿いに群生するセイヨウナタネ（文献 85）や、主なナ


タネの輸入港やその周辺でセイヨウナタネの生育が報告されている。しかし、我が国では長期


にわたるセイヨウナタネ種子の輸入経験があり、これまでにも運搬の途中で種子のこぼれ落ち


は起こっていたと考えられるが、セイヨウナタネが我が国の野生動植物等に影響を及ぼしたと


する報告はない。また、セイヨウナタネは、一般に人為的・定期的撹乱のない自然条件下では、


やがて多年生の草種や潅木に置き換わり、永続的には定着できないことが知られている（文献


62）。実際に、大規模にセイヨウナタネの商業栽培を行っている英国で行われた調査において、


人為的撹乱のない自然条件下では、野生化したセイヨウナタネは 2～4年で消滅すると報告され


ている（文献 14）。また、同じく英国で行われた 3年間にわたるモニタリング調査において、ほ


場から逸出して群生したと考えられるセイヨウナタネの個体群は 3 年目にはほぼ消滅したこと


が報告されている（文献 81）。これらのことを踏まえて、組換えセイヨウナタネ MS8 の競合にお


ける優位性に起因する生物多様性影響を評価した。 


 


 競合における優位性に関る形質として、抽苔期、開花期、成熟期、一次分枝数、草丈、草型、


葉色、着莢数、一穂不稔莢数、一莢胚珠数、着莢率、莢長、結実粒数、結実歩合、地上部生体


重、地上部乾物重、乾物率、裂莢性、子実収量、千粒重、粒色及び子実の粒大整否について、


隔離ほ場試験において組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネを比較した。その


結果、着莢率において組換えセイヨウナタネ MS8 が低く、非組換えセイヨウナタネとの間に有


意差が認められた（別添資料 1, p.9, 表 2-3）。この原因として、セイヨウナタネは主に自殖


により種子を形成するが、組換えセイヨウナタネ MS8 は花粉を形成しないため、自殖できない


ことが着莢率に影響したものと考えられた。その他の項目においてはいずれも有意差は認めら


れず、同等であった（別添資料 1, p.8～11, 表 2-1～2-5）。 


 


生育初期の低温耐性（別添資料 1, p.15, 表 3）及び高温耐性（別添資料 2, p.8～9, 表 7～
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10）、並びに成体の越夏性（別添資料 1, p.15, 表 3）において、組換えセイヨウナタネ MS8 と


非組換えセイヨウナタネに相違は認められなかった。また、隔離ほ場において栽培された組換


えセイヨウナタネ MS8 から採取した種子の発芽率は 100％（別添資料 1, p.16, 表 4）であった


ことから、組換えセイヨウナタネ MS8 種子は休眠性を獲得していないと考えられた。 


 


 さらに、組換えセイヨウナタネ MS8 は、改変型 bar 遺伝子の発現により除草剤グルホシネー


ト耐性を有するが、本形質は除草剤グルホシネートの存在下においてのみ生存に優位に作用す


る。しかし、自然環境下において除草剤グルホシネートが散布されることは想定し難いため、


本形質を有していても競合における優位性を高めることはないと考えられる。また、barnase 遺


伝子の発現により雄性不稔形質を有するが、本形質は競合において優位に作用する形質ではな


いと考えられる。 


 


 以上から、自然条件下での競合における優位性に関して、組換えセイヨウナタネ MS8 は非組


換えセイヨウナタネと同等であると考えられ、競合における優位性に起因する生物多様性影響


を受ける可能性のある野生動植物等は特定されなかった。 


 


（２）影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３）影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４）生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、競合における優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断され


た。 


 


２ 有害物質の産生性 


 


（１）影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 は改変型 bar 遺伝子産物である PAT 蛋白質及び、barnase 遺伝子産


物である BARNASE 蛋白質を新たに産生する。PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており、基質で


ある L-グルホシネート以外の化合物にアセチル基を転移することは考え難い（文献 100）。また、
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BARNASE 蛋白質は、barnase 遺伝子の発現がプロモーターPTA29 により葯のタペート細胞に限ら


れており（文献 82）、他の組織では発現しないため、宿主の代謝系に影響を及ぼすとは考え難い。


さらに、PAT 蛋白質及び BARNASE 蛋白質のアレルギー誘発性の有無を調べるため、各蛋白質のア


ミノ酸配列に基づいて包括的な相同性検索及びアレルゲンエピトープ検索を行った結果、いず


れに関しても既知のアレルゲンとの相同性は認められなかった。 


 


また、組換えセイヨウナタネ MS8 の根から分泌され他の植物に影響を与えるものについては


後作試験、植物体内部に有し、枯死した後に他の植物に影響を与えるものについては鋤込み法


による試験、根から分泌され土壌微生物に影響を与えるものについては土壌微生物相試験を行


った。その結果、いずれにおいても組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネの間


に有意差は認められなかった（別添資料 2）。 


 


 さらに、組換えセイヨウナタネ MS8 種子中のエルシン酸及びグルコシノレート含量は、非組


換えセイヨウナタネを上回っていないことが確認されている（別添資料 8）。 


 


なお、組換えセイヨウナタネ MS8 は組換えセイヨウナタネ RF3 との交配種である組換えセイ


ヨウナタネ MS8RF3 として、1999 年よりカナダ及び米国において商業栽培されているが、開発及


び試験期間を含め、これまでに有害物質を産生し、周囲の動植物等に影響を及ぼしたとする報


告はされていない。 


 


 以上から、組換えセイヨウナタネ MS8は有害物質の産生性を新たに獲得したとは考えられず、


有害物質の産生性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されな


かった。 


 


（２）影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３）影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４）生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断された。 
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３ 交雑性 


 


（１）影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


 我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとして、セイヨウナタ


ネ、B.rapa、B.juncea、B.nigra 及び R.raphanistrum が挙げられる。セイヨウナタネは明治時


代に米国やヨーロッパから輸入された栽培種である。また、B.rapa 及び B.juncea は我が国にお


いて栽培種として古くから利用されているが、栽培由来の外来種である（文献 46）。なお、現在


全国的に分布している B.juncea は第二次世界大戦後に帰化したものが広がったものと考えられ


ている（文献 59）。さらに、B.nigra 及び R.raphanistrum は明治以降に人為的影響により我が


国に侵入した外来種である。このように、いずれも栽培等に由来する帰化植物と考えられ、生


物多様性影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されなかった。 


 


（２）影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３）影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４）生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断された。 


 


４ その他の性質 


 


 第二、3（交雑性）に挙げた我が国に自生するセイヨウナタネ及びその近縁種はいずれも栽培


等に由来する外来種であり、交雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生動植


物等としては特定されなかった。しかし、①組換えセイヨウナタネ MS8 と近縁種との雑種後代


が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する場合、②交雑により浸透した導入遺伝子が負


担となり近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維


持に影響を及ぼす場合には、間接的な生物多様性影響が生ずる可能性が考えられた。 


 


 組換えセイヨウナタネ MS8 は雄性不稔形質を有するため、花粉を形成しない。しかし、他か


らの花粉を受けた場合、種子を形成する可能性が考えられる。よって、組換えセイヨウナタネ
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MS8 と近縁種の雑種後代が自然条件下で優占化する可能性について、交雑性及び雑種の稔性等に


関するデータを基に評価した。 


 


1) セイヨウナタネとの交雑性 


セイヨウナタネの他殖率は 5～30％であると報告されている（文献 37,62,70)が、組換えセ


イヨウナタネ MS8 は雄性不稔形質が付与され自殖できないことから、受粉による他殖率はこ


れを上回ると考えられる。しかし、隔離ほ場試験では、組換えセイヨウナタネ MS8 の雄性不


稔株の着莢率は非組換えセイヨウナタネよりも低く（別添資料 1, p.9, 表 2-3）、また、有意


差は認められなかったものの、一株当たりの子実収量は非組換えセイヨウナタネに比べてや


や少なかった（別添資料 1, p.10, 表 2-4）。さらに、優性の雄性不稔形質を有するセイヨウ


ナタネは世代を重ねるにつれ集団内から速やかに失われることが報告されている（文献 44）。


これらのことから、自然条件下において組換えセイヨウナタネ MS8 が優占化する可能性は低


いと考えられる。 


 


2) B.rapa との交雑性 


セイヨウナタネと B.rapa の交雑率については 0.4～1.5％（文献 80）、0.2％（文献 103）、


6.5～7.1％（文献 99）等の報告がある。 


また、F1 の生存率は平均で 2％以下であり（文献 80）、B.rapa とセイヨウナタネの雑種の


花粉の稔性が平均で 41～53％に減少することを確認されている（文献 41）。さらに、F2 及び


BC 世代での適応度についても、品種・集団間に差異があるものの、全体的に低くなると報告


されている（文献 35）。 


さらに、セイヨウナタネの花柱における B.rapa の花粉の適応度はセイヨウナタネの花粉に


比べて有意に低く、また、セイヨウナタネの莢では雑種の接合体の生存率は有意に低いことが


報告されている（文献 35）。組換えセイヨウナタネ MS8 は常に雌株として交雑することから、


B.rapa との交雑による種子形成の可能性はさらに低くなると考えられる。 


 


3) B.juncea との交雑性 


セイヨウナタネとの交雑性に関しては、国外のセイヨウナタネほ場周辺で雑種の発生が確認


されている。交雑率は、生育するセイヨウナタネと B.juncea の比率に依存し、B.juncea とセ


イヨウナタネを 1:1 の割合で栽培した場合には 0.3～1.1%（文献 6）、セイヨウナタネのほ場


内に 12 個体の B.juncea を植えた場合には 3％（文献 42）の雑種形成率が報告されている。し


かし、雑種の花粉稔性は 0～28％であり、種子の生産量も少ない（文献 26）。また、セイヨウ


ナタネを雌株として得られた雑種は弱く、生育遅延が認められ、生育段階で死に至ると報告さ


れている（文献 13）。さらに、BC 世代でも同様に初期成育遅延や個体数の減少が報告されて


いる（文献 73）。 
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4) B.nigra との交雑性 


セイヨウナタネと B.nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において雑種形成は


確認されなかった（文献 6）。さらに人工交配によっても、殆ど雑種は得られないか（文献 5）、


または全く得られなかったことが報告されている（文献 8,45）。また、雑種が形成されたとし


ても花粉の稔性は高くても 3.1％であり、完全に不稔になるものも報告されている。さらに、


F1 をセイヨウナタネによって戻し交配した場合の結実率（結実数／授粉した花）は 0.9％で


あり、B.nigra によって戻し交配した場合の結実率は 0.06％であった。また、これらの種子


は萎縮しており、温室内においても発芽しなかった（文献 5）。このように、得られた雑種の


稔性は低く、F2 や BC 世代を得るのは難しいと考えられる（文献 79）。 


 


5) R.raphanistrum との交雑性 


セイヨウナタネと R.raphanistrum の交雑和合性に関しては、R.raphanistrum とセイヨウナ


タネを 1:600 の割合で栽培した場合、0.05％（95%信頼限界：0.006～0.2％）の雑種形成が報


告されている（文献 15）。しかし、実際のほ場における自然交雑は極めて稀（文献 75,99）で


あり、また、R.raphanistrum がごくありふれた雑草となっているスイスにおける調査でも、


セイヨウナタネのほ場近くに自生する R.raphanistrum の個体群からセイヨウナタネとの雑種


は確認されなかった（文献 93）。他方、人工交配や胚培養（文献 45）、あるいは細胞質雄性不


稔系統（文献 4,24）を用いてセイヨウナタネと R.raphanistrum の雑種を作出することができ


る。しかし、得られた雑種の稔性は著しく低かったことが報告されている（文献 4,24,45）。 


また、除草剤グルホシネート耐性セイヨウナタネを用いた試験では、R.raphanistrum の連


続戻し交配によって、雑種後代の稔性は次第に回復するが、染色体数の減少とともに耐性個


体の頻度は減少し（文献 10,11,12）、耐性個体では染色体不安定性が著しい（文献 2）ことか


ら、耐性遺伝子はR.raphanistrumのゲノムに移入していないと考えられている（文献19,78）。


さらに、細胞質不適合性による適応度低下も顕著であった（文献 29）。 


 


 以上から、雄性不稔形質を有する組換えセイヨウナタネ MS8 と近縁種が交雑し、自然条件下


で戻し交配を繰り返し、個体群中に雑種後代が浸透していく可能性は極めて低いと考えられる。 


 


また、挿入遺伝子が負担となり、雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性については、改


変型 bar 遺伝子を有する組換えセイヨウナタネと B.rapa の雑種に、除草剤グルホシネートによ


る選抜を加えつつ B.rapa を 3回戻し交配して得られた BC3 世代における耐性個体と非耐性個体


との比較において、それぞれの花粉稔性、生存性及び種子生産量等に顕著な差は認められなか


ったとする報告がある（文献 87,88）。さらに、両者の F1 及び BC1 世代において、1交配当たり


の獲得雑種種子数に殆ど差はなかったことが報告されている（文献 56）。これらのことから、改


変型 bar 遺伝子が負担となり、種間雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えら


れる。 
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組換えセイヨウナタネ MS8 はリボヌクレアーゼである BARNASE 蛋白質を発現させる barnase


遺伝子を有する。barnase 遺伝子の発現は部位特異的プロモーターPTA29 により葯のタペート細


胞に限られているが、仮に植物中で構成的に発現するプロモーターを獲得したとしても、その


発現カセットを付与された植物体はリボヌクレアーゼの影響で正常には生育できないか、死に


至ると考えられる。また、部位特異的のような誘導的プロモーターを獲得した場合においても、


植物体の調節機能が正常に働かず、正常に生育する可能性は低いと考えられる。よって、この


ような植物体が自然条件下で正常に生殖し、継続的にその遺伝子が後代に引き継がれる可能性


は低い。従って、プロモーターPTA29 の支配を外れ別のプロモーターを獲得した barnase 遺伝子


が、近縁種の個体群中に広く浸透し、個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 


 


以上から、①組換えセイヨウナタネ MS8 と近縁種の種間雑種が優占化して他の野生植物種の


個体群を駆逐する可能性及び、②交雑により浸透した導入遺伝子の影響により近縁種の個体群


が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす可能性


はいずれも極めて低く、交雑に起因する間接的な生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断


された。 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 


 


我が国では、セイヨウナタネは河原や線路沿いでの群生や、主なナタネの輸入港やその周辺


での生育が報告されている。このように、セイヨウナタネは定期的に人の手が加えられる場所


では自生化し得るが、一般に人為的・定期的撹乱のない自然条件下では、個体群は短期間で消


滅することが報告されている。 


また、我が国では長期にわたるセイヨウナタネ種子の輸入経験があることから、これまでに


も運搬の途中で種子のこぼれ落ちは起こっていたと考えられるが、セイヨウナタネが我が国の


野生動植物等に影響を及ぼしたとする報告はされていない。 
 以上のことを踏まえ、組換えセイヨウナタネ MS8 の競合における優位性に起因する生物多様


性影響を評価した。 


 


 競合における優位性に関する形質として、形態及び生育の特性、生育初期における高温及び


低温耐性、成体の越夏性、種子の生産量及び脱粒性について、隔離ほ場又は特定網室において


組換えセイヨウナタネ MS8 と非組換えセイヨウナタネを比較したが、競合において優位に作用


する可能性を示唆する性質は認められなかった。 


 


 また、組換えセイヨウナタネ MS8 は改変型 bar 遺伝子の発現により除草剤グルホシネート耐


性を有するが、本形質は除草剤グルホシネートの存在下においてのみ生存に優位に作用する。


しかし、自然環境下において除草剤グルホシネートが散布されることは想定し難いため、本形


質を有していても競合における優位性を高めることはないと考えられる。また、barnase 遺伝子


の発現により雄性不稔形質を有するが、本形質は自然環境下で競合において優位に作用する形


質ではないと考えられる。 


 


 以上から、自然条件下での競合における優位性に関して、組換えセイヨウナタネ MS8 は非組


換えセイヨウナタネと同等であると考えられた。従って、影響を受ける可能性のある野生動植


物等は特定されず、競合における優位性に起因する生物多様性影響が生ずる可能性はないと判


断された。 


 


組換えセイヨウナタネ MS8 の有害物質の産生性に関して、特定網室内において後作試験、鋤


込み試験及び土壌微生物相試験を行った結果、いずれの項目においても非組換えセイヨウナタ


ネとの間で統計学的有意差は認められなかった。 


 


 また、PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており、基質である L-グルホシネート以外の化合


物にアセチル基を転移することは考え難く、他方、BARNASE 蛋白質は、barnase 遺伝子の発現が


プロモーターPTA29 の支配下で葯のタペート細胞に限られており、他の組織では発現しないため、
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植物体の代謝経路に影響を及ぼして有害物質が産生されることはないと考えられる。さらに、


PAT 蛋白質及び BARNASE 蛋白質のアレルギー誘発性の有無を調べるため、各蛋白質のアミノ酸配


列に基づいて、包括的な相同性検索及びアレルゲンエピトープ検索を行った結果、いずれにお


いても既知のアレルゲンとの相同性は認められなかった。 


 


なお、組換えセイヨウナタネ MS8 は 1999 年からカナダ及び米国において商業栽培されている


が、開発期間を含め、これまでに組換えセイヨウナタネ MS8 が有害物質を産生し、周囲の動植


物等に影響を及ぼしたとする報告はない。 


 


 以上から、組換えセイヨウナタネ MS8 は野生動植物等に影響を及ぼすような有害物質の産生


性を新たに獲得していないと考えられた。従って、影響を受ける可能性のある野生動植物等は


特定されず、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断された。 


 


 我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとして、セイヨウナタ


ネ、B.rapa、B.juncea、B.nigra 及び R.raphanistrum が挙げられる。しかし、セイヨウナタネ


は明治時代に米国やヨーロッパから輸入された栽培種である。また、B.rapa 及び B.juncea は我


が国において栽培種として古くから利用されているが、いずれも栽培由来の外来種である。さ


らに、B.nigra 及び R.raphanistrum は明治以降に人為的影響により我が国に侵入した外来種で


ある。従って、交雑性に関して影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、交雑性


に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断された。 


 


しかし、①組換えセイヨウナタネ MS8 と近縁種との雑種後代が優占化して他の野生植物種の


個体群を駆逐する場合、②交雑により浸透した導入遺伝子が負担となり近縁種の個体群が縮小


し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす場合には、間


接的に生物多様性影響が生ずる可能性が考えられた。 


 


組換えセイヨウナタネ MS8 は雄性不稔形質を有するため、花粉を形成しない。しかし、他か


らの花粉を受けた場合、種子を形成する可能性が考えられる。よって、組換えセイヨウナタネ


MS8 と近縁種の種間雑種が自然条件下で優占化する可能性について、既往の知見に基づき評価し


た。 


 


セイヨウナタネの他殖率は 5～30％であると報告されているが、組換えセイヨウナタネ MS8 は


雄性不稔形質が付与され自殖できないことから、受粉による他殖率はこれを上回ると考えられ


る。しかし、隔離ほ場試験では、組換えセイヨウナタネ MS8 の雄性不稔株の着莢率は非組換え


セイヨウナタネよりも低く、また、統計学的有意差は認められなかったものの、一株当たりの


子実収量は非組換えセイヨウナタネに比べてやや少なかった。また、優性の雄性不稔形質を有
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するセイヨウナタネは個体群から速やかに失われることから、自然条件下において組換えセイ


ヨウナタネ MS8 が優占化する可能性は低いと考えられる。 


また、セイヨウナタネと B.rapa、B.juncea 及び R.raphanistrum は自然条件下において雑種


を形成する可能性はあるが、交雑率はいずれも低く、さらに雑種後代の稔性も低下することな


どから、後代に渡り雑種の個体群が維持されるとは考え難い。さらに、セイヨウナタネを雌株


として B.rapa 又は B.juncea と交雑する場合、種子形成の可能性や雑種の稔性はさらに低くな


る。なお、B.nigra についてはセイヨウナタネとの種間交雑の可能性自体が極めて低い。 


従って、組換えセイヨウナタネ MS8 とセイヨウナタネや近縁種が自然条件下で戻し交配を繰


り返し、個体群中に雑種後代が浸透していく可能性は極めて低いと考えられた。 


 


また、改変型 bar 遺伝子を有する組換えセイヨウナタネと B.rapa の雑種に、除草剤グルホシ


ネートによる選抜を加えつつ B.rapa を 3回戻し交配して得られた BC3 世代における耐性個体と


非耐性個体との比較において、それぞれの花粉稔性、生存性及び種子生産量等に顕著な差は認


められなかったとする報告がある。さらに、両者の F1 及び BC1 世代において、1 交配当たりの


獲得雑種種子数に殆ど差はなかったことが報告されている。従って、改変型 bar 遺伝子が負担


となり、組換えセイヨウナタネ MS8 と近縁種との種間雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能


性は低いと考えられた。 


 


組換えセイヨウナタネMS8が有するbarnase遺伝子の発現は部位特異的プロモーターPTA29に


より葯のタペート細胞に限られているが、仮に植物中で構成的に発現するプロモーターを獲得


したとしても、その発現カセットを付与された植物体はリボヌクレアーゼの影響で正常には生


育できないか、死に至ると考えられる。また、部位特異的のような誘導的プロモーターを獲得


した場合においても、調節機能が正常に働かず、正常に生育する可能性は低いと考えられる。


よって、このような植物体が自然条件下で正常に生殖し、継続的にその遺伝子が後代に引き継


がれる可能性は低い。従って、プロモーターPTA29 を離れ別のプロモーターを獲得した barnase


遺伝子が、近縁種の個体群中に広く浸透し、個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考え


られた。 


 


以上から、①組換えセイヨウナタネ MS8 と近縁種の種間雑種が優占化して他の野生植物種の


個体群を駆逐する可能性及び、②交雑により浸透した導入遺伝子の影響により近縁種の個体群


が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす可能性


はいずれも極めて低く、交雑に起因する間接的な生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断


された。 


 


 以上から、総合的評価として、組換えセイヨウナタネ MS8 を第一種使用規程に従って使用し


た場合に生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
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(pTHW107 vector sequence) 


社外秘情報につき非開示 


 


別添資料５：T-DNA領域外に存在した遺伝子のサザンブロット分析 


(MS8 – Proof of absence of sequences derived from the ‘vector’-part of the 


construct.) 


社外秘情報につき非開示 


 


別添資料６：組換えセイヨウナタネMS8への挿入核酸の決定 


(Determination of inserted transgenic sequences in Brassica napus elite event 


MS8)  


社外秘情報につき非開示 


 


 


別添資料７：イベント識別方法 
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別添資料８：種子におけるエルシン酸及びグルコシノレート含量 
社外秘情報につき非開示 
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緊 急 措 置 計 画 書（栽培目的の場合） 
                                                 


平成 16年 6月 15日 
 
                                       氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
                           代表取締役社長 ローレンス ユー 
 
                                       住所 東京都港区高輪4-10-8 
    
 第一種使用規定の承認を申請している除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ
 (bar, barnase, Brassica napus L., MS8, OECD UI :ACS-BNØØ5-8) (以下、「組換えセイヨウナタ
ネMS8」とする。)の第一種使用において、もし、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク
評価において確認されたならば、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をとること
とする。なお、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において確認された場合とは、
組換えセイヨウナタネMS8に関して、科学的に我が国の生物多様性に影響を生ずることが立証さ
れた場合のことである。 
 
１  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 弊社は社内に緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。危機対策本
部は、開発本部長を本部長とし、バイオサイエンスグループリーダーを事務局として、広報担当
者を含む各部門から構成される。 
 
２ 第一種使用等の状況の把握の方法 
 弊社は我が国への組換えセイヨウナタネMS8種子の輸出者、組換えセイヨウナタネMS8種子を
配給した我が国の種苗会社、その種子を買った我が国の農家や栽培者、配給した種子の量及び時
期を可能な限り特定する。 
  
３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周知す
るための方法 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記２で明らかに
した我が国への組換えセイヨウナタネMS8種子の輸出者、我が国の種苗会社、農家や栽培者に生
物多様性影響に関して情報提供を行い、当該影響を防止するために適切な措置を講ずることを通
知する。さらに、弊社は可能な限りにおいて組換えセイヨウナタネMS8種子を我が国に配給して
いる、またはその可能性のある国の種苗会社及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが
あると確認されたこと及び当該影響を防止する措置に関して通知する。 


  
４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための具体
的な措置の内容 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記２及び３で明ら
かにした個人や団体に、組換えセイヨウナタネMS8を不活性化する措置か、さもなくば組換えセ
イヨウナタネMS8の環境への放出を防止するための措置、及びすでに環境に放出された組換えセ
イヨウナタネMS8の拡散を防止する措置について連絡、指導する。 
  
５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
 科学的に正当性のある評価に基づき、組換えセイヨウナタネMS8が我が国の生物多様性に影響
を与えるおそれがあると認められた場合には、速やかに農林水産省農産安全管理課及び環境省野
生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のための社内における組織体制及び連絡窓口を報告
する。 
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緊 急 措 置 計 画 書（食用、飼料用に供する場合） 
 


                                                平成 16年 6月 15日 
 


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
                           代表取締役社長 ローレンス ユー 
 
                                           住所 東京都港区高輪4-10-8 
 
 
 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ
 (bar, barnase, Brassica napus L., MS8, OECD UI :ACS-BNØØ5-8) (以下、「組換えセイヨウナタ
ネMS8」とする。)の第一種使用において、もし、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク
評価において確認されたならば、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をとること
とする。なお、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において確認された場合とは、
組換えセイヨウナタネMS8に関して、科学的に我が国の生物多様性に影響を生ずることが立証さ
れた場合のことである。 
 
１  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。危機対策
本部は、開発本部長を本部長とし、バイオサイエンスグループリーダーを事務局として、広報担
当者を含む各部門から構成される。 
  
２ 第一種使用等の状況の把握の方法 
 弊社は組換えセイヨウナタネMS8穀粒の我が国への輸入業者、我が国において組換えセイヨウ
ナタネMS8穀粒を配給した業者、輸入した組換えセイヨウナタネMS8穀粒の量及び時期を可能な
限り特定する。 
  
３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周知す


るための方法 
 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記２で明らか
にした組換えセイヨウナタネMS8穀粒の我が国への輸入業者及び我が国における配給業者に当該
影響を防止するために適切な措置を講ずることを通知する。さらに、弊社は可能な限りにおいて
組換えセイヨウナタネMS8穀粒を我が国に配給している、またはその可能性のある国の配給業者
及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが確認されたこと及び当該影響を防止する措置
に関して通知する。 
 
４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための具体
的な措置の内容 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記２及び３で明ら
かにした個人や団体に、組換えセイヨウナタネMS8を不活性化する措置か、さもなくば組換えセ
イヨウナタネMS8の環境への放出を防止するための措置、及びすでに環境に放出された組換えセ
イヨウナタネMS8の拡散を防止する措置について連絡、指導する。 
 
５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
 科学的に正当性のある評価に基づき、組換えセイヨウナタネMS8が我が国の生物多様性に影響
を与えるおそれがあると認められた場合には、速やかに農林水産省農産安全管理課及び環境省野
生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のための社内における組織体制及び連絡窓口を報告
する。 
 








                                      


学識経験者意見 


 


 


 専門の学識経験者により、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の


確保に関する法律」に基づき申請のあった下記の遺伝子組換え生物等に係る第一種使用規


程に従って使用した際の生物多様性影響について検討が行われ、別紙のとおり意見がとり


まとめられました。 


 


 


１ 除草剤グリホサート及びアセト乳酸合成酵素阻害剤耐性ダイズ 


(gat4601, gm-hra, Glycine max (L.) Merr.)(DP-356043-5, OECD UI: DP-356043-5) 
 


２ 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ 


（ 改 変 bar, barnase, barstar, Brassica napus L. ） (MS8RF3, OECD UI: 
ACS-BN005-8×ACS-BN003-6） 


  


３ 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ 


( 改 変 bar, barnase, barstar, Brassica napus L. ） （ MS1RF1, OECD UI: 
ACS-BN004-7×ACS-BN001-4）  


 


４ 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ 


（改変 bar, barnase, barstar, Brassica napus L.）（MS1RF2, OECD UI: 
ACS-BN004-7×ACS-BN002-5）  







（別紙） 


 


生物多様性影響評価検討会での検討の結果 
 


１ （略） 


 


２ 名称：除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変bar, 
barnase, barstar, Brassica napus L. ） （ MS8RF3, OECD UI: 
ACS-BN005-8×ACS-BN003-6） 


第一種使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及


び廃棄並びにこれらに付随する行為 


  申請者：バイエルクロップサイエンス（株） 


 


(注 1) 3件のスタック系統セイヨウナタネ間で、内容が異なる箇所を下線で示した。 
 


   MS8RF3は、除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ（MS8）と除草
剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタネ（RF3）を交配して作出されるも
のである。MS8RF3 は、両交配親に由来する改変 PAT 蛋白質、MS8 に由来する
BARNASE蛋白質、RF3に由来する BARSTAR蛋白質を産生する。 
MS8RF3 では、BARNASE 蛋白質と BARSTAR 蛋白質が葯のタペート細胞において相
互作用(注 2)（1:1で特異的に非共有結合）することにより、BARNASE蛋白質のリボヌク
レアーゼ活性は BARSTAR 蛋白質により阻害され、雄性稔性が回復する。このように
MS8RF3 では両親系統由来の形質の相互作用がみられることから、両親系統ではなく本
スタック系統セイヨウナタネそのものを評価した。 


なお、改変 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しているため BARNASE 蛋白質及び
BARSTAR蛋白質との相互作用はないと考えられる。 
 


（注 2）MS8（雄性不稔）を雌株、RF3（稔性回復性）を雄株として交配させることによ
り、稔性を持つ一代雑種品種（F1）の種子を得ることができる。 


 


（１）生物多様性影響評価の結果について 


   ア 競合における優位性 
    宿主が属する生物種であるセイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、我が国へは


明治時代に導入され、河川の土手や路傍、種子が陸揚げされる港湾周辺等で生育し


ていることが報告されている。また、路傍、崖、河川敷などのように撹乱が定期的


に起こる立地条件でなければ、やがてセイヨウナタネは多年生草本や潅木に置き換


わることが知られている。 


    競合における優位性に関する形質について、我が国の隔離ほ場及び特定網室におい


て、合わせて 22項目に関する調査が行われている。 
MS8RF3の草丈、莢長及び結実粒数は Drakkarに比べて低く、千粒重は Drakkar
に比べて重く、それぞれ統計学的有意差が認められた。茎葉重は MS8RF3 が
Drakkar に比べて低く、一次分枝数は 1 本の差で MS8RF3 が少なかった。また、
MS8RF3の抽だい期は 4日、開花期は 5日、成熟期は 2日、いずれも Drakkarに







比べて早かった。MS8RF3の着莢率は Drakkarに比べて 3.0％低く、莢長及び結実
粒数も Drakkar に比べて有意に低かった。子実収量は 1.6g の差で MS8RF3 が
Drakkarに比べて低かったが、千粒重はMS8RF3が重く、有意差が認められた。し
かし、子実収量及び千粒重の数値から一株当たり種子数を算出すると、MS8RF3は
1.41×104個、Drakkar は 1.88×104個となり、MS8RF3 の方が少なかった。しかし
ながら、このような相違により、MS8RF3の競合における優位性が高まるとは考え
にくい。 


MS8RF3には、 
  (ア) 除草剤グルホシネート耐性が付与されているが、自然環境下でグルホシネートが


選択圧になるとは考えにくいこと 


(イ) MS8由来のBARNASE蛋白質及びRF3由来のBARSTAR蛋白質の相互作用によ
り、MS8RF3では花粉を形成するが、MS8RF3の花粉の稔性は対照と同等で、サ
イズについては Drakkarと有意差はないことが確認されていること 


(ウ) BARNASE蛋白質は、宿主のタペート細胞内の RNA を分解するが、それ以外の
基質に対する活性を有するという報告はないこと 


(エ)  BARSTAR 蛋白質は、BARNASE 蛋白質のリボヌクレアーゼを阻害する以外の
機能を有するという報告はないこと 


等から、これらの形質により、自然環境下でMS8RF3の競合における優位性が高
まるとは考えにくい。 


       以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、競合における優
位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当


であると判断した。 


 


     イ 有害物質の産生性 


        MS8RF3 では、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質であるエルシン酸及びグル
コシノレートの含有量は、品種改良によりそれらの物質の含有量を低減したカノー


ラと呼ばれる品種として規定される範囲内であることが確認されている。 


      MS8RF3は、両交配親に由来する改変 PAT蛋白質、MS8に由来する BARNASE
蛋白質、RF3に由来する BARSTAR蛋白質を産生する。改変 PAT蛋白質は高い基
質特異性を有しており、基質であるグルホシネート以外にアセチル基を転移するこ


とは考えにくい。また、MS8RF3 では、BARNASE 蛋白質と BARSTAR 蛋白質が
葯のタペート細胞において 1:1で特異的に非共有結合し、BARNASE蛋白質のリボ
ヌクレアーゼ活性は BARSTAR蛋白質により阻害される。したがって、これらの蛋
白質が植物体内の他の代謝系に影響し、新たに有害物質を産生することはないと考


えられる。 


また、それらの蛋白質のアミノ酸配列について、包括的な相同性検索及びアレル


ゲンエピトープ検索を行ったが、いずれも既知の毒素及びアレルゲンとの相同性は


認められなかった。 


      我が国の特定網室において、本組換えセイヨウナタネの有害物質（根から分泌され
他の植物へ影響を与えるもの、根から分泌され土壌微生物に影響を与えるもの、植物


体が内部に有し枯死した後に他の植物に影響を与えるもの）の産生性が調査されてい


るが、Drakkarとの間に有意差は認められなかった。 
       以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生


性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当で







あると判断した。 


 


   ウ  交雑性 


        我が国の自然環境中には多くのアブラナ科植物が生育しているが、セイヨウナタ


ネ（Brassica napus L.）と交雑可能な種として、セイヨウナタネ自身の他に Brassica
属に属する B. rapa L.（カブ、コマツナ、在来種ナタネ等）、B. juncea (L.) Czern
（カラシナ、タカナ等）、B. nigra (L.) W.D.J.Koch（クロガラシ）及び Raphanus 
raphanistrum L.（セイヨウノダイコン）が知られている。 


       セイヨウナタネ、B. juncea、B. nigra、R. raphanistrumは、すべて明治以降に人
為的に我が国に導入されたとされる外来種であり、また B. rapa についても我が国
への導入時期は古いが、栽培由来の外来種であり、いずれも影響を受ける可能性の


ある野生動植物としては特定されない。 


        以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、交雑性に起因
する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判


断した。 


 


  エ  その他－１ 
      上記のセイヨウナタネ及び近縁種との交雑に起因して、間接的に生物多様性影響


が生ずる可能性（①交雑により生じた雑種が競合において優位になり、他の野生動


植物種の個体群を駆逐する可能性、②交雑により浸透した導入遺伝子の影響により


近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息している昆虫等の野生動植物等の


個体群の維持に支障を及ぼす可能性）について評価した。その結果、 


(ア) MS8RF3と非組換えセイヨウナタネとの交雑試験の結果、セイヨウナタネ間の
交雑率に関する既往の知見を上回るものではないことが確認されていること 


(イ) 近縁種との交雑性に関し、雑種そのものの形成が困難であったり、雑種が形成さ
れたとしても、その後代の稔性は低いとの報告があること 


(ウ) 自然環境下において、グルホシネート耐性及び稔性回復性により競合における
優位性が高まるとは考えにくいこと 


(エ) 優性の雄性不稔形質を有する植物は世代を重ねるにつれ集団内から速やかに失
われることが報告されていること 


等から、MS8RF3と近縁種が交雑し、自然環境下で雑種後代が優占化していく可能
性は、宿主品種の属する種であるセイヨウナタネと同様に低いと考えられる。 


また、 


(オ) 改変 bar遺伝子及び barstar遺伝子の両方を有する組換えセイヨウナタネと B. 
rapa の雑種に、除草剤グルホシネートによる選抜を加えつつ B. rapa を 3回戻
し交雑して得られたBC3世代における耐性個体と非耐性個体との比較において、
花粉稔性、生存性及び種子生産量に相違は認められなかったと報告されているこ


と 


(カ) 仮に barnase遺伝子がプロモーターPTA29の支配を外れ、植物中で構成的ある
いは部位特異的に発現するプロモーターを獲得したとしても、植物体は正常に生


育する可能性は低く、当該遺伝子が近縁種の個体群中に広く浸透することは考え


にくいこと 


   等から、これらの遺伝子により、短期的に種間雑種の個体群の維持に影響を及ぼす


可能性は低いと考えられる。 







 


  以上より、交雑に起因して、間接的に生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申


請者による結論は妥当であると判断した。 


 


  オ その他－２ 


F1 品種である MS8RF3 の収穫種子（F2 世代）には、MS8 及び RF3 と同様の
性質を有すると考えられる、MS8RF3が分離して生じた種子が含まれるため、第一
種使用規程に従いMS8RF3を使用した場合に、そのような種子が我が国の環境に放
出されることになる。しかしながら、MS8及び RF3については、農林水産省及び環
境省より、第一種使用等（食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、


運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為）の承認が得られており、第一種使用等


により生物多様性影響が生ずる可能性は極めて低いと判断した。 


 


（２） 生物多様性影響評価書を踏まえた結論 
以上を踏まえ、本スタック系統セイヨウナタネ（MS8RF3）を第一種使用規程に


従って使用した場合に、生物多様性影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影


響評価書の結論は妥当であると判断した。 


 


 


３ （略） 


 


４ （略） 
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 専門の学識経験者により、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に


関する法律」に基づき申請のあった下記の遺伝子組換え生物等に係る第一種使用規程に従って使


用した際の生物多様性影響について検討が行われ、別紙のとおり意見がとりまとめられました。      


 


１ 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ（bar, barnase, Brassica napus L.）
（MS8, OECD UI：ACS-BN005-8） 







 


 


                                    （別紙） 


１ 名称：除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ（bar, barnase, Brassica napus 
L.）（MS8, OECD UI：ACS-BN005-8）  
使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並び


にこれらに付随する行為 


申請者：バイエルクロップサイエンス（株） 


 


（１）生物多様性影響評価の結果について 


  ア 競合における優位性 


宿主が属する生物種であるセイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、我が国へは明治時


代に導入され、河川の土手や路傍、種子が陸揚げされる港湾周辺等で生育していることが


報告されている。一般に、路傍や工場跡地のような定期的に人手が加えられる環境では自


生化し得ることが知られているが、人手がほとんど加えられない自然条件下では多年生の


野生植物などとの競合に敗れて自生化することは困難であることが知られており、日本の


在来植物を駆逐して生物多様性に影響を及ぼす侵略的な外来種とはみなされていない。 


        本組換えセイヨウナタネには、 


    （ｱ）除草剤グルホシネート耐性が付与されているが、自然条件下でグルホシネートが選択


圧になるとは考えにくいこと、 


     （ｲ）雄性不稔性が付与されており、自殖で後代を残すことはできないと考えられること、 


      等から、これらの形質により、自然条件下で本組換えセイヨウナタネの競合における優位


性が高まるとは考えにくい。 


        さらに、我が国の隔離ほ場において本組換えセイヨウナタネの競合における優位性に関


わる諸形質が調査されており、調査項目のうち、着莢率に関して非組換えセイヨウナタネ


より有意に低いことが認められたものの、この他の項目については有意差は認められてい


ないことから、本組換えセイヨウナタネの競合における優位性が高まるとは考えにくい。 


        以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、競合における優位性


に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると


判断した。 


 


    イ  有害物質の産生性 


従来のセイヨウナタネの種子には、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質としてエルシ


ン酸及びグルコシノレートの産生が知られている。本組換えセイヨウナタネの宿主品種


は、品種改良によりエルシン酸及びグルコシノレートの含有量を低減したいわゆるカノー


ラと呼ばれる品種の一つであり、本組換えセイヨウナタネの成分分析においても、エルシ


ン酸及びグルコシノレートの含有量がカノーラ品種として規定される範囲内であること


が確認されている。 


        本組換えセイヨウナタネは、グルホシネートへの耐性を付与する改変型PAT蛋白質及び


RNA分解酵素であるBARNASE 蛋白質を産生する。   
        PAT蛋白質は、野生動植物等への有害性を有するとする報告はされておらず、高い基質


特異性を有することが示されており宿主の代謝系に影響を及ぼすことはないと考えられ







 


 


る。 


また、形態や生育の特性等に関し、本組換えセイヨウナタネは雄性不稔性を示す以外に


は、着莢率において非組換えセイヨウナタネとの間で差が見られたのみであったことか


ら、RNA分解酵素であるBARNASE蛋白質が葯以外の組織の代謝系に影響を及ぼすこと


は考えにくい。 


      さらに、PAT 蛋白質及び BARNASE 蛋白質のアミノ酸配列に基づいて包括的な相同性


検索及びアレルゲンエピトープ検索を行った結果、いずれの蛋白質についても既知のアレ


ルゲンとの相同性は認められなかった。 


        我が国の特定網室内において、本組換えセイヨウナタネの有害物質（根から分泌され他


の植物へ影響を与えるもの、根から分泌され土壌微生物に影響を与えるもの、植物体が内


部に有し枯死した後に他の植物に影響を与えるもの）の産生性に関する調査が行われてい


るが、非組換えセイヨウナタネとの間で有意差は認められていない。 


        以上から、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生性に


起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判


断した。 


 


   ウ 交雑性 


我が国の自然環境中には多くのアブラナ科植物が生育しているが、セイヨウナタネ


（Brassica napus L.）と交雑可能な種として、セイヨウナタネ自身の他にBrassica属に


属するB. rapa L.（カブ、コマツナ、在来種ナタネ等）、B. juncea (L.) Czern（カラシナ、


タカナ等）、B. nigra (L.) W.D.J.Koch（クロガラシ）及びRaphanus raphanistrum L.
（セイヨウノダイコン）が知られている。 


セイヨウナタネ、B. juncea、B. nigra、R. raphanistrumは、すべて明治以降に人為的


に我が国に導入されたとされる外来種であり、またB. rapaについても我が国への導入時


期は古いが、栽培由来の外来種であり、いずれも影響を受ける可能性のある野生動植物と


しては特定されない。 


        以上のことから、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、交雑性に起因


する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判断し


た。 


         
  エ  その他 


        上記の交雑可能なセイヨウナタネ及び近縁種との交雑に起因して、間接的に生物多様性


影響が生ずる可能性（交雑により生じた雑種が競合において優位になり、他の野生動植物


種の個体群を駆逐する可能性、交雑により浸透した導入遺伝子の影響により近縁種の個体


群が縮小し、それらに依存して生息している昆虫等の野生動植物等の個体群の維持に支障


を及ぼす可能性）を評価した。具体的には、 


    （ｱ）本組換えセイヨウナタネは、雄性不稔性により花粉を形成しないため、花粉親として


他の個体との間に交雑後代を生じない。また、交雑後代が得られるのは、種子親として


の場合に限られ、その場合に、 


         a セイヨウナタネとの交雑性に関し、優性形質としての雄性不稔性を有するセイヨウ







 


 


ナタネの交雑後代は、世代を重ねるにつれて集団から速やかに失われるとの報告があ


ること、 


         b 近縁種との交雑性に関し、雑種そのものの形成が困難であり、雑種が形成されたと


しても、その後代の稔性は低いとの報告があること、 


（ｲ）アにおいて考察したように、自然条件下において、グルホシネート耐性及び雄性不稔


性により競合における優位性が高まるとは考えにくいこと、 


      等から交雑により生じた雑種が競合において優位になり、他の野生動植物の個体群を駆逐


する可能性は極めて低いと考えられる。また、同様の理由により本組換えセイヨウナタネ


の導入遺伝子がセイヨウナタネ及びその近縁種に浸透することによりそれらの個体群が


急速に縮小し、それらに依存して生息している昆虫等の野生動植物等の個体群の維持に支


障を及ぼす可能性は極めて低いと考えられる。 


        以上から、交雑に起因して、間接的に生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者


による結論は妥当であると判断した。 


 


（２）生物多様性影響評価書を踏まえた結論 


以上を踏まえ、本組換えセイヨウナタネを第一種使用規程に従って使用した場合に、生物


多様性影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影響評価書の結論は妥当であると判断し


た。 
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第一種使用規程承認申請書 
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農林水産大臣  亀井 善之  殿 


環境大臣    小池 百合子 殿 
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             申請者     代表取締役社長 ローレンス ユー  印 


                 住所  東京都港区高輪4-10-8 


 
 
 
 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生


物の多様性の確保に関する法律 第４条第２項の規定により、次のとおり申請します。 
 
 
 
 


遺伝子組換え生物等の


種類の名称 


除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタネ 


（改変bar, barstar, Brassica napus L.） 
（RF3, OECD UI :ACS-BNØØ3-6） 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 


食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運


搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 
― 
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生物多様性影響評価の概要 


 


第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 


 


1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 
 


（１） 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


 


イ 和名、英名及び学名 


  和名： セイヨウナタネ 


  英名： Oilseed Rape 


  学名： Brassica napus L. 


 


ロ 宿主の品種名 


 宿主の品種は油糧用セイヨウナタネ Drakkar である。Drakkar はフランスの春播


き用 “00 品種”（種子中のエルシン酸及びグルコシノレートの含有量の少ない品種


で“double low”とも称される。）として品種登録されている（文献 8）。 


 


ハ 国内及び国外の自然状況における自生地域 


 セイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、アブラナ科アブラナ属の B.rapa（在


来ナタネ、カブ、ハクサイ、コマツナ等）とキャベツなどが属する B.oleracea との


交雑の結果できた複二倍体種である（文献 94）。原産地は交雑親の B.rapa と


B.oleracea の分布が重なる北ヨーロッパと考えられており、現在は、世界中にその


分布が見られる（文献 38）。セイヨウナタネは、路傍、崖、河川敷などのように撹


乱が定期的に起こる立地条件でなければ、やがて多年生草本や潅木に置き換わるこ


とが知られている（文献 60）。 


 セイヨウナタネは、肥培管理が行われなくても道路沿い、空き地等で生育が可能


であることが知られており、我が国では北海道や本州で河原や線路沿いに群生する


セイヨウナタネが確認されている（文献 82）。また、主なナタネの輸入港やその周


辺でセイヨウナタネの生育が報告されている。実際に（財）自然環境研究センター、


独立行政法人農業技術研究機構（現 独立行政法人農業・生物系特定産業技術研究機


構）及び独立行政法人食品総合研究所が平成 14 年 5 月から平成 16 年 3 月にかけて


行った調査では、ナタネの輸入港である茨城県鹿島港周辺で運搬の途中にこぼれ落


ちたと見られるセイヨウナタネの生育が観察された（文献 58）。 


 


（２） 使用等の歴史及び現状 
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イ 国内及び国外における第一種使用等の歴史 


 セイヨウナタネとその近縁作物の使用等の歴史は古く、紀元前 2000～1500 年の古


代インドの記述や、紀元前 500～200 年のギリシャ、ローマ及び中国の記述に記され


ている（文献 22）。また、ヨーロッパでのほ場規模での栽培は 13 世紀にベルギーで


始まったとされている（文献 94）。 


 


 アジア及びヨーロッパにおいては、古くからセイヨウナタネや B.rapa 等の種子か


ら油が搾られ、灯火用として広く使用されていた（文献 80）。また、ヨーロッパで


は蒸気機関の潤滑油として使用されるようになり、このことがヨーロッパでのセイ


ヨウナタネ栽培の進展を促したといわれている。さらに、第二次世界大戦時に、カ


ナダは軍艦の蒸気機関の潤滑油を補給する目的で栽培を始めた（文献 94）。 


 


 元来、セイヨウナタネ種子から採られた油は、心筋の脂肪症や繊維症を引き起こ


すことが報告されているエルシン酸（文献 83）や家畜の甲状腺肥大効果のあるグル


コシノレートといった有害物質を含むことが知られており、食用や飼料としては不


向きであると考えられていた。しかし、カナダにおける品種改良により低エルシン


酸で低グルコシノレートであるカノーラ品種が育成されるに至り、現在ではサラダ


油、ショートニング、マーガリン等の食用油として広く利用され、また搾油粕は家


畜飼料として利用されている（文献 38,94）。 


   


 我が国においては古くから B.rapa が栽培され、江戸時代には燈油や食用油の原料


として大規模に栽培されていた。一方、セイヨウナタネは明治時代に米国やヨーロ


ッパから輸入されて栽培されるようになり、B.rapa よりも耐病性に優れ、多収で油


分含量も多いことから全国に広がり、搾油用の B.rapa の栽培は少なくなっていった


（文献 87）。 


  


 しかし、その後の我が国におけるセイヨウナタネ栽培は、イネ栽培の早期化によ


る作期の重なりやより収入の多い工業への農民の就労のため、急速に衰退し、現在


は搾油のために商業的に栽培されることは殆どない（文献 38）。なお、近年、菜の


花の景観植物としての利用や、化石燃料の代替燃料としてナタネ油を利用しようと


する動きが見られる。 


 


ロ 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 


 セイヨウナタネは、B.rapa に比べて耐寒性は劣るが耐病性及び収量性に優れてお


り、西部・中部ヨーロッパ、日本、韓国のように寒さが極端には厳しくない肥沃な


土地で栽培されている（文献 94）。我が国では、以前は水田裏作のために移植栽培


が主流であったが、今日では労働生産性の高い直播栽培が一般的である（文献 38）。 
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 2003‐2004 年のナタネの世界総生産量は 3876 万 t（概算）であり、主な生産国は、


中国（1100 万ｔ）、EU（951 万ｔ）、カナダ（677 万ｔ）、インド（650 万ｔ）であっ


た（文献 1）。 


 


 主な輸出国はカナダ（360 万ｔ）とオーストラリア（125 万ｔ）で、全世界輸出量


の約 82％を占める。我が国には 2003 年に 208 万 t が輸入され、主な輸入先はカナ


ダ（166 万 t）、次いでオーストラリア（37 万 t）である（文献 1）。また、2003 年に


我が国はナタネ油を 1.7 万 t、油脂原料としてナタネ種子を 208.4 万 t、さらに、飼


料用の油粕を 2万 t輸入している（文献 59）。 


 


 なお、現在世界で栽培されるナタネ全体のうち 18％が遺伝子組換え技術により除


草剤耐性が付与されたナタネである（文献 39）。 


 


（３） 生理学的及び生態学的特性 


 


イ 基本的特性 


 セイヨウナタネは種子繁殖する一年生植物である。 


 


ロ 生息又は生育可能な環境の条件 


 セイヨウナタネは休眠の打破、抽苔の開始、花芽の分化に低温を必要とする秋播


き品種と、それを必要としない春播き品種とに分けられる（文献 38）。春播き品種


の生育適温は 12～30℃である（文献 60）。また、セイヨウナタネは他の作物に比べ


酸性土に強く、耐湿性も強いが、重粘土や砂質で乾燥のはなはだしい土壌は適さな


い。発芽時には過湿を嫌うが、生育時には多くの水分が必要である。我が国では、


品種を選ぶことによりどこでも栽培可能である（文献 80）。 


 


ハ 捕食性又は寄生性 


 ― 


 


ニ 繁殖又は増殖の様式 


① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


 セイヨウナタネは 1 つの莢の中に多数の種子ができ、種子が成熟して乾燥した莢


は莢柄の部分より裂開して種子を放出する（文献 80）。乾燥した莢は、わずかな物


理的刺激により裂開し種子を飛散させやすい（文献 38）。したがって、脱粒性は比


較的高いと考えられる。 
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 種子の休眠性は、秋播き品種、春播き品種にかかわらず比較的浅いことが知られ


ているが、暗所での水分ストレスや酸素欠乏（文献 66）など発芽に不適な環境下で


は二次休眠（secondary dormancy）が誘発されることがある。二次休眠とは、発芽


しうる状態になった後で発芽に不適な環境にしばらくおかれた場合、新たに誘導さ


れる休眠である（文献 55）が、その程度は品種や種子の貯蔵期間・条件などで異な


る（文献 65,67）。また、二次休眠性の高い品種を用いた実験では、5℃や 10℃の低


温に比べ、20℃程度の比較的高い温度条件で休眠が誘発されやすいことが確認され


ている（文献 28）。これらの獲得された休眠性は、2～4℃の低温条件（文献 28）、変


温条件（文献 67）などによって覚醒されるが、地中深く鋤込まれた種子は休眠状態


のまま長期間生存し続けることが知られている。一方、地表の種子では二次休眠は


誘発されないことから、二次休眠によるセイヨウナタネの雑草化を防止する耕種方


法が明らかにされている（文献 67）。 


 


 セイヨウナタネの種子の寿命は比較的長いが、採種条件や保存条件によって異な


ることが知られている。後熟後に乾燥状態で貯蔵した場合には 6 年を経過しても


80％以上の発芽率を示すが、未熟種子では発芽力の低下が早く、室内に放置すると


3 年目には発芽力がなくなる（文献 62,81）。また、貯蔵中の種子の寿命には特に相


対湿度が影響し、相対湿度 70～80％の条件では 100～120 日で発芽力を失うが、20％


程度の乾燥状態では30℃の高温でも約4年を経過しても80％以上の発芽率を保って


いる（文献 81）。 


 


② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官から


の出芽特性 


 セイヨウナタネは種子繁殖を行い、自然条件下において他の器官からの繁殖は観


察されない。 


 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性 


 セイヨウナタネは自家不和合性を持たず、自殖によって種子を作ることが多い。


風媒や虫媒による他殖率は 5～30％と報告されている（文献 37,60,68）。我が国での


試験結果でも、栽植状況や距離で異なるが、平均して 27％程度の他殖率が認められ


ている（文献 89）。 


 


 我が国に分布する近縁種のうち、セイヨウナタネと交雑可能な近縁種として、


B.rapa、B.juncea（カラシナ、タカナ、ザーツァイ等）、B.nigra（クロカラシ）及


び Raphanus raphanistrum（セイヨウノダイコン）が挙げられる。B.rapa は栽培由


来の外来種で、我が国では古くから栽培種として利用されており（文献 45）、雑草


性の亜種あるいは変種の形成は報告されていない（文献 88）。現在では、耕作地の
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周囲などに比較的小さな群落が見られるほか、景観作物としても利用され、河川敷


の公園などには大きな群落の形成が見られる（文献 53）。B.juncea も外来種であり、


我が国では古くから栽培種として利用されてきた（文献 45）。しかし、戦後広まっ


たものはそれとは別に、ヨーロッパや北アメリカから入ったものと推測されている


（文献 57）。B.nigra は明治時代以降に我が国に帰化した外来種（文献 56）で、北


海道から九州に分布し、ハーブとして栽培されているが、ときに野生化している（文


献 57,82）。R.raphanistrum も近年になって我が国に帰化した外来種で、昭和初期に


横浜市で確認され（文献 36）、現在では北海道から九州に分布している（文献 57）。 


 


 セイヨウナタネと B.rapa については、種間雑種が形成されるという報告がある


（文献 4,81）。英国で行われたモニタリング調査において、商業用セイヨウナタネ


栽培ほ場付近に自生する B.rapa から採種した結果、芽生えた苗のうち、雑種は 0.4


～1.5％（文献 78）又は 0.2％（文献 99）であったと報告されている。また、除草


剤耐性セイヨウナタネの商業栽培ほ場付近で採取した B.rapa の集団から 13.6％の


雑種が、また、B.rapa とセイヨウナタネを混在して栽培した場合、6.5～7.1％の雑


種が報告されている（文献 97）。我が国で両者の交互畦栽培を行い同時開花部分に


結実した種子を調査したところ、B.rapa では 2％、他方、セイヨウナタネでは 10％


の雑種を生じたと報告されている（文献 63）。 


 


 セイヨウナタネと B.juncea は交雑和合性があり、栽培条件下で種間雑種を生ずる


ことが報告されている（文献 4,5,25,43）。栽培条件下での交雑率に関して、B.juncea


とセイヨウナタネを 1:1 の割合で栽培した場合は 0.3～1.1％（文献 5）、セイヨウナ


タネのほ場内に 12 個体の B.juncea を植えた場合には 3％（文献 42）の雑種形成が


報告されている。 


 


 セイヨウナタネと B.nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において雑


種形成は確認されなかった（文献 5）。さらに、人工交配によっても殆ど雑種は得ら


れないか（文献 4）、または全く得られなかったことが報告されている（文献 7,44）。 


 


 セイヨウナタネと R.raphanistrum の交雑和合性に関しては、R.raphanistrum と


セイヨウナタネを 1：600 の割合で栽培した場合、0.05％（95%信頼限界: 0.006～


0.2％）の雑種形成が報告がされている（文献 14）。しかし、実際のほ場における自


然交雑は極めて稀（文献 73,97）であり、また、R.raphanistrum がごくありふれた


雑草となっているスイスにおける調査でも、セイヨウナタネのほ場近くに自生する


R.raphanistrum の個体群から、セイヨウナタネとの雑種は確認されなかった（文献


90）。 
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④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 


 セイヨウナタネは一花あたり約6～7万粒の花粉を生産する。花粉は黄色で、三つ


に縦にくびれた楕円形をしている。大きさはおよそ長径39～36µm、短径22～20µmで


ある(文献26,81)。また、セイヨウナタネの花粉は重く粘性がある（文献60）。 


 


 セイヨウナタネの花粉は風又は主にミツバチなどの昆虫により媒介される（文献


60,64,91,93,100）。風媒による花粉の移動距離については、花粉トラップを用いた


調査において、花粉源となる作物から3m以内で花粉量はおよそ半減し（文献48）、10m


以上では90％減少する（文献54）と報告されている。また、ミツバチは通常巣の周


辺の植物間を移動するが（文献72）、巣から2km離れた地点までミツバチの集団を確


認していること（文献69）や、除草剤耐性セイヨウナタネを用いて行った調査にお


いて、実際に1～2km地点で0.2％、2.5～3km地点で0.15％の交雑率が報告されている


（文献74）ことから、セイヨウナタネの商業栽培が大規模に行われているような地


域においては、虫媒による花粉の拡散は広範囲に及ぶ可能性が示唆される。 


 


 セイヨウナタネの花粉は長期間発芽力を有することが知られている。花粉の寿命


は相対湿度など貯蔵条件によって変わるが、室内に 1 週間放置したものでも寒天培


地上で 70％程度の発芽率を示し、その後急激に減少することが観察されており（文


献 62,81）、自然条件下では 4～5日間で徐々に減少するとされる（文献 70）。 


 


ホ 病原性 


 ― 


 


ヘ 有害物質の産生性 


 セイヨウナタネの種子中にはエルシン酸とグルコシノレートが比較的高い濃度で


含まれている。エルシン酸は 13 位にシス二重結合を持つ不飽和脂肪酸で実験動物に


おいて心筋の脂肪症や繊維症を引き起こすことが知られている（文献 83）。また、


グルコシノレートは甲状腺肥大を引き起こすことが知られている（文献 94）。しか


し、カナダにおける品種改良により低エルシン酸で低グルコシノレートである品種


が育成された結果、食用油として、また搾油粕は飼料用として用いられるようにな


った（文献 38,94）。なお、精油中のエルシン酸含量が 2％未満でグルコシノレート


含量が油粕 1g 当たり 30µmol 未満の品種は一般にカノーラ品種と呼ばれており（文


献 61）、宿主品種の Drakkar もカノーラ品種の一つである。 


 


ト その他の情報 


 ― 
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2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 


 


（１） 供与核酸に関する情報 


 


イ 構成及び構成要素の由来 


 除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変 bar, barstar, 


Brassica napus L., RF3, OECD UI :ACS-BNØØ3-6）（以下、「組換えセイヨウナタネ


RF3」とする。）の作出に用いられた供与核酸の構成及び構成要素の由来を表 1（p.9）


に示した。 


 


 なお、Streptomyces hygroscopicus から得た野生型の bar 遺伝子は、植物で使用


頻度の高いコドンに適合するように GTG→ATG に、また、翻訳の効率を上げるために


AGC→GAC に改変した。GTG→ATG の改変では実際に翻訳されるアミノ酸はメチオニン


のまま変化していないが、AGC→GAC の改変により、セリンからアスパラギン酸に変


化している。しかし、本改変によって改変 bar 遺伝子産物である PAT 蛋白質（以下、


「改変 PAT 蛋白質」とする。）の機能に変化はないことが確認されている（文献 98）。 


 


 改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子の塩基配列を図 1及び図 2（p.10）に示した。


また、供与核酸全体の塩基配列は別添資料 3（p.3）に示した。 
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表 1 構成要素の由来及び機能 


構成要素 
サイズ


（kbp）


ベクター中


の位置 
由来及び機能 


barstar 遺伝子発現カセット 


PTA29 1.51 4763-3254 


Nicotiana tabacum 由来の葯特異的遺伝子 TA29 のプロモ


ーターで、葯のタペート細胞においてのみ発現を誘導する


（文献 79）。 


barstar 0.27 3253-2981 


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアー


ゼインヒビター（以下、「BARSTAR 蛋白質」とする。）を産


生する。BARSTAR 蛋白質は barnase 遺伝子産物であるリボ


ヌクレアーゼ（以下、「BARNASE 蛋白質」とする。）と特異


的に結合し、その活性を阻害する（文献 31）。 


3’nos 0.26 2919-2659 


pTiT37 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で
転写を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる（文献
18）。 


改変 bar 遺伝子発現カセット 


PSsuAra 1.73 2608-883 


Arabidopsis thaliana に由来し、rubisco 小サブユニット


遺伝子のプロモーターで緑色組織においてのみ発現を誘


導する（文献 47）。 


改変 bar 0.55 882-331 


Streptomyces hygroscopicus に由来するホスフィノトリ


シン・アセチル基転移酵素（改変 PAT 蛋白質）をコードす


る遺伝子で、除草剤グルホシネート耐性を付与する(文献


92) 。野生型 bar 遺伝子の N-末端の 2 つのコドン GTG と


AGC は、ATG と GAC にそれぞれ置換されている。 


3’g7 0.21 309-98 


pTiB6S3由来のノパリン合成酵素遺伝子の3’非翻訳領域で
転写を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる（文献
20,96）。 


その他 


LB 0.02 4809-4833 pTiB6S3 由来の T-DNA の左側境界 


RB 0.02 1-25 pTiB6S3 由来の T-DNA の右側境界 


Sm/Sp 1.01 5393-6403 


Escherichia coli に由来し、ストレプトマイシン／スペ


クチノマイシン耐性を付与する aminoglycoside


adenyltransferase(aadA)をコードする領域（文献 24）。


barstar 0.27 6754-7026 


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアー


ゼインヒビターをコードする。BARSTAR 蛋白質は barnase


遺伝子産物であるリボヌクレアーゼと特異的に結合し、そ


の活性を阻害する（文献 31）。 


pVS1ori 3.77 7374-11145 
Pseudomonas sp.由来のプラスミドpVS1の複製起点を含む


領域（文献 40）。 


pBRori 1.06 11146-12209
Escherichia coli 由来のプラスミド pBR322 の複製起点を


含む領域（文献 6）。 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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社外秘情報につき非開示 
 


図 1 改変 bar 遺伝子の塩基配列 


 


 


 


社外秘情報につき非開示 


 


図 2 barstar 遺伝子の塩基配列 


 


 


ロ 構成要素の機能 


① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸


の構成要素それぞれの機能 


 組換えセイヨウナタネ RF3 の作出に用いられた供与核酸の構成要素それぞれの機


能は、表 1（p.9）に示した。 


 


② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋


白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有す


る場合はその旨 


【改変 PAT 蛋白質】 


 作物は窒素代謝の過程で、硝酸塩の還元、アミノ酸の分解、光呼吸等によりアン


モニアを生成する。生成されたアンモニアの無毒化にはグルタミン合成酵素が中心


的役割を果たしているが、除草剤グルホシネートを散布すると、グルタミン合成酵


素が阻害されてアンモニアが蓄積し、作物は枯死に至る。 


 導入された改変 bar 遺伝子が産生するホスフィノトリシン・アセチル基転移酵素


（改変 PAT 蛋白質）は、グルホシネートをアセチル化して N-アセチルグルホシネー


トとし、グルホシネートのグルタミン合成酵素への阻害作用を不活性化する。これ


によりアンモニアは蓄積されず、除草剤グルホシネートを散布しても作物が枯死し


ない（図 3, p.13）。 


 


 改変 PAT 蛋白質は、グルホシネートに高い親和性を示す。グルホシネートは L-ア


ミノ酸に分類されるが、各種アミノ酸にアセチル基を転移することはなく、特に構


造が類似しているグルタミン酸にも親和性はほとんどなく、生体内において実質的


に転移反応を生じさせることはない（文献 92）。また、過剰の各種アミノ酸の存在


下においても、改変 PAT 蛋白質によるグルホシネートへのアセチル基転移反応は阻
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害されることはなかった（文献 98）。これらのことから、改変 PAT 蛋白質がグルホ


シネートに対して高い基質特異性を有すると考えられる。 


 


【BARSTAR 蛋白質】 


 BARSTAR 蛋白質は、細菌の Bacillus amyloliquefaciens から単離された barnase


遺伝子産物である BARNASE 蛋白質（リボヌクレアーゼ）の細胞内阻害物質である（文


献 29；32）。BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質と 1:1 で特異的に非共有結合複合体を


形成し、BARNASE 蛋白質のリボヌクレアーゼ活性を完全に阻害する（文献 30,32,85）。


プロモーターPTA29 の支配下にある barnase 遺伝子から産生される BARNASE 蛋白質


は、葯のタペート細胞において RNA を分解して細胞を破壊することにより、雄性不


稔形質を発現する。この雄性不稔形質の組換えセイヨウナタネ RF3 による稔性回復


のメカニズムを図 4（p.14）に図示した。 


 


一代雑種品種（F1 品種）は、固定品種に比べて強健で生産力が高く、斉一性に優


れるといった特長をもつ（文献 46）が、セイヨウナタネのように自殖可能な作物で


は、通常、確実に F1 雑種を得ることは困難である。そこで、葯のタペート細胞で特


異的に発現し花粉形成を阻害するように barnase 遺伝子（文献 50）を導入したセイ


ヨウナタネ{除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ（改変 bar, 


barnase, Brassica napus L., MS8, OECD UI :ACS-BNØØ5-8）（以下、「組換えセイヨ


ウナタネ MS8」とする。）}を雌株として、稔性回復形質を有する組換えセイヨウナ


タネ RF3 を雄株として交配させることにより、確実に F1 種子を得ることができる。


その F1 世代では、BARSTAR 蛋白質が BARNASE 蛋白質の作用を抑制して稔性を回復さ


せる（文献 51）ため、自殖で高収量の種子生産が可能となる。 


 


【改変 PAT 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質の毒性及びアレルギー性】 


 改変 PAT 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質のアミノ酸配列について、既知のアレルゲン


との相同性を Swiss Prot、PIR 及び HIV-AA の各データベースを用いて検索した。ま


た、より短いアレルゲンエピトープ検索（8個ずつの短いアミノ酸配列）を行った。


その結果、いずれにおいても既知の毒素及びアレルゲンとの相同性は認めらなかっ


た。 


 


③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 


【改変 PAT 蛋白質】 


 改変 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており（文献 92）、グルホシネート以外


の化合物にアセチル基を転移することは考え難い。よって、宿主の持つ代謝経路へ


影響はないと考えられる。 
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【BARSTAR 蛋白質】 


 BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質と 1:1 で特異的に非共有結合複合体を形成し、


その複合体の安定性は高い（文献 49,52）。また、細菌と糸状菌のリボヌクレアーゼ


には、構造及び配列にかなりの相同性が認められているため、これらの酵素につい


ても BARSTAR 蛋白質と相同の阻害物質が存在すると期待されるが、このような阻害


物質が知られているのはBacillus intermediusによって産生されるリボヌクレアー


ゼ BINASE 蛋白質のみである。BINASE 蛋白質は BARNASE 蛋白質と高い相同性（85％）


を有し、BARSTAR 蛋白質に阻害される（文献 101）。また、BARNASE 蛋白質とのアミ


ノ酸配列の相同性は 20～25％に過ぎないが、類似の立体構造を有する Streptomyces


の細胞外リボヌクレアーゼ（文献 35）も BARSTAR 蛋白質で阻害されることが報告さ


れている（文献 33）。しかし、植物中のリボヌクレアーゼに対する BARSTAR 蛋白質


の阻害作用は報告されていない。なお、BARSTAR 蛋白質はヒト又は動物のリボヌク


レアーゼとは結合しないことが報告されている（文献 31,32,35,85）。以上から、


BARSTAR 蛋白質が宿主のもつ代謝系に影響を及ぼすことはないと考えられる。 
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図 3  改変 bar 遺伝子産物よる除草剤グルホシネート耐性のメカニズム 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。）


グルタミン酸 
グルタミン合成酵素 


グルホシネート 


阻害 
グルタミン 


NH３ 


グルタミン酸 
NH３ 


グルタミン 


グルタミン合成酵素 


グルホシネート 


改変 PAT 蛋白質 


N-アセチルグルホシネート 


遺伝子発現 


改変 bar 遺伝子 


A）通常の植物 
 除草剤グルホシネートによってグルタミン合成酵素が阻害されるため、アンモニアが


蓄積し植物は枯死する。 


B）組換え体植物 
 改変 PAT 蛋白質により除草剤グルホシネートがアセチル化されて N-アセチルグルホシ


ネートになるため、グルタミン合成酵素は阻害されないようになり、アンモニアが蓄積さ


れず植物は成長を続けることができる。 
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図 4 barstar 遺伝子産物による稔性回復のメカニズム 


雄性不稔組換えセイヨウナタネ MS8 を雌株、組換えセイヨウナ


タネ RF3 を雄株として交配させた場合。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 







 15


（２）ベクターに関する情報 


 


イ 名称及び由来 


 組換えセイヨウナタネ RF3 の作出に用いられたベクターは、大腸菌（Escherichia 


coli）由来の pGSV1 を基礎として構築された、バイナリーTi プラスミドベクター


pTHW118 である（文献 15）。 


 


ロ 特性 


① ベクターの塩基数及び塩基配列 


 プラスミド pTHW118 の塩基数は 12,508bp である。プラスミド地図を図 5に、全塩


基配列を別添資料 6に示した。 


 


 


 


図 5 pTHW118 プラスミド地図 


図中の bar は改変 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 


プラスミドpTHW118はT-DNA領域の外側にストレプトマイシン/スペクチノマイシ


ン耐性遺伝子（Sm/Sp）、barstar 遺伝子、pBRori 及び pVS1ori を有する。Sm/Sp 遺


伝子はベクターの選抜マーカーとして利用されたが、細菌でのみ発現し、植物細胞


中では発現しない（文献 16,95）。また、barstar 遺伝子は、本プラスミドを構築す


るために利用した基本となるプラスミド pGSV1 に存在していたものであり、pBRori


及び pVS1ori はそれぞれ大腸菌及び緑膿菌において自律的複製を行わせる複製起点


である。なお、これらはいずれも T-DNA 領域の外側に位置しており、セイヨウナタ


ネゲノムには挿入されていない。このことは、各配列を含む領域をカバーする 3 つ


のプローブを用いたサザンブロット分析により確認されている（別添資料 7）。 


 


③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 


 プラスミド pTHW118 は自律増殖可能な宿主域が Agrobacterium tumefaciens や


E.coli などのグラム陰性菌に限られており、植物体では感染性を持たない。 


 


（３）遺伝子組換え生物等の調製方法 


 


イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


 組換えセイヨウナタネ RF3 の作出には、ベクター上の LB と RB の間に、稔性回復


形質を付与するための barstar 遺伝子発現カセットと除草剤グルホシネート耐性形


質を付与するための改変 bar 遺伝子発現カセット(PTA29-barstar-3’nos-PSsuAra-
改変 bar-3’g7)を組み込んだプラスミド pTHW118 を用いた。 
 ベクター内での供与核酸の構成要素の位置及び方向は図 5（p.15）に示した。ま


た、制限酵素による切断部位は図 6（p.17）に示した。 
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図 6 制限酵素切断部位 


図中の bar は改変 bar 遺伝子、PrbcS1A は PSsuAra を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 


 


 宿主への遺伝子の導入は、アグロバクテリウム法（文献 17）によって行った。プ


ラスミド pTHW118 を保持した E.coli MC1061 株、伝達性を司るヘルパープラスミド


pRK2013 を保持する E.coli HB101 株、非腫瘍形成性の Agrobacterium tumefaciens 


C58C1RifR株を共存させ、プラスミド pTHW118 を持つ A.tumefaciens C58C1RifR株を


作出した後、宿主の胚軸組織片に感染させ、pTHW118上のRB及びLBで挟まれたT-DNA


領域をセイヨウナタネゲノムに組み込ませた（文献 21）。 


 


ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 


 


① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 


 形質転換された胚軸組織片を除草剤グルホシネートを含む培地上で培養し、除草


剤グルホシネートに耐性を示した細胞を選抜した。さらに、ホルモンフリーの培地


上に移して植物体を再生させた（文献 17）。 


 


② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウム菌体の残


存の有無 


 アグロバクテリウムによる形質転換後、500mg/L の Carbenicillin を培地中に加


えてアグロバクテリウム菌体を除去した（文献 17）。 


 


③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系


統、隔離ほ場に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集す


るために用いられた系統までの育成の経過及び系統樹 


 形質転換後、再生させた植物体について、さらに、除草剤グルホシネート耐性形


質及び稔性回復形質、また、農業形質等に関して総合的に選抜し、組換えセイヨウ


ナタネ RF3 を作出した。組換えセイヨウナタネ RF3 の系統樹を図 7（p.19）に示し


た。 


 


 なお、我が国における組換えセイヨウナタネ RF3 の承認状況は以下の通りである。 


 


【食品安全】 


 1999 年 12 月に厚生省（現 厚生労働省）より組換え DNA 技術応用食品・食品添加


物の安全性評価指針に基づき、食品利用としての安全性の指針への適合性が確認さ


れた。また、法制化に伴い、組換え DNA 技術応用食品及び添加物の安全性審査の手


続きを経て、2001 年 3 月に厚生労働省より食品利用としての安全性が確認された。 
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【飼料安全】 


 1999 年 2 月に農林水産省より組換え体利用飼料の安全性評価指針に基づき、指針


への適合性が確認された。また、法制化に伴い、組換え DNA 技術応用飼料及び飼料


添加物の安全性に関する手続きを経て、2003 年 3 月に農林水産省より飼料利用とし


ての安全性が確認された。 


 


【環境安全】 


1998年に農林水産省より農林水産分野における組換え体利用のための指針に基づ


き、隔離ほ場試験の承認を得た。また、2002 年 11 月に農林水産省より農林水産分


野等における組換え体の利用のための指針に基づき、我が国への輸入（加工用及び


飼料用としての利用）について指針への適合性が確認された。 


 
 
 


社外秘情報につき非開示 
 


図 7 組換えセイヨウナタネ RF3 の系統樹 


 


 


 


 


（４）細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 


 


イ 移入された核酸の複製物が存在する場所 


 組換えセイヨウナタネ RF3 の遺伝子導入当代は挿入遺伝子座に関してヘテロ接合


体であることが想定されるため、自殖した S1 世代では除草剤グルホシネートに対し


て理論上、耐性個体：感受性個体は 3:1 の比率で出現することが期待される。また、


耐性個体にはホモ接合対とヘテロ接合体が 1:2 の割合で含まれることが期待される。 


組換えセイヨウナタネRF3のS1における除草剤グルホシネート耐性個体の分離を


調べた結果、理論上の分離比 3:1 に適合する分離比を示した（表 2, p.20）。また、


除草剤グルホシネート耐性を示した S1 世代の各株を自殖して得られた S2 世代株の


耐性株数を調査した結果、S2 世代において耐性を示し固定が確認されている S1 個


体と、S2 世代において 3:1 に適合する分離比で後代の分離を示す S1 個体がほぼ 1:2


の比率を示した。前者の S1 株は挿入遺伝子座に関してホモ接合で、後者はヘテロ接


合であると推定される（表 3, p.20）。これらの結果から、組換えセイヨウナタネ RF3


に移入された T-DNA 領域はセイヨウナタネゲノムの染色体上の 1 箇所に存在すると


考えられる。 
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表 2 S1 世代における除草剤グルホシネート耐性株の分離 


供試植物 全供試株数 耐性株数 Chi2 


S1 世代植物 38 31 Chi2（1/4 感受性）NS 


NS：有意差なし 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 


 


表 3 S1 世代の除草剤グルホシネート耐性植物体の自殖により得られた S2 世代にお


ける耐性株の分離 


S1 世代 識別番号 全供試株数 耐性株数 推定接合性* 


1 51 38 ヘテロ 
2 54 54 ホモ 
3 55 39 ヘテロ 
4 57 57 ホモ 
5 52 44 ヘテロ 
6 50 50 ホモ 
7 45 45 ホモ 
8 53 45 ヘテロ 
9 50 38 ヘテロ 
10 53 39 ヘテロ 
11 50 50 ホモ 
12 48 48 ホモ 


13 53 38 ヘテロ 
14 50 37 ヘテロ 
15 52 40 ヘテロ 
16 52 41 ヘテロ 


* 挿入遺伝子座に関する接合性を推定した。 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 


 


 


ロ 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代に


おける伝達の安定性 


 移入された核酸のコピー数については、サザンブロット分析（別添資料 3, p.6, 表


1; p.9～12, 図 2a～2d）、PCR 及びシークエンス解析（別添資料 4）を行った結果、


完全な1コピーのT-DNA領域と、改変bar遺伝子を含まない不完全な1コピーのT-DNA


領域が導入されていることが確認された。 


 


 また、移入された核酸の伝達の安定性について、組換えセイヨウナタネRF3の S1、


S3 及び BC1F1 において、T-DNA 領域内に 1ヶ所の切断部位を持つ制限酵素 EcoRV（図


6, p.17）で切断し、PTA29 をプローブとしてサザンブロット分析を行った。その結


果、いずれの世代でも同一のバンドパターンが認められ、複数世代において挿入遺


伝子が安定して伝達されていることが確認された（別添資料 3, p.15, 図 2）。 
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ハ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れて


いるかの別 


 組換えセイヨウナタネ RF3 に導入されている 2 コピーの T-DNA の位置関係を確認


するため PCR及びシークエンス解析を行った結果、1コピーの完全な T-DNA 領域と、


不完全な T-DNA 領域が逆向きの反復構造をとって配置していることが明らかになっ


た（別添資料 4）。また、不完全な T-DNA 領域には、途中で切れた PTA29、barstar


遺伝子、3’nos 及び機能部分を含まない PSsuAra が配置されている。それらの位置関
係は図 8に図示した。 


 


 


図 8 組換えセイヨウナタネ RF3 に移入された T-DNA 領域全体の構成図 


図中の bar は改変 bar 遺伝子、b*は barstar 遺伝子、3’は 3’nos を示す。 
（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 


 


 


ニ （6）のイにおいて具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及


び世代間での発現の安定性 


組換えセイヨウナタネ RF3 の S3 世代の葉、花芽、花粉、乾燥種子について、改変


bar 及び barstar をプローブとしてノーザンブロット分析を行った。その結果、改


変 bar mRNA は葉及び花芽で検出されたが、花粉及び乾燥種子では検出限界以下であ


った（検出限界 0.25pg）。また、barstar mRNA は花芽のみで検出された（検出限界


0.5pg）（別添資料 3, p.33）。 


  


また、S1 及び F1 世代を用いて除草剤グルホシネートに対する耐性を調査した結


果、いずれの世代でも全ての個体が耐性を示した。よって、改変 bar 遺伝子が自然


条件下において世代間で安定して発現することが確認された（別添資料 3, p.38, 表


1；p.40～41, 表 95GBN016）。 


 


 さらに、組換えセイヨウナタネ RF3、組換えセイヨウナタネ MS8、組換えセイヨウ


ナタネ MS8 と組換えセイヨウナタネ RF3 との交配系統である除草剤グルホシネート


耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変 bar, barnase, barstar, 
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Brassica napus L., MS8RF3, OECD UI :ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6）（以下、「組換


えセイヨウナタネ MS8RF3」とする。）について、稔性/不稔性に関する分離比の調査


を行った。その結果、組換えセイヨウナタネ MS8 ではほぼ 100％の個体が不稔性を


示したのに対し、組換えセイヨウナタネRF3ではほぼ100％の個体が稔性を示した。


また、組換えセイヨウナタネ MS8RF3 では完全に稔性が回復し、自然条件下における


barstar 遺伝子の発現の安定性が確認された（別添資料 3, p.36, 表 FBN95014）。 


 


 以上の結果から、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子は、自然条件下において個


体間及び世代間で安定して発現していることが確認された。 


 


ホ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達


されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 


 組換えセイヨウナタネ RF3 は伝達性のある DNA 配列を有しておらず、自然条件下


において野生動植物等に伝達されるおそれはない。 


 


（５）遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 


 


 組換えセイヨウナタネ RF3 に挿入された DNA の周辺配列を利用したプライマーを


用いた PCR 法によって、本イベントを特異的に識別することができる。本識別方法


は組換えセイヨウナタネ RF3 の栽培管理に有効に利用されている（別添資料 5）。 


 


（６）宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 


 


イ 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の


具体的な内容 


 組換えセイヨウナタネ RF3 は除草剤グルホシネートに対して耐性を示す。また、


barnase 遺伝子を有する雄性不稔性の遺伝子組換えセイヨウナタネと交配すること


により、F1 雑種における稔性を回復させる。 


 


ロ 以下に挙げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主


の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 


 平成 11 年度に独立行政法人農業技術研究機構 野菜・茶業研究所 野菜育種部で行


った隔離ほ場試験において、組換えセイヨウナタネ RF3 と宿主である Drakkar 品種


（以下、「非組換えセイヨウナタネ」とする。）を比較し、相違を検討した（別添資


料 1）。また、交雑性について調査するため、参考品種として B.napus に属する「三


重長島菜種」（三重県で現在ナバナとして普及しているセイヨウナタネ）、さらに


B.rapa に属するチンゲンサイの「青帝」を、ミツバチを放飼したハウス内で組換え
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セイヨウナタネ RF3 と隣接して栽培した（別添資料 1, p.2, 配置図参照）。また、


平成 17 年及び 18 年に我が国の特定網室内において、組換えセイヨウナタネ RF3 の


有害物質の産生性を調査した（別添資料 2及び別添資料 8）。 


 


① 形態及び生育の特性 


 抽苔期、開花期、成熟期、草型、葉色、草丈、一次分枝数、着莢数、一穂不稔莢


数、着莢率｛着莢数/（着莢数+一穂不稔莢数）｝、一莢胚珠数、結実粒数、結実歩合


（結実粒数/一莢胚珠数）、莢長、地上部生体重、地上部乾物重、乾物率、裂莢性、


子実収量、千粒重、粒色、子実の粒大整否について、組換えセイヨウナタネ RF3 と


非組換えセイヨウナタネを比較した（別添資料 1, p.6～9, 表 2-1～2-5）。 


 その結果、一莢当たりの結実粒数については、非組換えセイヨウナタネが 17.8 粒


であったのに対し組換えセイヨウナタネ RF3 は 15.3 粒で有意差が認められた（別添


資料 1, p.8, 表 2-3）。他方、抽苔期、開花期、成熟期、草型、葉色、乾物率、裂莢


性、粒色及び子実の粒大整否については、両者の間に相違は認められなかった（別


添資料 1, p.6, 表 2-1; p.9, 表 2-4,2-5）。また、草丈、一次分枝数、着莢数、一


穂不稔莢数、着莢率、一莢胚珠数、結実歩合、莢長、地上部生体重、地上部乾物重、


子実収量及び千粒重については、両者の間に有意差は認められなかった（別添資料


1, p.7, 表 2-2; p.8, 表 2-3; p.9, 表 2-4,2-5）。 


 


② 生育初期における低温又は高温耐性 


 平成 17 年度に行われた試験において、自然換気のみで管理されている夏季の特定


網室内において、平成 17 年 7 月 27 日に播種し、同年 9月 21 日に収穫した組換えセ


イヨウナタネ RF3 及び非組換えセイヨウナタネの植物体の乾物重を比較した結果、


有意差は認められなかった（別添資料 2, p.9, 表 8）。よって、組換えセイヨウナタ


ネ RF3 と非組換えセイヨウナタネの生育初期における高温耐性は同等であると考え


られる。 


 


 また、平成 10 年 10 月 6 日に隔離ほ場に播種した組換えセイヨウナタネ RF3 と非


組換えセイヨウナタネの越冬性（生存率）は、翌年 3 月 5 日の観察時にはいずれも


100％であった (別添資料 1, p.18, 表 4)。なお、1～2月の平均気温は約 5℃前後で


あり、最高気温 10℃、最低気温においては 0℃近くまで下がることがあった（別添


資料 1, p.20, 気象図 第 1 図）。以上から、組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換え


セイヨウナタネはいずれも生育初期に低温耐性を示すと考えられる。 


 


③ 成体の越冬性又は越夏性 


 隔離ほ場で栽培した組換えセイヨウナタネ RF3 及び非組換えセイヨウナタネを平


成 11 年 6 月の成熟期以降もほ場に放置して同年 7 月 30 日に観察を行った結果、い
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ずれの系統も乾燥し、全ての個体が枯死しており、前年 10 月に播種したいずれの個


体にも成体の越夏性は認められなかった（別添資料 1, p.18, 表 4）。 


 


④ 花粉の稔性及びサイズ 


 花粉の稔性については、組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネの


生存花粉数及び経時的な発芽率の比較により調査した。調査は、改良 Hdgkin 培地（文


献 84）を用いて、室温で 2時間培養し、花粉管が花粉の直径の 2倍以上に伸長した


ものを、発芽花粉としてカウントした。その結果、発芽率の経時的変化において特


に差異はなく、いずれも花粉採取 28 時間後には花粉管の伸長が花粉の直径の 2倍以


上に達するものはなく、花粉の発芽率に差は認められなかった（別添資料 1, p.12, 


表 3-1）。よって、花粉の稔性は同等であると考えられる。また、花及び花粉の形状


にも相違は見られなかった（別添資料 1, p.13, 図 4; p.14, 図 5）。 


 


⑤ 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 


 種子の生産量に関る項目として、着莢数、一穂不稔莢数、着莢率、一莢胚珠数、


結実粒数、結実歩合（結実粒数/一莢胚珠数）、子実収量及び千粒重について、組換


えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネを比較した結果、①（形態及び生


育の特性）で述べたとおり、結実粒数において組換えセイヨウナタネRF3は15.3粒、


非組換えセイヨウナタネは17.8粒であり、組換えセイヨウナタネRF3がやや少なく、


有意差が認められた（別添資料 1, p.8, 表 2-3）。しかし、その他の項目について有


意差は認められなかった（別添資料1, p.7, 表 2-2; p.8, 表 2-3; p.9, 表 2-4,2-5）。 


  


 組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネの裂莢性について、その難


易度を 5段階評価（難 1―5易）した結果、両者とも 4（やや易）であったことから、


脱粒性は同等と考えられる（別添資料 1, p.9, 表 2-4）。 


 


 種子の発芽に関する調査は我が国では行っていないため、ベルギーにおいて行わ


れた試験結果を示した。収穫後に室温で保存された組換えセイヨウナタネ RF3 と非


組換えセイヨウナタネの種子各 100 粒をそれぞれ 1m2区画に播種し、発芽個体数を


比較した結果、6反復の平均値において組換えセイヨウナタネ RF3 が 91 個体、非組


換えセイヨウナタネは 89 個体であり、ほぼ同等であった（別添資料 3, p.43, 表


FBN95162）。また、この結果から、組換えセイヨウナタネ RF3 は非組換えセイヨウナ


タネを上回るような休眠性は獲得していないと考えられる。 


 


⑥ 交雑率 


 組換えセイヨウナタネ RF3 と隣接して栽培された「三重長島菜種」（セイヨウナタ


ネ）及び「青帝」（B.rapa）に除草剤グルホシネート耐性形質が移行するかどうかを
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調査した。隔離ほ場のハウス内において、約 2000 匹のミツバチを放飼した条件下で


これらの品種を隣接して栽培し（別添資料 1, p.2, 配置図参照）、それぞれ株別に


収穫した種子をハウス露地に播種し、第一本葉が半ば展開した時期に除草剤グルホ


シネートを散布して 4 日後の生存個体数を調べた。なお、ハウス内に放飼したミツ


バチは四隅まで十分に訪花していることが確認されており、交雑が生じやすい条件


であった。 


その結果、「三重長島菜種」（セイヨウナタネ）では 1.8～2.0％、「青帝」（B.rapa）


では 0％の生存率であった（別添資料 1, p.16, 表 3-3,3-4）。セイヨウナタネの他


殖率は 5～30％（文献 37,60,68）、B.rapa とセイヨウナタネの自然条件下における


交雑率は 0.4～1.5％（文献 78）等の報告があるが、本試験によって得られた結果は


既往の知見を上回るものではなかった。 


 


⑦ 有害物質の産生性 


 平成 17 年に特定網室内において、組換えセイヨウナタネ RF3 の根から分泌され他


の植物に影響を与えるものについては後作試験、植物体が内部に有し、枯死した後


に他の植物に影響を与えるものについては鋤込み試験、根から分泌され土壌微生物


に影響を与えるものについては土壌微生物相試験を行った（別添資料 2）。また、鋤


込み試験において検定植物であるダイコンの発芽率に差がみられたため、平成 18 年


に再度、同特定網室内において鋤込み試験を行なった（別添資料 8）。 


 


【後作試験】 


組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネを栽培した土壌に、検定植


物としてダイコンを栽培し、発芽率、草丈、根長、生重及び乾物重について比較し


た結果、いずれの項目にも有意差は認められなかった。なお、ダイコンの根長の平


均値において、組換えセイヨウナタネRF3は7.3cm、非組換えセイヨウナタネは5.9cm


とやや差がみられたものの、その他の項目でほぼ同等であったことから、根から分


泌され他の植物の生育に影響を与えるものの産生性について、組換えセイヨウナタ


ネ RF3 は非組換えセイヨウナタネと相違はないと考えられる（別添資料 2, p.5～7, 


表 1～6）。 


 


【鋤込み試験】 


組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネの植物体乾燥粉末をそれぞ


れ 1％混和した培土にダイコンの種子を播種して栽培し、発芽率、草丈、根長、生


重及び乾物重を比較した結果、いずれの項目にも有意差は認められなかった（別添


資料 2, p.8～11, 表 10,12,14）。しかし、ダイコンの発芽率の平均値については、


組換えセイヨウナタネ RF3 処理区では 59％、非組換えセイヨウナタネ処理区では


86％とやや差がみられることから（別添資料 2, p.9, 表 9）、鋤込み試験を再度行な
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った。 


再試験では、鋤込まれた植物体が他の植物に及ぼす影響を経時的に調査した（別


添資料 8）。組換えセイヨウナタネ RF3 及び非組換えセイヨウナタネの植物体乾燥粉


末を土壌に混和し、混和直後（0 日後）、1 週間後、2 週間後及び 4 週間後にダイコ


ンの種子を播種し、各処理区におけるダイコンの発芽率、草丈、根長、生重及び乾


物重を比較した。 


その結果、発芽率については、1 回目の試験と同じ混和直後の処理区を含むいず


れの処理区においても有意差は認められなかった（別添資料 8, p.5～6, 表 4～7）。


また、根長（別添資料 8, p.8, 表 10～13）、生重及び乾物重（別添資料 8, p.10, 表


16～19）についても、いずれの処理区においても有意差は認められなかった。他方、


草丈については、混和直後は非組換えセイヨウナタネ処理区の方が大きく、1 週間


後及び 2 週間後では有意差は認められず、4 週間後においては組換えセイヨウナタ


ネ RF3 処理区の方が大きい値を示した（別添資料 8, p.7, 表 8,9）。このうち、再試


験で混和直後にみられた組換えセイヨウナタネ RF3 の草丈の抑制効果は 5％以下で


あり、同じく混和直後の土壌を用いた 1 回目の試験では有意差は認められなかった


こと、さらに、その後の処理区ではいずれも抑制効果が認められていないことから、


枯死した後に他の植物に影響を与えるような有害物質の産生について、組換えセイ


ヨウナタネ RF3 は、非組換えセイヨウナタネと相違はないと考えられる。 


 


【土壌微生物相試験】 


組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネを約 2 ヶ月間栽培した土壌


を採取し、滅菌水で適宜希釈後、細菌及び放線菌については PTYG 培地、糸状菌につ


いてはローズベンガル培地を用いて培養し、それぞれの菌数を比較した。その結果、


いずれにおいても有意差は認められなかった（別添資料 2, p.13, 表 16,17）。よっ


て、根から分泌され土壌微生物に影響を与える物質の産生性について、組換えセイ


ヨウナタネ RF3 は、非組換えセイヨウナタネと相違はないと考えられる。 


 


 


3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 


 


（１） 使用等の内容 


 


 食用又は飼料用に供する為の使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれ


らに付随する行為。 


 


（２） 使用等の方法 
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 ― 


 


（３） 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の


方法 


 


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止


する為の措置 


 


 緊急措置計画書を参照。 


 


（５） 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境


での使用等の結果 


 


 ― 


 


（６） 国外における使用等に関する情報 


 


 商業的には、雄性不稔形質を有する組換えセイヨウナタネ MS8 と稔性回復形質を


有する組換えセイヨウナタネRF3との交配系統である組換えセイヨウナタネMS8RF3


の種子を用いて国外で生産・収穫された種子を我が国に輸入し、食用又は飼料用と


して利用している。雄性不稔形質を利用するのは容易に交配種子を得て雑種強勢を


利用するためであり、組換えセイヨウナタネ RF3 はこの交配の稔性回復系統親とし


て用いられる。なお、国外における承認状況を表 4（p.28）に、我が国における組


換えセイヨウナタネ RF3、組換えセイヨウナタネ MS8 及び組換えセイヨウナタネ


MS8RF3 の承認の状況は表 5（p.28）にそれぞれ示した。 


 







 28


 


表 4 国外における承認状況 


国名 承認機関 承認時期 承認内容 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 規制外確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 飼料安全確認 カナダ 


カナダ厚生省 1997 年 3 月 食品安全確認 


米国農務省 1999 年 3 月 輸入・栽培承認 
米国 


連邦食品医薬品局 1998 年 9 月 飼料・食品安全確認 


オーストラリア・ニュージーラ


ンド食品スタンダーズ 
2002 年 5 月 食品安全確認 


オーストラリア 
オーストラリア遺伝子テクノ


ロジー規制機関 
2003 年 7 月 環境安全確認 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 


 


 


表 5 我が国における承認状況 


 承認機関 承認時期 承認内容 


厚生労働省 1998 年 12 月 食品安全 


農林水産省 1999 年 2 月 飼料安全 


農林水産省 1998 年 7 月 隔離ほ場試験 


組換えセイヨウ
ナタネ RF3 


農林水産省 2002 年 11 月 環境安全 


厚生労働省 1998 年 12 月 食品安全 


農林水産省 1999 年 2 月 飼料安全 


農林水産省 1998 年 7 月 隔離ほ場試験 


組換えセイヨウ
ナタネ MS8 


農林水産省 2002 年 11 月 環境安全 


厚生労働省 1997 年 12 月 食品安全 


農林水産省 1998 年 1 月 飼料安全 


農林水産省 1997 年 4 月 隔離ほ場試験 


組換えセイヨウ
ナタネ MS8RF3 


農林水産省 1998 年 7 月 環境安全 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。）
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 


 


 宿主が属する分類学上の種であるセイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、我


が国では明治時代から栽培されていたが、昭和 30 年代をピークに栽培が急激に減少


し、それに伴い輸入量が増え続け、今日では年間 200 万 t 以上が輸入されている（文


献 59）。このように、我が国では長期にわたるセイヨウナタネの使用等の実績があ


ることから、生物多様性影響評価実施要領の別表第三に基づき、宿主と比較して影


響が高まっているか否かを考慮することとする。 


  


1 競合における優位性 


 


（１） 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


我が国では北海道や本州で河原や線路沿いでのセイヨウナタネの群生（文献 82）


や、主なナタネの輸入港やその周辺でセイヨウナタネの生育が報告されている。し


かし、我が国では長期にわたるセイヨウナタネ種子の輸入経験があり、これまでに


も運搬の途中で種子のこぼれ落ちは起こっていたと考えられるが、セイヨウナタネ


が我が国の野生動植物等に影響を及ぼしたとする報告はない。また、セイヨウナタ


ネは、路傍、崖、河川敷などのように撹乱が定期的に起こる立地条件でなければ、


やがて多年生草本や潅木に置き換わることが知られている（文献 60）。実際に、大


規模にセイヨウナタネの商業栽培を行っている英国で行われた調査において、人為


的撹乱のない自然条件下では、野生化したセイヨウナタネは 2～4年で消滅すると報


告されている（文献 13）。また、同じく英国で行われた 3 年間にわたるモニタリン


グ調査において、ほ場から逸出して群生したと考えられるセイヨウナタネの個体群


は 3 年目にはほぼ消滅したことが報告されている（文献 78）。これらのことを踏ま


えて、組換えセイヨウナタネ RF3 の競合における優位性に起因する生物多様性影響


を評価した。 


 


 競合における優位性に関わる形質として、抽苔期、開花期、成熟期、草型、葉色、


草丈、一次分枝数、着莢数、一穂不稔莢数、着莢率、一莢胚珠数、結実粒数、結実


歩合、莢長、地上部生体重、地上部乾物重、乾物率、裂莢性、子実収量、千粒重、


粒色、子実の粒大整否について調査した。その結果、抽苔期、開花期、成熟期、草


型、葉色、乾物率、裂莢性、粒色及び子実の粒大整否に相違は認められなかった（別


添資料 1, p.6, 表 2-1; p.9, 表 2-4,2-5）。また、草丈、一次分枝数、着莢数、一


穂不稔莢数、着莢率、一莢胚珠数、結実歩合、莢長、地上部生体重、地上部乾物重、


子実収量及び千粒重に関して有意差は認められなかった（別添資料 1, p.7, 表 2-2; 


p.8, 表 2-3; p.9, 表 2-4,2-5）。結実粒数の平均値は組換えセイヨウナタネ RF3 が
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15.3 粒、非組換えセイヨウナタネが 17.8 粒であり、組換えセイヨウナタネ RF3 が


やや少なく、有意差が認められた（別添資料 1, p.8, 表 2-3）。結実粒数が少ないこ


とが組換えセイヨウナタネ RF3 の競合における優位性を高めるとは考え難いため、


生物多様性に影響を及ぼすような性質ではないと考えられる。 


 


また、生育初期における高温耐性（別添資料 2, p.9, 表 8）及び低温耐性並びに


成体の越夏性（別添資料 1, p.18, 表 4）に関して、組換えセイヨウナタネ RF3 及び


非組換えセイヨウナタネに相違は認められなかった。 


 


なお、発芽率に関しては我が国の隔離ほ場試験においては調査していないため、


ベルギーで行った試験の結果に基づき評価した。収穫後に室温で保存された組換え


セイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネの種子各 100 粒をそれぞれ 1m2区画


に播種し、発芽個体数を比較した結果、6 反復の平均値において組換えセイヨウナ


タネ RF3 が 91 個体、非組換えセイヨウナタネは 89 個体であり、ほぼ同等であった


（別添資料 3, p.43, 表 FBN95162）。また、この結果から、組換えセイヨウナタネ RF3


は非組換えセイヨウナタネを上回るような休眠性は獲得していないと考えられた。 


 


 組換えセイヨウナタネ RF3 には改変 bar 遺伝子により除草剤グルホシネート耐性


の形質が付与されているが、この形質は除草剤グルホシネートが散布される環境下


においてのみ競合に優位に作用する。しかし、自然環境下において除草剤グルホシ


ネートが散布されることは想定し難いため、本形質を有していても競合における優


位性を高めることはないと考えられる。さらに、組換えセイヨウナタネ RF3 は


barstar 遺伝子により稔性回復形質が付与されている。barstar 遺伝子産物である


BARSTAR 蛋白質は、barnase 遺伝子産物である BARNASE 蛋白質（リボヌクレアーゼ）


と 1:1 で特異的に結合してその活性を阻害するため、barnase 遺伝子により雄性不


稔形質を付与されたセイヨウナタネと交雑した場合にのみ意図された機能を果たす


が、そのようなセイヨウナタネが存在しない条件下では何ら機能を果たさず、組換


えセイヨウナタネ RF3 の競合における優位性を高めることはないと考えられる。 


 


以上のことから、競合における優位性に起因する生物多様性影響を受ける可能性


のある野生動植物等は特定されなかった。 


 


（２） 影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３） 影響の生じやすさの評価 
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 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、競合における優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはない


と判断した。 


 


2 有害物質の産生性 


 


（１） 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


組換えセイヨウナタネ RF3 は改変 bar 遺伝子産物である改変 PAT 蛋白質及び


barstar 遺伝子産物である BARSTAR 蛋白質を新たに産生する。改変 PAT 蛋白質は高


い基質特異性を有しており、基質である L-グルホシネート以外の化合物にアセチル


基を転移することは考え難い（文献 98）。また、BARSTAR 蛋白質については、barnase


遺伝子により雄性不稔性が付与されているセイヨウナタネと交雑した場合にのみ、


その後代の葯のタペート細胞において BARNASE 蛋白質と 1:1 で結合し、BARNASE 蛋


白質の活性を阻害するが、その他に宿主の代謝系に影響して有害物質を産生すると


は考え難い。さらに、改変 PAT 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質のアミノ酸配列について、


包括的な相同性検索及びアレルゲンエピトープ検索を行なったが、いずれにおいて


も既知の毒素及びアレルゲンとの相同性は認めらなかった。 


 


また、組換えセイヨウナタネ RF3 の有害物質の産生性について、根から分泌され


他の植物に影響を与えるものについては後作試験、また、植物体が内部に有し、他


の植物に影響を与えるものについては鋤込み試験を、検定植物としてダイコンを用


いて行った。さらに、根から分泌され土壌微生物相に影響を与えるものについては


土壌微生物相試験を行った。その結果、いずれの試験においても組換えセイヨウナ


タネRF3と非組換えセイヨウナタネの間で有意差は認められなかった（別添資料2）。


しかし、鋤込み試験におけるダイコンの発芽率の平均値については、組換えセイヨ


ウナタネ RF3 処理区で 59％、非組換えセイヨウナタネ処理区で 86％とやや差がみら


れることから（別添資料 2, p.9, 表 9）、再度鋤込み試験を行なった。 


再試験では、鋤込まれた植物体が他の植物に及ぼす影響を経時的（植物体混和直


後、1週間後、2週間後及び 4週間後）に調査した。その結果、1回目の試験と同じ


混和直後の処理区を含むいずれの処理区においてもダイコンの発芽率には有意差は


認められなかった（別添資料 8, p.5～6, 表 4～7）。また、根長（別添資料 8, p.8, 


表 10～13）、生重及び乾物重（別添資料 8, p.10, 表 16～19）についても有意差は
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認められなかった。他方、ダイコンの草丈については、植物体混和直後は非組換え


セイヨウナタネ処理区の方が大きく、1 週間後及び 2 週間後では有意差は認められ


ず、4 週間後は組換えセイヨウナタネ RF3 処理区の方が大きい値を示した（別添資


料 8, p.7, 表 8,9）。このうち、再試験で混和直後にみられた組換えセイヨウナタネ


RF3 処理区におけるダイコンの草丈の抑制効果は 5％以下であり、また、1回目の試


験では、混和直後の土壌を用いた非組換えセイヨウナタネ処理区と組換えセイヨウ


ナタネ RF3 処理区のダイコンの草丈に有意差は認められなかったこと、さらに、そ


の後の組換えセイヨウナタネ RF3 処理区ではいずれも非組換えセイヨウナタネ処理


区と比較して抑制効果が認められていないことから、枯死した後に他の植物に影響


を与えるものの産生性について、組換えセイヨウナタネ RF3 は非組換えセイヨウナ


タネと相違はないと考えられる。 


 


 さらに、組換えセイヨウナタネ RF3 種子中のエルシン酸及びグルコシノレート含


量は、宿主と同等であることが確認されている（別添資料 9）。 


 


 以上から、有害物質の産生性に起因する影響を受ける可能性のある野生動植物等


は特定されなかった。 


 


（２） 影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３） 影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと


判断した。 


 


3 交雑性 


 


（１） 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


 我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとして、セ


イヨウナタネ、B.rapa、B.juncea、B.nigra 及び R.raphanistrum が挙げられる。セ
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イヨウナタネは明治時代に米国やヨーロッパから輸入された栽培種である。また、


B.rapa 及び B.juncea は我が国において栽培種として古くから利用されているが、


栽培由来の外来種である（文献 45）。なお、現在全国的に分布している B.juncea は


第二次世界大戦後に帰化したものが広がったものと考えられている（文献 57）。さ


らに、B.nigra 及び R.raphanistrum は明治以降に人為的影響により我が国に侵入し


た外来種である。このように、いずれも栽培等に由来する帰化植物と考えられ、交


雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されなか


った。 


 


（２） 影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


  


（３） 影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 


 


4 その他の性質 


 


 第二、3（交雑性）に挙げた我が国に自生するセイヨウナタネ及びその近縁種はい


ずれも外来種であり、交雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生


動植物等としては特定されなかった。しかし、①組換えセイヨウナタネ RF3 と近縁


種との雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する場合、②交雑によ


り浸透した導入遺伝子が負担となり近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生


息する昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす場合には、間接的な生物多


様性影響が生ずる可能性が考えられた。 


 


 組換えセイヨウナタネ RF3 と近縁種の雑種後代が自然条件下で優占化していく可


能性について、交雑性及び雑種の稔性等に関するデータを基に評価した。なお、セ


イヨウナタネ及びB.rapaは隔離ほ場において組換えセイヨウナタネRF3との交雑性


試験を行っているため、その結果及び既往の知見に基づき評価した。また、B.juncea、


B.nigra 及び R.raphanistrum については組換えセイヨウナタネ RF3との交雑性試験


を行わなかったが、組換えセイヨウナタネ RF3 が非組換えセイヨウナタネと比較し
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て高い交雑性を獲得していないことが隔離ほ場試験によって確認され、組換えセイ


ヨウナタネ RF3 とこれらの近縁種との交雑性が非組換えセイヨウナタネとの交雑性


を大幅に上回ることはないと推察されることから、既往の知見に基づき考察した。 


 


1) 組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネとの交雑性 


隔離ほ場試験における組換えセイヨウナタネ RF3 とセイヨウナタネの交雑率は


1.8～2.0％であり（別添資料 1, p.16, 表 3-3,3-4）、既往の知見である 5～30％（文


献 37,60,68)を上回るものではないことが確認された。 


 


2) B.rapa との交雑性 


隔離ほ場試験において、組換えセイヨウナタネ RF3 と隣接して栽培された


B.rapa 由来の幼苗のうち、除草剤グルホシネートに耐性を示す個体は認められず、


交雑率は 0％であった（別添資料 1, p.16, 表 3-3,3-4）。セイヨウナタネと B.rapa


の交雑率については 0.4～1.5％（文献 78）、0.2％（文献 99）、6.5～7.1％（文


献 97）等の報告があるが、本試験の結果はこれらを上回るものではなかった。 


また、F1 の生存率は平均で 2％以下であり（文献 78）、B.rapa とセイヨウナタ


ネの雑種の花粉の稔性が平均で 41～53％に減少することが確認されている（文献


41）。さらに、F2 及び BC 世代での適応度についても、品種・集団間に差異がある


ものの、全体的に低くなると報告されている（文献 34）。 


 


3) B.juncea との交雑性 


セイヨウナタネとの交雑性に関しては、国外のセイヨウナタネほ場周辺で雑種


が発生しているのが確認されている。交雑率は、生育するセイヨウナタネと


B.juncea の比率に依存し、B.juncea とセイヨウナタネを 1:1 の割合で栽培した場


合には 0.3～1.1%（文献 5）、セイヨウナタネのほ場内に 12 個体の B.juncea を栽


培した場合には 3％（文献 42）の雑種形成率が報告されている。しかし、雑種の


花粉稔性は 0～28％であり、種子の生産量も少ない（文献 25）。また、セイヨウ


ナタネを雌株として得られた雑種は弱く、生育遅延が認められ、生育段階で死に


至ると報告されている（文献 12）。さらに、BC 世代でも同様に初期成育遅延や個


体数の減少が報告されている（文献 71）。他方、B.juncea を雌株として得られた


雑種の栄養生長は旺盛であるが、着莢率、結実粒数、千粒重や子実収量などは劣


り、減数分裂に異常が見られ、花粉稔性も 20％程度に低下する（文献 12）。 


 


4) B.nigra との交雑性 


セイヨウナタネと B.nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において


雑種形成は確認されなかった（文献 6）。さらに人工交配によっても、殆ど雑種は


得られないか（文献 4）、または全く得られなかったことが報告されている（文献
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7,44）。また、雑種が形成されたとしても花粉の稔性は高くても 3.1％であり、完


全に不稔になるものも報告されている。さらに、F1 をセイヨウナタネによって戻


し交配した場合の結実率（結実数／授粉した花）は 0.9％であり、B.nigra によっ


て戻し交配した場合の結実率は 0.06％であった。また、これらの種子は萎縮して


おり、温室内においても発芽しなかった（文献 4）。このように、得られた雑種の


稔性は低く、F2 や BC 世代を得るのは難しいと考えられる（文献 76）。 


 


5) R.raphanistrum との交雑性 


セイヨウナタネと R.raphanistrum の交雑和合性に関しては、R.raphanistrum


とセイヨウナタネを 1:600 の割合で栽培した場合、0.05％（95%信頼限界：0.006


～0.2％）の雑種形成が報告されている（文献 14）。しかし、実際のほ場における


自然交雑は極めて稀（文献 73,97）であり、また、R.raphanistrum がごくありふ


れた雑草となっているスイスにおける調査でも、セイヨウナタネのほ場近くに自


生するR.raphanistrumの個体群からセイヨウナタネとの雑種は確認されなかった


（文献 90）。他方、人工交配や胚培養（文献 44）、あるいは細胞質雄性不稔系統（文


献 3,23）を用いてセイヨウナタネと R.raphanistrum の雑種を作出することができ


る。しかし、得られた雑種の稔性は著しく低かったことが報告されている（文献


3,23,44）。 


また、除草剤グルホシネート耐性セイヨウナタネを用いた試験では、


R.raphanistrum の連続戻し交配によって、雑種後代の稔性は次第に回復するが、


染色体数の減少とともに耐性個体の頻度は減少し（文献 9,10,11）、耐性個体では


染色体不安定性が著しい（文献 2）ことから、耐性遺伝子は R.raphanistrum のゲ


ノムに移入していないと考えられている（文献 19,75）。さらに、細胞質不適合性


による適応度低下も著しいことが確認されている（文献 27）。 


 


以上から、組換えセイヨウナタネ RF3 と近縁種が交雑し、自然環境下で戻し交配


を繰り返し、個体群中に雑種後代が浸透していく可能性は、宿主の属する種である


セイヨウナタネと同様に低いと考えられる。 


 


また、挿入遺伝子が負担となり、雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性につ


いては、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子の両方を有する組換えセイヨウナタネ


と B.rapa の雑種に、除草剤グルホシネートによる選抜を加えつつ B.rapa を 3 回戻


し交配して得られた BC3 世代における耐性個体と非耐性個体との比較において、花


粉稔性、生存性及び種子生産量に相違は認められなかったと報告されている（文献


86）。したがって、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子が負担となり、短期的に種間


雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 
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以上から、①組換えセイヨウナタネ RF3 と近縁種の種間雑種が優占化して他の野


生植物種の個体群を駆逐する可能性及び、②交雑により浸透した導入遺伝子の影響


により近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個


体群の維持に影響を及ぼす可能性はいずれも極めて低く、交雑に起因する間接的な


生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 


 


我が国では、セイヨウナタネは河原や線路沿いでの群生が報告されている。また、


我が国では長期にわたるセイヨウナタネの種子の輸入経験があり、これまでにも運


搬の途中で種子のこぼれ落ちは起こっていたと考えられるが、セイヨウナタネが我


が国の野性動植物等に影響を及ぼしたとする報告はなされていない。さらに、人為


的撹乱のない自然条件下では、野生化したセイヨウナタネの個体群は短期間で消滅


することが報告されている。 


 


 以上のことを踏まえ、組換えセイヨウナタネ RF3 の競合における優位性について、


生物多様性影響が生ずる可能性を評価した。 


 


 競合における優位性に関する形質として、形態及び生育の特性、生育初期におけ


る高温及び低温耐性、成体の越夏性及び越冬性、種子の生産量及び脱粒性について、


隔離ほ場又は特定網室において組換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタ


ネを比較したが、競合において優位に作用する可能性を示唆する性質は認められな


かった。なお、発芽率及び休眠性に関する調査は我が国では行われていないため、


ベルギーで行われた試験結果に基づき評価したが、組換えセイヨウナタネ RF3 と非


組換えセイヨウナタネに相違は認められなかった。 


 


 また、組換えセイヨウナタネ RF3 は改変 bar 遺伝子産物である改変 PAT 蛋白質に


より除草剤グルホシネート耐性形質を示すが、本形質は除草剤グルホシネートが散


布される環境下においてのみ競合に優位に作用する。しかし、自然環境下において


除草剤グルホシネートが散布されることは想定し難いため、本形質を有していても


競合において優位に作用することはないと考えられる。また、組換えセイヨウナタ


ネ RF3 は barstar 遺伝子産物である BARSTAR 蛋白質を産生する。本蛋白質は barnase


遺伝子産物である BARNASE 蛋白質と 1:1 で特異的に結合してその活性を阻害するた


め、barnase 遺伝子により雄性不稔形質を付与されたセイヨウナタネと交雑した場


合にのみ意図された機能を果たすが、そのようなセイヨウナタネが存在しない通常


の自然条件下においては何ら機能を果たさず、組換えセイヨウナタネ RF3 の競合に


おける優位性を高めることはないと考えられる。したがって、除草剤グルホシネー


ト耐性及び稔性回復性は自然条件下において競合の優位性に関する形質として作用


しないと考えられた。 


 


 以上から、自然条件下での競合における優位性に関して、組換えセイヨウナタネ


RF3 は非組換えセイヨウナタネと同等であると考えられた。したがって、影響を受


ける可能性のある野生動植物等は特定されず、競合における優位性に起因する生物
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多様性影響が生ずる可能性はないと判断した。 


 


組換えセイヨウナタネ RF3 は改変 PAT 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質を新たに産生す


るが、改変 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており、基質であるグルホシネート


以外の化合物にアセチル基を転移することは考え難い。また、BARSTAR 蛋白質につ


いては、barnase 遺伝子により雄性不稔性が付与されているセイヨウナタネと交雑


した場合にのみ、その後代の葯のタペート細胞において BARNASE 蛋白質と 1:1 で結


合し、BARNASE 蛋白質の活性を阻害するが、その他に宿主の代謝系に影響して有害


物質を産生するとは考え難い。さらに、改変 PAT 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質のアミ


ノ酸配列に基づいて包括的な相同性検索及びアレルゲンエピトープ検索を行った結


果、いずれにおいても既知の毒素及びアレルゲンとの相同性は認めらなかった。 


 


組換えセイヨウナタネ RF3 の有害物質の産生性について、根から分泌され他の植


物に影響を与えるものについては後作試験、植物体が内部に有し、他の植物に影響


を与えるものについては鋤込み試験、根から分泌され土壌微生物相に影響を与える


ものについては土壌微生物相試験を行った。その結果、いずれの試験においても組


換えセイヨウナタネ RF3 と非組換えセイヨウナタネの間で有意差は認められなかっ


た。ただし、鋤込み試験において検定植物として用いられたダイコンの発芽率の平


均値についてやや相違がみられたため、再試験を行い、土壌に混和された植物体か


ら産生される有害物質の有無について、経時的（植物体混和直後、1週間後、2週間


後及び 4 週間後）に調査した。その結果、ダイコンの発芽率、根長、生重及び乾物


重にはいずれの調査時期においても有意差は認められなかった。他方、草丈につい


ては、混和直後は非組換えセイヨウナタネ処理区の方が大きく、1 週間後及び 2 週


間後には有意差は認められず、4 週間後では組換えセイヨウナタネ RF3 処理区の方


が大きい値を示した。しかし、混和直後にみられた組換えセイヨウナタネ RF3 の草


丈の抑制効果は 5％以下であり、同じく混和直後の土壌を用いた 1 回目の試験では


有意差は認められなかったこと、さらに、その後の処理区ではいずれも抑制効果が


認められていないことから、組換えセイヨウナタネ RF3 は枯死した後に他の植物の


生育を抑制するような新規の有害物質を産生していないものと考えられる。 


 


なお、組換えセイヨウナタネ RF3 は 1999 年からカナダ及び米国において商業栽培


されているが、開発期間を含め、これまでに組換えセイヨウナタネ RF3 が有害物質


を産生し、周囲の動植物等に影響を及ぼしたとする報告はされていない。 


 


 以上から、組換えセイヨウナタネ RF3 は野生動植物等に影響を及ぼすような有害


物質の産生性を新たに獲得していないと考えられた。したがって、影響を受ける可


能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生性に起因する生物多様性影







 39


響が生ずるおそれはないと判断した。 


 


 我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとして、セ


イヨウナタネ、B.rapa、B.juncea、B.nigra 及び R.raphanistrum が挙げられる。し


かし、セイヨウナタネは明治時代に米国やヨーロッパから輸入された栽培種である。


また、B.rapa 及び B.juncea は我が国において栽培種として古くから利用されてい


るが、いずれも栽培由来の外来種である。さらに、B.nigra 及び R.raphanistrum は


明治以降に人為的影響により我が国に侵入した外来種である。したがって、交雑性


に関して影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、交雑性に起因する


生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 


 


しかし、①組換えセイヨウナタネ RF3 と近縁種との雑種後代が優占化して他の野


生植物種の個体群を駆逐する場合、②交雑により浸透した導入遺伝子が負担となり


近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の


維持に影響を及ぼす場合には、間接的に生物多様性影響が生ずる可能性が考えられ


た。 


 


 組換えセイヨウナタネ RF3 とセイヨウナタネの交雑性については隔離ほ場におい


て調査されたが、既往の知見を上回っていないことが確認された。組換えセイヨウ


ナタネ RF3 と B.rapa の交雑性についても隔離ほ場試験で調査されたが、交雑は認め


られなかった。また、セイヨウナタネと B.rapa、B.juncea 及び R.raphanistrum は


自然条件下において雑種を形成する可能性はあるが、交雑率はいずれも低く、さら


に雑種後代の稔性や適応度も低下することなどから、後代にわたり雑種の個体群が


維持されるとは考え難い。また、B.nigra についてはセイヨウナタネとの種間交雑


の可能性自体が極めて低い。したがって、自然条件下で戻し交配を繰り返し、これ


らの近縁種の個体群中に雑種後代が浸透していく可能性は極めて低いと考えられる。 


 


また、挿入遺伝子が負担となり、雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性につ


いては、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子の両方を有する組換えセイヨウナタネ


と B.rapa の雑種に、除草剤グルホシネートによる選抜を加えつつ B.rapa を 3 回戻


し交配して得られた BC3 世代における耐性個体と非耐性個体との比較において、花


粉稔性、生存性及び種子生産量に相違は認められなかったと報告されている。よっ


て、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子が負担となり、短期的に種間雑種の個体群


の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 


 


これらのことから、①組換えセイヨウナタネ RF3 と近縁種との雑種後代が優占化


して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性、②交雑により浸透した導入遺伝子
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が負担となり近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生


物の個体群の維持に影響を及ぼす可能性はいずれも極めて低く、交雑に起因する間


接的な生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 


 


 以上を総合的に評価し、組換えセイヨウナタネRF3を第一種使用規程に従って使用


した場合に生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
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緊 急 措 置 計 画 書（栽培目的の場合） 
                                                 


平成 16年 8月 18日 
 
                                       氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
                           代表取締役社長 ローレンス ユー 
 
                                       住所 東京都港区高輪4-10-8 
    
 
 第一種使用規定の承認を申請している除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタ


ネ (改変bar, barstar, Brassica napus L., RF3, OECD UI ACS-BNØØ3-6) (以下、「組換えセイヨ
ウナタネRF3」とする。)の第一種使用において、もし、生物多様性影響が生ずるおそれがあると
リスク評価において確認されたならば、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をと


ることとする。 
 
1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 弊社は社内に緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。危機対策本


部は、開発本部長を本部長とし、バイオサイエンスグループリーダーを事務局として、広報担当


者を含む各部門から構成される。 
 
2 第一種使用等の状況の把握の方法 
 弊社は我が国への組換えセイヨウナタネRF3種子の輸出者、組換えセイヨウナタネRF3種子を
配給した我が国の種苗会社、その種子を買った我が国の農家や栽培者、配給した種子の量及び時


期を可能な限り特定する。 
  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周知す
るための方法 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記2で明らかに
した我が国への組換えセイヨウナタネRF3種子の輸出者、我が国の種苗会社、農家や栽培者に生
物多様性影響に関して情報提供を行い、当該影響を防止するために適切な措置を講ずることを通


知する。さらに、弊社は可能な限りにおいて組換えセイヨウナタネRF3種子を我が国に配給して
いる、またはその可能性のある国の種苗会社及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが


あると確認されたこと及び当該影響を防止する措置に関して通知する。 
  


4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための具体
的な措置の内容 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記2及び3で明らか
にした個人や団体に、組換えセイヨウナタネRF3を不活性化する措置か、さもなくば組換えセイ
ヨウナタネRF3の環境への放出を防止するための措置、及びすでに環境に放出された組換えセイ
ヨウナタネRF3の拡散を防止する措置について連絡、指導する。 
  
5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
 組換えセイヨウナタネRF3が我が国の生物多様性に影響を与えるおそれがあると認められた場
合には、速やかに農林水産省農産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措


置対応のための社内における組織体制及び連絡窓口を報告する。 
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緊 急 措 置 計 画 書（食用、飼料用に供する場合） 
 


                                                平成 16年 8月 18日 
 
                                           氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
                           代表取締役社長 ローレンス ユー 
 
                                           住所 東京都港区高輪4-10-8 
 
  
 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタ


ネ (改変bar, barstar, Brassica napus L., RF3, OECD UI ACS-BNØØ3-6) (以下、「組換えセイヨ
ウナタネRF3」とする。)の第一種使用において、もし、生物多様性影響が生ずるおそれがあると
リスク評価において確認されたならば、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をと


ることとする。 
 
1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。危機対策


本部は、開発本部長を本部長とし、バイオサイエンスグループリーダーを事務局として、広報担


当者を含む各部門から構成される。 
  
2 第一種使用等の状況の把握の方法 
 弊社は組換えセイヨウナタネRF3穀粒の我が国への輸入業者、我が国において組換えセイヨウナ


タネRF3穀粒を配給した業者、輸入した組換えセイヨウナタネRF3穀粒の量及び時期を可能な限り


特定する。 
  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周知す


るための方法 
 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記2で明らか
にした組換えセイヨウナタネRF3穀粒の我が国への輸入業者及び我が国における配給業者に当該


影響を防止するために適切な措置を講ずることを通知する。さらに、弊社は可能な限りにおいて


組換えセイヨウナタネRF3穀粒を我が国に配給している、またはその可能性のある国の配給業者及


び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが確認されたこと及び当該影響を防止する措置に


関して通知する。 
 
4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための具体
的な措置の内容 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記2及び3で明らか
にした個人や団体に、組換えセイヨウナタネRF3を不活性化する措置か、さもなくば組換えセイヨ


ウナタネRF3の環境への放出を防止するための措置、及びすでに環境に放出された組換えセイヨウ


ナタネRF3の拡散を防止する措置について連絡、指導する。 
 
5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
 組換えセイヨウナタネRF3が我が国の生物多様性に影響を与えるおそれがあると認められた場


合には、速やかに農林水産省農産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措


置対応のための社内における組織体制及び連絡窓口を報告する。 
 












 


 


                                       別添 


 


学識経験者意見 


 


 


 専門の学識経験者により、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の


確保に関する法律」に基づき申請のあった下記の遺伝子組換え生物等に係る第一種使用規


程に従って使用した際の生物多様性影響について検討が行われ、別紙のとおり意見がとり


まとめられました。                             


 


１ 除草剤グリホサート耐性テンサイ 


  (改変 cp4 epsps, Beta vulgaris L. subsp. vulgaris  var. altissima ) 
   (H7-1, OECD UI: KM-ØØØH71-4) 
 


２ 高オレイン酸ダイズ 


    (GmFad2-1, Glycine max (L.) Merr.)(260-05, OECD UI: DD-Ø26ØØ5-3) 
 


３ チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性トウモロコシ 


（改変 cry1Ab, pat, Zea mays subsp. mays (L.) Iltis） 
（Bt11, OECD UI: SYN-BTØ11-1） 


 


４ 除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタネ 


（改変 bar, barstar, Brassica napus L.）（RF3, OECD UI：ACS-BNØØ3-6） 
 







 


 


                                    （別紙） 
 


生物多様性影響評価検討会での検討結果 


 


１ （略） 
 
２ （略） 
 
３ （略） 


 


４  名 称 ： 除 草 剤 グ ル ホ シ ネ ー ト 耐 性 及 び 稔 性 回 復 性 セ イ ヨ ウ ナ タ ネ          


（改変 bar, barstar, Brassica napus L.）（RF3, OECD UI: ACS-BNØØ3-6）  
第一種使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運


搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 


申請者：バイエルクロップサイエンス（株） 


 


（１）生物多様性影響評価の結果について 


  ア 競合における優位性 


      宿主が属する生物種であるセイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、我が国へは
明治時代に導入され、河川の土手や路傍、種子が陸揚げされる港湾周辺等で生育して


いることが報告されている。路傍、崖、河川敷などのように撹乱が定期的に起こる立


地条件でなければ、やがてセイヨウナタネは多年生草本や潅木に置き換わることが知


られている。 


     本組換えセイヨウナタネには、 
    (ｱ) 除草剤グルホシネート耐性が付与されているが、自然環境下でグルホシネート 


が選択圧になるとは考えにくいこと 


   (ｲ) 稔性回復性が付与されているが、リボヌクレアーゼにより雄性不稔性が付与され


た組換えセイヨウナタネと交配させる場合にのみ意図された機能を果たすもので


あること 


     等から、これらの形質により、自然環境下で本組換えセイヨウナタネの競合にお   
ける優位性が高まるとは考えにくい。 


       さらに、我が国の隔離ほ場において本組換えセイヨウナタネの競合における優位 
性に関わる諸形質が調査されており、調査項目のうち、非組換えセイヨウナタネと比


較して結実粒数の平均値がやや少なく、有意差が認められたものの、この他の項目に


ついては有意差は認められていないことから、本組換えセイヨウナタネの競合 にお


ける優位性が高まるとは考えにくい。 


       以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、競合における 
優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥 


当であると判断した。 


 







 


 


  イ 有害物質の産生性 


      従来のセイヨウナタネの種子には、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質として 
エルシン酸及びグルコシノレートの産生が知られている。本組換えセイヨウナタネの


宿主品種は、品種改良によりエルシン酸及びグルコシノレートの含有量を低減したい


わゆるカノーラと呼ばれる品種の一つであり、本組換えセイヨウナタネの成分分析に


おいても、エルシン酸及びグルコシノレートの含有量は宿主と同等であることが確認


されている。 


      本組換えセイヨウナタネは、グルホシネートへの耐性を付与する改変 PAT 蛋白質
及びリボヌクレアーゼ活性を阻害する BARSTAR蛋白質を産生する。   


      PAT蛋白質は、野生動植物等への有害性を有するとする報告はなされておらず、高
い基質特異性を有することが示されており、宿主の代謝系に影響を及ぼすことはない


と考えられる。 


また、BARSTAR蛋白質は稔性回復性を示す以外には、宿主の代謝系に影響を及ぼ
すことは考えにくい。 


   さらに、PAT蛋白質及び BARSTAR蛋白質のアミノ酸配列に基づいて包括的な相同
性検索及びアレルゲンエピトープ検索を行った結果、いずれの蛋白質についても既知


のアレルゲンとの相同性は認められなかった。 


      我が国の特定網室内において、本組換えセイヨウナタネの有害物質（根から分泌さ
れ他の植物へ影響を与えるもの、根から分泌され土壌微生物に影響を与えるもの、植


物体が内部に有し枯死した後に他の植物に影響を与えるもの）の産生性に関する調査


として後作試験、土壌微生物相試験及び鋤込み試験が行われている。このうち後作試


験及び土壌微生物相試験においては対照の非組換えセイヨウナタネ処理区と比較して


相違は認められなかった。鋤込み試験においては、検定植物であるダイコンの草丈に


関し、２回目の試験（注）では、試験開始直後には非組換えセイヨウナタネ処理区の方


で、４週間後には本組換えセイヨウナタネ処理区の方で、ダイコンの草丈がやや大き


く、有意差は認められたものの、１回目の試験では有意差は認められなかった。また、


ダイコンの根長、生重及び乾物重に関しては、２回の鋤込み試験いずれにおいても有


意差は認められなかった。 


      以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生
性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であ


ると判断した。 


 


（注）鋤込み試験において、非組換えセイヨウナタネ処理区と比較して、検定植物であるダイコンの


発芽率の平均値がやや低いとの結果が認められ、再試験が行われた。なお、２回目の試験では、


検定植物の発芽率に相違は認められなかった。 


 


  ウ 交雑性 


      我が国の自然環境中には多くのアブラナ科植物が生育しているが、セイヨウナタ   
ネ（Brassica napus L.）と交雑可能な種として、セイヨウナタネ自身の他に Brassica   
属に属する B. rapa L.（カブ、コマツナ、在来種ナタネ等）、B. juncea (L.) Czern（カ  







 


 


ラシナ、タカナ等）、B. nigra (L.) W.D.J.Koch（クロガラシ）及び Raphanus        
raphanistrum L.（セイヨウノダイコン）が知られている。 


      セイヨウナタネ、B. juncea、B. nigra、R. raphanistrumは、すべて明治以降に人
為的に我が国に導入されたとされる外来種であり、また B. rapaについても我が国へ 
の導入時期は古いが、栽培由来の外来種であり、いずれも影響を受ける可能性のある


野生動植物としては特定されない。 


      以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、交雑性に起因   
する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判   


断した。 


         
  エ  その他 
      上記のセイヨウナタネ及び近縁種との交雑に起因して、間接的に生物多様性影響   
が生ずる可能性（交雑により生じた雑種が競合において優位になり、他の野生動植物


種の個体群を駆逐する可能性、交雑により浸透した導入遺伝子の影響により近縁種の


個体群が縮小し、それらに依存して生息している昆虫等の野生動植物等の個体群の維


持に支障を及ぼす可能性）について評価した。 


   (ｱ) 本組換えセイヨウナタネと非組換えセイヨウナタネ又は B. rapaとの交雑率は、
既往の知見を上回るものではないことが確認されていること 


   (ｲ) 近縁種との交雑性に関し、雑種そのものの形成が困難であったり、雑種が形成さ  


れたとしても、その後代の稔性は低いとの報告があること 


   (ｳ) アにおいて考察したように、自然環境下において、グルホシネート耐性及び稔性  


回復性により競合における優位性が高まるとは考えにくいこと 


    等から交雑により生じた雑種が競合において優位になり、他の野生動植物の個体群   


を駆逐する可能性は極めて低いと考えられる。 


      また、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子の両方を有する組換えセイヨウナタネ   
と B. rapa の雑種に、除草剤グルホシネートによる選抜を加えつつ B. rapa を 3 回   
戻し交雑して得られた BC3 世代における耐性個体と非耐性個体との比較において、  
花粉稔性、生存性及び種子生産量に相違は認められなかったと報告されている。よ   


って、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子が負担となり、短期的に種間雑種の個体   
群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 


      以上より、交雑に起因して、間接的に生物多様性影響が生ずるおそれはないとの   
申請者による結論は妥当であると判断した。 


 


（２）生物多様性影響評価書を踏まえた結論 


  以上を踏まえ、本組換えセイヨウナタネを第一種使用規程に従って使用した場合   


に、生物多様性影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影響評価書の結論は妥   


当であると判断した。 
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別添資料 1 


セイヨウナタネに関する情報 


和名：セイヨウナタネ


英名：oilseed rape 5 
学名：Brassica napus L. 


1. 国内及び国外の自然環境における自生地域


10 
セイヨウナタネ (B. napus L.)  は、アブラナ科アブラナ属の B. rapa L. (在来ナ


タネ、カブ、ハクサイ、コマツナ、ノザワナ、ツケナ、チンゲンサイ、パクチ


ョイ等と呼ばれるもの全体を指す) (以下、「B. rapa」という。) とキャベツなど


が属する B. oleracea L. (以下、「B. oleracea」という。) との交雑の結果できた


複 2 倍体種である (角田, 2001)。セイヨウナタネは、交雑親の B. rapa と B. 15 
oleracea の分布が重なる北ヨーロッパが原産地と考えられており、現在は、世界


中にその分布が見られる (稲永, 2000)。アブラナ属のうちわが国に自生している


ものは、セイヨウナタネ、B. rapa (在来ナタネ)、B. juncea (L.) Czern (カラシナ) (以
下、「B. juncea」という。) 及び B. nigra (L.) Koch (クロガラシ) (以下、「B. nigra」
という。)である (清水ら, 2008 )。なお、B. juncea には、カラシナの他に明治以20 
前にわが国に導入され各地で栽培されているザアサイ等の野菜類もあるが (由
比, 2004)、現在、荒地、路傍、河原などで自生化しているものは、カラシナであ


る (清水ら, 2001 ; 中井, 2003)。また、アブラナ科の帰化植物種として、上記の


植物以外にダイコン属の Raphanus raphanistrum L. (セイヨウノダイコン) (以下、


「R. raphanistrum」という。) 及び Raphanus sativus L. var. raphanistroides Makino 25 
(ハマダイコン)、ダイコンモドキ属の Hirschfeldia incana (L.) Lagr.-Foss. (ダイコ


ンモドキ)(以下、「H. incana」という。) 及びシロガラシ属の Sinapis arvensis L. 
(ノハラガラシ) (以下、「S. arvensis」という。) が挙げられる1。 


30 セイヨウナタネは路傍、線路脇、ほ場脇及び定期的に人の手が加えられる場


所で自生化し得ることが知られており (OECD, 2012)、わが国においては、河原


1 近縁種のうち、B. nigra と S. arvensis については自然条件下でセイヨウナタネ


を花粉親とした場合の交雑は報告されていない。また、Raphanus sativus L. var. 
raphanistroides Makino については、人為的な交配も含め、セイヨウナタネとの


交雑は報告されていない。


1 







等で生育していたり (清水ら, 2001 ; 国土交通省, 2012)、海外から種子が陸揚げ


される港湾の周辺で生育していることがこれまでに報告されている (農林水産


省 2013a)。しかし、セイヨウナタネは自然植生に侵略することはなく、自然環


境下で優占する多年生草本と競合することができない (OECD, 2012)。 
5 


2. 国内及び国外における第一種使用等の歴史


セイヨウナタネの使用等の歴史は古く、紀元前 2000~1500 年の古代インドの


記述や、紀元前 500~200 年のギリシャ、ローマ及び中国の記述に記されている10 
(Downey and Röbbelen, 1989)。ヨーロッパにおけるほ場規模での栽培は、13 世紀


にベルギーで始まったとされている (角田, 2001)。 


アジアやヨーロッパでも、古くからセイヨウナタネは種子から油が搾られ、


灯火用として広く使用されていた (志賀, 1981)。また、ヨーロッパでは蒸気機関15 
の潤滑油として使用されるようになり、このことがヨーロッパでのセイヨウナ


タネ栽培の進展を促した。カナダにおいては、第二次世界大戦時に、軍艦の蒸


気機関の潤滑油を補給する目的でセイヨウナタネ栽培が始まった (角田, 2001)。 


本来、セイヨウナタネ種子からとられた油は、エルシン酸やグルコシノレー20 
トといった有害物質を含むことが知られている。エルシン酸は、実験動物に多


量に給与した場合、心筋や骨格筋などに病的な変化が生ずることが報告されて


いる。また、グルコシノレートは、家畜の甲状腺を肥大させることが知られて


いる (志賀, 1981)。したがって、セイヨウナタネ種子からとられた油は、食用や


飼料用には不向きであると考えられていた。しかし、カナダでの品種改良によ25 
り低エルシン酸で低グルコシノレートであるカノーラ品種が育成されるに至り、


その結果として、現在ではサラダ油、マーガリン等の食用油として広く利用さ


れている (志賀, 1981) 。また搾油かすは飼料として利用されている (角田, 2001)。 


日本において古くから栽培されているのは B. rapa である。この種の栽培は地30 
中海東部からシベリアや西域を経て中国に入り、古代に中国・朝鮮から渡来し


たと考えられている。平安時代の「延喜式」には花芽を食べる野菜として記さ


れている。江戸時代に燈油や食用油の原料として大規模に栽培されるようにな


った。一方、セイヨウナタネは明治時代から栽培されるようになり、全国に広


がっていき、B. rapa (在来ナタネ) は少なくなっていった (角田, 2001) 。 35 
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わが国でのセイヨウナタネの栽培面積及び生産量は、昭和 12～13 年に 11 万


ha 及び 12 万～13 万 t に達したが、第二次世界大戦によって激減した。戦後再び


増加し、昭和 27～33 年には 20 数万 ha 及び 30 万 t に達した。しかし、その後、


イネ栽培の早期化による作期の重なりや、昭和 30 年代のわが国の経済発展によ


って、その栽培面積は減少し、現在では国内需要のほとんどを輸入品に頼って5 
おり、国産ナタネは主に緑肥や景観作物として栽培されている (石井, 2000)。 


3. 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途


10 
国連食料農業機関 (FAO) の統計情報に基づくと、2012 年における全世界のセ


イヨウナタネの栽培面積は約 3,409 万 ha であり、栽培面積の上位国を挙げると


カナダが約 838 万 ha 次いで中国が約 730 万 ha、EU が約 621 万 ha、インドが約


592 万 ha、オーストラリアが約 236 万 ha となっている (FAOSTAT, 2014)。 
15 


なお、同統計情報によると、現在、わが国で栽培されているセイヨウナタネ


の栽培面積は 1,610ha で収穫量は約 1,870 t である (FAOSTAT, 2014)。 


カナダにおいてはセイヨウナタネは春播きで栽培される。一方、日本におけ


るセイヨウナタネの栽培方法は、秋に播種して、春から初夏にかけて収穫する20 
秋播栽培が一般的である (志賀, 1981)。 


日本には 2012 年度に 240.8 万 t が輸入され、主な輸入国はカナダ (233.2 万 t)、
次いでオーストラリア (7.6 万 t)である (農林水産省, 2013b)。また、ナタネ油は


2013 年に 1.7 万 t、飼料用の油かすは 6.8 万 t 輸入されている (財務省, 2014)。 25 


現在、セイヨウナタネの用途は、油糧用と飼肥料用に大別される。油糧用と


して子実から搾油・精製された油の多くは食用植物油として、又はマヨネーズ、


マーガリン、ショートニングなどの食用加工油脂として利用されている。飼肥


料用としては、搾油後の油かすが有機肥料や配合飼料として有効活用されてい30 
る。またナタネ油及びその廃食油をバイオディーゼル燃料に精製する試みが始


まっている (農業・生物系特定産業技術研究機構, 2006)。 
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4. 生理学的及び生態学的特性 
 
イ、 基本的特性 


 
 セイヨウナタネは種子繁殖する一年生植物である。 5 
 
ロ、 生息又は生育可能な環境の条件 


 
セイヨウナタネは、休眠打破、抽苔の開始及び花芽の分化に低温を必要とする


秋播き品種と、それを必要としない春播き品種とに分けられる (石井, 2000)。セ10 
イヨウナタネの播種期の気温は 15~20°C であり、酸性や湿度には比較的強いが、


重粘土や砂質で乾燥している土壌は適さない (志賀, 1981)。セイヨウナタネは、


発芽時の過湿を嫌うが、生育時には多くの水分が必要である。また、日本全国


で栽培可能である (志賀, 1981)。 
 15 
ハ、 捕食性又は寄生性 


 
 ― 
 
ニ、 繁殖又は増殖の様式 20 


 
① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


 
セイヨウナタネでは 1 つの莢の中に多数の種子ができ、種子が成熟し乾燥し


た莢は莢柄の部分より裂開して種子を放出する (志賀, 1981)。 25 
 
乾燥した莢は、わずかな物理的刺激により裂開するため、種子を飛散させや


すい (石井, 2000)。したがって、脱粒性は比較的高いと考えられる。 
 
種子の休眠性は秋播き品種、春播き品種に関わらず比較的浅いことが知られ30 


ているが、気温の大きな変動、水分の欠乏及び暗黒条件が長時間続いた場合に


休眠性を獲得することが知られている (Pekrun et al., 1997)。また、遺伝子型によ


っては 20°C 以上の高温条件下で休眠性を獲得する品種も報告されている


(Gulden et al., 2000)。これらの獲得された休眠性は、種子が光にさらされ、かつ


低温条件 (2~4°C) (Gulden et al., 2000) や再度変温条件下におかれることで破ら35 
れることが知られている (Pekrun et al., 1997)。 
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セイヨウナタネの種子の寿命は、採種条件や保存条件によって異なる。登熟


後に乾燥状態で貯蔵した場合には 6 年を経過しても 80%の発芽力があったが、


室内に放置した場合の 3 年後の発芽率は約 30%であったと報告されている (角
田, 2001)。 
 5 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器


官からの出芽特性 
 
セイヨウナタネは種子繁殖を行い、自然条件下において他の器官からの繁殖


は観察されていない。 10 
 
③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及び


アポミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度 
 
セイヨウナタネは自家不和合性を持たず、自家受粉によって種子を作ること15 


が多い。風媒や虫媒による他家交雑率は 12~55%と報告されている (Beckie et al., 
2003)。 
 
セイヨウナタネと交雑可能な近縁種としては、わが国で古来から栽培種とし


て利用されているB. rapa と、帰化植物であるB. nigra、R. raphanistrum、S. arvensis、20 
B. juncea 及び H. incana が挙げられる (角田, 2001; 清水ら, 2001 ; OGTR, 2002; 
中井, 2003)。 
 


B. rapa には、在来ナタネの他に、その変種であるカブ、ハクサイ、コマツナ、


ノザワナ、ツケナ、チンゲンサイ、パクチョイも含まれるが、わが国の荒地や25 
路傍で自生化しているものは、在来ナタネである (角田, 2001)。B. rapa のセイヨ


ウナタネとの交雑性に関しては、セイヨウナタネのほ場の境界線より外側のほ


場に B. rapa (在来ナタネ) の集団を植え、B. rapa の種子における交雑体を調べた


場合は、その交雑率は低く 0.4%～1.5%であった (Scott and Wilkinson, 1998)。ま


た、自然条件においてセイヨウナタネの集団と隣接して存在する B. rapa の集団30 
において、セイヨウナタネとB. rapaとの交雑率は0.1%であった (Wilkinson et al., 
2000)。しかし、セイヨウナタネのほ場内に B. rapa (在来ナタネ) を植え、B. rapa
の種子における交雑体を調べた場合の交雑率は 13%であったと報告されている 
(Jørgensen et al., 1996)。 


 35 
B. juncea には、カラシナの他に明治以前にわが国に導入され各地で栽培され


5 
 







ているザアサイ等の野菜類もあるが (由比, 2004)、現在、荒地、路傍、河原など


で自生化しているものは、戦後にヨーロッパや北アメリカから持ち込まれた帰


化植物のカラシナである (清水ら, 2001 ; 中井, 2003)。B. juncea とセイヨウナタ


ネの交雑はどちらが花粉親の場合でも起こるが、セイヨウナタネが花粉親の場


合の交雑率 (0.3%) は、B. juncea (カラシナ) が花粉親の場合の交雑率 (1.1%) に5 
比べて低いことが報告されている (Bing et al., 1996)。 


 
H. incana は、地中海沿岸を原産とする帰化植物であり、わが国では戦後に発


見された (中井, 2003)。セイヨウナタネとの交雑率に関しては、H. incana とセ


イヨウナタネを 1:625 の比率で栽培した場合に、H. incana の収穫種子の 1.0%が10 
交雑体であったと報告されている (Lefol et al., 1996b)。 


 
R. raphanistrum は、ヨーロッパ、北アフリカ及び中近東を原産とする帰化植物


であり、わが国では昭和初期に発見された (中井, 2003)。セイヨウナタネとの交


雑性に関しては、セイヨウナタネを R. raphanistrum と混合して育成させた場合15 
の交雑頻度が調査されており、フランスでは 1×10-5~1×10-7 (Chèvre et al., 2004)、
オーストラリアでは 4×10-8 (Rieger et al., 2001)、そしてカナダでは 3×10-5 


(Warwick et al., 2003) という報告がされている。しかし、除草剤グルホシネート


耐性セイヨウナタネと R. raphanistrum をほ場で栽培し、定期的なモニタリング


をイギリスにおいて 5 年間 (Norris and Sweet, 2002) 及び、カナダで 2 年間 20 
(Warwick et al., 2003) 実施した結果、雑種は認められなかった。 


 
S. arvensisは地中海沿岸を原産とする帰化植物であり、わが国では昭和初期に


発見された(中井, 2003)。セイヨウナタネを花粉親とした場合のS. arvensisとの交


雑は自然条件下では認められておらず、in vitroの試験で交雑の例があるのみであ25 
る (Chèvre et al., 1996; Moyes et al., 2002)、なお、S. arvensisを花粉親とした場合


の雄性不稔セイヨウナタネにおける交雑率は1.2 % (Lefol et al., 1996a) であると


報告されている。 
 


B. nigra はヨーロッパから西アジアを原産とする帰化植物であり、栽培種から30 
の逸出により 1947 年以前にわが国に渡来したと考えられている (日本生態学会


(編), 2002 ; 中井, 2003) 。セイヨウナタネとの交雑性については、両者を隣接し


て生育させた後に雑種の形成率を調査した報告があるが、雑種の形成は認めら


れなかった (Scheffler and Dale, 1994; Bing et al., 1996)。また、人工受粉による交


雑によって交雑体が得られたという報告はない。なお、B. nigra を花粉親として35 
胚珠培養を行った場合 3.4 %の交雑率で交雑体が得られたと報告されているが 


6 
 







(Kerlan et al., 1992)、セイヨウナタネを花粉親として胚珠培養を行った場合には


交雑体は得れなかったと報告されている (Kerlan et al., 1992)。 
 
④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 
 5 
セイヨウナタネは 1 花当たり約 6~7 万粒の花粉を生産する。 
 
ほ場において、花粉の発芽率は開花 4～5 時間後から次第に低下することが


報告されている (Rantio-Lehtimäki, 1995)。 
 10 
セイヨウナタネの花粉は黄色で、3 つに縦にくびれた楕円形をしている。大き


さは長径 37~39µm 及び短径 20~22µm である (角田, 2001)。また、セイヨウナタ


ネの花粉は重く粘性がある (OECD, 2012)。 
 
花粉の媒介方法は風又は昆虫 (主にハチ) である (OECD, 2012)。 15 


 
セイヨウナタネの花粉は重くて粘着性があるが、サイズが小さいため、花粉


は風によって飛散する (Harker et al., 2002)。Timmons ら (1995) の報告によると


花粉源から 1.5km 離れた地点で、1 ㎡当たり 0~22 粒の花粉が飛散していたとあ


るが、空中における花粉の密度は花粉源からの距離が増すにつれて急激に減少20 
する。McCartney と Lacey (1991) の調査によると、ほ場から 10 m の地点で空中


における花粉密度は、ほ場内と比較して約 90%減少していた。また、花粉の 99%
以上が 12 m 以内に飛散すると報告されている (Scheffler et al., 1993)。 


セイヨウナタネ同士の交雑性と遺伝子流動については、世界中で広く研究が


行われており、複数の論文の中で論じられてきた (Salisbury, 2002; Beckie et al., 25 
2003; Messeguer, 2003; Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。セイヨウナタネの栽培


環境における交雑は、風や虫によって花粉が運ばれることや、セイヨウナタネ


個体間の接触により起こる。虫媒では特にハチによって花粉が運ばれる (Hüsken 
and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。セイヨウナタネ間の交雑率は距離が増加するにつれ


て減少する。セイヨウナタネ間の交雑率は 12%から 55%の幅があると報告され30 
ている (Beckie et al., 2003)。他の例では 4km 以上離れたセイヨウナタネとの交雑


が報告されている (Hüsken and Dietz-Pfeilstetter, 2007)。花粉源からの距離が 100m
以上である場合のセイヨウナタネ同士の交雑率は、3.4%かそれ以下であると報


告されている (Salisbury, 2002; Beckie et al., 2003; Messeguer, 2003; Hüsken and 
Dietz-Pfeilstetter, 2007)。 35 


7 
 







ホ、 病原性 
 
 ― 
 
ヘ、 有害物質の産生性 5 


 
セイヨウナタネ種子において、ヒトを含む哺乳動物に対する有害物質として


エルシン酸及びグルコシノレートの産生が知られている。エルシン酸は、実験


動物に多量に給餌した場合、心筋や骨格筋などに病的な変化が生ずることが報


告されている。またグルコシノレートは、家畜の甲状腺を肥大させることが知10 
られている (志賀, 1981)。しかし、セイヨウナタネでは長年にわたり育種改良が


続けられ、低エルシン酸で低グルコシノレートの品種が育成された結果、今日、


その油がヒトの食用として、油かすが飼料として利用されるようになった。こ


のような低エルシン酸(精製油中で 2%未満)で低グルコシノレート (油かす 1g 当


たり 30µmol 未満) のセイヨウナタネは一般にカノーラと呼ばれ、本組換えセイ15 
ヨウナタネの遺伝子導入の母本となった Ebony もカノーラと認められている


(CFIA, 2014)。 
 
ト、 その他の情報 


 20 
― 
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 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生


物の多様性の確保に関する法律 第４条第２項の規定により、次のとおり申請します。 
 
 
 
 
 


遺伝子組換え生物等の


種類の名称 


除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨ


ウナタネ（改変bar, barnase, barstar, Brassica napus L.）


（MS8RF3, OECD UI: ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6） 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 


食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬


及び廃棄並びにこれらに付随する行為 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 
― 
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生物多様性影響評価書の概要 


 


第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 


 


1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 
 


（１） 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


 


イ 和名、英名及び学名 


  和名： セイヨウナタネ 


  英名： Oilseed Rape 


  学名： Brassica napus L. 


 


ロ 宿主の品種名 


 宿主の品種は油糧用セイヨウナタネ Drakkar である。Drakkar はフランスの春播


き用 “00 品種”（種子中のエルシン酸及びグルコシノレートの含有量の少ない品種


で“double low”とも称される。）として品種登録されている（文献 8）。 


 


ハ 国内及び国外の自然状況における自生地域 


 セイヨウナタネ（Brassica napus L.）は、アブラナ科アブラナ属の B.rapa（在


来ナタネ、カブ、ハクサイ、コマツナ等）とキャベツなどが属する B.oleracea との


交雑の結果できた複二倍体種である（文献 92）。原産地は交雑親の B.rapa と


B.oleracea の分布が重なる北ヨーロッパと考えられており、現在は、世界中にその


分布が見られる（文献 35）。セイヨウナタネは、路傍、崖、河川敷などのように撹


乱が定期的に起こる立地条件でなければ、やがて多年生草本や潅木に置き換わるこ


とが知られている（文献 58）。 


 セイヨウナタネは、肥培管理が行われなくても道路沿い、空き地等で生育が可能


であることが知られており、我が国でも北海道や本州で河原や線路沿いに群生が確


認されている（文献 80）。また、主なナタネの輸入港やその周辺でセイヨウナタネ


の生育が報告されている。実際に（財）自然環境研究センター、独立行政法人農業


技術研究機構及び独立行政法人食品総合研究所（現 独立行政法人農業・食品産業技


術総合研究機構）が平成 14 年 5 月から平成 16 年 3 月にかけて行った調査では、ナ


タネの輸入港である茨城県鹿島港周辺で運搬の途中にこぼれ落ちたと見られるセイ


ヨウナタネの生育が観察された（文献 56）。 


 


（２） 使用等の歴史及び現状 
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イ 国内及び国外における第一種使用等の歴史 


 セイヨウナタネとその近縁作物の使用等の歴史は古く、紀元前 2000～1500 年の古


代インドの記述や、紀元前 500～200 年のギリシャ、ローマ及び中国の記述に記され


ている（文献 18）。また、ヨーロッパでのほ場規模での栽培は 13 世紀にベルギーで


始まったとされている（文献 92）。 


 


 アジア及びヨーロッパにおいては、古くからセイヨウナタネや B.rapa 等の種子か


ら油が搾られ、灯火用として広く使用されていた（文献 78）。また、ヨーロッパで


は蒸気機関の潤滑油として使用されるようになり、このことがヨーロッパでのセイ


ヨウナタネ栽培の進展を促したといわれている。さらに、第二次世界大戦時に、カ


ナダは軍艦の蒸気機関の潤滑油を補給する目的で栽培を始めた（文献 92）。 


 


 元来、セイヨウナタネ種子から採られた油は、心筋の脂肪症や繊維症を引き起こ


すことが報告されているエルシン酸（文献 81）や家畜の甲状腺肥大効果のあるグル


コシノレートといった有害物質を含むことが知られており、食用や飼料としては不


向きであると考えられていた。しかし、カナダにおける品種改良により低エルシン


酸で低グルコシノレートであるカノーラ品種が育成されるに至り、現在ではサラダ


油、ショートニング、マーガリン等の食用油として広く利用され、また搾油粕は家


畜飼料として利用されている（文献 35；92）。 


   


 我が国においては古くから B.rapa が栽培され、江戸時代には燈油や食用油の原料


として大規模に栽培されていた。一方、セイヨウナタネは明治時代に米国やヨーロ


ッパから輸入されて栽培されるようになり、B.rapa よりも耐病性に優れ、多収で油


分も多いことから全国に広がり、搾油用の B.rapa の栽培は少なくなっていった（文


献 84）。 


  


 しかし、その後の我が国におけるセイヨウナタネ栽培は、イネ栽培の早期化によ


る作期の重なりやより収入の多い工業への農民の就労のため、急速に衰退し、現在


は搾油のために商業的に栽培されることはほとんどない（文献 35）。なお、近年、


菜の花の景観植物としての利用や、化石燃料の代替燃料としてナタネ油を利用しよ


うとする動きが見られる。 


 


ロ 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 


 セイヨウナタネは、B.rapa に比べて耐寒性は劣るが耐病性及び収量性に優れてお


り、西部・中部ヨーロッパ、日本、韓国のように寒さが極端には厳しくない肥沃な


土地で栽培されている（文献 92）。我が国では、以前は水田裏作のために移植栽培


が主流であったが、今日では労働生産性の高い直播栽培が一般的である（文献 35）。 
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 2003‐2004 年のナタネの世界総生産量は 3876 万 t（概算）であり、主な生産国は、


中国（1100 万ｔ）、EU（951 万ｔ）、カナダ（677 万ｔ）、インド（650 万ｔ）であっ


た（文献 1）。 


 


 主な輸出国はカナダ（360 万ｔ）とオーストラリア（125 万ｔ）で、全世界輸出量


の約 82％を占める。我が国には 2003 年に 208 万 t が輸入され、主な輸入先はカナ


ダ（166 万 t）、次いでオーストラリア（37 万 t）である（文献 1）。また、2003 年に


我が国はナタネ油を 1.7 万 t、油脂原料としてナタネ種子を 208.4 万 t、さらに、飼


料用の油粕を 2万 t輸入している（文献 57）。 


 


 なお、現在世界で栽培されるカノーラ全体のうち 18％が遺伝子組換え技術により


除草剤耐性が付与されたセイヨウナタネである（文献 36）。 


 


（３） 生理学的及び生態学的特性 


 


イ 基本的特性 


 セイヨウナタネは種子繁殖する一年生植物である。 


 


ロ 生息又は生育可能な環境の条件 


 セイヨウナタネは休眠の打破、抽苔の開始、花芽の分化に低温を必要とする秋播


き品種と、それを必要としない春播き品種とに分けられる（文献 35）。春播き品種


の生育適温は 12～30℃である（文献 58）。また、セイヨウナタネは他の作物に比べ


酸性土に強く、耐湿性も強いが、重粘土や砂質で乾燥のはなはだしい土壌は適さな


い。発芽時には過湿を嫌うが、生育時には多くの水分が必要である。我が国では、


品種を選ぶことによりどこでも栽培可能である（文献 78）。 


 


ハ 捕食性又は寄生性 


 ― 


 


ニ 繁殖又は増殖の様式 


① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


 セイヨウナタネは 1 つの莢の中に多数の種子ができ、種子が成熟して乾燥した莢


は莢柄の部分より裂開して種子を放出する（文献 78）。乾燥した莢は、わずかな物


理的刺激により裂開し種子を飛散させやすい（文献 35）。したがって、脱粒性は比


較的高いと考えられる。 
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 種子の休眠性は、秋播き品種、春播き品種にかかわらず比較的浅いことが知られ


ているが、暗所での水分ストレスや酸素欠乏（文献 64）など発芽に不適な環境下で


は二次休眠（secondary dormancy）が誘発されることがある。二次休眠とは、発芽


しうる状態になった後で発芽に不適な環境にしばらくおかれた場合、新たに誘導さ


れる休眠である（文献 53）が、その程度は品種や種子の貯蔵期間・条件などで異な


る（文献 63；65）。また、二次休眠性の高い品種を用いた実験では、5℃や 10℃の低


温に比べ、20℃程度の比較的高い温度条件で休眠が誘発されやすいことが確認され


ている（文献 24）。これらの獲得された休眠性は、2～4℃の低温条件（文献 24）、変


温条件（文献 65）などによって覚醒されるが、地中深く鋤込まれた種子は休眠状態


のまま長期間生存し続けることが知られている。一方、地表の種子では二次休眠は


誘発されないことから、二次休眠によるセイヨウナタネの雑草化を防止する耕種方


法が明らかにされている（文献 64）。 


 


 セイヨウナタネの種子の寿命は比較的長いが、採種条件や保存条件によって異な


ることが知られている。後熟後に乾燥状態で貯蔵した場合には 6 年を経過しても


80％以上の発芽率を示すが、未熟種子では発芽力の低下が早く、室内に放置すると


3年目には発芽力がなくなる（文献 60；79）。また、貯蔵中の種子の寿命には特に相


対湿度が影響し、相対湿度 70～80％の条件では 100～120 日で発芽力を失うが、20％


程度の乾燥状態では30℃の高温でも約4年を経過しても80％以上の発芽率を保って


いる（文献 79）。 


 


② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官から


の出芽特性 


 セイヨウナタネは種子繁殖を行い、自然条件下において他の器官からの繁殖は観


察されない。 


 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性 


 セイヨウナタネは自家不和合性を持たず、自殖によって種子を作ることが多い。


風媒や虫媒による他殖率は 5～30％と報告されている（文献 34；58；66）。我が国で


の試験結果でも、栽植状況や距離で異なるが、平均して 27％程度の他殖率が認めら


れている（文献 87）。 


 


 我が国に分布する近縁種のうち、セイヨウナタネと交雑可能な近縁種として、


B.rapa、B.juncea（カラシナ、タカナ、ザーツァイ等）、B.nigra（クロカラシ）及


び Raphanus raphanistrum（セイヨウノダイコン）が挙げられる。B.rapa は栽培由


来の外来種で、我が国では古くから栽培種として利用されており（文献 43）、雑草


性の亜種あるいは変種の形成は報告されていない（文献 86）。現在では、耕作地の
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周囲などに比較的小さな群落が見られるほか、景観作物としても利用され、河川敷


の公園などには大きな群落の形成が見られる（文献 51）。B.juncea も外来種であり、


我が国では古くから栽培種として利用されてきた（文献 43）。しかし、戦後広まっ


たものはそれとは別に、ヨーロッパや北アメリカから入ったものと推測されている


（文献 55）。B.nigra は明治時代以降に我が国に帰化した外来種（文献 54）で、北


海道から九州に分布し、ハーブとして栽培されているが、ときに野生化している（文


献 55；80）。R.raphanistrum も近年になって我が国に帰化した外来種で、昭和初期


に横浜市で確認され（文献 33）、現在では北海道から九州に分布している（文献 55）。 


 


 セイヨウナタネと B.rapa については、種間雑種が形成されるという報告がある


（文献 4；79）。英国で行われたモニタリング調査において、商業用セイヨウナタネ


栽培ほ場付近に自生する B.rapa から採種し、芽生えた苗のうち、雑種は 0.4～1.5％


（文献 75）又は 0.2％（文献 97）であったと報告されている。また、除草剤耐性セ


イヨウナタネの商業栽培ほ場付近で採取した B.rapa の集団から 13.6％の雑種が、


また、B.rapa とセイヨウナタネを混在して栽培した場合、6.5～7.1％の雑種が報告


されている（文献 95）。我が国で両者の交互畦栽培を行い同時開花部分に結実した


種子を調査したところ、B.rapa では 2％、他方、セイヨウナタネでは 10％の雑種を


生じたと報告されている（文献 61）。 


 


 セイヨウナタネと B.juncea は交雑和合性があり、栽培条件下で種間雑種を生ずる


ことが報告されている（文献 4；5；22；40）。栽培条件下での交雑率に関して、B.juncea


とセイヨウナタネを 1:1 の割合で栽培した場合は 0.3～1.1％（文献 5）、セイヨウナ


タネのほ場内に 12 個体の B.juncea を植えた場合には 3％（文献 39）の雑種形成が


報告されている。 


 


 セイヨウナタネと B.nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において雑


種形成は確認されなかった（文献 5）。さらに、人工交配によってもほとんど雑種は


得られないか（文献 4）、または全く得られなかったことが報告されている（文献 7；


42）。 


 


 セイヨウナタネと R.raphanistrum の交雑和合性に関しては、R.raphanistrum と


セイヨウナタネを 1：600 の割合で栽培した場合、0.05％（95%信頼限界: 0.006～


0.2％）の雑種形成が報告がされている（文献 11）。しかし、実際のほ場における自


然交雑は極めて稀（文献 71; 95）であり、また、R.raphanistrum がごくありふれた


雑草となっているスイスにおける調査でも、セイヨウナタネのほ場近くに自生する


R.raphanistrum の個体群から、セイヨウナタネとの雑種は確認されなかった（文献


88）。 
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④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 


 セイヨウナタネは一花あたり約6～7万粒の花粉を生産する。花粉は黄色で、三つ


に縦にくびれた楕円形をしている。大きさはおよそ長径39～36µm、短径22～20µmで


ある(文献23；79)。また、セイヨウナタネの花粉は重く粘性がある（文献58）。 


 


 セイヨウナタネの花粉は風又は主にミツバチなどの昆虫により媒介される（文献


58；62；89；91；98）。風媒による花粉の移動距離については、花粉トラップを用い


た調査において、花粉源となる作物から3m以内で花粉量はおよそ半減し（文献46）、


10m以上では90％減少する（文献52）と報告されている。また、ミツバチは通常巣の


周辺の植物間を移動するが（文献70）、巣から2km離れた地点までミツバチの集団が


確認されている（文献67）ことや、除草剤耐性セイヨウナタネを用いて行った調査


において、1～2km地点で0.2％、2.5～3km地点で0.15％の交雑率が報告されている（文


献72）ことから、セイヨウナタネの商業栽培が大規模に行われているような地域に


おいては、虫媒による花粉の拡散は広範囲に及ぶ可能性が示唆される。 


 


 セイヨウナタネの花粉は長期間発芽力を有することが知られている。花粉の寿命


は相対湿度など貯蔵条件によって変わるが、室内に 1 週間放置したものでも寒天培


地上で 70％程度の発芽率を示し、その後急激に減少することが観察されており（文


献 60；79）、自然条件下では 4～5日間で徐々に減少するとされる（文献 68）。 


 


ホ 病原性 


 ― 


 


ヘ 有害物質の産生性 


 セイヨウナタネの種子中にはエルシン酸とグルコシノレートが比較的高い濃度で


含まれている。エルシン酸は 13 位にシス二重結合を持つ不飽和脂肪酸で実験動物に


おいて心筋の脂肪症や繊維症を引き起こすことが知られている（文献 81）。また、


グルコシノレートは甲状腺肥大を引き起こすことが知られている（文献 92）。しか


し、カナダにおける品種改良により低エルシン酸で低グルコシノレートである品種


が育成された結果、食用油として、また搾油粕は飼料用として用いられるようにな


った（文献 35；92）。なお、精油中のエルシン酸含量が 2％未満でグルコシノレート


含量が油粕 1g 当たり 30µmol 未満の品種は一般にカノーラ品種と呼ばれており（文


献 59）、宿主品種の Drakkar もカノーラ品種の一つである。 


 


ト その他の情報 


 ― 
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2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 


 


（１） 供与核酸に関する情報 


 


イ 構成及び構成要素の由来 


 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変bar, 


barnase, barstar, Brassica napus L., MS8RF3, OECD UI: ACS-BNØØ5-8 ×


ACS-BNØØ3-6）（以下、「MS8RF3」とする。）は、除草剤グルホシネート耐性及び雄性


不稔セイヨウナタネ（改変 bar, barnase, Brassica napus L., MS8, OECD UI: ACS-BN 


ØØ5-8）（以下、「MS8」とする。）と除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨ


ウナタネ（改変 bar, barstar, Brassica napus L., RF3, OECD UI: ACS-BNØØ3-6）


（以下、「RF3」とする。）を交配して得られる F1 品種である。 


MS8 及び RF3 の作出に用いられた供与核酸の構成及び構成要素の由来を表 1-1


（p.9）及び 1-2（p.10）に示した。 
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表 1-1 MS8 の作出に用いられた供与核酸の構成要素の由来及び機能 


構成要素 
サイズ


（kbp）
由来及び機能 


barnase 遺伝子発現カセット 


PTA29 1.5 
Nicotiana tabacum 由来の葯特異的遺伝子 TA29 のプロモーターで、葯のタペ


ート細胞においてのみ発現を誘導する(文献 77）。 


barnase 0.3 


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、RNA 分解酵素（BARNASE 蛋白質）をコ


ードする遺伝子。PTA29 の支配下で葯のタペート細胞において発現し、雄性不


稔形質を付与する（文献 27） 。 


3’nos 0.3 
pTiT37 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転写を終結させ、3’
ポリアデニル化を生じさせる(文献 15)。 


改変 bar 遺伝子発現カセット 


PSsuAra 1.7 
Arabidopsis thaliana に由来し、rubisco 小サブユニット遺伝子のプロモー


ターで緑色組織においてのみ発現を誘導する(文献 45)。 


改変 bar 0.5 


Streptomyces hygroscopicus に由来するホスフィノトリシン・アセチル基転


移酵素（改変 PAT 蛋白質）をコードする遺伝子で、除草剤グルホシネート耐


性を付与する(文献 90) 。野生型 bar 遺伝子の N-末端の 2 つのコドンは ATG


と GAC にそれぞれ置換されている。 


3’g7 0.2 
pTiB6S3由来のノパリン合成酵素遺伝子の3’非翻訳領域で転写を終結させ、3’
ポリアデニル化を生じさせる(文献16；94)。 


その他 


RB 0.02 pTiB6S3 由来の T-DNA の右側境界。 


LB 0.02 pTiB6S3由来のT-DNAの左側境界。 


Sm/Sp 1.0 
Escherichia coli に由来し、ストレプトマイシン／スペクチノマイシン耐性


を付与する aminoglycoside adenyltransferase(aadA)をコードする領域（文


献 21）。 


barstar 0.3 


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼインヒビター


（BARSTAR 蛋白質）をコードする。BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質と特異的


に結合し、その活性を阻害する（文献 27）。 


pVS1ori 3.8 Pseudomonas sp.由来のプラスミド pVS1 の複製起点を含む領域（文献 37）。 
pBRori 1.1 Escherichia coli 由来のプラスミド pBR322 の複製起点を含む領域（文献 6）。 
（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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表 1-2 RF3 の作出に用いられた供与核酸の構成要素の由来及び機能 


構成要素 
サイズ


（kbp）
由来及び機能 


barstar 遺伝子発現カセット 


PTA29 1.51
Nicotiana tabacum 由来の葯特異的遺伝子 TA29 のプロモーターで、葯のタペ


ート細胞においてのみ発現を誘導する（文献 77）。 


barstar 0.27


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼインヒビター


（BARSTAR 蛋白質）を産生する。BARSTAR 蛋白質は barnase 遺伝子産物である


リボヌクレアーゼ（BARNASE 蛋白質）と特異的に結合し、その活性を阻害す


る（文献 27）。 


3’nos 0.26
pTiT37 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転写を終結させ、3’
ポリアデニル化を生じさせる（文献 15）。 


改変 bar 遺伝子発現カセット 


PSsuAra 1.73
Arabidopsis thaliana に由来し、rubisco 小サブユニット遺伝子のプロモー


ターで緑色組織においてのみ発現を誘導する（文献 45）。 


改変 bar 0.55


Streptomyces hygroscopicus に由来するホスフィノトリシン・アセチル基転


移酵素（改変 PAT 蛋白質）をコードする遺伝子で、除草剤グルホシネート耐


性を付与する(文献 90) 。野生型 bar 遺伝子の N-末端の 2 つのコドン GTG と


AGC は、ATG と GAC にそれぞれ置換されている。 


3’g7 0.21
pTiB6S3 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転写を終結させ、3’
ポリアデニル化を生じさせる（文献 16；94）。 


その他 


LB 0.02 pTiB6S3 由来の T-DNA の左側境界 


RB 0.02 pTiB6S3 由来の T-DNA の右側境界 


Sm/Sp 1.01


Escherichia coli に由来し、ストレプトマイシン／スペクチノマイシン耐性


を付与する aminoglycoside adenyltransferase(aadA)をコードする領域（文


献 21）。 


barstar 0.27


Bacillus amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼインヒビターをコ


ードする。BARSTAR 蛋白質は barnase 遺伝子産物であるリボヌクレアーゼと


特異的に結合し、その活性を阻害する（文献 27）。 


pVS1ori 3.77 Pseudomonas sp.由来のプラスミド pVS1 の複製起点を含む領域（文献 37）。


pBRori 1.06 Escherichia coli 由来のプラスミド pBR322 の複製起点を含む領域（文献 6）。


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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なお、改変 bar 遺伝子は、Streptomyces hygroscopicus から得た野生型の bar 遺


伝子を植物で使用頻度の高いコドンに適合するように GTG→ATG に、また、翻訳の効


率を上げるために AGC→GAC に改変したものである。GTG→ATG の改変では実際に翻


訳されるアミノ酸はメチオニンのまま変化していないが、AGC→GAC の改変により、


セリンからアスパラギン酸に変化している。しかし、本改変によって改変 bar 遺伝


子産物である改変PAT蛋白質の機能に変化はないことが確認されている（文献96）。 


 


 改変bar遺伝子、barnase遺伝子及びbarstar遺伝子の塩基配列を図1-1、1-2及び


1-3にそれぞれ示した。 


 


 


 


 


社外秘情報につき非開示 
 


図 1-1 改変 bar 遺伝子の塩基配列 


 


 


 


社外秘情報につき非開示 


 


図 1-2 barnase 遺伝子の塩基配列 


 


 


 


社外秘情報につき非開示 


 


図 1-3 barstar 遺伝子の塩基配列 


 


 


 


 


ロ 構成要素の機能 


① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸


の構成要素それぞれの機能 


 MS8 及び RF3 の作出に用いられた供与核酸の構成要素の機能は、表 1-1（p.9）及


び 1-2（p.10）にそれぞれ示した。 
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② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋


白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有す


る場合はその旨 


【改変 PAT 蛋白質】 


 作物は窒素代謝の過程で、硝酸塩の還元、アミノ酸の分解、光呼吸等によりアン


モニアを生成する。生成されたアンモニアの無毒化にはグルタミン合成酵素が中心


的役割を果たしているが、除草剤グルホシネートを散布すると、グルタミン合成酵


素が阻害されてアンモニアが蓄積し、作物は枯死に至る。 


 導入された改変 bar 遺伝子が産生するホスフィノトリシン・アセチル基転移酵素


（改変 PAT 蛋白質）は、グルホシネートをアセチル化して N-アセチルグルホシネー


トとし、グルホシネートのグルタミン合成酵素への阻害作用を不活性化する。これ


によりアンモニアは蓄積されず、除草剤グルホシネートを散布しても作物が枯死し


ない（図 2, p.15）。 


 


 改変 PAT 蛋白質は、グルホシネートに高い親和性を示す。グルホシネートは L-ア


ミノ酸に分類されるが、各種アミノ酸にアセチル基を転移することはなく、特に構


造が類似しているグルタミン酸にも親和性はほとんどなく、生体内において実質的


に転移反応を生じさせることはない（文献 90）。また、過剰の各種アミノ酸の存在


下においても、改変 PAT 蛋白質によるグルホシネートへのアセチル基転移反応は阻


害されることはなかった（文献 96）。これらのことから、改変 PAT 蛋白質がグルホ


シネートに対して高い基質特異性を有すると考えられる。 


 


【BARNASE 蛋白質】 


 BARNASE 蛋白質は 110 個のアミノ酸で構成される一本鎖の蛋白質であり、二段階


の反応様式で RNA を分解する。ポリリボヌクレオチド鎖内部の 3’,5’-ホスホジエステ
ル結合を切断してリン酸基をリボースの 2’-OH 基に転移し、2’,3’-環状ヌクレオチド
を中間体として生成する（第一段リン酸転移反応）。次にこの中間体を加水分解して


特異的に 3’-ヌクレオチドを生成する（第二段加水分解反応）（文献 30）。グアニン
の 3’部位の切断に対する特異性が高いが、その他の部位も切断するため、完全な分
解生成物からはモノ及びジヌクレオチドのみが検出される（文献 73）。 


 


花粉形成は葯で起こる高度に制御されたプロセスで行われる。葯の組織のひとつ


であるタペート細胞は、花粉形成時及びその後の花粉の発育のために栄養供給を行


う重要な役割を果たしている。それゆえ、タペート細胞の欠落は雄性不稔の第一の


原因であると考えられている（文献 41）。 


 


barnase 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下で葯のタペート細胞において一本
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鎖 RNA 分子を加水分解するリボヌクレアーゼ（BARNASE 蛋白質）を発現し、それに


よりタペート細胞内の RNA が分解されて細胞が破壊され、花粉形成を阻害する（文


献 19；28；48）。また、プロモーターPTA29 の支配下にある barnase 遺伝子は、日中


37℃の高温条件下においても安定して発現することが確認されている（文献 2）。な


お、プロモーターPTA29 が温度依存性の発現を誘導するという報告はない。 


 


【BARSTAR 蛋白質】 


 BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質の細胞内阻害物質である（文献 25；28）。BARSTAR


蛋白質は BARNASE 蛋白質と 1:1 で特異的に非共有結合し、BARNASE 蛋白質のリボヌ


クレアーゼ活性を阻害する（文献 26；28；82）。 


 


一代雑種品種（F1 品種）は、固定品種に比べて強健で生産力が高く、斉一性に優


れるといった特長をもつ（文献 44）が、セイヨウナタネのように自殖可能な作物で


は、通常、確実に F1 雑種を得ることは困難である。そこで、葯のタペート細胞で特


異的に発現し花粉形成を阻害するように barnase 遺伝子（文献 48）を導入した MS8


を雌株、稔性回復形質を有する RF3 を雄株として交配させることにより、F1 種子を


得ることができる。その F1 世代では、BARSTAR 蛋白質が BARNASE 蛋白質の作用を抑


制して稔性を回復させる（文献 49）ため、自殖で高収量の種子生産が可能となる。 


 


【改変 PAT 蛋白質、BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質の毒性及びアレルギー性】 


 各蛋白質のアミノ酸配列について、既知のアレルゲンとの相同性を Swiss Prot、


PIR 及び HIV-AA の各データベースを用いて検索した。また、より短いアレルゲンエ


ピトープ検索（8 個ずつの短いアミノ酸配列）を行った。その結果、いずれにおい


ても既知の毒素及びアレルゲンとの相同性は認めらなかった。 


 


③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 


【改変 PAT 蛋白質】 


 改変 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており（文献 90）、グルホシネート以外


の化合物にアセチル基を転移することは考え難い。よって、宿主の持つ代謝経路へ


影響はないと考えられる。 


 


【BARNASE 蛋白質】 


barnase 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下にあり、その発現はタペート細胞


でのみ確認されており、他の組織で発現することは考え難い。タペート細胞は花粉


形成の四分子期に最も発達し、花粉の発達とともに退化・崩壊する（文献 85）。よ


って、barnase 遺伝子がタペート細胞以外の組織において発現し、植物体の代謝経


路へ影響を及ぼす可能性は極めて低いと考えられる。 
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【BARSTAR 蛋白質】 


 barstar 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下にあるため、タペート細胞以外の


組織で発現することは考え難い。また、BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質と 1:1 で


特異的に非共有結合し、その複合体の安定性は高い（文献 47；50）。さらに、細菌


と糸状菌のリボヌクレアーゼには、構造及び配列にかなりの相同性が認められてい


るため、これらの酵素についても BARSTAR 蛋白質と相同の阻害物質が存在すると期


待される。しかしこのような阻害物質が知られているのは Bacillus intermedius に


よって産生されるリボヌクレアーゼ BINASE 蛋白質のみである。BINASE 蛋白質は


BARNASE 蛋白質と高い相同性（85％）を有し、BARSTAR 蛋白質に阻害される（文献


99）。また、BARNASE 蛋白質とのアミノ酸配列の相同性は 20～25％に過ぎないが、類


似の立体構造を有するStreptomycesの細胞外リボヌクレアーゼ（文献32）もBARSTAR


蛋白質で阻害されることが報告されている（文献 29）。しかし、植物中のリボヌク


レアーゼに対する BARSTAR 蛋白質の阻害作用は報告されていない。なお、BARSTAR


蛋白質はヒト又は動物のリボヌクレアーゼとは結合しないことが報告されている


（文献 27；28；32；82）。以上から、BARSTAR 蛋白質が宿主のもつ代謝系に影響を及


ぼすことはないと考えられる。 
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図 2 改変 bar 遺伝子産物による除草剤グルホシネート耐性のメカニズム 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 


グルタミン酸 
グルタミン合成酵素 


グルホシネート 


阻害 
グルタミン 


NH３ 


グルタミン酸 
NH３ 


グルタミン 


グルタミン合成酵素 


グルホシネート 


改変 PAT 蛋白質 


N-アセチルグルホシネート 


遺伝子発現 


改変 bar 遺伝子 


A）通常の植物 
 除草剤グルホシネートによってグルタミン合成酵素が阻害されるため、アンモニアが


蓄積し植物は枯死する。 


B）組換え体植物 
 改変 PAT 蛋白質により除草剤グルホシネートがアセチル化されて N-アセチルグルホシ


ネートになるため、グルタミン合成酵素は阻害されないようになり、アンモニアが蓄積さ


れず植物は生長を続けることができる。 
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図 3 稔性回復のメカニズム 


MS8 を雌株、RF3 を雄株として交配させた場合。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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（２）ベクターに関する情報 


 


イ 名称及び由来 


 MS8 の作出に用いられたベクターは、大腸菌（Escherichia coli）由来のベクタ


ーpGSV1 を基礎として構築された、バイナリーTi プラスミド pTHW107 である。また、


RF3 の作出に用いられたベクターも、同じく大腸菌由来の pGSV1 を基礎として構築


された、バイナリーTi プラスミド pTHW118 である（文献 12）。 


 


ロ 特性 


① ベクターの塩基数及び塩基配列 


 pTHW107 の塩基数は 12,622bp、また、pTHW118 の塩基数は 12,508bp である。各プ


ラスミド地図を図 4-1(p.18)及び 4-2(p.19)に示した。また、各ベクターの全塩基配


列をそれぞれ別添資料 1{pTHW107（p.1～7）、pTHW118（p.8～14）}に示した。 


 







 18


 


 


 


 


 


 


 


図 4-1 pTHW107 のプラスミド地図 


図中の bar は改変 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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図 4-2 pTHW118 のプラスミド地図 


図中の bar は改変 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 


プラスミド pTHW107 及び pTHW118 はいずれも、T-DNA 領域の外側にストレプトマ


イシン/スペクチノマイシン耐性遺伝子（Sm/Sp）、barstar 遺伝子、pBRori 及び


pVS1ori を有する。Sm/Sp 遺伝子はベクターの選抜マーカーとして利用されたが、細


菌でのみ発現し、植物細胞中では発現しない（文献 13；93）。また、barstar 遺伝子


は基本となるプラスミド pGSV1 に存在していたものであるが、pTHW107 を構築する


過程で大腸菌を用いて barnase 遺伝子をプラスミド上に導入する際に、たとえ植物


用のプロモーターを用いていても、少量の BARNASE 蛋白質が発現し、大腸菌が死ん


でしまうため、この活性を抑制するために利用された。さらに、pBRori 及び pVS1ori


はそれぞれ大腸菌及び緑膿菌において自律的複製を行わせる複製起点である。なお、


これらはいずれも T-DNA 領域の外側に位置しており、MS8 及び RF3 のセイヨウナタ


ネゲノムには挿入されていないことが確認されている（別添資料 2, p.7～9 及び 18


～21）。 


 


③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 


 プラスミド pTHW107 及び pTHW118 は自律増殖可能な宿主域が Agrobacterium 


tumefaciens や E.coli などのグラム陰性菌に限られており、植物体では感染性を持


たない。 


 


（３）遺伝子組換え生物等の調製方法 


 


イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


 MS8 には、pTHW107 上の LB と RB の間の領域にある、barnase 遺伝子発現カセット


及び改変 bar 遺伝子発現カセット(PTA29-barnase-3’nos-PSsuAra-改変 bar-3’g7)が
移入された。また、RF3 には、pTHW118 上 LB と RB の間の領域にある、barstar 遺伝


子発現カセット及び改変 bar 遺伝子発現カセット(PTA29-barstar-3’nos-PSsuAra-
改変 bar-3’g7)が移入された。なお、プラスミド上の供与核酸の構成要素の位置及び
方向は図 4-1（p.18）及び 4-2（p.19）に、また、制限酵素による切断部位は図 5-1


（p.21）及び 5-2（p.22）にそれぞれ示した。また、MS8 及び RF3 のそれぞれに移入


された T-DNA 領域の塩基配列を別添資料 3{MS8（p.1～4）、RF3（p.5～8）}に示した。 
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図 5-1 pTHW107 の制限酵素切断部位 


図中の bar は改変 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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図 5-2 pTHW118 の制限酵素切断部位 


図中の bar は改変 bar 遺伝子、PrbcS1A は PSsuAra を示す。 


（注：本図に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 


 宿主への遺伝子の導入はいずれもアグロバクテリウム法によって行った（文献14）。


プラスミド pTHW107 又は pTHW118 を保持した E.coli MC1061 株、伝達性を司るヘル


パープラスミドpRK2013を保持するE.coli HB101株、非腫瘍形成性のAgrobacterium 


tumefaciens C58C1RifR株を共存させ、pTHW107 又は pTHW118 を持つ A.tumefaciens 


C58C1RifR株を作出した後、宿主の胚軸組織片に感染させ、T-DNA 領域をセイヨウナ


タネゲノムに組み込ませた（文献 17）。 


 


ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 


① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 


 形質転換された胚軸組織片を除草剤グルホシネートを含む培地上で培養し、除草


剤グルホシネートに耐性を示した細胞を選抜した。さらに、ホルモンフリーの培地


に移して植物体を再生させた（文献 14）。 


 


② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウム菌体の残


存の有無 


 アグロバクテリウムによる形質転換後、500mg/l の Carbenicillin を培地中に加


えてアグロバクテリウム菌体を除去した（文献 14）。 


 


③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系


統、隔離ほ場に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集す


るために用いられた系統までの育成の経過及び系統樹 


 形質転換後、再生させた MS8 及び RF3 の各植物体について、各目的形質及び農業


形質等に関して総合的に選抜した。MS8RF3 の育成の経過を図 6（p.24）に図示した。


なお、MS8RF3 は、MS8 の BC2F1 世代以降の系統と RF3 の T3 または BC2F1 世代以降の


系統を掛け合わせて作出された。また、我が国における MS8RF3 の承認状況は以下の


とおりである。 


 


【食品安全】 


 1997 年 12 月に厚生省（現 厚生労働省）より組換え DNA 技術応用食品・食品添加


物の安全性評価指針に基づき、MS8RF3 として食品利用としての安全性の指針への適


合性が確認された。また、法制化に伴い、組換え DNA 技術応用食品及び添加物の安


全性審査の手続きを経て、2001 年 3 月に厚生労働省より食品利用としての安全性が


確認された。 


 
【飼料安全】 


 1997 年 12 月に農林水産省より組換え体利用飼料の安全性評価指針に基づき、除
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草剤グルホシネート耐性カノーラ（MS8RF3）として指針への適合性が確認された。


また、法制化に伴い、組換え DNA 技術応用飼料及び飼料添加物の安全性に関する手


続きを経て、2003 年 3 月に農林水産省より飼料利用としての安全性が確認された。 


 


【環境安全】 


1997年 4月に農林水産省より農林水産分野等における組換え体利用のための指針


に基づき、隔離ほ場試験の承認を得た。また、1998 年 1 月に農林水産省により同指


針に基づき、除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回復ナタネ（MS8RF3）


として我が国への輸入（加工用及び飼料用としての利用）について指針への適合性


が確認された。 


 
 
 


社外秘情報につき非開示 


 


 


 


 


 


（4）細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 


 


イ 移入された核酸の複製物が存在する場所 


 MS8 の遺伝子導入当代は挿入遺伝子座に関してヘテロ接合体であると考えられ、


雄性不稔形質を有する MS8 は非組換えセイヨウナタネを掛け合わせて維持されるた


め、1 遺伝子座支配であれば、その後代では除草剤グルホシネート耐性：感受性個


体の理論上の分離比は 1：1になることが想定される。F1、品種 Aにより戻し交配し


た BC1F1 及び BC2F1 の各世代における除草剤グルホシネート耐性：感受性の分離比


を調査した結果、いずれの世代でも想定されたとおり、およそ 50％の個体が除草剤


耐性を示したことから（別添資料 5, p.25, 表 PC24 及び PC33）、MS8 に移入された


T-DNA 領域はセイヨウナタネゲノムの染色体上の 1箇所に存在すると考えられる。 


 


また、RF3 の遺伝子導入当代は挿入遺伝子座に関してヘテロ接合体であることが


想定されるため、1遺伝子座支配であれば、自殖した T1 世代では除草剤グルホシネ


ートに対して理論上、耐性個体：感受性個体は 3：1の比率で出現することが期待さ


れる。また、耐性個体にはホモ接合体とヘテロ接合体が 1：2の割合で含まれること


が期待される。RF3 の T1 世代における除草剤グルホシネート耐性個体の分離を調べ


た結果、理論上の分離比 3：1 に適合する分離比を示した（別添資料 5, p.27, 表


図 6 MS8RF3 の系統樹
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93GNB0331）。また、除草剤グルホシネート耐性を示した T1 世代の各株を自殖して得


られた T2 世代株の耐性株数を調査した結果、T2 世代において耐性を示し固定が確


認されている T1 個体（ホモ接合体）と、T2 世代において 3：1に適合する分離比で


後代の分離を示す T1 個体（ヘテロ接合体）がほぼ 1：2 の比率を示した（別添資料


5, p.28, 表 93GNB0332）。これらの結果から、RF3 に移入された T-DNA 領域はセイヨ


ウナタネゲノムの染色体上の 1箇所に存在すると考えられる。 


 


ロ 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代に


おける伝達の安定性 


 MS8 に移入された核酸のコピー数については、BC2F1 世代を用いてサザンブロット


分析（別添資料 5, p.9～11）及びシークエンス解析（別添資料 4, p.1～5）を行な


った結果、改変 bar 遺伝子発現カセット及び barnase 遺伝子発現カセットの各 1 コ


ピーが連鎖した状態で組み込まれていることが確認された（別添資料 4, p.5）。 


 同じく、RF3 に移入された核酸のコピー数については、T3 世代を用いてサザンブ


ロット分析（別添資料 5, p.12～15）及びシークエンス解析（別添資料 4, p.6～10）


を行なった結果、完全な 1 コピーの T-DNA 領域と、改変 bar 遺伝子を含まない不完


全な1コピーのT-DNA領域が導入されていることが確認された（別添資料4, p.10）。 


 


 MS8 及び RF3 に移入された核酸の複数世代にわたる伝達の安定性については、MS8


の F1、BC2F1 及び品種 B により戻し交配した BC1F1 の各世代、また、RF3 の T1、T3


及び BC1F1 の各世代におけるサザンブロット分析を行った結果、各系統のいずれの


世代においても同一のバンドパターンが認められた。よって、移入された核酸は複


数世代にわたり安定して伝達されていることが確認された（別添資料5, p.19, 図 3）。 


 


ハ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れて


いるかの別 


 MS8 には改変 bar 遺伝子発現カセット及び barnase 遺伝子発現カセットが連鎖し


て移入されており、本項目は該当しない。 


他方、RF3 に導入された 2コピーの T-DNA の位置関係については、前述のとおり、


サザンブロット分析及びシークエンス解析を行った結果、1 コピーの完全な T-DNA


領域と、不完全な T-DNA 領域が逆向きの反復構造をとって配置していることが明ら


かになった。また、不完全な T-DNA 領域には、途中で切れた PTA29、barstar 遺伝子、


3’nos 及び機能部分を含まない PSsuAra が配置されている（別添資料 4, p.10）。 
MS8RF3 は、各交配親由来の染色体上に改変 bar 遺伝子がそれぞれ 1コピー存在す


るため、2コピーの改変 bar 遺伝子を有する。 


 


ニ （6）のイにおいて具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及
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び世代間での発現の安定性 


【除草剤グルホシネート耐性】 


2006 年に行なわれた特定網室試験において、供試種子{MS8（BC5F1）×RF3（T9）}


を播種して芽生えた全ての幼苗は除草剤グルホシネートに対して耐性を示したこと


から（別添資料 7, p.18, 表 21）、本形質は自然条件下で安定して発現すると考えら


れる。 


 


【雄性不稔及び稔性回復性】 


除草剤グルホシネートによる選抜を経た MS8、RF3 及び MS8RF3 について、不稔性/


稔性に関する分離比を調査した結果、MS8 ではほぼ 100％の個体が不稔性、RF3 では


ほぼ 100％の個体が稔性を示し、さらに、MS8RF3 では全ての個体が稔性を示した（別


添資料 5, p.22, 表 FBN95014）。よって、本形質は自然条件下において安定して発現


すると考えられる。 


 


【挿入遺伝子の発現】 


さらに、MS8RF3 の改変 bar 遺伝子、barnase 遺伝子及び barstar 遺伝子の発現に


ついて、幼葉、成熟葉、根、花蕾、花粉、乾燥種子及び未成熟種子由来の RNA につ


いてノーザンブロット分析を行なった。その結果、改変 bar mRNA は幼葉、成熟葉、


根、花蕾及び未成熟種子において検出されたが、花粉及び乾燥種子においては検出


されなかった（検出限界 0.5pg）。また、barnase mRNA 及び barstar mRNA はいずれ


も花蕾でのみ検出された（検出限界はそれぞれ 1pg 及び 0.5pg）（別添資料 5, p.30, 


Table 3）。 


 


ホ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達


されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 


 MS8 及び RF3 は伝達性のある DNA 配列を有しておらず、自然条件下において野生


動植物等に伝達されるおそれはないと考えられる。 


 


（5）遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 


 


 MS8RF3 の識別は、MS8 及び RF3 それぞれに挿入された DNA の周辺配列を利用した


プライマーを用いた PCR 法により、植物体（種子）個体ごとに調査することによっ


て可能である。本識別方法は各イベントの栽培管理に有効に利用されている（別添


資料 8）。 


 


（6）宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 
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イ 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の


具体的な内容 


 MS8RF3 は除草剤グルホシネート耐性を示す。なお、交配親である MS8 は雄性不稔


性、RF3 は稔性回復性を有するが、両系統の F1 品種である MS8RF3 においては、MS8


由来の BARNASE 蛋白質のリボヌクレアーゼ活性は RF3 由来 BARSTAR 蛋白質により阻


害されるため、花粉を形成する。 


 


ロ 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主


の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 


 1997 年度に北海道農業試験場（現 独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究


機構 北海道農業研究センター）において隔離ほ場試験を行い、MS8RF3 の形態及び


生育の特性、成体の越夏性、種子生産量等について、宿主品種である Drakkar（以


下、「Drakkar」とする。）と比較した（別添資料 6）。 


 また、2006 年に我が国の特定網室において、MS8RF3{MS8（BC5F1）×RF3（T9）}


の幼植物体の高温耐性、花粉の稔性及びサイズ、有害物質の産生性等を Drakkar と


比較した（別添資料 7）。 


 なお、1995年に国外の複数地域で行なわれた栽培試験結果を参考として用いた（別


添資料 5, p.20～24）。 


 


① 形態及び生育の特性 


 隔離ほ場試験において、草丈、一次分枝数、茎葉重（乾燥）、草型、抽だい期、開


花期、成熟期、着莢率、莢長、結実粒数及び粒色について、MS8RF3 と Drakkar を比


較した。その結果、MS8RF3 の草丈は Drakkar に比べて 7cm低く有意差が認められた。


莢長及び結実粒数も Drakkar に比べて低く有意差が認められた。また、茎葉重は 31g


軽かった。一次分枝数は MS8RF3 が 8 本、Drakkar が 9 本であった。抽だい期は 4日、


開花期は 5日、成熟期は 2日、それぞれ MS8RF3 は Drakkar に比べて早かった。MS8RF3


の着莢率は Drakkar に比べて 3.0％低かった。また、草型、葉色及び粒色に相違は


認められなかった（別添資料 6, p.4, 表 1,2）。 


 なお、1995 年に国外の複数地域（ベルギー、英国の 2地域、フランス、カナダ及


びスウェーデン）で行なわれた栽培試験において、発芽及び苗立ち、草勢、開花始


期、成熟度及び草丈について調査されたが、MS8RF3 の発芽及び苗立ち、草勢及び成


熟度は、対照品種との間にほとんど相違は認められなかった。また、開花始期は地


域によっては MS8RF3 と対照品種の間に 1～2 日の差が見られたが、顕著な相違は認


められなかった。さらに、草丈については 4 地域で対照品種と比較されたが、その


うち 3地域において 5～14cm の差で MS8RF3 が高い値を示したが、1地域においては


1cm の差で MS8RF3 が低かった（別添資料 5, p.21～22, 表 FBN95011,2,3,5,6）。 
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② 生育初期における低温又は高温耐性 


 MS8RF3 及び Drakkar の発芽 1 週間後の植物体を 35℃・12 時間明暗条件下で栽培


した結果、6週間後には全ての個体の枯死が確認された（別添資料 7, p.16, 表 20）。


よって、いずれも生育初期における高温耐性は示さないと考えられる。 


なお、一般に我が国の秋期に播種されたセイヨウナタネは、生育速度は異なるも


のの、暖地及び寒地いずれの冬期においても生育することが知られている（文献79）。 


 


③ 成体の越冬性又は越夏性 


 隔離ほ場における越夏性の観察結果から、MS8RF3 と他の供試品種との間に相違は


認められなかった。 


なお、セイヨウナタネは一般に高い耐寒性、耐雪性を示すことが知られている（文


献 79）。 


 


④ 花粉の稔性及びサイズ 


特定網室内で栽培した MS8RF3 及び Drakkar からそれぞれ花粉を採取し、酢酸カー


ミン溶液で染色して観察した結果、いずれも 99％の花粉が染色されており、高い稔


性が確認された（別添資料 7, p.14, 図 3）。また、花粉サイズを比較した結果、両


者間に統計学的有意差は認められなかった（別添資料 7, p.15, 表 19）。 


 


⑤ 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 


 隔離ほ場試験において、MS8RF3 及び Drakkar の子実収量及び千粒重を比較した結


果、子実収量は 1.6g の差で MS8RF3 が低かったが、千粒重は MS8RF3 が Drakkar に比


べて重く、有意差が認められた（別添資料 6, p.4, 表 2）。また、子実収量及び千粒


重の数値からそれぞれの一株当たり種子数を算出すると、MS8RF3 は 1.41×104個、


Drakkar は 1.88×104個であった。 


なお、種子収量（kg/ha）については、1995 年に国外の 5 地域（ベルギー、英国


の 2地域、フランス及びカナダ）おいて調査され、そのうち 3地域では MS8RF3 が対


照品種に比べて多く、逆に他の 2 地域では少なかったことから、常に一定の傾向を


示さないと考えられる（別添資料 5, p.22, 表 FBN95017）。また、千粒重については


2 地域（英国及びベルギー）において調査されたが、いずれの地域においても対照


品種との間にほとんど相違は認められなかった（別添資料 5, p.23, 表 FBN95018）。 


  


 隔離ほ場試験において、MS8RF3 と Drakkar の裂莢性について、その難易度を 5段


階評価（難 1-5 易）した結果、両者とも 4（やや易）であったことから、脱粒性は


同等であると考えられる（別添資料 6, p.4, 表 2）。 


 


 特定網室内において収穫した MS8RF3 及び Drakkar の種子を播種し、1週間後の発
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芽率を調査した結果、MS8RF3 は 100％（20/20 粒）、Drakkar は 85％（17/20 粒）の


発芽率が認められた（別添資料 7, p.18, 表 21）。また、Drakkar において発芽が認


められなかった種子については、土壌中から取り出した後テトラゾリウム法により


生死判定を行ない、死滅していることを確認した。播種 1 週間後において生存して


いる種子は全て発芽したことから、いずれも休眠性は極めて浅いと考えられる。 


 


⑥ 交雑率 


 隔離ほ場において、ミツバチの放飼環境下において MS8RF3 と隣接して栽培した


Drakkar、セイヨウナタネである樺太、また、B.juncea である黄カラシナへの除草


剤グルホシネート耐性形質の移行により評価した。各系統の収穫種子由来の幼植物


体に除草剤グルホシネートを散布し、耐性個体の割合を調査した結果、Drakkar に


おいて 18.4～21.2％、樺太において 3.1～7.3％、黄カラシナにおいて 0.1％の個体


が耐性を示した（別添資料 6, p.6, 表 1）。 


セイヨウナタネの他殖率は 5～30％（文献 34；66）と報告されており、Drakkar


及び樺太における耐性個体の比率はいずれも既往の知見を上回らなかった。また、


セイヨウナタネとB.junceaとの交雑性は0.3～1.1％（文献5）と報告されているが、


黄カラシナにおける耐性個体の比率についても、既往の知見を上回らなかった。 


 


⑦ 有害物質の産生性 


 特定網室内において、MS8RF3 の根から分泌され他の植物に影響を与えるものにつ


いては後作試験、植物体が内部に有し、枯死した後に他の植物に影響を与えるもの


については鋤込み試験、根から分泌され土壌微生物に影響を与えるものについては


土壌微生物相試験を行った。 


 


【後作試験】 


MS8RF3 及び Drakkar を約 2ヶ月間栽培した土壌に、検定植物としてダイコンを栽


培し、発芽率、草丈、根長、生重及び乾物重について比較した結果、いずれの項目


にも統計学的有意差は認められなかった（別添資料 7, p.6～7, 表 1～6）。よって、


MS8RF3は根から分泌され他の植物の生育に影響を及ぼす物質の産生性を新たに獲得


していないと考えられる。 


 


【鋤込み試験】 


播種後約 3ヶ月間栽培した MS8RF3 及び Drakkar の植物体乾燥粉末をそれぞれ 1％


混和した培土でダイコンを栽培し、発芽率、草丈、根長、生重及び乾物重を比較し


た結果、いずれの項目にも統計学的有意差は認められなかった（別添資料 7, p.10 


～11, 表 9～14）。よって、MS8RF3 は枯死した後に他の植物に影響を及ぼす物質の産


生性を新たに獲得していないと考えられる。 
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【土壌微生物相試験】 


 MS8RF3 及び Drakkar を約 2ヶ月間栽培した土壌を採取し、滅菌したリン酸緩衝液


で適宜希釈後、細菌及び放線菌については PTYG 培地、糸状菌についてはローズベン


ガル培地を用いて培養し、それぞれの菌数を比較した。その結果、いずれにおいて


も統計学的有意差は認められなかった（別添資料 7, p.13, 表 15～17）。よって、


MS8RF3は根から分泌され土壌微生物に影響を与える物質の産生性を新たに獲得して


いないと考えられる。 


 


 


3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 


 


（１） 使用等の内容 


  


食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこ


れらに付随する行為。 


 


（２） 使用等の方法 


  


 ― 


 


（３）承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方


法 


  


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止


するための措置 


  


緊急措置計画書を参照。 


 


（５） 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境


での使用等の結果 


  


 ― 


 


（６） 国外における使用等に関する情報 
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国外における承認状況を表 2 に、我が国における承認状況を表 3（p.32）にそれ


ぞれ示した。 


 


表 2 国外における承認状況 


国名  承認機関 承認時期 承認内容 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 規制外確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 飼料安全確認 MS8 


カナダ厚生省 1997 年 3 月 食品安全確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 規制外確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 飼料安全確認 RF3 


カナダ厚生省 1997 年 3 月 食品安全確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 規制外確認 


カナダ食品検査庁 1996 年 10 月 飼料安全確認 


カナダ 


MS8RF3 


カナダ厚生省 1997 年 3 月 食品安全確認 


米国農務省 1999 年 3 月 規制外確認 
MS8 


連邦食品医薬品局 1998 年 9 月 飼料・食品安全確認


米国農務省 1999 年 3 月 規制外確認 
RF3 


連邦食品医薬品局 1998 年 9 月 飼料・食品安全確認
米国 


MS8RF3 
親系統が承認された場合、そのスタック系統について承認は求
められない。 


オーストラリア・ニュージーラン


ド食品基準機関 
2002 年 5 月 


食品安全確認 
 


MS8 
オーストラリア遺伝子テクノロ


ジー規制機関 
2003 年 7 月 


環境安全確認 
（オーストラリアのみ） 


オーストラリア・ニュージーラン


ド食品基準機関 
2002 年 5 月 


食品安全確認 
 


RF3 
オーストラリア遺伝子テクノロ


ジー規制機関 
2003 年 7 月 


環境安全確認 
（オーストラリアのみ） 


オーストラリア及び


ニュージーランド 


MS8RF3 
親系統が承認された場合、そのスタック系統について承認は求
められない。 


旧指針：1999 年 11 月


法制化後：2005 年 4 月 
食品安全確認（油）※


2005 年 4 月 飼料安全確認 MS8 
ヨーロッパ委員会 
保健消費者保護総局


2007 年 3 月 
輸入及び加工（飼料又
は工業用目的） 


旧指針：1999 年 11 月


法制化後：2005 年 4 月 
食品安全確認（油）※


2005 年 4 月 飼料安全確認 RF3 
ヨーロッパ委員会 
保健消費者保護総局


2007 年 3 月 
輸入及び加工（飼料又
は工業用目的） 


旧指針：1999 年 11 月


法制化後：2005 年 4 月 食品安全確認（油）
※


2005 年 4 月 飼料安全確認 


EU 


MS8RF3 
ヨーロッパ委員会 
保健消費者保護総局


2007 年 3 月 
輸入及び加工（飼料又
は工業用目的） 


※ 食用油としての利用のみ 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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表 3 我が国における承認状況 


 承認機関 承認時期 承認内容 


厚生省 1998 年 12 月（旧指針）


厚生労働省 2001 年 3 月 
食品安全 


1999 年 2 月（旧指針） 
農林水産省 


2003 年 3 月 
飼料安全 


農林水産省 1998 年 7 月 隔離ほ場試験 


農林水産省 2002 年 11 月（旧指針） 環境安全 


MS8 


農林水産省/環境省 2006 年 9 月 環境安全 


厚生省 1998 年 12 月（旧指針）


厚生労働省 2001 年 3 月 
食品安全 


1999 年 2 月（旧指針） 
農林水産省 


2003 年 3 月 
飼料安全 


農林水産省 1998 年 7 月 隔離ほ場試験 


農林水産省 2002 年 11 月（旧指針） 環境安全 


RF3 


農林水産省/環境省 2007 年 4 月 環境安全 


厚生省 1997 年 12 月（旧指針）


厚生労働省 2001 年 3 月 
食品安全 


1997 年 12 月（旧指針）
農林水産省 


2003 年 3 月 
飼料安全 


農林水産省 1997 年 4 月 隔離ほ場試験 


MS8RF3 


農林水産省 1998 年 1 月（旧指針） 環境安全 


（注：本表に記載された情報に関る権利及び内容の責任は申請者にある。） 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 


 


 宿主が属する分類学上の種であるセイヨウナタネは、我が国では明治時代から栽


培されていたが、昭和 30 年代をピークに栽培が急激に減少し、それに伴い輸入量が


増え続け、今日では年間 200 万 t 以上が輸入されている（文献 57）。このように、


我が国では長期にわたるセイヨウナタネの使用等の実績があることから、生物多様


性影響評価実施要領の別表第三に基づき、宿主と比較して影響が高まっているか否


かを考慮することとする。 


  


1 競合における優位性 


 


（１） 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


我が国では北海道や本州で河原や線路沿いでのセイヨウナタネの群生（文献 80）


や、主なナタネの輸入港やその周辺でセイヨウナタネの生育が報告されている。し


かし、我が国では長期にわたるセイヨウナタネ種子の輸入経験があり、これまでに


も運搬の途中で種子のこぼれ落ちは起こっていたと考えられるが、セイヨウナタネ


が我が国の野生動植物等の個体や個体群の維持に影響を及ぼしたとする報告はない。


また、セイヨウナタネは、路傍、崖、河川敷などのように撹乱が定期的に起こる立


地条件でなければ、やがて多年生草本や潅木に置き換わることが知られている（文


献 58）。実際に、大規模にセイヨウナタネの商業栽培を行っている英国で行われた


調査において、人為的撹乱のない自然条件下では、野生化したセイヨウナタネは 2


～4年で消滅すると報告されている（文献 10）。また、同じく英国で行われた 3年間


にわたるモニタリング調査において、ほ場から逸出して群生したと考えられるセイ


ヨウナタネの個体群は 3 年目にはほぼ消滅したことが報告されている（文献 76）。


これらのことを踏まえて、MS8RF3 の競合における優位性に起因する生物多様性影響


を評価した。 


 


 競合における優位性に関わる形質として、我が国での隔離ほ場試験において、草


丈、一次分枝数、茎葉重（乾燥）、草型、抽だい期、開花期、成熟期、着莢率、莢長、


結実粒数、粒色、裂莢性、子実収量、千粒重及び越夏性について、宿主品種である


Drakkar と比較した（別添資料 6）。また、我が国での特定網室試験において、生育


初期の高温耐性、花粉の稔性及びサイズ、休眠性について、Drakkar と比較した（別


添資料 7）。 


その結果、隔離ほ場試験において、MS8RF3 の草丈、莢長及び結実粒数は Drakkar


に比べて低く、また、千粒重は Drakkar に比べて重く、それぞれ統計学的有意差が


認められた。また、茎葉重は MS8RF3 が Drakkar に比べて低く、一次分枝数は 1本の
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差で MS8RF3 が少なかった。MS8RF3 の抽だい期は 4 日、開花期は 5 日、成熟期は 2


日、いずれも Drakkar に比べて早かった。MS8RF3 の着莢率は Drakkar に比べて 3.0％


低く、子実収量は1.6gの差でMS8RF3がDrakkarに比べて低かった。（別添資料6, p.4, 


表 1,2）。子実収量及び千粒重の数値から一株当たり種子数を算出すると、MS8RF3 は


1.41×104個、Drakkar は 1.88×104個となり、MS8RF3 の方が少なかった。また、生


育初期における高温耐性（別添資料7, p.16, 表 20）、成体の越夏性（別添資料6, p.3）


及び裂莢性（別添資料 6, p.4, 表 2）について Drakkar との間に相違は認められな


かった。さらに、Drakkar と比較して花粉の稔性は同等でサイズについては統計学


的有意差がないことが確認された（別添資料 7, p.14～15）。休眠性については、特


定網室において栽培、収穫した MS8RF3 及び Drakkar の種子の発芽率を調査したが、


生存種子は播種 1週間後には全て発芽したことから、休眠性はいずれも極めて低く、


MS8RF3 は新たに高い休眠性を獲得していないことが確認された（別添資料 7, p.18, 


表 21）。 


なお、1995 年に国外の複数地域において、MS8RF3 の発芽及び苗立ち、草勢、開花


始期、成熟度、草丈、収量（kg/ha）及び千粒重について調査されており、発芽及び


苗立ち、草勢及び成熟度は、対照品種との間に相違は認められなかった。開花始期


は地域によって MS8RF3 と対照品種の間に 1～2 日の差が見られたが、顕著な相違は


認められなかった。また、草丈については 4 地域で調査されたが、そのうち 3 地域


において 5～14cm の差で MS8RF3 が高い値を示したが、1地域においては 1cm の差で


MS8RF3 が低かった。収量についても、MS8RF3 が高くなる地域と低くなる地域の両者


が認められ、常に一定の傾向は示さなかった。また、千粒重は調査された 2 地域の


いずれにおいてもほとんど相違は認められなかった（別添資料 5, p.21～22, 表


FBN95011,2,3,5,6,7,8）。 


以上から、生育及び形態の特性並びに種子の生産量に関して、MS8RF3 の競合にお


ける優位性を高めることを示唆する形質は認められなかった。 


 


MS8RF3 は改変 PAT 蛋白質により除草剤グルホシネート耐性を示す。本形質は除草


剤グルホシネートの存在下においてのみ生存に優位に作用するが、自然環境下にお


いて除草剤グルホシネートが散布されることは想定し難いため、本形質を有してい


ても競合における優位性を高めることはないと考えられる。また、交配親の MS8 に


は BARNASE 蛋白質による雄性不稔形質が、他方、RF3 には BARSTAR 蛋白質による稔


性回復性がそれぞれ付与されているため、F1 品種である MS8RF3 では、BARNASE 蛋白


質のリボヌクレアーゼ活性が BARSTAR 蛋白質によって抑制されて花粉を形成する。


しかし、MS8RF3 の花粉の稔性は宿主品種の Drakkar と同等であり、サイズについて


は統計学的有意差がないことが確認されている。よって、本形質は競合における優


位性を高めるものではないと考えられる。 
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以上のことから、競合における優位性に起因する生物多様性影響を受ける可能性


のある野生動植物等は特定されなかった。 


 


（２） 影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３） 影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、競合における優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはない


と判断した。 


 


2 有害物質の産生性 


 


（１） 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


MS8RF3 は、両交配親に由来する改変 PAT 蛋白質、交配親である MS8 に由来する


BARNASE 蛋白質、RF3 に由来する BARSTAR 蛋白質を有する。改変 PAT 蛋白質は高い基


質特異性を有しており、基質であるグルホシネート以外の化合物にアセチル基を転


移することは考え難い（文献 90）。よって、宿主の代謝系に影響し、新たに有害物


質を産生することはないと考えられる。また、BARNASE 蛋白質はリボヌクレアーゼ


活性を有し、宿主の RNA を分解するが、それ以外の基質に対する活性を有するとい


う報告はない。なお、MS8RF3 では、BARNASE 蛋白質は葯のタペート細胞において


BARSTAR 蛋白質と 1:1 で特異的に非共有結合し、そのリボヌクレアーゼ活性は阻害


される。また、BARSTAR 蛋白質はリボヌクレアーゼを阻害する以外の機能を有する


という報告はなく、植物中のリボヌクレアーゼに対する阻害作用も報告されていな


い。さらに、barnase 遺伝子及び barstar 遺伝子はプロモーターPTA29 の支配下にあ


り、タペート細胞以外の組織において発現することは考え難い。したがって、BARNASE


蛋白質及び BARSTAR 蛋白質が植物体内の他の代謝系に影響し、新たに有害物質を産


生することはないと考えられる。また、各蛋白質のアミノ酸配列に基づいて、包括


的な相同性検索及びアレルゲンエピトープ検索を行なったが、いずれにおいても既


知の毒素及びアレルゲンとの相同性は認めらなかった。 
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また、MS8RF3 の根から分泌され他の植物に影響を及ぼすものについては後作試験


（別添資料 7, p.6～7, 表 1～6）、植物体内部に有し、枯死した後に他の植物に影響


を及ぼすものについては鋤込み試験（別添資料 7, p.10～11, 表 9～14）、根から分


泌され土壌微生物相に影響を及ぼすものについては土壌微生物相試験（別添資料 7, 


p.13, 表 15～17）を行なった。その結果、いずれの調査項目においても、MS8RF3 と


Drakkar の間に統計学的有意差は認められなかった。 


 


 さらに、国外での調査において、MS8RF3 種子中のエルシン酸及びグルコシノレー


ト含量は、カノーラ品種として規定される範囲内であることが確認されている（別


添資料 5, p.23, 表 FBN95019）。 


 


 以上から、有害物質の産生性に起因する影響を受ける可能性のある野生動植物等


は特定されなかった。 


 


（２） 影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


 


（３） 影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと


判断した。 


 


3 交雑性 


 


（１） 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 


 我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとして、セ


イヨウナタネ、B.rapa、B.juncea、B.nigra 及び R.raphanistrum が挙げられる。セ


イヨウナタネは明治時代に米国やヨーロッパから輸入された栽培種である。また、


B.rapa 及び B.juncea は我が国において栽培種として古くから利用されているが、


栽培由来の外来種である（文献 43）。なお、現在全国的に分布している B.juncea は


第二次世界大戦後に帰化したものが広がったものと考えられている（文献 55）。さ
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らに、B.nigra 及び R.raphanistrum は明治以降に人為的影響により我が国に侵入し


た外来種である。このように、いずれも栽培等に由来する帰化植物と考えられ、交


雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されなか


った。 


 


（２） 影響の具体的内容の評価 


 


 ― 


  


（３） 影響の生じやすさの評価 


 


 ― 


 


（４） 生物多様性影響が生ずるおそれの有無の判断 


 


 以上から、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 


 


4 その他の性質－1 


 


 第二、3（交雑性）に挙げた我が国に自生するセイヨウナタネ及びその近縁種はい


ずれも外来種であり、交雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生


動植物等としては特定されなかった。しかし、MS8RF3 と近縁種が交雑した場合、①


雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性、②交雑により浸


透した導入遺伝子が負担となり近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息す


る昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす可能性が考えられた。 


 


 我が国の隔離ほ場試験において MS8RF3 の交雑性について調査し、MS8RF3 がセイ


ヨウナタネ及び B.juncea への交雑率に関する既往の知見を上回っていないことを


確認した。よって、セイヨウナタネと近縁種の交雑性及び種間雑種が優占化する可


能性について、既往の知見に基づき検討した。 


 


1)セイヨウナタネとの交雑性 


隔離ほ場で行なわれた交雑率の調査において、ミツバチの放飼条件下で MS8RF3


と隣接して栽培されたセイヨウナタネ品種の Drakkar 及び樺太への除草剤グルホ


シネート耐性の移行は、それぞれ 18.4～21.2％及び 3.1～7.3％であった（別添資


料 6, p.6, 表 1）。これらの結果は、セイヨウナタネの他殖率に関する既往の知見


である 5～30％（文献 34；58；66)を上回るものではなかった。 
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2) B.rapa との交雑性 


セイヨウナタネと B.rapa の交雑率については 0.4～1.5％（文献 75）、0.2％（文


献 97）、6.5～7.1％（文献 95）等の報告がある。また、F1 の生存率は平均で 2％


以下であり（文献 75）、B.rapa とセイヨウナタネの雑種の花粉の稔性が平均で 41


～53％に減少すること(文献 38)が報告されている。さらに、F2 及び BC 世代での


適応度についても、品種・集団間に差異があるものの、全体的に低くなると報告


されている（文献 31）。 


 


3) B.juncea との交雑性 


隔離ほ場試験において、ミツバチの放飼条件下で MS8RF3 と隣接して栽培された


B.juncea（黄カラシナ）への除草剤グルホシネート耐性の移行は 0.1％であった（別


添資料 6, p.6, 表 1）。 


セイヨウナタネとの交雑性に関しては、国外のセイヨウナタネほ場周辺で雑種


が発生しているのが確認されている。交雑率は、生育するセイヨウナタネと


B.juncea の比率に依存し、B.juncea とセイヨウナタネを 1:1 の割合で栽培した場


合には 0.3～1.1%（文献 5）、セイヨウナタネのほ場内に 12 個体の B.juncea を栽


培した場合には 3％（文献 39）の雑種形成率が報告されている。隔離ほ場試験で


認められた交雑率は、これらの知見を上回っていなかった。 


また、雑種の花粉稔性は 0～28％であり、種子の生産量も少ない（文献 22）。


また、セイヨウナタネを雌株として得られた雑種は弱く、生育遅延が認められ、


生育段階で死に至ると報告されている（文献 9）。さらに、BC 世代でも同様に初


期生育遅延や個体数の減少が報告されている（文献 69）。他方、B.juncea を雌株


として得られた雑種の栄養生長は旺盛であるが、着莢率、結実粒数、千粒重や子


実収量などは劣り、減数分裂に異常が見られ、花粉稔性も 20％程度に低下すると


報告されている（文献 9）。 


 


4) B.nigra との交雑性 


セイヨウナタネと B.nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において


雑種形成は確認されなかった（文献 5）。さらに人工交配によっても、ほとんど雑


種は得られないか（文献 4）、または全く得られなかったことが報告されている（文


献 7；42）。また、雑種が形成されたとしても花粉の稔性は高くても 3.1％であり、


完全に不稔になるものも報告されている。さらに、F1 をセイヨウナタネによって


戻し交配した場合の結実率（結実数／授粉した花）は 0.9％であり、B.nigra によ


って戻し交配した場合の結実率は 0.06％であった。また、これらの種子は萎縮し


ており、温室内においても発芽しなかった（文献 4）。このように、得られた雑種


の稔性は低く、F2 や BC 世代を得るのは難しいと考えられる（文献 74）。 
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5) R.raphanistrum との交雑性 


セイヨウナタネと R.raphanistrum の交雑和合性に関しては、R.raphanistrum


とセイヨウナタネを 1:600 の割合で栽培した場合、0.05％（95%信頼限界：0.006


～0.2％）の雑種形成が報告されている（文献 11）。しかし、実際のほ場における


自然交雑は極めて稀（文献 71；95）であり、また、R.raphanistrum がごくありふ


れた雑草となっているスイスにおける調査でも、セイヨウナタネのほ場近くに自


生するR.raphanistrumの個体群からセイヨウナタネとの雑種は確認されなかった


（文献 88）。他方、人工交配や胚培養（文献 42）、あるいは細胞質雄性不稔系統（文


献 3；20）を用いてセイヨウナタネと R.raphanistrum の雑種を作出することがで


きる。しかし、得られた雑種の稔性は著しく低かったことが報告されている（文


献 3；20；42）。 


 


以上から、MS8RF3 と近縁種が交雑し、自然環境下で雑種後代が優占化して他の野


生植物種の個体群を駆逐する可能性は、宿主品種の属する種であるセイヨウナタネ


と同様に低いと考えられる。 


 


他方、導入遺伝子が負担となり近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性につ


いては、改変bar遺伝子及びbarstar遺伝子を有する組換えセイヨウナタネとB.rapa


の雑種に、除草剤グルホシネートによる選抜を加えつつ B.rapa を 3 回戻し交配して


得られた BC3 世代における耐性個体と非耐性個体との比較において、それぞれの花


粉稔性、発芽後の生存性及び種子生産量等に顕著な差は認められなかったと報告さ


れている（文献 83）。よって、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子が負担となり、


短期的に種間雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。また、


barnase 遺伝子を獲得した植物体は雄性不稔形質を示すが、優性の雄性不稔形質を


有する植物体は世代を重ねるにつれ集団内から速やかに失われることが報告されて


いる(文献 41)ことから、barnase 遺伝子が近縁種の個体群中に浸透し、個体群の維


持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 


 


また、barnase 遺伝子はプロモーターPTA29 によりタペート細胞で発現して細胞を


破壊し、花粉形成を阻害するが、仮に barnase 遺伝子がプロモーターPTA29 の支配


を外れ、植物中で構成的に発現するプロモーターを獲得したとしても、その発現カ


セットを付与された植物体はリボヌクレアーゼの影響で正常に生育できないか、死


に至ると考えられる。さらに、部位特異的のような誘導的プロモーターを獲得した


場合でも、植物体の調節機能が正常に働かず、正常に生育する可能性は低いと考え


られる。よって、これらのような植物体が自然条件下で正常に生育し、継続的にそ


の遺伝子が後代に引き継がれる可能性は低い。したがって、これらの遺伝子が近縁
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種の個体群中に浸透する可能性は低いと考えられる。 


 


以上から、MS8RF3 と近縁種が交雑した場合、①雑種後代が優占化して他の野生植


物種の個体群を駆逐する可能性、②交雑により浸透した導入遺伝子が負担となり近


縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維


持に影響を及ぼす可能性は、いずれも極めて低く、生物多様性影響が生ずるおそれ


はないと判断した。 


 


5 その他の性質－2 


 


MS8RF3 は MS8 と RF3 を交配した F1 品種として栽培され、F2 世代の種子が収穫さ


れるが、F2 世代には、MS8 及び RF3 と同様の性質を有すると考えられる、MS8RF3 が


分離して生じた種子が含まれる。したがって、第一種使用規程に従い MS8RF3 を使用


した場合に、MS8 及び RF3 と同様の性質を有する種子が我が国の環境に放出される


ことになる。しかしながら、MS8 は 2006 年 9 月に、RF3 は 2007 年 4 月に、それぞれ


農林水産省及び環境省より、第一種使用等（食用又は飼料用に供するための使用、


栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為）の承認が得られて


おり、第一種使用等により生物多様性影響が生ずる可能性は極めて低いと判断した。 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 


 


我が国では、セイヨウナタネは河原や線路沿いでの群生が報告されている。また、


我が国では長期にわたるセイヨウナタネ種子の輸入経験があり、これまでにも運搬


の途中で種子のこぼれ落ちは起こっていたと考えられるが、セイヨウナタネが我が


国の野生動植物等に影響を及ぼしたとする報告はなされていない。さらに、人為的


撹乱のない自然条件下では、ほ場から逸出して野生化したと考えられるセイヨウナ


タネの個体群は短期間で消滅することが報告されている。 


 


 我が国での隔離ほ場試験及び特定網室試験において、MS8RF3 の形態及び生育の特


性、生育初期における高温耐性、成体の越夏性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生


産量、脱粒性及び休眠性について調査した結果、競合における優位性を高めること


を示唆する形質は認められなかった。 


MS8RF3 は改変 PAT 蛋白質により除草剤グルホシネート耐性を示す。本形質は除草


剤グルホシネートの存在下においてのみ生存に優位に作用するが、自然環境下にお


いて除草剤グルホシネートが散布されることは想定し難いため、本形質を有してい


ても競合における優位性を高めることはないと考えられた。また、交配親の MS8 に


は BARNASE 蛋白質による雄性不稔形質が、他方、RF3 には BARSTAR 蛋白質による稔


性回復性がそれぞれ付与されているため、F1 品種である MS8RF3 では、BARNASE 蛋白


質のリボヌクレアーゼ活性が BARSTAR 蛋白質によって抑制されて花粉を形成する。


しかし、MS8RF3 の花粉の稔性は宿主品種の Drakkar と同等であり、サイズについて


は統計学的有意差がないことが確認されている。よって、本形質は競合における優


位性を高めるものではないと考えられた。 


 以上から、競合における優位性に起因して生物多様性影響が生ずるおそれはない


と判断した。 


 


改変 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており、宿主の代謝系に影響して新たに


有害物質を産生することは考え難い。また、BARNASE 蛋白質はリボヌクレアーゼ活


性を有し、宿主の RNA を分解するが、それ以外の基質に対する活性を有するという


報告はない。なお、MS8RF3では、BARNASE蛋白質は葯のタペート細胞においてBARSTAR


蛋白質と 1:1 で特異的に非共有結合し、そのリボヌクレアーゼ活性は阻害される。


また、BARSTAR 蛋白質はリボヌクレアーゼを阻害する以外の機能を有するという報


告はなく、植物中のリボヌクレアーゼに対する阻害作用も報告されていない。さら


に、barnase 遺伝子及び barstar 遺伝子はプロモーターPTA29 の支配下にあり、タペ


ート細胞以外の組織において発現することは考え難い。これらのことから、BARNASE


蛋白質及び BARSTAR 蛋白質が宿主の他の代謝系に影響し、新たに有害物質を産生す


ることはないと考えられた。さらに、各蛋白質のアミノ酸配列に基づいて相同性検
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索を行なった結果、いずれにおいても既知のアレルゲンとの相同性は認められなか


った。 


 また、我が国の特定網室において、MS8RF3 の有害物質の産生性について、後作試


験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験を行なった結果、いずれの調査項目において


も宿主品種である Drakkar との間に統計学的有意差は認められなかった。 


 さらに、国外での調査において、MS8RF3 のエルシン酸及びグルコシノレート含量


はカノーラ品種として規定される範囲内であることが確認されている。 


 以上から、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと


判断した。 
 


我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとして、セ


イヨウナタネ、B.rapa、B.juncea、B.nigra 及び R.raphanistrum が挙げられる。し


かし、いずれも外来種であり、交雑性に関して影響を受ける可能性のある野生動植


物等は特定されない。よって、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれは


ないと判断した。 


 


しかし、MS8RF3 と近縁種が交雑した場合、①雑種後代が優占化して他の野生植物


種の個体群を駆逐する可能性、②導入遺伝子が負担となり近縁種の個体群が縮小し、


それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす可能性


について検討した。 


MS8RF3 の交雑性については、我が国での隔離ほ場試験においてセイヨウナタネ及


び B.juncea への交雑率が調査され、既往の知見を上回らないことが確認されている。


また、セイヨウナタネと近縁種の交雑性及び雑種が優占化する可能性については、


第二、4 に詳述したように、種々の生殖的隔離障壁が存在することから、自然条件


下で雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性は極めて低い


と考えられた。 


他方、導入遺伝子が負担となり近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性につ


いては、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子を有するセイヨウナタネと B.rapa の戻


し交配後代における除草剤グルホシネート耐性個体と非耐性個体との比較において、


花粉稔性、発芽後の生存性及び種子生産量等に顕著な相違は認められなかったとの


報告があることから、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子が負担となり、短期的に


種間雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられた。また、barnase


遺伝子を獲得した植物体は雄性不稔形質を示すが、優性の雄性不稔形質を有する植


物体は世代を重ねるにつれ集団内から速やかに失われることが報告されていること


から、barnase 遺伝子が近縁種の個体群中に浸透し、個体群の維持に影響を及ぼす


可能性は低いと考えられた。 


また、barnase 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下で葯のタペート細胞におい
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て発現して細胞を破壊し、花粉形成を阻害するが、仮に barnase 遺伝子がプロモー


ターPTA29 の支配を外れ、植物中で構成的に発現するプロモーターや部位特異的の


ような誘導的プロモーターを獲得した場合でも、植物体はリボヌクレアーゼの影響


で死に至るか、調節機能が正常に働かず、正常に生育する可能性は低いと考えられ


る。よって、そのような植物体が自然条件下で正常に生育し、継続的にその遺伝子


が後代に引き継がれる可能性は低い。したがって、本遺伝子が近縁種の個体群中に


浸透する可能性は低いと考えられた。 


  
F1 品種である MS8RF3 の収穫種子（F2 世代）には、MS8 及び RF3 と同様の性質を


有すると考えられる、MS8RF3 が分離して生じた種子が含まれるため、第一種使用規


程に従い MS8RF3 を使用した場合に、そのような種子が我が国の環境に放出されるこ


とになる。しかしながら、MS8 及び RF3 については、農林水産省及び環境省より、


第一種使用等（食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び


廃棄並びにこれらに付随する行為）の承認が得られており、第一種使用等により生


物多様性影響が生ずる可能性は極めて低いと判断した。 


 


以上を総合的に評価し、MS8RF3 を第一種使用規程に従って使用した場合に生物多


様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
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緊 急 措 置 計 画 書（栽培目的の場合） 
 


                                                平成 16年8月18日 
 
                                          


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
                         代表取締役社長 ローレンス ユー 
 
                                          住所 東京都港区高輪4-10-8 
 
  
 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回
復性セイヨウナタネ(改変bar, barnase, barstar, Brassica napus L.) (MS8RF3, OECD UI 
ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6) (以下、「MS8RF3」とする。)の第一種使用において、もし、生
物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において確認されたならば、弊社は適切に
当該影響を防止するため、以下の措置をとることとする。 
 
1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 
 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。危機
対策本部は、研究開発本部長を本部長とし、バイオサイエンスグループリーダーを事務局と
して、広報担当者を含む各部門から構成される。 
  
2 第一種使用等の状況の把握の方法 
  
 弊社は我が国へのMS8RF3種子の輸入者、MS8RF3種子を配給した我が国の種苗会社、その種
子を買った我が国の農家や栽培者、配給した種子の量及び時期を可能な限り特定する。 
  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周
知するための方法 
   


 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記2で明ら
かにしたMS8RF3種子の輸入者、我が国の種苗会社、農家や栽培者に生物多様性影響に関して
情報提供を行い、当該影響を防止するために適切な措置を講ずることを通知する。さらに、
弊社は可能な限りにおいてMS8RF3種子を我が国に配給している、又はその可能性のある国の
種苗会社及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが確認されたこと及び当該影響を
防止する措置に関して通知する。 
 
4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための
具体的な措置の内容 
 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記2及び3で明
らかにした個人や団体に、MS8RF3を不活性化する措置か、さもなくばMS8RF3の環境への放出
を防止するための措置及びすでに環境に放出されたMS8RF3の拡散を防止する措置について連
絡、指導する。 
 
5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
   


 MS8RF3が我が国の生物多様性に影響を与えるおそれがあると認められた場合には、速やか
に農林水産省農産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のた
めの社内における組織体制及び連絡窓口を報告する。 
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緊 急 措 置 計 画 書（食用、飼料用に供する場合） 
 


                                                平成 16年8月18日 
                                        


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
                         代表取締役社長 ローレンス ユー 
 
                                          住所 東京都港区高輪4-10-8 
 
  
 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び稔性回
復性セイヨウナタネ(改変bar, barnase, barstar, Brassica napus L.)、(MS8RF3, OECD UI:
 ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6) (以下、「MS8RF3」とする。)の第一種使用において、もし、生
物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において確認されたならば、弊社は適切に
当該影響を防止するため、以下の措置をとることとする。 
 
1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 
 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。危機
対策本部は、研究開発本部長を本部長とし、バイオサイエンスグループリーダーを事務局と
して、広報担当者を含む各部門から構成される。 
  
2 第一種使用等の状況の把握の方法 
  
 弊社はMS8RF3穀粒の我が国への輸入業者、我が国においてMS8RF3穀粒を配給した業者、輸
入したMS8RF3穀粒の量及び時期を可能な限り特定する。 
  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周
知するための方法 
   


 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記2で明ら
かにしたMS8RF3穀粒の我が国への輸入業者及び我が国における配給業者に当該影響を防止す
るために適切な措置を講ずることを通知する。さらに、弊社は可能な限りにおいてMS8RF3穀
粒を我が国に配給している、又はその可能性のある国の配給業者及び農業者団体に生物多様
性影響が生ずるおそれが確認されたこと及び当該影響を防止する措置に関して通知する。 
 
4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための
具体的な措置の内容 
 
 確認された明確な生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記2及び3で明
らかにした個人や団体に、MS8RF3を不活性化する措置か、さもなくばMS8RF3の環境への放出
を防止するための措置及びすでに環境に放出されたMS8RF3の拡散を防止する措置について連
絡、指導する。 
 
5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
   


 MS8RF3が我が国の生物多様性に影響を与えるおそれがあると認められた場合には、速やか
に農林水産省農産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のた
めの社内における組織体制及び連絡窓口を報告する。 


 








 1 


 
 
 
 
 
 


第一種使用規程承認申請書 ·········································································· 4 
 
第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 ········································ 5 
1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 ······································ 5 


(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 ································· 5 
① 和名、英名及び学名 ····································································· 5 
② 宿主の品種名 ·············································································· 5 
③ 国内及び国外の自然環境における自生地域 ······································· 5 


(2) 使用等の歴史及び現状 ········································································ 6 
① 国内及び国外における第一種使用等の歴史 ······································· 6 
② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 ································· 7 


(3) 生理学的及び生態学的特性 ·································································· 8 
イ 基本的特性 ···················································································· 8 
ロ 生息又は生育可能な環境の条件 ························································· 8 
ハ 捕食性又は寄生性 ··········································································· 8 
ニ 繁殖又は増殖の様式 ········································································ 8 


① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 ······································· 8 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は


器官からの出芽特性 ······································································· 9 
③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性


及びアポミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度 ······················ 9 
④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 ·················11 


ホ 病原性 ·························································································11 
ヘ 有害物質の産生性 ··········································································11 
ト その他の情報 ··············································································· 12 


2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 ············································· 13 
(1) 供与核酸に関する情報 ······································································ 13 


イ 構成及び構成要素の由来 ································································ 13 
ロ 構成要素の機能 ············································································ 17 


① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の


供与核酸の構成要素それぞれの機能 ················································ 17 
② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及


び当該蛋白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白


除草剤グルホシネート及びグリホサート耐性並びに雄性不稔及び稔性回復性セイ


ヨウナタネ（改変 bar, 改変 cp4 epsps, 改変 gox v247, barnase, barstar, Brassica napus 
L.）（MS8×RF3×RT73, OECD UI: ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6×MON-ØØØ73-7）
（MS8、RF3 及び RT73 それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当


該セイヨウナタネから分離した後代系統のもの（既に第一種使用規程の承認を受け


たものを除く。）を含む。）申請書等の概要 







 2 


質と相同性を有する場合はその旨 ··················································· 17 
③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 ································ 20 


(2) ベクターに関する情報 ········································································ 22 
イ 名称及び由来 ················································································ 22 
ロ 特性 ···························································································· 22 


① ベクターの塩基数及び塩基配列 ···················································· 22 
② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 ······················ 26 
③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関  


する情報 ······················································································ 26 
(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 ··························································· 26 


イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 ·················································· 26 
ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 ·················································· 26 
ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 ····················································· 27 


① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 ·············································· 27 
② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウム


の菌体の残存の有無 ······································································ 27 
③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確


認した系統、隔離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に


必要な情報を収集するために用いられた系統までの育成の経過 ············· 27 
(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 ····· 29 


① 移入された核酸の複製物が存在する場所 ········································· 29 
② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複


数世代における伝達の安定性 ·························································· 29 
③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接している


か離れているかの別 ······································································ 29 
④ （6）の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での


個体間及び世代間での発現の安定性 ················································ 29 
⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物


等に伝達されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 ········· 30 
(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 ·· 30 
(6) 宿主又は宿主に属する分類学上の種との相違 ········································· 30 


① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学


的特性の具体的内容 ······································································ 30 
② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作


物と宿主の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場


合はその程度 ··············································································· 34 
a. 形態及び生育の特性 ································································· 35 
b. 生育初期における低温又は高温耐性 ············································ 35 
c. 成体の越冬性又は越夏性 ··························································· 37 







 3 


d. 花粉の稔性及びサイズ ······························································ 37 
e. 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 ··································· 37 
f. 交雑率 ···················································································· 38 
g. 有害物質の産生性 ···································································· 39 


3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 ·············································· 40 
(1) 使用等の内容 ···················································································· 40 
(2) 使用等の方法 ···················································································· 40 
(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の


方法 ································································································ 40 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止


するための措置 ················································································· 40 
(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境


での使用等の結果 ·············································································· 40 
(6) 国外における使用等に関する情報 ························································ 40 


 
第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 ······················································ 42 
1 競合における優位性 ············································································ 42 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 ······································ 42 
(2) 影響の具体的内容の評価 ····································································· 44 
(3) 影響の生じやすさの評価 ····································································· 44 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 ······································ 44 


2 有害物質の産生性 ··············································································· 44 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 ······································ 44 
(2) 影響の具体的内容の評価 ····································································· 46 
(3) 影響の生じやすさの評価 ····································································· 46 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 ······································ 46 


3 交雑性 ······························································································· 46 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 ······································ 46 
(2) 影響の具体的内容の評価 ····································································· 46 
(3) 影響の生じやすさの評価 ····································································· 46 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 ······································ 47 


4 その他の性質 ······················································································ 47 
 
第三 生物多様性影響の総合的評価 ····························································· 52 
 
参考文献 ································································································· 55 
別添資料の内容 ························································································ 65 
 
緊急措置計画書 ························································································ 66 







 4 


第一種使用規程承認申請書 
 


平成 22 年 11 月 18 日 
 
 
 
農林水産大臣  鹿野 道彦 殿 
環 境 大 臣  松本 龍 殿 
 
 


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
 申請者 代表取締役社長 ギャビン マーチャント 


    印 
住所 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 


 
 
 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規


制による生物の多様性の確保に関する法律第 4 条第 2 項の規定により、次のとおり


申請します。 
 
 
遺伝子組換え生物等の


種類の名称 
除草剤グルホシネート及びグリホサート耐性並びに


雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変 bar, 
改変 cp4 epsps, 改変 gox v247, barnase, barstar, 
Brassica napus L.）（MS8×RF3×RT73, OECD UI: 
ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6×MON-ØØØ73-7）
（MS8、RF3 及び RT73 それぞれへの導入遺伝子の組


合せを有するものであって当該セイヨウナタネから


分離した後代系統のもの（既に第一種使用規程の承


認を受けたものを除く。）を含む。） 
遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 
食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、


保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為 
遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 
― 
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第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 
 
1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 
 
(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


 
① 和名、英名及び学名 
 
 和名： セイヨウナタネ 
 英名： Oilseed Rape 
 学名： Brassica napus L. 
 
② 宿主の品種名 
 
 除草剤グルホシネート及びグリホサート耐性並びに雄性不稔及び稔性回復性セイ


ヨウナタネ（改変 bar, 改変 cp4 epsps, 改変 gox v247, barnase, barstar, Brassica napus 
L.）（MS8×RF3×RT73, OECD UI: ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6×MON-ØØØ73-7）
（以下、「本スタック系統」とする。）の各系統親の作出に用いた宿主の品種名は以


下の通りである。 
 
－ 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウナタネ（改変 bar, barnase, 


Brassica napus L.）（MS8, OECD UI: ACS-BNØØ5-8）（以下、「MS8」とする。）：宿


主は、春播きセイヨウナタネ品種 Drakkar である。 
－ 除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変 bar, barstar, 


Brassica napus L.）（RF3, OECD UI: ACS-BNØØ3-6）（以下、「RF3」とする。）：宿主


は、春播きセイヨウナタネ品種 Drakkar である。 
－ 除草剤グリホサート耐性セイヨウナタネ（改変 cp4 epsps, 改変 gox v247, Brassica 


napus L.）（RT73, OECD UI: MON-ØØØ73-7）（以下、「RT73」とする。）：宿主は春


播きセイヨウナタネ品種 Westar である。 
 
③ 国内及び国外の自然環境における自生地域 
  
 セイヨウナタネ（B. napus）は、アブラナ科アブラナ属の B. rapa（在来ナタネ、


カブ、ハクサイ、コマツナ等）とキャベツなどが属する B. oleracea との交雑の結果


できた複二倍体種である（角田, 2001）。原産地は交雑親の B. rapa と B. oleracea の分


布が重なる北ヨーロッパと考えられており、現在は、世界中にその分布が見られる


（稲永, 2000）。セイヨウナタネは、路傍、崖、河川敷などのように撹乱が定期的に
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起こる立地条件でなければ、やがて多年生草本や潅木に置き換わることが知られて


いる（OECD, 1997）。 
 セイヨウナタネは、肥培管理が行われなくても道路沿い、空き地等で生育が可能


であることが知られており、我が国でも北海道や本州で河原や線路沿いに群生が確


認されている（清水ら, 2001）。また、主なナタネの輸入港やその周辺でセイヨウナ


タネの生育が報告されている（独立行政法人 国立環境研究所, 2009; 農林水産省消


費・安全局 農産安全管理課, 2010）。 
 
 また、我が国に分布するセイヨウナタネの近縁の野生種として、B. rapa、B. juncea
（カラシナ）、B. nigra（クロカラシ）、Raphanus sativus L. var. raphanistroides Makino
（ハマダイコン）、R. raphanistrum（セイヨウノダイコン）、Hirschfeldia incana（ダイ


コンモドキ）及び Sinapis arvensis（ノハラガラシ）が挙げられる（角田, 2001; 環境


省, 2002; 中井, 2003）。 
 B. rapa は、古くから栽培種として利用されている（Kihara, 1969）が、雑草性の亜


種あるいは変種の形成は報告されていない（竹松・一前, 1993）。現在では、耕作地


の周囲などに比較的小さな群落が見られるほか、景観作物としても利用され、河川


敷の公園などに大きな群落が見られる（松尾ら, 2005）。B. juncea も我が国では古く


から栽培種として利用されてきた（Kihara, 1969）が、戦後広まったものはそれとは


別に、ヨーロッパや北アメリカから入ったものと推測されており、現在では全国に


分布し、耕作地や荒地、路地でその自生が見られる（中井, 2003）。B. nigra は明治以


降に帰化した外来種（村上・鷲谷, 2002）で、現在では北海道から九州に分布し、ハ


ーブとして栽培されているが、ときに野生化している（清水ら, 2001; 中井, 2003）。
R. sativus L. var. raphanistroides Makino はハツカダイコンが野生化したもので、各地


の海浜の砂地に生育する（清水ら, 2001）。R. raphanistrum、H. incana 及び S. arvensis
はいずれも近年になって我が国に帰化した外来種で、全国に分布している（中井, 
2003）。 
 
（2）使用等の歴史及び現状 
 
① 国内及び国外における第一種使用等の歴史 
 
 セイヨウナタネとその近縁作物の使用等の歴史は古く、紀元前 2000～1500 年の古


代インドの記述や、紀元前 500～200 年のギリシャ、ローマ及び中国の記述に記され


ている（Downey and Röbbelen, 1989）。また、ヨーロッパでのほ場規模での栽培は 13
世紀にベルギーで始まったとされている（角田, 2001）。 
 
 アジア及びヨーロッパにおいては、古くからセイヨウナタネや B. rapa 等の種子か
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ら油が搾られ、灯火用として広く使用されていた（志賀, 1981）。また、ヨーロッパ


では蒸気機関の潤滑油として使用されるようになり、このことがヨーロッパでのセ


イヨウナタネ栽培の進展を促したといわれている。さらに、第二次世界大戦時に、


カナダは軍艦の蒸気機関の潤滑油を補給する目的で栽培を始めた（角田, 2001）。 
 
 元来、セイヨウナタネ種子から採られた油は、心筋の脂肪症や繊維症を引き起こ


すことが報告されているエルシン酸（新谷, 1995）や家畜の甲状腺肥大効果のあるグ


ルコシノレートといった有害物質を含むことが知られており、食用や飼料としては


不向きであると考えられていた。しかし、カナダにおける品種改良により低エルシ


ン酸で低グルコシノレートであるカノーラ品種が育成されるに至り、現在ではサラ


ダ油、ショートニング、マーガリン等の食用油として広く利用され、また、搾油粕


は家畜飼料として利用されている（角田, 2001; 稲永, 2000）。 
  
 我が国においては、古くから B. rapa が栽培され、江戸時代には燈油や食用油の原


料として大規模に栽培されていた。一方、セイヨウナタネは明治時代に米国やヨー


ロッパから輸入されて栽培されるようになり、B. rapa よりも耐病性に優れ、多収で


油分含量も多いことから全国に広まり、B. rapa の栽培は少なくなっていった（杉山, 
2001）。 
  
 しかし、その後の我が国におけるセイヨウナタネ栽培は、イネ栽培の早期化によ


る作期の重なりや農民の他業種への就労のため急速に衰退し、現在は搾油のために


商業的に栽培されることはほとんどない（稲永, 2000）。なお、近年、菜の花の景観


植物としての利用や、化石燃料の代替としてナタネ油を利用しようとする動きが見


られる。 
 
② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 
 
 セイヨウナタネは、B. rapa に比べて耐寒性は劣るが耐病性及び収量性に優れてお


り、西部・中部ヨーロッパ、日本、韓国のように寒さが極端には厳しくない肥沃な


土地で栽培されている（角田, 2001）。我が国では、以前は水田裏作のために移植栽


培が主流であったが、今日では労働生産性の高い直播栽培が一般的である（稲永, 
2000）。 
 
 2009 年におけるナタネ種子（Rapeseed）の世界総生産量は約 6163 万 t であり、主


な生産国は、中国（1350 万 t）、カナダ（1183 万 t）、インド（720 万 t）であった（FAOSTAT）。
我が国には、2009 年に油脂原料としてナタネ種子約 207 万 t が輸入され、主な輸入


先はカナダ（約 196 万 t）、次いでオーストラリア（約 12 万 t）であった（農林水産
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省, 2010）。 
 
（3）生理学的及び生態学的特性 
 
イ 基本的特性 
 
 セイヨウナタネは種子繁殖する一年生植物である。 
 
ロ 生息又は生育可能な環境の条件 
 
 セイヨウナタネは休眠の打破、抽苔の開始、花芽の分化に低温を必要とする秋播


き品種と、それを必要としない春播き品種とに分けられる（稲永, 2000）。春播き品


種の生育適温は 12～30℃である（OECD, 1997）。また、セイヨウナタネは他の作物


に比べ酸性土に強く、耐湿性も強いが、重粘土や砂質で乾燥のはなはだしい土壌は


適さない。発芽時には過湿を嫌うが、生育時には多くの水分が必要である。我が国


では、品種を選ぶことによりどこでも栽培可能である（志賀, 1981）。 
 
ハ 捕食性又は寄生性 
 
      
 
ニ 繁殖又は増殖の様式 
 
① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 
 
 セイヨウナタネは 1 つの莢の中に多数の種子ができ、種子が成熟して乾燥した莢


は莢柄の部分より裂開して種子を放出する（志賀, 1981）。乾燥した莢は、わずかな


物理的刺激により裂開し種子を飛散させやすい（稲永, 2000）。したがって、脱粒性


は比較的高いと考えられる。 
 
 種子の休眠性について、成熟したセイヨウナタネ種子はほとんど休眠性を示さな


い（Lutman, 1993; Pekrun et al., 1998）が、発芽に不適な環境下では休眠を誘発され


る場合がある（二次休眠）。二次休眠は、極端な変温、土壌水分の不足及び長期間の


暗条件（Pekrun et al., 1997b）並びに酸素欠乏（Pekrun et al., 1998）など発芽に不適


な環境下に曝された場合に誘発されることがある。これらの獲得された休眠性は、


例えば 12℃や 20℃といった比較的一定の温度条件下で休眠状態を保つ（Pekrun et al., 
1997a）が、2～4℃の低温条件（Gulden et al., 2000）、変温条件（Pekrun et al., 1998）
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などによって覚醒される。  
 セイヨウナタネの種子の寿命は比較的長いが、採種条件や保存条件によって異な


ることが知られている。後熟後に乾燥状態で貯蔵した場合には 6 年を経過しても


80％以上の発芽率を示すが、未熟種子では発芽力の低下が早く、室内に放置すると


3 年目には発芽力がなくなる（小河原, 1943; 志賀, 2001）。また、貯蔵中の種子の寿


命には特に相対湿度が影響し、相対湿度 70～80％のときは 100～120 日で発芽力を


失うが、20％程度の乾燥状態では 30℃の高温でも約 4 年を経過しても 80％以上の発


芽率を保つ（志賀, 2001）。 
 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官から


の出芽特性 
 
セイヨウナタネは種子繁殖を行い、自然条件下において他の器官からの繁殖は観


察されない。 
 
③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミ


クシスを生ずる特性を有する場合はその程度 
 
 セイヨウナタネは自家不和合性を持たず、自家受粉によって種子を作ることが多


い。風媒や虫媒による他殖率は 5～30％と報告されている（Hühn and Rakow, 1979; 
Rakow and Woods, 1987; OECD, 1997）。我が国での試験結果でも、栽植状況や距離で


異なるが、平均して 27％程度の他殖率が認められている（田坂, 1943）。 
 
 我が国に分布する近縁種のうち、セイヨウナタネと交雑可能な近縁種として、B. 
rapa、B. juncea（カラシナ、タカナ、ザーツァイ等）、B. nigra（クロカラシ）、R. 
raphanistrum（セイヨウノダイコン）、H. incana（ダイコンモドキ）及び S. arvensis
（ノハラガラシ）が挙げられる（OGTR, 2008; 環境省, 2002）。B. rapa は栽培由来の


外来種である（Kihara, 1969）。B. juncea も栽培種に由来する外来種である（Kihara, 
1969）が、戦後広まったものはそれとは別に、ヨーロッパや北アメリカから入った


ものと推測されている（中井, 2003）。B. nigra、R. raphanistrum、H. incana、S. arvensis
はいずれも明治以降に我が国に帰化した外来種である（村上・鷲谷, 2002; 中井, 2003; 
環境省, 2002）。 
 
 セイヨウナタネと B. rapa については、種間雑種が形成されるという報告がある


（Bing, 1991; 志賀, 2001）。英国で行われたモニタリング調査において、商業用セイ


ヨウナタネ栽培ほ場付近に自生する B. rapa から採種して調べた結果、芽生えた苗の


うち、雑種は 0.4～1.5％（Scott and Wilkinson, 1998）又は 0.2％（Wilkinson et al., 2000）
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であった。また、除草剤耐性セイヨウナタネの商業栽培ほ場付近で採取した B. rapa
の集団から 13.6％の雑種が、また、B. rapa とセイヨウナタネを混在して栽培した場


合、6.5～7.1％の雑種が報告されている（Warwick et al., 2003）。我が国で両者の交互


畦栽培を行い同時開花部分に結実した種子を調査したところ、B. rapa では 2％、他


方、セイヨウナタネでは 10％の雑種を生じたと報告されている（小此木, 1934）。 
 
 セイヨウナタネと B. juncea は交雑親和性があり、栽培条件下で種間雑種を生ずる


ことが報告されている（Bing, 1991; Frello et al., 1995; Bing et al., 1996; Jørgensen et al., 
1998; Bielikova and Rakousky, 2001）。また、セイヨウナタネが花粉源となる場合やセ


イヨウナタネと B. juncea が近隣に生育している場合には、3～4.7％の交雑率が報告


されている（Bing et al., 1991; Jørgensen et al., 1996）が、逆に B. juncea が花粉親とな


る場合には交雑率が低くなることが報告されている（Jørgensen et al., 1996; Jørgensen 
et al., 1998）。 
 セイヨウナタネと B. nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において雑


種形成は確認されないことが報告されている（Bing et al., 1996）。また、人工交配に


よってもほとんど雑種は得られないか（Bing, 1991）、又は全く得られなかったこと


が報告されている（Kerlan et al., 1992; Brown and Brown, 1996）。 
 
 セイヨウナタネと R. raphanistrum の交雑性に関しては、ほ場での調査において、


セイヨウナタネを種子親とした場合は 3.8×10-8～5.1×10-4％、R. raphanistrum を種


子親とした場合は 1×10-7～3.1×10-5％等の雑種形成率の報告があり（Rieger et al., 
2001; Chevre et al., 2000; Warwick et al., 2003）、雑種形成の可能性は極めて低い


（OGTR, 2008）。また、R. raphanistrum がごくありふれた雑草となっているスイスに


おける調査でも、セイヨウナタネのほ場近くに自生する R. raphanistrum の個体群か


ら、セイヨウナタネとの雑種は確認されなかった（Thalmann et al., 2001）。 
 
 セイヨウナタネと H. incana については、セイヨウナタネが花粉親となる場合に交


雑し得ることが知られているが、雑種が形成される可能性は低い（OGTR, 2008）。
フランスで行なわれた調査では、セイヨウナタネと H. incana を 625：1 の割合で栽


培した場合、H. incana に形成された種子のうち雑種は 1.5％であったと報告されて


いる（Lefol et al., 1996b）。 
 
 セイヨウナタネと S. arvensis の交雑性については、雄性不稔セイヨウナタネと S. 
arvensis を花粉媒介昆虫の放飼条件下で栽培した場合（Lefol et al., 1996a）や、花粉


源となる他のナタネ類から隔離した状態で栽培した場合（Chevre et al., 1996）には、


0.012～0.18％の交雑率が認められた。他方、花粉稔性のあるセイヨウナタネと S. 
arvensis を花粉媒介昆虫の放飼条件下で栽培した場合、或いは、特に制限を設けない
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通常のほ場条件では、S. arvensis から採種した 290 万粒の生存種子の中に雑種は認め


られなかった（Lefol et al., 1996a）。 
 
④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 
 
 セイヨウナタネは1花あたり約6～7万粒の花粉を生産する。花粉は黄色で、三つに


縦にくびれた楕円形をしている。大きさはおよそ長径39～37µm、短径22～20µmで


ある（藤原, 1935; 志賀, 2001）。また、セイヨウナタネの花粉は重く粘性がある（OECD, 
1997）。 
 
 セイヨウナタネの花粉は風又は主にミツバチなどの昆虫により媒介される


（Williams et al., 1986; Paul et al., 1995; Timmons et al., 1995; OECD, 1997; Thompson et 
al., 1999）。風媒による花粉の移動距離については、殆どの花粉は10 m以上移動する


ことはなく、花粉源からの離れるに伴い減少する（Scheffler et al., 1993; Timmons et al., 
1995; Thompson et al., 1999）。セイヨウナタネ花粉の拡散範囲は数メートルから360 m
であるが、1.5 kmの時点でも確認されている例もあり（Timmons et al., 1995）、花粉


の拡散距離は環境的・地形的条件によって様々である。また、ミツバチは通常巣の


周辺の植物間を移動するが（Rieger et al., 1999）、巣から2 km離れた地点までミツバ


チの集団が確認されていること（Ramsay et al., 1999）や、除草剤耐性セイヨウナタ


ネを用いて行った調査において、1～2 km地点で0.2％、2.5～3 km地点で0.15％の交


雑率が報告されていること（Rieger et al., 2002）から、セイヨウナタネの商業栽培が


大規模に行われているような地域においては、虫媒による花粉の拡散は広範囲に及


ぶ可能性が示唆される。 
 
 セイヨウナタネの花粉の寿命は、環境条件、特に気温と湿度に依存する。実験室


の調整された環境下では 24 時間から 1 週間生存できることが報告されている


（Mesquida and Renard, 1982）。また、自然条件下では 4～5 日間で徐々に減少すると


される（Rantio-Lehtimaki, 1995）。 
 
ホ 病原性 
 
      
 
へ 有害物質の産生性 
 
 セイヨウナタネの種子中にはエルシン酸とグルコシノレートが比較的高い濃度で


含まれている。エルシン酸は 13 位にシス二重結合を持つ不飽和脂肪酸で実験動物に
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おいて心筋の脂肪症や繊維症を引き起こすことが知られている（新谷, 1995）。また、


グルコシノレートは甲状腺肥大を引き起こすことが知られている（角田, 2001）。し


かし、カナダにおける品種改良により低エルシン酸で低グルコシノレートである品


種が育成された結果、食用油として、また、搾油粕は飼料用として用いられるよう


になった（角田, 2001; 稲永, 2000）。なお、精油中のエルシン酸含量が 2％未満でグ


ルコシノレート含量が油粕1 g当たり30 µmol未満の品種は一般にカノーラ品種と呼


ばれており（OECD, 2001）、Drakker や Westar もカノーラ品種の一つである。 
 


ト その他の情報 
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2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 
 
（1）供与核酸に関する情報 
 
イ 構成及び構成要素の由来 
 
 本スタック系統の親系統 MS8、RF3 及び RT73 の作出に用いられた供与核酸の構


成及び構成要素の由来をそれぞれ表 1～3（p.14～16）に示した。 
 


MS8 及び RF3 には野生型 bar 遺伝子を改変した bar 遺伝子、RT73 には野生型 cp4 
epsps 遺伝子を改変した cp4 epsps 遺伝子及び野生型 gox 遺伝子を改変した gox 遺伝


子が導入されており、以下これらの遺伝子をそれぞれ「改変 bar 遺伝子」、「改変 cp4 
epsps 遺伝子」及び「改変 gox v247 遺伝子」とし、発現する蛋白質をそれぞれ「改変


PAT 蛋白質」、「改変 CP4 EPSPS 蛋白質」及び「改変 GOX v247 蛋白質」とする。 
 
MS8 及び RF3 中で発現する改変 PAT 蛋白質は、野生型 bar 遺伝子がコードする野


生型 PAT 蛋白質を、植物で使用頻度の高いコドンに適合するために N 末端のコドン


GTG を ATG に、また、翻訳の効率を上げるために 2 番目のコドン AGC を GAC に


改変したものである。GTG→ATGの改変では実際に翻訳されるアミノ酸はメチオニ


ンのまま変化していないが、AGC→GACの改変により、セリンからアスパラギン酸


に変化している。 
また、RT73 中で発現する改変 CP4 EPSPS 蛋白質は、野生型の CP4 EPSPS 蛋白質


と比較して、N 末端配列 2 番目のセリンがロイシンに改変されているが、この改変


はN末端側にクローニングの過程でSphIの制限酵素切断部位を作るために行われた。 
 さらに、RT73 中で発現する改変 GOX v247 蛋白質は、グリホサート分解活性を高


めるために、N 末端配列 84 番目のアミノ酸であるグリシンがセリンに、153 番目の


アミノ酸であるアルギニンがリジンに、334 番目のアミノ酸であるアルギニンがヒ


スチジンにそれぞれ置換されている。
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表 1 MS8 の作出に用いられたプラスミド pTHW107 の構成要素 


構成要素 サイズ 
(kbp) 由来及び機能 


barnase 遺伝子発現カセット 
PTA29 1.51 Nicotiana tabacum（タバコ）由来の葯特異的遺伝子 TA29 のプ


ロモーターで、葯のタペート細胞において発現を誘導する


（Seurinck et al., 1990）。 
barnase 0.34 Bacillus amyloliquefaciensに由来し、RNA分解酵素（BARNASE


蛋白質）をコードする遺伝子。PTA29 の支配下で葯のタペー


ト細胞において発現し、雄性不稔形質を付与する（Hartley, 
1988） 。 


3’nos 0.26 pTiT37 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転


写を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる（Depicker et 
al., 1982）。 


改変 bar 遺伝子発現カセット 
PSsuAra 1.73 Arabidopsis thaliana（シロイヌナズナ）に由来し、RuBisCo


小サブユニット遺伝子のプロモーターで緑色組織において


発現を誘導する（Krebbers et al., 1988）。 
改変 bar 0.55 Streptomyces hygroscopicus に由来するホスフィノトリシン・


アセチル基転移酵素（改変 PAT 蛋白質）をコードする遺伝子


で、除草剤グルホシネート耐性を付与する（Thompson et al., 
1987）。野生型 PAT 蛋白質の N 末端の 2 つのコドンは ATG と


GAC にそれぞれ置換されている。 
3’g7 0.21 pTiB6S3由来のノパリン合成酵素遺伝子の3’非翻訳領域で転


写を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる（Velten and 
Schell, 1985; Dhaese et al., 1983）。 


その他 
RB 0.03 pTiB6S3 由来の T-DNA の右側境界（Gielen et al., 1984）。 
LB 0.03 pTiB6S3 由来の T-DNA の左側境界（Gielen et al., 1984）。 
Sm/Sp 1.01 Escherichia coli（大腸菌）に由来し、ストレプトマイシン／


ス ペクチノマイシ ン耐性を付与する aminoglycoside 
adenyltransferase をコードする領域（Fling et al., 1985）。 


barstar 0.27 B. amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼインヒビタ


ー（BARSTAR 蛋白質）をコードする。BARSTAR 蛋白質は


BARNASE 蛋白質と特異的に結合し、その活性を阻害する


（Hartley, 1988）。 
pVS1ori 3.78 Pseudomonas sp.由来のプラスミド pVS1（Itoh et al., 1984）の


複製起点を含む領域。 
pBRori 1.16 E. coli（大腸菌）由来のプラスミド pBR322 の複製起点を含


む領域（Bolivar et al., 1977）。 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。）
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表 2 RF3 の作出に用いられたプラスミド pTHW118 の構成要素 


構成要素 サイズ 
(kbp) 由来及び機能 


barstar 遺伝子発現カセット 
PTA29 1.51 N. tabacum（タバコ）由来の葯特異的遺伝子 TA29 のプロモー


ターで、葯のタペート細胞において発現を誘導する（Seurinck 
et al., 1990）。 


barstar 0.27 B. amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼインヒビタ


ー（BARSTAR 蛋白質）を産生する。BARSTAR 蛋白質は


BARNASE 蛋白質と特異的に結合し、その活性を阻害する


（Hartley, 1988）。 
3’nos 0.26 pTiT37 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転


写を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる（Depicker et 
al.,1982）。 


改変 bar 遺伝子発現カセット 
PSsuAra 1.73 A. thaliana（シロイヌナズナ）に由来し、RuBisCo 小サブユニ


ット遺伝子のプロモーターで緑色組織において発現を誘導


する（Krebbers et al., 1988）。 
改変 bar 0.55 S. hygroscopicus に由来するホスフィノトリシン・アセチル基


転移酵素（改変 PAT 蛋白質）をコードする遺伝子で、除草剤


グルホシネート耐性を付与する（Thompson et al., 1987）。野


生型 PAT 蛋白質の N 末端の 2 つのコドン GTG と AGC は、


ATG と GAC にそれぞれ置換されている。 
3’g7 0.21 pTiB6S3 由来のノパリン合成酵素遺伝子の 3’非翻訳領域で転


写を終結させ、3’ポリアデニル化を生じさせる（Velten and 
Schell, 1985; Dhaese et al., 1983）。 


その他 
RB 0.03 pTiB6S3 由来の T-DNA の右側境界（Gielen et al., 1984）。 
LB 0.03 pTiB6S3 由来の T-DNA の左側境界（Gielen et al., 1984）。 
Sm/Sp 1.01 E. coli（大腸菌）に由来し、ストレプトマイシン／スペクチ


ノマイシン耐性を付与する aminoglycoside adenyltransferaseを
コードする領域（Fling et al., 1985）。 


barstar 0.27 B. amyloliquefaciens に由来し、リボヌクレアーゼインヒビタ


ーをコードする。BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質と特


異的に結合し、その活性を阻害する（Hartley, 1988）。 
pVS1ori 3.78 Pseudomonas sp.由来のプラスミド pVS1（Itoh et al., 1984）の


複製起点を含む領域。 
pBRori 1.16 E. coli（大腸菌）由来のプラスミド pBR322 の複製起点を含


む領域（Bolivar et al., 1977）。 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 
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表 3 RT73 の作出に用いられたプラスミド PV-BNGT04 の構成要素 
構成要素 由来及び機能 


改変 gox v247 遺伝子発現カセット 
P-FMV Figwort mosaic virus の 35S プロモーター（Gowda et al., 1989; Richins et al., 


1987; Sheperd et al., 1987）。目的遺伝子の全組織での恒常的発現に関与す


る。 
Arab-SSU1A 
/CTP1 


Arabidopsis の ribulose-1,5-bisphosphate carboxylase の small subunit 1A の葉


緑素輸送ペプチド配列の N 末端配列（Timko et al., 1988）。目的蛋白質を


葉緑体へと輸送する。 
改変 gox v247 Ochrobacterum anthropi LBAA 株由来のグリホサート分解酵素（glyphosate 


oxidoreductase；GOX）の変異体（Barry et al., 1994; Woodward et al., 1994）。
グリホサートをアミノメチルホスホン酸（AMPA）とグリオキシレートに


分解する。 
E9 3' エンドウの rbcS E9 遺伝子の 3’非翻訳領域で改変 gox v247 及び改変 cp4 


epsps 遺伝子のポリアデニル化を終結させる（Coruzzi et al., 1984; Morelli et 
al., 1985）。 


改変 cp4 epsps 遺伝子発現カセット 
P-FMV Figwort mosaic virus の 35S プロモーター（Gowda et al., 1989; Richins et al., 


1987; Sheperd et al., 1987）。目的遺伝子の全組織での恒常的発現に関与す


る。 
AEPSPS/CTP2 Arabidopsis の EPSPS 遺伝子の葉緑素輸送ペプチド配列の N 末端配列 


（Klee et al., 1987）。目的蛋白質を葉緑体へと輸送する。 
改変 cp4 epsps Agrobacterium sp. strain CP4 由来の 5-エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸


合成酵素（EPSPS）遺伝子（Padgette et al., 1993）。除草剤グリホサートに


高い耐性を持つ改変 CP4 EPSPS 蛋白質を発現する。 
E9 3' エンドウの rbcS E9 遺伝子の 3’非翻訳領域で改変 gox v247 及び改変 cp4 


epsps 遺伝子のポリアデニル化を終結させる（Coruzzi et al., 1984; Morelli et 
al., 1985）。 


その他の構成要素 
Right Border 
(RB) 


pTiT37 プラスミドに由来する制限フラグメントであり、Agrobacterum 
tumefaciens から植物ゲノムへの T-DNA の導入を開始する（Depicker et al., 
1982）。 


Left Border 
(LB) 


Octopine Ti プラスミド pTiA6 に由来する制限フラグメントで、25 bp の


T-DNA 左境界を含む（Barker et al., 1983）。  
ori-V 広域ホストプラスミドRK2に由来するAgrobacteriumでの複製起点セグメ


ント（Rogers et al., 1987）。 
ori-322 pBR322 由来で、E. coli 中における PV-BNGT04 の複製開始点（Sutcliffe, 


1979）。 
aadA トランスポゾン Tn 7 由来の、アミノグリコシド改変酵素である 3'(9)-O-


ヌクレオチジルトランスフェラーゼの細菌プロモーター、コード領域及


びターミネーター。スペクチノマイシン及びストレプトマイシン耐性を


付与する（Fling et al., 1985）。（GenBank accession X03043） 
rop プライマー蛋白質のリプレッサーをコーディングしている配列。E.coli 内


でプラスミド数を維持する（Giza and Huang, 1989）。 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する。） 
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ロ 構成要素の機能 
 
① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸


の構成要素それぞれの機能 
 
 MS8、RF3 及び RT73 の作出に用いられた供与核酸の構成要素の機能は、表 1～3
（p.14～16）にそれぞれ示した。 
 
② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋


白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有す


る場合はその旨 
 
改変 PAT 蛋白質 
 作物は窒素代謝の過程で、硝酸塩の還元、アミノ酸の分解、光呼吸等によりアン


モニアを生成する。生成されたアンモニアの無毒化にはグルタミン合成酵素が中心


的役割を果たしているが、除草剤グルホシネートを散布すると、グルタミン合成酵


素が阻害されてアンモニアが蓄積し、作物は枯死に至る。 
改変 bar 遺伝子産物の改変 PAT 蛋白質は、グルホシネートをアセチル化して N-


アセチルグルホシネートとし、グルホシネートのグルタミン合成酵素への阻害作用


を不活性化する。これによりアンモニアは蓄積されず、除草剤グルホシネートを散


布しても作物が枯死しない。 
 


改変 CP4 EPSPS 蛋白質 
 除草剤グリホサートは、非選択的な除草剤であるラウンドアップの有効成分で、


芳香族アミノ酸の生合成経路であるシキミ酸経路中の酵素の一つである 5-エノール


ピルビルシキミ酸-3-リン酸合成酵素（EPSPS）（E.C.2.5.1.19）と特異的に結合してそ


の活性を阻害する（Steinrüken and Amrhein, 1980; Haslam, 1993）。そのため、植物は


グリホサートを処理するとEPSPS活性が阻害されることにより蛋白質合成に必須の


芳香族アミノ酸を合成できなくなり枯れてしまう。RT73 の目的遺伝子である改変


cp4 epsps遺伝子は除草剤グリホサートに高い耐性を持つ改変CP4 EPSPS蛋白質を発


現する。改変 cp4 epsps 遺伝子によって産生される改変 CP4 EPSPS 蛋白質は、グリ


ホサート存在下でも活性阻害を受けないため、結果として本蛋白質を発現する組換


え植物ではシキミ酸経路が正常に機能して生育することができる。 
  
改変 GOX v247 蛋白質 
 土壌中でグリホサートは微生物によって分解・活性化される。これは微生物中の


グリホサート分解酵素（Glyphosate Oxidoreductase; GOX）が、グリホサートを殺草
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活性がないアミノメチルホスホン酸（AMPA）とグリオキシレートへと分解するた


めであり、これまでにグリホサートを分解する多数のグラム陰性菌やグラム陽性菌


で見いだされている（Pipke and Amrhein, 1988; Jacob et al., 1988）。そこで、グリホサ


ートからAMPAとグリオキシレートへの分解能を持つと推定される微生物の中から、


最も高いグリホサート分解能を示した Ochrobacterium anthropi（旧分類名：


Achromobactor sp.）LBAA 株を選抜し、gox 遺伝子を単離した（Hallas et al., 1988; Barry 
et al., 1994）。Ochrobacterium anthropi LBAA 株は植物根圏中に最も多く存在する微生


物の一つとして報告されており（Joos et al., 1988）、Ochrobacterium anthropi LBAA 株


は、グリホサートを炭素源やリン源として利用することができることが分かってい


る（Barry et al., 1994）。 
  
BARNASE 蛋白質 
 花粉形成は葯内で高度に制御されたプロセスで行われる。葯の組織のひとつであ


るタペート細胞は、花粉形成時及びその後の花粉の発育のために栄養供給を行う重


要な役割を果たしている。それゆえ、タペート細胞の欠落は雄性不稔の主な原因で


あると考えられている（Kaul, 1988）。 
barnase 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下で葯のタペート細胞において一本


鎖 RNA 分子を加水分解するリボヌクレアーゼ（BARNASE 蛋白質）を発現し、それ


によりタペート細胞内の RNA が分解されて細胞が破壊され、花粉形成を阻害する


（Drews and Goldberg, 1989; Hartley, 1989; Mariani et al., 1990）。 
 
BARSTAR 蛋白質 
 MS8 における barnase 遺伝子と同様に、barstar 遺伝子はプロモーターPTA29 の支


配下にあり、葯のタペート細胞において BARSTAR 蛋白質を発現する。BARSTAR
蛋白質は BARNASE 蛋白質の細胞内阻害物質であり、BARNASE 蛋白質と 1：1 で特


異的に非共有結合し、BARNASE 蛋白質のリボヌクレアーゼ活性を阻害する


（Smeaton and Elliott, 1967; Hartley and Smeaton, 1973; Hartley, 1989）。 
一代雑種品種（F1 品種）は、固定品種に比べて強健で生産力が高く、斉一性に優


れるといった特長をもつ（濃沼, 2005）が、セイヨウナタネのように自殖可能な作物


では、自殖による種子形成も行なわれるため、確実に他殖による F1 種子を得ること


は困難である。そこで、barnase 遺伝子の発現により雄性不稔を示す MS8 を種子親、


barstar遺伝子により稔性回復性を有する示すRF3を花粉親として交配させることに


より、効率的に F1 種子を得ることができる（図 1, p.17）。その F1 世代では、BARSTAR
蛋白質が BARNASE 蛋白質の作用を抑制して花粉稔性を回復させる（Mariani et al., 
1992）ため、自殖で高収量の種子生産が可能となる。 
なお、MS8 と RF3 のスタック系統、除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔及び


稔性回復性セイヨウナタネ（改変 bar, barnase, barster, Brassica napus L.）（MS8RF3, 
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OECD UI: ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6）（以下、「MS8RF3」とする）については、


2007 年 8 月に第一種使用規程承認を得ている。 


 
 
 
図 1 雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネによる F1 品種作出の概略図 


（注：本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 


 
 
 改変 PAT 蛋白質、BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質の各アミノ酸配列につ


いて、2009 年にデータベース（AllergenOnline）に登録されているアミノ酸との比較


を行った結果、いずれについても既知の毒素又はアレルゲンとの相同性は認められ


なかった。 
また、改変CP4 EPSPS蛋白質及び改変GOX v247 蛋白質が、既知のアレルゲンと機


能上重要なアミノ酸配列を共有するかどうか、アレルゲンデータベース（AD_20091）


を用いてFASTA型アルゴリズム及びALLERGENSEARCH型アルゴリズムによって


比較したが、既知アレルゲンと構造的に類似性のある配列を有していなかった。 
 
 
 
③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 
                                                   
1 FARRP (Food Allergy Research and Resource Program) Allergen Online database (FARRP, 2009) 
に 2009 年 1 月の時点で登録されていた配列からなるデータベース。 


MS8（種子親） 
葯のタペート細胞で発現す
る BARNASE 蛋白質により
花粉は形成されない。 


RF3（花粉親） 
葯 の タ ペ ー ト 細 胞 で
BARSTAR 蛋白質を発現する。 


F1 雑種 
BARSTAR 蛋白質によって BARNASE 蛋
白質活性が阻害され、稔性が回復する。 
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改変 PAT 蛋白質 
改変PAT蛋白質は、グルホシネートにアセチル基を転移して不活性化させる酵素


である。グルホシネートはL-アミノ酸に分類されるが、改変PAT蛋白質が各種アミノ


酸にアセチル基を転移することはなく、特に構造が類似しているグルタミン酸にも


親和性はほとんどなく、生体内において実質的に転移反応を生ずることはない


（Thompson et al., 1987）。また、過剰の各種アミノ酸の存在下においても改変PAT蛋
白質のグルホシネートへのアセチル基転移反応は阻害されないことが報告されてい


る（Wehrmann et al., 1996）。よって、改変PAT蛋白質はグルホシネートに高い基質特


異性を有し、宿主の代謝系に影響を及ぼすことはないと考えられる。 
 
改変 CP4 EPSPS 蛋白質 
 EPSPS は植物や微生物に特有の芳香族アミノ酸を生合成するためのシキミ酸経路


を触媒する酵素の一つであり、植物中では葉緑体又は色素体に存在する


（Della-Cioppa et al., 1986）。シキミ酸経路は植物の固定する炭素の 5 分の 1 に関与す


ると考えられる重要な代謝経路である（Haslam, 1974; Haslam, 1993）。本経路はその


第一段階に関与する 3- デオキシ -D- アラビノ - ヘプツロン酸 -7- リン酸


（3-deoxy-D-arabino-heptulonate-7-phoshate, DAHP）合成酵素によって調節を受けて制


御されるが、DAHP から EPSPS が触媒する 5-エノールピルビルシキミ酸-3-リン酸


（EPSP）の生成を経てコリスミ酸が生成されるまでの段階では、中間代謝物質や最


終生成物によって阻害されたり抑制される可能性が極めて低いことが明らかにされ


ている（Weiss and Edwards, 1980; Herrmann, 1983）。このことは EPSPS が本経路にお


ける律速酵素ではないことを示唆しており、したがって、EPSPS 活性が増大しても、


本経路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることはないと考えられてい


る。実際に、通常の 40 倍の EPSPS を生成する植物細胞において、芳香族アミノ酸


が過剰に合成されないことが報告されており（Smart et al., 1985）、加えて、モンサン


ト社がこれまでに製品化した除草剤ラウンドアップ耐性作物（ダイズ、ワタ、トウ


モロコシ）の食品/飼料安全性の評価の過程で、それら組換え作物種子中のアミノ酸


組成を調べて、シキミ酸経路の最終産物である芳香族アミノ酸含量に元の非組換え


作物との間で相違のないことが確認されている。これらのことは、EPSPS が本経路


における律速酵素でないことを支持している。また、EPSPS はホスホエノールピル


ビン酸（PEP）とシキミ酸-3-リン酸（S3P）から、EPSP と無機リン酸（Pi）を生ず


る可逆的反応を触媒する酵素であり（Levin and Sprinson, 1964）、これらの基質と特


異的に反応することが知られている（Gruys et al., 1992）。これら以外に唯一 EPSPS
と反応することが知られているのは S3P の類似体であるシキミ酸であるが、その反


応性は S3P との反応性の 200 万分の 1 にすぎず、生体内で基質として反応するとは


考えられない。 







 21 


 
改変 GOX v247 蛋白質 
 GOX 蛋白質は、グリホサートを AMPA とグリオキシレートに分解する反応を触


媒する酵素である。GOX 蛋白質は基質特異性が高く、基質であるグリホサート以外


に GOX 蛋白質と反応することが知られている化合物は構造が類似しているイミノ


二酢酸（IDA）と 2-メチルグリホサートであるが（Padgette et al., 1994）、これらの化


合物が植物体内に存在するという報告はない。なお、RT73 で発現している改変 GOX 
v247 蛋白質は、グリホサート分解活性を高める目的で GOX 蛋白質と比べてアミノ


酸が 3 ヶ所変換されているが、改変 GOX v247 蛋白質を発現する RT73 の成分分析を


行った結果、対照の非組換えセイヨウナタネと相違は認められておらず、改変 GOX 
v247 蛋白質の基質特異性は GOX 蛋白質と同様であると考えられた。 
 


BARNASE 蛋白質 
葯特異的プロモーターPTA29 の支配下にある barnase 遺伝子を導入したセイヨウ


ナタネの葯において、タペート細胞のみが特異的に破壊されることが確認されてお


り（Mariani et al., 1990）、他の組織で発現することは考え難い。タペート細胞は花粉


形成の四分子期に最も発達し、小胞子の発達とともに退化・崩壊する（高畑, 2005）。
よって、barnase 遺伝子がタペート細胞以外の組織において発現し、BARNASE 蛋白


質が植物体の代謝経路へ影響を及ぼす可能性は極めて低いと考えられる。 
 
BARSTAR 蛋白質 
 barstar 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配下にあるため、タペート細胞以外の


組織で発現することは考え難い。また、BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質と 1：
1 で特異的に非共有結合し、その複合体の安定性は高い（Martinez et al., 1995）。さら


に、細菌と糸状菌のリボヌクレアーゼには、構造及び配列に相同性が認められてい


るため、これらの酵素についても BARSTAR 蛋白質と相同の阻害物質が存在すると


期待されるが、このような阻害物質が知られているのは Bacillus intermedius によっ


て産生されるリボヌクレアーゼ BINASE 蛋白質のみである。BINASE 蛋白質は


BARNASE 蛋白質と高い相同性（85％）を有し、BARSTAR 蛋白質に阻害される


（Yakovlev et al., 1995）。また、BARNASE 蛋白質とのアミノ酸配列の相同性は 20～
25％に過ぎないが、類似の立体構造を有する Streptomyces の細胞外リボヌクレアー


ゼ（Hill et al., 1983）も BARSTAR 蛋白質で阻害されることが報告されている（Hartley 
et al., 1996）。しかし、植物中のリボヌクレアーゼに対する BARSTAR 蛋白質の阻害


作用は報告されていない。以上から、BARSTAR 蛋白質が宿主の代謝系に影響を及


ぼすことはないと考えられる。 
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（2） ベクターに関する情報 
 
イ 名称及び由来 
 


MS8： E.coli 由来の pGSV1 を基に構築されたバイナリーTi プラスミド pTHW107
（図 2, p.23）。 


RF3： E.coli 由来の pGSV1 を基に構築されたバイナリーTi プラスミド pTHW118
（図 3, p.24）。 


RT73： E.coli 由来のプラスミド pBR322 などから構築されたプラスミドベクター


PV-BNGT04（図 4, p.25）。 
 
ロ 特性 
 
① ベクターの塩基数及び塩基配列 
 


pTHW107：12,622 bp 
pTHW118：12,508 bp 
PV-BNGT04：11,491 bp 
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図 2 pTHW107 のプラスミド地図 
図中の bar は改変 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 


T-DNA領域 
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図 3 pTHW118 のプラスミド地図 
図中の bar は改変 bar 遺伝子を示す。 


（注：本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 


T-DNA領域 
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図 4 PV-BNGT04 のプラスミド地図 
（注：本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任は日本モンサント株式会社に帰属する。） 


aadA 


改変 cp4 epsps 


11491 bp 


改変 gox v247 
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② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 
 


pTHW107、pTHW118 及び PV-BNGT04 の各構成要素については、それぞれ表 1
～表 3（p.14～16）に示した。 
なお、pTHW107 及び pTHW118 の外骨格の barstar 遺伝子は pGSV1 に構築された


ものであるが、この目的は pTHW107 を構築する過程で大腸菌を用いて barnase 遺伝


子をプラスミド上に導入する際に、たとえ植物用のプロモーターを用いていても、


少量の BARNASE 蛋白質が発現して大腸菌が死んでしまうため、この活性を抑制す


るために利用された。 
 
③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 
  
 pTHW107、pTHW118 及び PV-BNGT4 の感染性はいずれも知られていない。 
 
（3）遺伝子組換え生物等の調製方法 
 
イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


 
MS8： pTHW107 上の T-DNA 領域は、barnase 遺伝子発現カセット及び改変 bar


遺伝子発現カセット[PTA29]-[barnase]-[3’nos]-[PSsuAra]-[改変 bar]-[3’g7]で
構成される（図 2, p.23）。 


RF3： pTHW118 上の T-DNA 領域は、barstar 遺伝子発現カセット及び改変 bar
遺伝子発現カセット[PTA29]-[barstar]-[3’nos]-[PSsuAra]-[改変 bar]-[3’g7]で
構成される（図 3, p.24）。 


RT73： PV-BNGT04 の T-DNA 領域は FMV プロモーターによって制御される改


変 gox v247 遺伝子発現カセット[P-FMV]-[Arab-SSU1A/CTP1]-[改変 gox 
v247]-[E9 3’] 及 び 改 変 cp4 epsps 遺 伝 子 発 現 カ セ ッ ト


[P-FMV]-[AEPSPS/CTP2]-[改変 cp4 epspsp]-[E9 3’]で構成される（図 4, p.25）。 
 


ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 
 
 宿主内への核酸の移入は、MS8、RF3 及び RT73 のいずれもアグロバクテリウム法


を用いて行われた。 
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ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 
 
① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 


 
核酸が移入された細胞の選抜は、以下を添加した培地を用いて行った。 


MS8：グルホシネート 
RF3：グルホシネート 
RT73：グリホサート 


 
② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウム菌体の残


存の有無 
  
 MS8 及び RF3 については、形質転換後カルベニシリンを含む培地で培養し、アグ


ロバクテリウム菌体を除去した。また、MS8、RF3 にアグロバクテリウム菌体の残


存がないことは、カルベニシリンを含まない培地上で培養し、アグロバクテリウム


のコロニーが形成されないことにより確認した。 
 また、RT73 については、カルベニシリン及びパロモマイシンを含む培地で培養す


ることによりアグロバクテリウムを除去した。なお、RT73 にアグロバクテリウム菌


体が残存していないことは、カルベニシリン及びパロモマイシン無添加の培地に


RT73 を移した後に、その培地上でアグロバクテリウムのコロニーが形成されていな


いことを観察することで確認した。 
 
③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系


統、隔離ほ場に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集す


るために用いられた系統までの育成の経過 
  
 MS8 及び RF3 については、形質転換後再生させた各植物体について、各目的形質


及び農業形質等に関して総合的に選抜された。 
 RT73 については、得られた再生個体について挿入遺伝子や改変 CP4 EPSPS 蛋白


質の発現量の解析により更に選抜を進め、人工気象室、温室試験を経て、ほ場での


実際のグリホサート耐性及び農業形質などから総合的に判断して RT73 が選抜され


た。 
 
 本スタック系統の育成の経過を図 5（p.28）に示した。なお、本申請の対象は、


MS8、RF3 及び RT73 の三系交雑により作出された本スタック系統の当代及びその後


代である。 
 また、各親系統及び本スタック系統の我が国における申請・承認状況を表 4（p.28）
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に示した。 
 
表 4 我が国における各親系統及び本スタック系統の承認状況 
 食品 飼料 環境 
MS8 2001 年 3 月 


安全性確認 
2003 年 3 月 
安全性確認 


2006 年 9 月 
第一種使用規程承認 


RF3 2001 年 3 月 
安全性確認 


2003 年 3 月 
安全性確認 


2007 年 4 月 
第一種使用規程承認 


RT73 2001 年 3 月 
安全性確認 


2003 年 3 月 
安全性確認 


2006 年 3 月 
第一種使用規程承認 


本スタック系統 2010 年 11 月申請 2010 年 11 月届出 2010 年 11 月申請 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 
 


 


 


 


 


社外秘情報につき非開示 
 


図 5 本スタック系統の育成の経過 
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（4）細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 
 
① 移入された核酸の複製物が存在する場所 
 


MS8、RF3 及び RT73 に移入された核酸は、いずれも染色体上に存在することが確


認されている。 
 


② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代に


おける伝達の安定性 
 
 MS8 には、1 コピーの T-DNA 領域が挿入されていることがサザンブロット分析及


びシークエンス解析により確認されている。 
RF3 には、1 コピーの T-DNA 領域及び途中で切れた PTA29、barstar 遺伝子、3’nos


及び機能部分を含まない PSsuAra が逆位で隣接して挿入されていることがサザンブ


ロット分析及びシークエンス解析により確認されている。 
RT73 については、サザンブロット分析及び PCR 分析により挿入遺伝子の解析を


行った結果、RT73 のゲノム DNA 中には改変 cp4 epsps 遺伝子発現カセット及び改変


gox v247 遺伝子発現カセットを含む T-DNA 領域が 1 ヶ所に 1 コピーのみ挿入されて


おり、その他の構成要素は挿入されていないことが明らかとなっている。 
 
 MS8、RF3 及び RT73 における挿入遺伝子の伝達の安定性については、いずれも複


数世代におけるサザンブロット分析により確認されている。 


 
③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れて


いるかの別 
 
 MS8 及び RT73 にはそれぞれ 1 コピーの T-DNA 領域のみが挿入されているため、


本項目は該当しない。 
他方、RF3 に導入された 1 コピーの T-DNA 領域及び途中で切れた PTA29、barstar


遺伝子、3’nos 及び機能部分を含まない PSsuAra は、隣接して挿入されていることが


シークエンス解析により確認されている。 
 


④ （6）のイにおいて具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及


び世代間での発現の安定性 
 
 発現の安定性について以下のように確認した。 
 MS8： ノーザンブロット分析、除草剤グルホシネート散布試験並びに除草剤グル
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ホシネート耐性を示した個体における雄性不稔の確認 
 RF3： ノーザンブロット分析、除草剤グルホシネート散布試験及び MS8RF3 にお


ける稔性回復の確認 
 RT73： 除草剤グリホサート散布試験 
 
⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達


されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 
 
 MS8 及び RF3 は伝達性のある DNA 配列を有しておらず、自然条件下において野


生動植物等に伝達されるおそれはないと考えられる。また、RT73 の作出に用いられ


た PV-BNGT04 は、自律増殖可能な宿主域が E.coli と A. tumefaiens などのグラム陰性


菌に限られており、自然条件下において野生動植物に対する伝達性は考えられない。 
 
（5）遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 
 


MS8 及び RF3 は、それぞれ挿入された DNA の周辺配列を利用したプライマーを


用いた PCR 法によって特異的に識別することができる。 
RT73 を検出及び識別するための方法としては、挿入遺伝子及びその周辺の植物ゲ


ノムの DNA 配列をプライマーとして定性的 PCR 法を開発しており、本法により


RT73 を特異的に検出可能である。 
 本スタック系統を検出及び識別するためには、上記の方法を種子1粒ごと又は植物


体1個体ごとについてそれぞれの方法で分析する必要がある。 
 
（6）宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 
 
① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の


具体的な内容 
 
 本スタック系統は親系統が有する以下の特性が付与されている。 


MS8： 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔性 
RF3： 除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性 
RT73： 除草剤グリホサート耐性 
 
改変PAT蛋白質は、グルホシネートにアセチル基を転移して不活性化させる酵素


である。グルホシネートはL-アミノ酸に分類されるが、改変PAT蛋白質が各種アミノ


酸にアセチル基を転移することはなく、特に構造が類似しているグルタミン酸にも


親和性はほとんどなく、生体内において実質的に転移反応を生ずることはない
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（Thompson et al., 1987）。また、過剰の各種アミノ酸の存在下においても改変PAT蛋
白質のグルホシネートへのアセチル基転移反応は阻害されないことが報告されてい


る（Wehrmann et al., 1996）。よって、改変PAT蛋白質はグルホシネートに高い基質特


異性を有し、宿主の代謝系に影響を及ぼすことはないと考えられる。 
  
 改変 CP4 EPSPS 蛋白質は野生型 EPSPS 蛋白質と同様に、芳香族アミノ酸を生合成


するためのシキミ酸経路を触媒する酵素蛋白質であるが、EPSPS 蛋白質は本経路に


おける律速酵素ではなく、EPSPS 活性が増大しても本経路の最終産物である芳香族


アミノ酸の濃度が高まることはないと考えられている。また、EPSPS 蛋白質は基質


である PEP と S3P と特異的に反応することが知られている（Gruys et al., 1992）が、


これら以外に唯一 EPSPS と反応することが知られているシキミ酸は、Gruys らの論


文を元に計算すると、その反応性は S3P との反応性の 200 万分の 1 にすぎず、生体


内で基質として反応することは考えられない。 
  
 GOX 蛋白質は、グリホサートを AMPA とグリオキシレートに分解する反応を触


媒する酵素である。GOX 蛋白質は基質特異性が高く、基質であるグリホサート以外


に GOX 蛋白質と反応することが知られている化合物は構造が類似しているイミノ


二酢酸（IDA）と 2-メチルグリホサートであるが、これらの化合物が植物体内に存


在するという報告はない（Padgette et al., 1994）。なお、RT73 で発現している改変 GOX 
v247 蛋白質は、グリホサート分解活性を高める目的で GOX 蛋白質と比べてアミノ


酸が 3 ヶ所変換されているが、改変 GOX v247 蛋白質を発現する RT73 の成分分析を


行った結果、対照の非組換えセイヨウナタネと相違は認められておらず、改変 GOX 
v247 蛋白質の基質特異性は GOX 蛋白質と同様であると考えられた。 
  
 BARNASE 蛋白質は一本鎖 RNA 分子を加水分解するリボヌクレアーゼであるが、


プロモーターPTA29 によってタペート細胞でのみ発現するため、その他の植物体の


代謝経路へ影響を及ぼす可能性は極めて低いと考えられる。 
 
 BARSTAR 蛋白質は BARNASE 蛋白質の細胞内阻害物質であり、BARNASE 蛋白


質と 1：1 で特異的に非共有結合複合体を形成し、その複合体の安定性は高い


（Makarov et al., 1993; Martinez et al., 1995）。また、細菌と糸状菌のリボヌクレアー


ゼには、構造及び配列に相同性が認められているため、これらの酵素についても


BARSTAR 蛋白質と相同の阻害物質が存在すると期待されるが、このような阻害物


質が知られているのは Bacillus intermedius によって産生されるリボヌクレアーゼ


BINASE 蛋白質のみである。BINASE 蛋白質は BARNASE 蛋白質と高い相同性（85％）


を有し、BARSTAR 蛋白質に阻害される（Yakovlev et al., 1995）。また、BARNASE
蛋白質とのアミノ酸配列の相同性は 20～25％に過ぎないが、類似の立体構造を有す
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る Streptomyces の細胞外リボヌクレアーゼ（Hill et al., 1983）も BARSTAR 蛋白質で


阻害されることが報告されている（Hartley et al., 1996）。しかし、植物中のリボヌク


レアーゼに対する BARSTAR 蛋白質の阻害作用は報告されていない。以上から、


BARSTAR 蛋白質が宿主の代謝系に影響を及ぼすことはないと考えられる。 
 
このように、改変PAT蛋白質、改変CP4 EPSPS蛋白質及び改変GOX v247蛋白質は


それぞれ異なる作用機作で独立して作用している。他方、BARNASE蛋白質と


BARSTAR蛋白質は相互作用を示すものの、改変PAT蛋白質、改変CP4 EPSPS蛋白質


及び改変GOX v247蛋白質との相互作用は示さないものと考えられる。また、


BARNASE蛋白質とBARSTAR蛋白質はいずれもプロモーターPTA29の支配下で葯の


タペート細胞で発現し特異的に複合体を形成する。よって、本スタック系統におい


ても、これらの発現蛋白質が意図しない機能上の相互作用を示す可能性は低いと考


えられた。 
 実際に、本スタック系統においてこれらの発現蛋白質が機能上の相互作用を示し


ていないことを確認するため、以下の生物検定を行った。 
 
除草剤グルホシネート散布試験 
 2010 年にベルギーにおいて、温室内でポット栽培した本スタック系統、MS8RF3、
MS8×RT73 及び MS8 の本葉 1－2 葉期の実生に、1 倍（有効成分 0.2 g/1.5 m2: 通常


使用量）及び 5 倍濃度の除草剤グルホシネートを散布し、除草剤に対する耐性の程


度をスコア化して統計解析を行った。その結果、いずれの濃度においても、同じ遺


伝的背景を有する本スタック系統と MS8RF3 との間、並びに MS8×RT73 と MS8 の


間に、いずれも統計学的有意差は認められなかった（表 5, p.33）。 
 よって、除草剤グルホシネート耐性に関して、掛け合わせによる変化は認められ


ず、改変 PAT 蛋白質と、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247 蛋白質との間に


機能上の相互作用はないと考えられる。 
 
除草剤グリホサート散布試験 
 2010 年にベルギーにおいて、温室内でポット栽培した本スタック系統及び RT73
の本葉 1－2 葉期の実生に、1 倍（有効成分 0.108 g/1.5 m2: 通常使用量）及び 5 倍濃


度の除草剤グリホサートを散布し、除草剤に対する耐性の程度をスコア化して統計


解析を行った。その結果、いずれの濃度においても、本スタック系統と RT73 の間


に統計学的有意差は認められなかった（表 5, p.33）。 
 よって、除草剤グリホサート耐性に関して、掛け合わせによる変化は認められず、


改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247 蛋白質と、改変 PAT 蛋白質、BARNASE
蛋白質及び BARSTAR 蛋白質との間に機能上の相互作用はないと考えられる。 
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表 5 除草剤に対する耐性の程度 1） 


供試系統 


除草剤グルホシネート 
1 倍 2） 5 倍 


平均値±標準偏差 有意差 4) 平均値±標準偏差 有意差 
本スタック系統  5.0 ± 0 ns 5.0 ± 0 ns 
MS8RF3  5.0 ± 0  5.0 ± 0  
MS8×RT73 4.8 ± 0.45 ns 3.0 ± 0 ns 
MS8 4.6 ± 0.55  3.0 ± 0  
非組換え体 1.0 ± 0 - 1.0 ± 0 - 


供試系統 


除草剤グリホサート 
1 倍 3） 5 倍 


平均値±標準偏差 有意差 平均値±標準偏差 有意差 
本スタック系統 4.6 ± 0.55 ns 3.2 ± 0.45 ns 
RT73 4.0 ± 0  3.0 ± 0  
非組換え体 1.0 ± 0 - 1.0 ± 0 - 


1）5 試験区において 1 試験区当たり約 51 個（雄性不稔性を示す MS8 は常に非組換え体と掛け合わせ
ることにより継代されるため、理論上、導入遺伝子が受け継がれるのは生産する種子の 50％である。
よって、MS8 及び MS8×RT73 については倍量の種子を播種した。）の種子を播種し、発芽した実生
（本葉 1-2 葉期）に除草剤を散布して試験区ごとに除草剤に対する耐性を評価し、5 試験区のスコア
の平均値及び標準偏差を示した（n=5）。耐性の指標は、1: 非常に低度の耐性（100-80％の薬害）、
2: 低度の耐性（79-60％の薬害）、3: 中度の耐性（59-40％の薬害）、4: 高度の耐性（39-20％の薬害）、
5: 非常に高度の耐性又は薬害は認められない（19-0％の薬害）、として評価した。 


2）除草剤グルホシネート; 有効成分 0.2 g/1.5 m2. 
3）除草剤グリホサート; 有効成分 0.108 g/1.5 m2. 
4）統計解析はマンホイットニーの U 検定（有意水準 5％）により行った。ns: 統計学的有意差なし。


-: 統計学的評価は行わなかった。 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 
 
 
雄性不稔及び稔性回復性の調査 


2008年にカナダの5試験地（サスカチュワン州2試験地及びアルバータ州3試験地）


において、試験地あたり各系統400株、計2000株について調査を行った。なお、本ス


タック系統についてはグルホシネート及びグリホサート処理を施した区と無処理の


区を設けた。また、MS8RF3、MS8×RT73、MS8及びRF3にはグルホシネート処理を


施し、非組換え体は無処理とした。 
その結果、本スタック系統とMS8RF3はいずれもほぼ全ての株が花粉稔性を示し、


系統間に統計学的有意差は認められなかった。また、MS8×RT73とMS8はいずれも


ほぼ全ての株が雄性不稔を示し、系統間に統計学的有意差は認められなかった。な


お、RF3は非組換え体と同様にほぼ全ての株が稔性を示し、統計学的有意差は認め


られなかった（表6, p.34）。 
よって、雄性不稔性及び稔性回復性に関して、いずれも掛け合わせによる変化は


認められず、BARNASE 蛋白質と、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247 蛋白
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質との間、並びに BARSTAR 蛋白質と、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247
蛋白質との間にはいずれも機能上の相互作用はないと考えられる。 
 
表 6 雄性不稔性及び稔性回復性の調査 


供試系統 
除草剤 
処理 1) 


  予測株数    実測株数 
χ2値 2) p 値 不稔 稔性 不稔 稔性 


本スタック系統 Gly + Glu 0 2000 1 1999 0.33 (ns) 0.564 
本スタック系統 ― 0 2000 0 2000 2.00 (ns) 0.157 
MS8RF3 Glu 0 2000 2 1998   
MS8×RT73 Glu 2000 0 2000 0 1.00 (ns) 0.317 
MS8 Glu 2000 0 1999 1   
RF3 Glu 0 2000 8 1992 0.69 (ns) 0.405 
非組換え体 ― 0 2000 5 1995   
 5 試験地において、供試系統につき 1600 個（雄性不稔性を示す MS8 は常に非組換え体と掛け合わ
せることにより継代されるため、理論上、導入遺伝子が受け継がれるのは生産する種子の 50％であ
る。よって、MS8 及び MS8×RT73 については倍量の種子を播種した。）の種子を播種し、生育した
植物体のうち、1 試験地あたり 400 株、計 2000 株について、稔性／不稔性の調査を行った。なお、
MS8×RT73 及び MS8 については生育期に除草剤グルホシネート処理を行い、改変 bar 遺伝子を有す
る株を選抜した後、同様に開花期に 1 試験地あたり 400 株、計 2000 株の稔性／不稔性を調査した。 
1) 各処理は以下の要領で行った。 


Gly + Glu: 子葉－2 葉期にグリホサート処理（有効成分 450 g/ha）を 1 回、続いて 4－6 葉期にグ
ルホシネート処理（有効成分 500 g/ha）を 1 回行った。 


Glu: 2－4 葉期にグルホシネート処理（有効成分 500 g/ha）を 1 回行った。 
2) 花粉稔性／不稔性において導入遺伝子による影響は無いと仮定した場合、χ2 値が 3.84（p=0.05）
以上で帰無仮説が棄却される。 


（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 
 
 
以上から、本スタック系統における発現蛋白質間で意図しない機能上の相互作用


はなく、各性質は親系統から変化していないと考えられる。 
 
したがって、本スタック系統と宿主の属する分類学上の種との生理学的又は生態


学的特性の相違については、親系統である MS8、RF3 及び RT73 を個別に調査した


結果に基づき評価した。 
 
② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主


の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 
 
以下の a から g に挙げた項目に関する情報収集は、以下のとおり行った。 


  
MS8： 隔離ほ場試験（1999 年度、独立行政法人農業技術研究機構 野菜・茶業研


究所 野菜育種部）及び我が国における特定網室試験（2005 年） 
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RF3： 隔離ほ場試験（1999 年度、独立行政法人農業技術研究機構 野菜・茶業研


究所 野菜育種部）及び我が国における特定網室試験（2005 年及び 2006 年） 
RT73： 隔離ほ場試験（1995 年 5 月から 1996 年 3 月、農業環境技術研究所）及び


非閉鎖系温室試験（1994 年 7 月から 1995 年 2 月、日本モンサント） 
 


a.  形態及び生育の特性 
 
 MS8、RF3 及び RT73 とそれぞれ非組換え対照品種との間で、表 7（p.36）に示し


た項目について調査を行った。 
MS8 については、着莢率において対照品種との間に統計学的有意差が認められた


（別添資料 1: 社外秘情報につき非開示）。これは、セイヨウナタネは主に自殖によ


り種子を形成するが、MS8 は花粉を形成しないため、種子生産は他系統の花粉に依


存しており、受粉の機会が対照品種よりも少ないことが着莢率に影響したものと考


えられた。 
 RF3については、結実粒数において対照品種よりもやや少なく統計学的有意差が


認められた（別添資料3: 社外秘情報につき非開示）。これは、統計学的有意差は認


めらなかったものの、一莢胚珠数が対照品種よりもやや少ない傾向にあったことが


影響したものと考えられた。 


RT73 については、調査した全ての項目において、対照品種との間で差異は認めら


れなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
 


b.  生育初期における低温又は高温耐性 
 
 MS8 及び RF3 の生育初期における低温耐性に関して、隔離ほ場において 1998 年


10 月に播種した MS8 及び RF3 と各対照品種の生存率は、翌年 3 月の観察時にはい


ずれも 100％であった（別添資料 1: 社外秘情報につき非開示; 別添資料 3: 社外秘情


報につき非開示）。また、生育初期における高温耐性に関して、自然換気のみで管理


されている夏季の特定網室内において、7 月に播種し、約 2 ヶ月後に収穫した MS8
及び RF3 と各対照品種の乾物重をそれぞれ比較した結果、いずれも統計学的有意差


は認められなかった（別添資料 2: 社外秘情報につき非開示; 別添資料 4: 社外秘情


報につき非開示）。 
 RT73 については、1-2 葉期程度の RT73 及び対照品種の草丈と葉齢を調査した後、


5℃に設定した人工気象器（湿度 35％、3,500lx、12 時間日長）内で生育させ、30 日


後に再び草丈と葉齢を調査して、低温耐性を評価した。その結果、RT73 と対照品種


の生育程度に統計学的有意差は認められなかった（別添資料 8: 社外秘情報につき非


開示）。また、隔離ほ場試験においても、RT73 の夏季及び冬季での生育を対照品種


と比較するために、夏季における生育調査では、1995 年 7 月 25 日に 5-6 葉期の苗を
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定植してその後の生育を調査するとともに、同年 8 月 1 日に播種を行い発芽率など


を調査した。また、冬季における生育調査では、秋播き（播種日：10 月 6 日）を行


い、発芽率と初期成育を調査した（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。その結


果、夏季における定植試験及び播種試験において、その生存率、草丈、発芽率など


に、RT73 及び対照品種間で統計学的有意差は認められなかった（別添資料 7: 社外


秘情報につき非開示）。また秋播きでの発芽率と初期成育ともに RT73 及び対照品種


間で統計学的有意差は認められなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
  
表 7 形態及び生育の特性に関する試験項目及び結果の概要 
調査項目 MS8 RF3 RT73 
抽だい期 ○ ○ ― 
開花期 ○ ○ ― 
成熟期 ○ ○ ― 
開花始め ― ― ○ 
開花終わり ― ― ○ 
収穫期 ― ― ○ 
発芽揃い ― ― ○ 
発芽率 ― ― ○ 
一次分枝数 ○ ○ ○ 
草丈 ○ ○ ○ 
草型 ○ ○ ○ 
葉色 ○ ○ ― 
開花数 ― ― ○ 
着莢数 ○  ○ ○ 
裂莢率 ― ― ○ 
一穂不稔莢数 ○ ○ ― 
一莢胚珠数 ○ ○ ― 
着莢率 ○＊ ○ ― 
莢長 ○ ○ ○ 
莢の幅 ― ― ○ 
結実粒数（莢当たりの種子数） ○ ○ ＊ ○ 
結実歩合（％） ○ ○ ― 
粒色（子実の色） ○ ○ ○ 
子実の粒大整否 ○ ○ ○ 
臍の形 ― ― ○ 
収穫期の地上部の生体重（地上部生体重） ○ ○ ○ 
収穫期の地下部の生体重 ― ― ○ 
地上部の乾燥重 ○ ○ ○ 
地下部の乾燥重 ― ― ○ 
乾物率（％） ○ ○ ― 
子実収量 ○ ○ ― 
千粒重 ○ ○ ― 
○：調査を行った。－：調査は行わなかった。＊：統計学的有意差（有意水準 5％）が認められた。 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 
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 c.  成体の越冬性又は越夏性 
 


 MS8 及び RF3 の成体の越夏性に関して、隔離ほ場において 1998 年 10 月にそれぞ


れ対照品種と共に播種し、翌年 6 月の成熟期以降もほ場に放置した結果、7 月 30 日


の観察時にはいずれの系統も全ての個体が枯死していることが確認された（別添資


料 1: 社外秘情報につき非開示; 別添資料 3: 社外秘情報につき非開示）。 
 RT73 については、1995 年 5 月 31 日に定植を行った RT73 と対照品種を、収穫を


行わずに成体の越冬性の調査を行った結果、いずれも同年 11 月 22 日には褐色・枯


死しており、差異は認められなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
 


d.  花粉の稔性及びサイズ 
 
MS8 については、花粉が形成されないことを確認した（別添資料 1: 社外秘情報


につき非開示）。RF3 については、花粉の稔性及び形状又はサイズは対照品種と相違


がないことが確認されている（別添資料 3: 社外秘情報につき非開示）。 
また、RT73 についても、花粉の稔性について対照品種との間に有意差は認められ


ず（別添資料 8: 社外秘情報につき非開示）、そのサイズにも差異は認められなかっ


た（別添資料 8: 社外秘情報につき非開示）。 
 


e.  種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 
 
種子の生産量 
 MS8 については、a で述べたとおり、着莢率において対照品種との間に統計学的


有意差が認められた（別添資料 1: 社外秘情報につき非開示）。これは、MS8 は花粉


を形成しないため種子生産は他系統の花粉に依存しており、受粉の機会が対照品種


よりも少ないことが影響したものと考えられた。 
 RF3 については、a で述べたとおり、結実粒数において対照品種よりもやや少な


く統計学的有意差が認められた（別添資料 3: 社外秘情報につき非開示）。これは、


統計学的有意差は認められなかったものの、一莢胚珠数が対照品種よりもやや少な


い傾向にあったことが影響したものと考えられた。 
 RT73 については、着莢数及び莢当たりの種子数（結実粒数）について対照品種と


比較しているが、いずれも系統間に統計学的有意差は認められなかった（別添資料


7: 社外秘情報につき非開示）。また、人工受粉及び自然交雑により得られた莢当た


りの種子数、着莢数、着莢率に関しても、RT73 と対照品種の間に統計学的有意差は


認められなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
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脱粒性 


 MS8 及び RF3 の裂莢性について対照品種と比較した結果、いずれも相違又は統計


学的有意差は認められなかった。（別添資料 1: 社外秘情報につき非開示; 別添資料


3: 社外秘情報につき非開示）。 
 RT73 については、裂莢率を対照品種と比較した結果、対照品種との間に統計学的


有意差は認められなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
 
休眠性及び発芽率 
 MS8 については、隔離ほ場で栽培・収穫した各系統と対照品種の種子の発芽率を


比較した結果、いずれも 100％の発芽率を示した（別添資料 1: 社外秘情報につき非


開示）。 
 RF3 については、我が国では種子の発芽率に関する調査は行っていないが、1995
年にベルギーで行った試験において、収穫後に室温で保存された RF3 及び対照品種


の種子の発芽は、100 粒播種・6 反復の平均値がそれぞれ 91 個及び 89 個であり、同


等であることが確認されている（別添資料 6: 社外秘情報につき非開示）。 
 RT73 については、それぞれ人工受粉により得られた RT73 と対照品種の種子の発


芽率を調査した結果、それぞれ 100％と 99％であり統計学的有意差は認められなか


った（別添資料 8: 社外秘情報につき非開示）。 
 


f.  交雑率 
  
 MS8 については、花粉ができないため MS8 の花粉を介する交雑は生じない。しか


し、雌性配偶子は正常であることから、周辺からの花粉によって他家受精が行われ


るが、交雑及び種子生産の可能性は周囲の条件に依存すると考えられる。 
 RF3 については、ミツバチの放飼条件下で RF3 と隣接して栽培した非組換えセイ


ヨウナタネ（三重長島菜種）及び B. rapa（在来ナタネ：青帝）への交雑率を調査し


た。各系統の収穫種子由来の実生に除草剤グルホシネートを散布した。その結果、


耐性を示した個体は非組換えセイヨウナタネでは 1.8～2.0％、B. rapa では 0％とな


り（別添資料 3: 社外秘情報につき非開示）、セイヨウナタネの他殖率（5～30％: Hühn 
and Rakow, 1979; Rakow and Woods, 1987）及び B. rapa とセイヨウナタネの交雑率（0.4
～1.5％: Scott and Wilkinson, 1998）に関する既往の知見を上回らなかった。 
 RT73 については、隔離ほ場において、非組換えセイヨウナタネの対照品種、B. 
juncea（カラシナ）及び B. rapa（在来ナタネ）を用いて、それぞれ RT73 栽培区から


東西南北 0、2、5 及び 10m 区での交雑率を調査した。その結果、RT73 と対照品種


との交雑率は隣接 0m 区が最も高く、10m 区では 1％以下であった。全ての交雑試験


を通じて隣接 0m 区で示された最大交雑率は 21％であり（別添資料 7: 社外秘情報に


つき非開示）、この値は非組換えセイヨウナタネ同士を隣接して栽培した場合の自然







 39 


交雑率（20 数％、畑作全書、農文協）と差異はなかった。また、RT73 と B. juncea
（カラシナ）及び B. rapa（在来ナタネ）との交雑率も、隣接 0m 区が最大であった


が、10m 区で 0％であった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
 なお、1989 年にカナダのほ場で花粉飛散性実験を行った結果（別添資料 8: 社外


秘情報につき非開示）、RT73 栽培区から 50m 離れた対照品種区での交雑個体出現頻


度は 0.19％（3 区平均）、100m 区では 0.12％（3 区平均）、150 から 225m 区では 0.08％
（4 区平均）であった（別添資料 8: 社外秘情報につき非開示）。 
 非閉鎖系温室で、人工風による花粉の飛散距離とミツバチの訪花行動特性を調査


した結果、いずれも RT73 と対照品種との間に統計学的有意差は認められなかった


（別添資料 8: 社外秘情報につき非開示）。 
 また、閉鎖系温室において、交雑試験に用いた B. juncea（カラシナ）及び B. rapa
（在来ナタネ）の RT73 と対照品種に対する交雑親和性に関して、人工受粉により


得られた莢中の稔実種子の数を調べることにより調査した。その結果、B. juncea（カ


ラシナ）、B. rapa（在来ナタネ）共に、RT73 と対照品種に対する交雑親和性に大き


な差異は認められなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
 さらに、B. juncea（カラシナ）、B. rapa（在来ナタネ）、RT73 及び対照品種の全て


の組み合わせで交配して得られた種子の発芽率を調査した結果、RT73 の交配による


休眠性の変化は認められなかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）。 
  


g.  有害物質の産生性 
 


MS8 について、特定網室において後作試験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験を


行った結果、いずれの試験でも調査した全ての項目について、対照品種との間に統


計学的有意差は認められなかった（別添資料 2: 社外秘情報につき非開示）。 
RF3 について、特定網室において後作試験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験を


行った結果、いずれの試験でも調査した全ての項目について、対照品種との間に統


計学的有意差は認められなかった（別添資料 4: 社外秘情報につき非開示）。しかし、


統計学的有意差は認められなかったものの鋤込み試験における検定植物（ダイコン）


の発芽率は RF3 区で 59.0％、対照品種区で 86.0％と差がみられたことから（別添資


料 4: 社外秘情報につき非開示）、再試験を行った。再試験では、鋤込まれた植物体


が他の植物に及ぼす影響を経時的（植物体混和直後、1 週間後、2 週間後及び 4 週間


後）に調査した結果、ダイコンの発芽率、根長、生重及び乾物重についていずれも


統計学的有意差は認められなかったが、草丈については、混和直後及び 4 週間後の


土壌において RF3 区と対照品種区との間に統計学的有意差が認められた（別添資料


5: 社外秘情報につき非開示）。混和直後の土壌におけるダイコンの草丈は RF3 区が


対照品種区に比べ僅かに低く、他方、混和 4 週間後の土壌では、RF3 区の方が対照


品種区と比べて高かった（別添資料 5: 社外秘情報につき非開示）。 
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RT73 については、隔離ほ場試験で土壌微生物相試験を行い、非閉鎖系温室試験で、


後作試験、鋤込み試験、葉からのリーチング液による検定及び土壌微生物相試験を


行った。その結果、全ての項目で RT73 と対照品種間に統計学的有意差は認められ


なかった（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示; 別添資料 8: 社外秘情報につき非


開示）。 
 
3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 
 
（1）使用等の内容 
 
 食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこ


れらに付随する行為。 
 
（2）使用等の方法 
 
      
 
（3）承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 
 
      
 
（4）生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止する


ための措置 
 
 緊急措置計画書を参照。 
 
（5）実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での


使用等の結果 
 
      
 
（6）国外における使用等に関する情報 
 


MS8、RF3 及び RT73 並びに本スタック系統の国外における承認状況を表 8（p.41）
に示した。なお、各親系統及び本スタック系統の我が国における承認状況は表 4
（p.28）に示した。 
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表 8 国外における各親系統及び本スタック系統の承認状況 


規制機関 承認年月 
MS8 RF3 RT73 本スタック系統 


カ ナ ダ 保 健 省
（HC） 


1997 年 3 月 1997 年 3 月 1994 年 11 月 ― 


カナダ食品検査庁
（CFIA） 


1996 年 10 月 1996 年 10 月 1995 年 3 月 2008 年 5 月 
（報告） 


米国食品医薬品局
（FDA） 


1998 年 9 月 1998 年 9 月 1995 年 10 月 ― 


米 国 農 務 省
（USDA） 


1999 年 3 月 1999 年 3 月 1999 年 1 月 ― 


オーストラリア・
ニュージーランド
食 品 基 準 機 関
（FSANZ） 


2002 年 5 月 2002 年 5 月 2000 年 7 月 ― 


オーストラリア 
遺伝子技術規制局
（OGTR） 


2003 年 7 月 2003 年 7 月 2003 年 12 月 2010 年 9 月 
申請済み 
 


―: 親系統の承認が得られているスタック系統の承認申請は求められないため、承認申請は行って


いない。 
（注：本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任は申請者に帰属する。） 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 
 
 本スタック系統は、MS8、RF3 及び RT73 を親系統として用い、従来の交雑育種法


により作出したものである。 
 
 改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247 蛋白質はいずれも高


い基質特異性を有する。また、BARNASE 蛋白質と BARSTAR 蛋白質はいずれも葯


のタペート細胞で特異的に働くプロモーターPTA29 の支配下でタペート細胞におい


て発現し、特異的に複合体を形成して BARNASE 蛋白質のリボヌクレアーゼ活性が


阻害される。さらに、BARSTAR 蛋白質は植物中のリボヌクレアーゼに対する阻害


作用の報告はない。よって、これらの蛋白質が植物体内の他の代謝系に影響を及ぼ


すことはないと考えられる。 
 また、改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247 蛋白質はそれ


ぞれ異なる作用機作で独立して作用している。他方、BARNASE 蛋白質と BARSTAR
蛋白質は相互作用を示すが、改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX 
v247 蛋白質との相互作用は示さないものと考えられる。また、BARNASE 蛋白質と


BARSTAR 蛋白質はいずれも葯のタペート細胞においてのみ発現することから、本


スタック系統において、これらの発現蛋白質が意図しない機能上の相互作用を示す


可能性は低いと考えられた。実際に生物検定を行った結果、本スタック系統の除草


剤グルホシネートに対する薬害程度は、同じ遺伝的背景を有する MS8RF3 との間に


統計学的有意差は認められなかった（表 5, p.33）。また、除草剤グリホサートに対す


る耐性の程度についても、本スタック系統と本形質の由来親である RT73 との間に


統計学的有意差は認められなかった（表 5, p.33）。さらに、本スタック系統及び


MS8RF3の稔性株数、並びにMS8×RT73及びMS8の不稔株数のいずれについても、


系統間に統計学的有意差は認められなかった（表 6, p.34）。これらの結果から、本ス


タック系統が獲得した形質は掛け合わせにより変化しておらず、本スタック系統に


おいて、発現蛋白質は意図しない機能上の相互作用を示していないと考えられた。 
 したがって、各親系統が有する形質を併せ持つ以外に評価すべき形質の変化はな


いと考え、本スタック系統の生物多様性影響の評価は、親系統である MS8、RF3 及


び RT73 の諸形質を個別に調査した結果に基づき行った。 
 
1 競合における優位性 
 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 
セイヨウナタネは我が国において、北海道や本州で河原や線路沿いでの群生（清


水ら, 2001）や、主なナタネの輸入港やその周辺での生育が報告されている。しかし、
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我が国では長期にわたりセイヨウナタネ種子の輸入経験があるが、運搬の途中でこ


ぼれ落ちたセイヨウナタネが野生動植物等の個体や個体群の維持に影響を及ぼした


とする報告はない。また、セイヨウナタネは、路傍、崖、河川敷などのように撹乱


が定期的に起こる立地条件でなければ、やがて多年生草本や潅木に置き換わること


が知られている（OECD, 1997）。また、農林水産省が 2006 年から 2008 年までの 3
年間にわたり、ナタネの輸入実績のある 12 輸入港の周辺を調査した結果、各調査対


象地域における遺伝子組換えセイヨウナタネの生育は毎年ほぼ同じ範囲に限られて


おり、遺伝子組換えセイヨウナタネと B. juncea（カラシナ）又は B. rapa（在来ナタ


ネ）との交雑個体も見つからなかった（農林水産省消費・安全局 農産安全管理課, 
2010）。なお、大規模にセイヨウナタネの商業栽培を行っている英国での調査におい


て、人為的撹乱のない自然条件下では野生化したセイヨウナタネは 2～4 年で消滅す


ると報告されている（Crawley and Brown, 1995）。また、同じく英国で行われた 3 年


間にわたるモニタリング調査において、ほ場から逸出して群生したと考えられるセ


イヨウナタネの個体群は 3 年目にはほぼ消滅したことが報告されている（Scott and 
Wilkinson, 1999）。これらのことを踏まえて、競合における優位性に起因する生物多


様性影響を評価した。 
 
競合における優位性に関わる形質として、本スタック系統の親系統である MS8、


RF3 及び RT73 の形態及び生育の特性、生育初期における低温又は高温耐性、成体


の越冬性又は越夏性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生産量、脱粒性、休眠性及び


発芽率について調査を行った。その結果、MS8 の着莢率及び RF3 の結実粒数につい


て、対照品種との間に統計学的有意差が認められた（別添資料 1: 社外秘情報につき


非開示; 別添資料 3: 社外秘情報につき非開示）。しかし、MS8 及び RF3 の一株あた


りの子実収量及び千粒重はいずれも対照品種との間に統計学的有意差は認められて


おらず、MS8 の着莢率及び RF3 の結実粒数に認められた差によって、競合における


優位性が高まることはないと考えられる。 
 
また、本スタック系統は、除草剤グルホシネート及びグリホサートに耐性を示す


が、自然環境下においてこれらの除草剤が選択圧となることは考え難く、これらの


性質により競合における優位性が高まることはないと考えられる。また、本スタッ


ク系統の親系統 MS8 は雄性不稔性を、RF3 は稔性回復性を示すが、本スタック系統


においては MS8 由来の BARNASE 蛋白質活性は RF3 由来の BARSTAR 蛋白質によ


り抑制され、非組換えセイヨウナタネと同様に花粉を形成する。なお、雄性不稔性


は競合において優位に作用する性質ではないと考えられる。また、稔性回復性は


BARNASE 蛋白質により雄性不稔形質を付与された個体と交雑した場合のみ意図さ


れた機能を果たすが、そのような個体が存在しない条件下では何ら機能を果たさな


いことから、本形質が競合における優位性高めることはないと考えられる。 
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以上のことから、競合における優位性に起因する生物多様性影響を受ける可能性


のある野生動植物等は特定されなかった。 
 
(2) 影響の具体的内容の評価 
 
      
 
(3) 影響の生じやすさの評価 
 
      
 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 
 以上から、本スタック系統は、競合における優位性に起因する生物多様性影響を


生ずるおそれはないと判断した。 
 
2 有害物質の産生性 
 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 
セイヨウナタネの種子には、心筋の脂肪症や繊維症を引き起こすエルシン酸（新


谷, 1995）や、甲状腺肥大を引き起こすグルコシノレート（角田, 2001）が比較的高


い濃度で含まれている。しかし、本スタック系統の親系統の宿主品種である Drakkar
及び Westar はいずれもエルシン酸及びグルコシノレート含有量の低いカノーラ品種


である。また、MS8、RF3 及び RT73 の種子中のエルシン酸及びグルコシノレート含


有量は、いずれもカノーラとして規定される範囲内（エルシン酸含量が精油中の 2％
未満、グルコシノレート含量が油粕 1 g 当たり 30 µmol 未満）であることが確認され


ている。 
 
本スタック系統が有する改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質、改変 GOX v247


蛋白質、BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質はいずれも、既知アレルゲンと構


造的に類似性のある配列を有しないことが確認されている。 
改変 PAT 蛋白質は高い基質特異性を有しており、基質である L-グルホシネート以


外の化合物にアセチル基を転移することは考え難い（Wehrmann et al., 1996）。また、


改変CP4 EPSPS蛋白質は芳香族アミノ酸を生合成するためのシキミ酸経路を触媒す


る酵素蛋白質であるが、本経路における律速酵素ではなく、EPSPS 活性が増大して
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も、本経路の最終産物である芳香族アミノ酸の濃度が高まることはないと考えられ


ている。さらに、GOX 蛋白質は、グリホサートを AMPA とグリオキシレートに分


解する反応を触媒する酵素であり、基質特異性は高く、基質であるグリホサート以


外に反応することが知られている化合物は構造が類似しているイミノ二酢酸（IDA）


と 2-メチルグリホサートであるが（Padgette et al., 1994）、これらの化合物が植物体


内に存在するという報告はない。改変 GOX v247 蛋白質は GOX 蛋白質と比べてアミ


ノ酸が 3 ヶ所変換されているが、改変 GOX v247 蛋白質を発現する RT73 の成分分析


の結果、対照の非組換えセイヨウナタネと相違は認められず、改変 GOX v247 蛋白


質の基質特異性は GOX 蛋白質と同様であると考えられた。また、BARNASE 蛋白質


はリボヌクレアーゼ活性を有し RNA を分解するが、それ以外の基質に対する活性を


有するという報告はない。なお、本スタック系統では、BARNASE 蛋白質は葯のタ


ペート細胞において BARSTAR 蛋白質と 1：1 で特異的に非共有結合し、そのリボヌ


クレアーゼ活性は阻害される。また、BARSTAR 蛋白質はリボヌクレアーゼを阻害


する以外の機能を有するという報告はなく、植物中のリボヌクレアーゼに対する阻


害作用も報告されていない。さらに、barnase 遺伝子及び barstar 遺伝子はプロモー


ターPTA29 の支配下にあり、タペート細胞以外の組織において発現することは考え


難い。したがって、BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質が植物体内の他の代謝


系に影響することはないと考えられる。 
以上から、改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質、改変 GOX v247 蛋白質、


BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質に起因して、本スタック系統中に有害物質


が産生されることはないと考えられた。 
  
実際に、MS8、RF3 及び RT73 の有害物質の産生性に関して、後作試験、鋤込み試


験及び土壌微生物相試験、また、RT73 についてはこれらに加えて葉からのリーチン


グ液による検定を行った。RF3 について行なった鋤込み試験の経時的調査（混和直


後、1 週間後、2 週間後及び 4 週間後の 4 つの調査区）の結果、ダイコンの草丈に関


して、混和直後では RF3 区が対照品種区に比べて低く、他方、混和 4 週間後では RF3
区が対照品種区に比べて高く、それぞれ統計学的有意差が認められた（別添資料 5: 
社外秘情報につき非開示）。しかし、その他の調査区では統計学的有意差は認められ


ておらず、混和直後と混和 4 週間後に認められた差も一貫した傾向を示していない


ことから、RF3 は有害物質の産生性を新たに獲得していないと考えられた。また、


その他の系統については、調査したいずれの項目においても対照品種との間に統計


学的有意差は認められなかった。よって、本スタック系統においても、新たに有害


物質を産生する可能性は低いと考えられる。 
 


 以上から、本スタック系統において、有害物質の産生性に起因する影響を受ける


可能性のある野生動植物等は特定されなかった。 
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(2) 影響の具体的内容の評価 
 
      
 
(3) 影響の生じやすさの評価 
 
      
 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 
 以上から、本スタック系統において、有害物質の産生性に起因する生物多様性影


響が生ずるおそれはないと判断した。 
 
3 交雑性 
 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
 
 我が国において、セイヨウナタネと交雑可能な我が国在来の近縁野生種は自生し


ていないため、交雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある野生動植物


は特定されなかった。 
 
 なお、我が国に自生するセイヨウナタネとその近縁種のうち交雑可能なものとし


て、セイヨウナタネ、B. rapa、B. juncea、B. nigra、R. raphanistrum、H. incana 及び


S. arvensis が挙げられる（OGTR, 2008; 環境省, 2002）。しかし、セイヨウナタネは明


治時代に米国やヨーロッパから輸入された栽培種である。また、B. rapa 及び B. juncea
は我が国において栽培種として古くから利用されているが、栽培由来の外来種であ


る（Kihara, 1969）。なお、現在全国的に分布している B. juncea は第二次世界大戦後


に帰化したものが広がったものと考えられている。さらに、B. nigra、R. raphanistrum、


H. incana 及び S. arvensis はいずれも近年になって人為的影響により我が国に侵入し


た外来種である（中井, 2003; 環境省, 2002）。 


 
(2) 影響の具体的内容の評価 


 
      


  
(3) 影響の生じやすさの評価 
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(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
 
 以上から、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
 
4 その他の性質 
 
 第二、3、(1)に挙げた我が国に自生するセイヨウナタネ及びその近縁種はいずれ


も外来種であり、交雑性に起因する生物多様性影響を受ける可能性のある我が国在


来の野生動植物等としては特定されなかった。しかし、本スタック系統と外来近縁


種が交雑した場合に生ずる可能性のある間接的な影響として、以下の 2 点が考えら


れた。 
① 雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する。 
② 交雑により浸透した導入遺伝子が負担となることで近縁種の個体群が縮小し、


それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の維持に影響を及ぼす。 
 
① 雑種後代が優占化して他の野生植物の個体群を駆逐する可能性 
 
 本スタック系統の外来近縁種に対する交雑率は調査していないが、親系統である


RF3 についてはセイヨウナタネ及び B. rapa との交雑率（別添資料 3: 社外秘情報に


つき非開示）、RT73 についてはセイヨウナタネ、B. rapa 及び B. juncea との交雑率を


調査し（別添資料 7: 社外秘情報につき非開示）、いずれも既往の知見を上回らない


か、或いは差異がないことが確認されている。これらのことから、本スタック系統


の交雑性は非組換えセイヨウナタネと相違ないと考えられる。よって、本スタック


系統とセイヨウナタネを含む外来近縁種の交雑性及び種間雑種が優占化する可能性


について、既往の知見に基づき検討した。 
 


1) セイヨウナタネの他殖性 
セイヨウナタネの他殖率は 5～30％（Hühn and Rakow, 1979; Rakow and Woods, 


1987; OECD, 1997）とされている。 
 
2) セイヨウナタネと B. rapa との交雑性 
セイヨウナタネと B. rapa の交雑率については 0.4～1.5％（Scott and Wilkinson, 


1998）、0.2％（Wilkinson et al., 2000）、6.5～7.1％（Warwick et al., 2003）等の報


告がある。また、F1 の生存率は平均で 2％以下であり（Scott and Wilkinson, 1998）、
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B. rapaとセイヨウナタネの雑種の花粉の稔性が平均で41～53％に減少することや


結実度が低いこと（Jørgensen and Andersen, 1994）が報告されている。さらに、F2
及び BC 世代での適応度についても、品種・集団間に差異があるものの、全体的


に低くなると報告されている（Hauser et al., 1998）。 
 
3) セイヨウナタネと B. juncea との交雑性 
セイヨウナタネとの交雑性に関しては、国外のセイヨウナタネほ場周辺で雑種


が発生しているのが確認されている（Bing et al., 1991; Frello et al., 1995; Bing et al., 
1996; Jørgensen et al., 1998; Bielikova and Rakousky, 2001）。また、セイヨウナタネ


が花粉源となる場合やセイヨウナタネと B. juncea が近距離に生育している場合に


は、3～4.7％の交雑率が報告されている（Bing et al., 1991; Jørgensen et al., 1996）が、


逆に B. juncea が花粉親となる場合には交雑率が低くなることが報告されている


（Jørgensen et al., 1996; Jørgensen et al., 1998）。また、雑種の花粉稔性は 0～28％で


あり、種子の生産量も少ない（Frello et al., 1995）。また、セイヨウナタネを種子


親として得られた雑種は弱く、生育遅延が認められ、生育段階で死に至ると報告


されている（Choudhary and Joshi, 1999）。さらに、BC 世代でも同様に初期生育遅


延や個体数の減少が報告されている（Rao et al., 1993）。他方、B. juncea を種子親


として得られた雑種の栄養生長は旺盛であるが、着莢率、結実粒数、千粒重や子


実収量などは劣り、減数分裂に異常が見られ、花粉稔性も 20％程度に低下すると


報告されている（Choudhary and Joshi, 1999）。 
 


4) セイヨウナタネと B. nigra との交雑性 
セイヨウナタネと B. nigra の交雑和合性は極めて低く、自然交雑試験において雑


種形成は確認されなかったことが報告されている（Bing et al., 1996）。また、人工


交配によっても、ほとんど雑種は得られないか（Bing, 1991）、又は全く得られな


かったことが報告されている（Kerlan et al., 1992; Brown and Brown, 1996）。さらに、


雑種が形成されたとしても花粉の稔性は高くても 3.1％であり、完全に不稔になる


ものも報告されている。また、F1 をセイヨウナタネによって戻し交配した場合の


結実率（結実数／受粉した花）は 0.9％、B. nigra によって戻し交配した場合の結


実率は 0.06％であり、これらの種子は萎縮しており、温室内においても発芽しな


かった（Bing, 1991）。このように、得られた雑種の稔性は低く、F2 や BC 世代を


得るのは難しいと考えられる（Scheffler and Dale, 1994）。 
 


5) セイヨウナタネと R. raphanistrum との交雑性 
 セイヨウナタネと R. raphanistrum の交雑性に関しては、ほ場での調査において、


セイヨウナタネを種子親とした場合は 3.8×10-8～5.1×10-4％、R. raphanistrum を種


子親とした場合は 1×10-7～3.1×10-5％等の雑種形成率の報告があり（Rieger et al., 
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2001; Chevre et al., 2000; Warwick et al., 2003）、雑種形成の可能性は極めて低い


（OGTR, 2008）。また、R. raphanistrum がごくありふれた雑草となっているスイス


における調査でも、セイヨウナタネのほ場近くに自生する R. raphanistrum の個体


群からセイヨウナタネとの雑種は確認されなかった（Thalmann et al., 2001）。 
 F1 雑種における花粉生存率は 1％以下である（Warwicke et al., 2003）が、ほと


んどが不稔となること（Pinder, 1999）、F1 雑種の種子生産量は 1 株当たり 0.78 個


と極めて少ないことが報告されている（Chevre et al., 1998）。他方、F1 雑種を花粉


親として R. raphanistrum への戻し交配を数回行うことにより稔性や収量の回復も


示唆されている（Chevre et al., 2003; Chevre et al., 1998）。また、F1 雑種において幼


苗の生存率やロゼット葉の直径、乾物重の顕著な低下が認められ、栽培条件及び


自然条件下において生存する可能性は低いことが示唆される（Gueritaine et al., 
2003）。これらのことから、F1 雑種が花粉親となり R. raphanistrum への戻し交配


が起こる機会は限定されると考えられる（OGTR, 2008）。 
 
5) セイヨウナタネと H. incana との交雑性 
 セイヨウナタネと H. incana については、セイヨウナタネが花粉親となる場合に


交雑し得ることが知られているが、雑種が形成される可能性は低い。フランスで


行なわれた調査では、セイヨウナタネと H. incana を 625：1 の割合で栽培した場


合、H. incana に形成された種子のうち 1.5％が雑種であったと報告されている。ま


た、F1 雑種の稔性、種子生産量及び収穫種子の生存率に顕著な低下がみられる。


F1 雑種の雄しべには殆ど花粉が形成されず、形成される花、莢及び種子も極めて


少ない。さらに、戻し交配世代においても高い不稔性率が認められ、種子生産量


は少ない（Lefol et al., 1996b）。 
 


6) セイヨウナタネと S. arvensis との交雑性 
 セイヨウナタネと S. arvensis の交雑性については、雄性不稔セイヨウナタネと


S. arvensis を花粉媒介昆虫の放飼条件下で栽培した場合（Lefol et al., 1996a）や、


花粉源となる他のナタネ類から隔離した状態で栽培した場合（Chevre et al., 1996）
には、0.012～0.18％の交雑率が認められた。他方、花粉稔性のあるセイヨウナタ


ネと S. arvensis を花粉媒介昆虫の放飼条件下で栽培した場合、或いは、特に制限を


設けない通常のほ場条件では、S. arvensis から採種した 290 万粒の生存種の中に雑


種は認められなかった（Lefol et al., 1996a）。また、Warwick（2003）は、1、2 年前


に除草剤耐性セイヨウナタネが栽培されていたほ場内又はほ場付近における 79 の


S. arvensis の個体群から採種し、芽生えた 43,000 株の苗に対象の除草剤を散布した


結果雑種は認められず、セイヨウナタネと S. arvensis の交雑率は 2×10-5％以下で


あるとしている。 
 また、7224 株の F1 雑種に S. arvensis を花粉親として人工交配した結果、2 つの
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種子が得られたが、いずれも発芽しなかったことが報告されている（Lefol et al., 
1996a）。また、ほぼ雄性不稔の F1 雑種と S. arvensis を自然交配させた場合の雑種


形成率は 0.12％と報告されている（Chevre et al., 1996）。さらに、808 株の F1 雑種


にセイヨウナタネの花粉を用いて人工交配した結果、9 個の種子が得られた。また、


そのうちの 1 個からセイヨウナタネに類似した BC1F1 世代の個体が得られ、次世


代の戻し交配はセイヨウナタネとのみ成功したものの、得られた種子は僅かであ


ったと報告されている（Lefol et al., 1996a）。 
 
以上から、本スタック系統がセイヨウナタネや外来近縁種と交雑し、自然環境下


で雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性は、従来のセイ


ヨウナタネと同様に低いと考えられる。 
 
② 導入遺伝子が負担となり外来近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性 
 
改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子を有する組換えセイヨウナタネと B. rapa の雑


種に、除草剤グルホシネートによる選抜を加えつつ B. rapa を 3 回戻し交配して得ら


れた BC3 世代における耐性個体と非耐性個体との比較において、それぞれの花粉稔


性、発芽後の生存性及び種子生産量等に顕著な差は認められなかったと報告されて


いる（Snow et al., 1999）。よって、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子が負担となり、


短期的に種間雑種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。また、


barnase 遺伝子を獲得した植物体は雄性不稔形質を示すが、優性の雄性不稔形質を有


する植物体は世代を重ねるにつれ集団内から速やかに失われることが知られている


（Kaul, 1988）ことから、barnase 遺伝子が外来近縁種の個体群中に浸透し、個体群


の維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 
 
改変 cp4 epsps 遺伝子及び改変 gox v247 遺伝子は、除草剤グリホサートが散布され


ることが想定されにくい自然条件下においては、競合における優位性を高めること


はないことが示されている（Crawley et al., 2001; CFIA, 1995）。このことから、本ス


タック系統と外来近縁種との交雑種の競合における優位性は、除草剤グリホサート


を散布されることが想定しにくい自然条件下においては、非組換えセイヨウナタネ


の交雑種と同程度であり、交雑種が他の野生植物種を駆逐するうような性質を有す


るとは考え難い。さらに、除草剤耐性の形質が交雑により近縁種のゲノム中に移入


したとしても負担とならないという報告がある（Crawley et al., 1993; Légère, 2005; 
Snow and Jorgensen, 1999; Snow et al., 1999）。 


 
barnase 遺伝子はプロモーターPTA29 により葯のタペート細胞で発現して細胞を


破壊し、花粉形成を阻害するが、仮に barnase 遺伝子がプロモーターPTA29 の支配
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を外れ、植物中で構成的に発現するプロモーターを獲得したとしても、その発現カ


セットを付与された植物体はリボヌクレアーゼにより細胞が破壊され正常に生育で


きないか、死に至ると考えられる。さらに、部位特異的のような誘導的プロモータ


ーを獲得した場合でも、植物体の調節機能が正常に働かず、正常に生育する可能性


は低いと考えられる。よって、これらのような植物体が自然条件下で正常に生育し、


継続的にその遺伝子が後代に引き継がれる可能性は低い。したがって、これらの遺


伝子が近縁種の個体群中に浸透する可能性は低いと考えられる。 
 
これらのことから、導入遺伝子はいずれも近縁種の個体群中に浸透し、個体群の


維持に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。 
 
以上から、本スタック系統と近縁種の交雑により間接的に生物多様性影響が生ず


るおそれはないと判断した。 
 







 52 


第三 生物多様性影響の総合的評価 
 
 本スタック系統は、MS8、RF3 及び RT73 から交雑育種法により作出されたもので


あり、各親系統の特性を併せ持つ。本スタック系統で発現する改変 PAT 蛋白質、改


変 CP4 EPSPS 蛋白質、改変 GOX v247 蛋白質はいずれも高い基質特異性を有し、そ


れぞれ異なる作用機作で独立して作用している。また、BARNASE 蛋白質及び


BARSTAR 蛋白質はいずれもプロモーターPTA29 の支配下で葯のタペート細胞にお


いて発現して特異的に複合体を形成する。よって、本スタック系統においても、こ


れらの発現蛋白質が宿主の代謝系に影響を及ぼす可能性は低く、また、これらの発


現蛋白質間に意図しない機能上の相互作用は生じないと考えられた。実際に、生物


検定の結果から、本スタック系統において、各親系統由来の発現蛋白質が付与する


形質は本スタック系統において変化していないことが確認された。 
したがって、本スタック系統の生物多様性影響の評価は MS8、RF3 及び RT73 の


諸形質を個別に調査した結果に基づき行った。 
 
我が国では、セイヨウナタネは河原や線路沿いでの群生や、主なナタネ輸入港や


その周辺での生育が報告されている。また、長期にわたりセイヨウナタネ種子の輸


入経験があるが、セイヨウナタネが我が国の野生動植物等に影響を及ぼしたとする


報告はなされていない。さらに、人為的撹乱のない自然条件下では、ほ場から逸出


して野生化したと考えられるセイヨウナタネの個体群は短期間で消滅することが報


告されている。また、我が国の 3 年間にわたるナタネの輸入港周辺の調査では、各


調査対象地域における遺伝子組換えセイヨウナタネの生育は毎年ほぼ同じ範囲に限


られており、遺伝子組換えセイヨウナタネと B. juncea（カラシナ）又は B. rapa（在


来ナタネ）との交雑個体も見つからなかったことが報告されている。 
 
 競合における優位性に関して、隔離ほ場試験及び特定網室試験等において、MS8、
RF3 及び RT73 の形態及び生育の特性、生育初期における低温又は高温耐性、成体


の越冬性又は越夏性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生産量、脱粒性及び休眠性に


ついて調査した結果、いずれの系統についても競合における優位性を高める可能性


を示唆する形質は認められなかった。 
また、本スタック系統は、除草剤グルホシネート及びグリホサートに耐性を示す


が、自然環境下においてこれらの除草剤が選択圧となることは考え難い。また、本


スタック系統において、BARNASE 蛋白質による雄性不稔形質は BARSTAR 蛋白質


により抑制され、非組換えセイヨウナタネと同様に花粉を形成する。なお、雄性不


稔形質が競合において優位に作用するとは考え難く、稔性回復性については、


BARNASE 蛋白質による雄性不稔性が付与された個体と交雑した場合にのみ意図さ


れた機能を果たすが、そのような個体が存在しない条件下では何ら機能を果たさな
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い。したがって、これらの形質が本スタック系統の競合における優位性に影響する


ことはないと考えられる。 
 以上から、競合における優位性に起因して生物多様性影響が生ずるおそれはない


と判断した。 
 
 セイヨウナタネの種子に含まれる有害物質としてエルシン酸やグルコシノレート


が知られているが、MS8、RF3 及び RT73 の種子中のエルシン酸及びグルコシノレー


ト含有量は、いずれもカノーラ品種として規定される範囲内であることが確認され


ている。 
本スタック系統が有する改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質、改変 GOX v247


蛋白質、BARNASE 蛋白質及び BARSTAR 蛋白質はいずれも、既知アレルゲンと構


造的に類似性のある配列を有しないことが確認されている。 
また、改変 PAT 蛋白質、改変 CP4 EPSPS 蛋白質及び改変 GOX v247 蛋白質は高い


基質特異性を有しており、宿主の代謝系に影響を及ぼし、新たに有害物質を産生す


ることは考え難い。また、BARNASE 蛋白質のリボヌクレアーゼ活性は BARSTAR
蛋白質で阻害されるが、いずれの蛋白質もプロモーターPTA29 の支配下で葯のタペ


ート細胞のみで発現すること、また、BARNASE 蛋白質の植物中のリボヌクレアー


ゼに対する阻害作用は報告されていないことから、BARNASE 蛋白質及び BARSTAR
蛋白質が植物体内の他の代謝系に影響することはないと考えられた。以上から、こ


れらの発現蛋白質に起因して、本スタック系統が新たに有害物質を産生する可能性


は低いと考えられた。 
実際に、有害物質の産生性に関して、MS8 及び RF3 については後作試験、鋤込み


試験及び土壌微生物相試験、RT73 についてはこれらの試験に加えて葉からのリーチ


ング液による検定を行なった結果、RF3 の鋤込み試験において、調査項目の一部で


対照品種との間に統計学的有意差が認められたものの、差に一貫した傾向は認めら


れなかったことから、有害物質の産生性は新たに獲得していないと考えられた。ま


た、その他の系統においては、いずれの調査項目でも対照品種との間に統計学的有


意差は認められなかった。 
 以上から、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと


判断した。 


 
我が国には、セイヨウナタネと交雑可能な我が国在来の近縁種は自生しておらず、


交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
 
しかし、我が国にはセイヨウナタネと交雑可能な外来近縁種として、セイヨウナ


タネ、B. rapa、B. juncea、B. nigra、R. raphanistrum、H. incana 及び S. arvensis が自生


しており、本スタック系統とこれらの外来近縁種が交雑した場合、①雑種後代が優
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占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性、②導入遺伝子が負担となり外


来近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群


の維持に影響を及ぼす可能性が考えられた。 
 本スタック系統の外来近縁種に対する交雑率は調査していないが、親系統である


RF3 及び RT73 と外来近縁種との交雑率は既往の知見を上回らないことが確認され


たことから、本スタック系統の交雑性についても非組換えセイヨウナタネと差異は


ないと判断し、本スタック系統の交雑性及び種間雑種が優占化する可能性について、


既往の知見に基づき検討した。 
セイヨウナタネと外来近縁種の交雑性及び雑種が優占化する可能性については、


第二、4 に詳述したように、種々の生殖的隔離障壁が存在することから、自然条件


下で雑種後代が優占化して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性は極めて低い


と考えられた。 
他方、導入遺伝子が負担となり外来近縁種の個体群の維持に影響を及ぼす可能性


については、改変 bar 遺伝子及び barstar 遺伝子を有するセイヨウナタネと B.rapa
の戻し交配後代における除草剤グルホシネート耐性個体と非耐性個体との比較にお


いて、花粉稔性、発芽後の生存性及び種子生産量等に顕著な相違は認められなかっ


たとの報告がある。改変 cp4 epsps 遺伝子及び改変 gox v247 遺伝子については、除草


剤耐性の形質が交雑により近縁種のゲノム中に移入したとしても負担とならないと


いう報告がある。また、barnase 遺伝子を獲得した植物体は雄性不稔形質を示すが、


優性の雄性不稔形質を有する植物体は世代を重ねるにつれ集団内から速やかに失わ


れることが報告されている。さらに、barnase 遺伝子は、プロモーターPTA29 の支配


下で葯のタペート細胞において発現して細胞を破壊し、花粉形成を阻害するが、仮


に barnase 遺伝子がプロモーターPTA29 の支配を外れ、植物中で構成的に発現する


プロモーターや部位特異的のような誘導的プロモーターを獲得した場合でも、植物


体はリボヌクレアーゼにより細胞が破壊され死に至るか、調節機能が正常に働かず、


正常に生育する可能性は低いと考えられる。よって、そのような植物体が自然条件


下で正常に生育し、継続的にその遺伝子が後代に引き継がれる可能性は低い。これ


らのことから、導入遺伝子が負担となり交雑した外来近縁種の個体群の維持に影響


を及ぼす可能性は低いと考えられた。 
以上から、本スタック系統と外来近縁種が交雑した場合に、①雑種後代が優占化


して他の野生植物種の個体群を駆逐する可能性、また、②導入遺伝子が負担となり


近縁種の個体群が縮小し、それらに依存して生息する昆虫等の野生生物の個体群の


維持に影響を及ぼす可能性は極めて低いと判断された。 
 
以上を総合的に評価し、本スタック系統を第一種使用規程に従って使用した場合


に生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断した。 
 







 55 


参考文献 
 
1）Barker, R.F., Idler, K.B., Thompson, D.V., Kemp, J.D. (1983) Nucleotide sequence of 


the T-DNA region from the Agrobacterium tumefaciens octopine Ti plasmid pTi15955. 
Plant Molecular Biology 2: 335-350. 


 
2）Barry, G and Kishore, G.M. (1994) Cloning and Expression in Escherichia coli of the 


Glyphosate-to- Aminomethylphosphonic Acid Degrading Activity from Achromobacter 
sp. Strain LBAA MSL-13245. 


 
3）Bielikova, L., Rakousky, S. (2001) Survey on oilseed rape cultivation and weed relatives 


in the Czech republic. In “European Science Foundation Meeting of a Working Group 
on: Interspecific gene flow from oilseed rape to weedy species, June 2001”. Rennes, 
France. pp.9. 


 
4）Bing, D.J. (1991) Potential of gene transfer among oilseed Brassica and their weedy 


relatives. MSc thesis, Department of Crop Science and Plant Ecology, University of 
Saskatchewan, Saskatoon, Canada. 


 
5）Bing, D.J., Downey, R.K., Rakow, F.W. (1991) Potential of gene transfer among oilseed 


Brassica and their weedy relatives. In: GCIRC 1991 Congress pp 1022-1027. 
 
6）Bing, D.J., Downey, R.K., Rakow, G.F.W. (1996) Hybridizations among Brassica napus, 


B.rapa and B.juncea and their two weedy relatives B.nigra and Sinapis arvensis under 
open pollination conditions in the field. Plant Breeding 115: 470-473. 


 
7）Bolivar, F., Rodoriguez, R.L., Greene, P.J., Betlach, M.C., Heyneker, H.L., Boyer, H.W., 


Crosa, J.H., Falkow, S. (1977) Construction and characterization of new cloning 
vehicles. Ⅱ. A multipurpouse cloning system. Gene 2: 96-113. 


 
8）Brown, J., Brown, A.P. (1996) Gene transfer between canola (Brassica napus L. and 


B.campestris L.) and related weed species. Ann. Appl. Biol. 129: 513-522. 
 
9）CFIA (Canadian Food Inspection Agency) (1995) Determination of environmental 


safety of Monsanto Canada Inc.’s Roundup® Herbicide-Tolerant Brassica napus Canola 
Line GT73 http://www.inspection.gc.ca/english/plaveg/bio/dd/dd9502e.shtml 


 
10） Choudhary, B.R., Joshi, P. (1999) Interspecific hybridization in Brassica. “New 


Horizons for an old crop” Proceedings of the 10th International Rapeseed Congress. 
Canberra, Australia. 


 
11） Chevre, A.M., Eber, F., Kerlan, M.C., Barret, P., Festoc, G., Vallee, P., Renard, M. 


(1996) Interspecific gene flow as a component of risk assessment for transgenic 
Brassicas. Acta Horticulturae 407: 169-179. 


 
12） Chevre, A.M., Eber, F., Baranger, A., Hureau, G., Barret, P., Picault, H., Renard, M. 


(1998) Characterisation of backcross generations obtained under field conditions from 
oilseed rape-wild radish F1 interspecific hybrids: an assessment of transgene dispersal. 
Theoitical and Applied Genetics 79: 90-98. 


 
13） Chevre, A.M., Eber, F., Darmency, H., Fleury, A., Picault, H., Letanneur, J.C., Renard, 



http://www.inspection.gc.ca/english/plaveg/bio/dd/dd9502e.shtml





 56 


M. (2000) Assessment of interspecific hybridization between transgenic oilseed rape 
and wild radish under nomal agronomic conditions. Theoritical and Applied Genetics 
100: 1233-1239. 


 
14） Chevre, A.M., Eber, F., Jenczewski, E., Darmency, H., Renard, M. (2003) Gene flow 


from oilseed rape to weedy species. Acta Agriculturae Scandinavica, Section B, Soil 
and Plant Science 53: 22-25. 


 
15） Coruzzi, G., Broglie, R., Edwards, C. and Chua, N.H. (1984) Tissue-specific and 


light-regulated expression of a pea nuclear gene encoding the small subunit of 
ribulose-1,5-bisphosphate carboxylase. Embo J. 3: 1671-1679. 


 
16） Crawley, M.J., Hails, R.S., Rees, M., Kohn, D., Buxton, J. (1993) Ecology of 


transgenic oilseed rape in natural habitats. Nature 363: 620-623. 
 
17） Crawley, M.J., Brown, S.L. (1995) Seed limitation and the dynamics of feral oilseed 


rape on the M25 motorway. Proc. R. Soc. Lond. B. 259: 49-54. 
 
18） Crawley, M.J., Brown, S.L., Hails, R.S., Kohn, D.D., Rees, M. (2001) Transgenic 


crops in natural habitats. Nature 409: 682-683 
 
19） Della-Cioppa, G., Bauer, S.C., Klein, B.K., Shah, D.M., Fraley, R.T., Kishore, G. 


(1986) Translocation of the precursor of 5-enolpyruvylshikimate-3-phosphate synthase 
into chloroplasts of higher plants in vitro. Proc. Natl. Acad. Sci. 83: 6873-6877. 


 
20） Depicker, A., Stachel, S., Dhaese, P., Zambryski, P., Goodman, H.M. (1982) Nopaline 


synthase: transcript mapping and DNA sequence. Journal of Molecular and Applied 
Genetics 1: 561-573. 


 
21） Dhaese, P., De Greve, H., Gielen, J., Seurinck, J., Van Montagu, M., Schell, J. (1983) 


Identification of sequences involved in the polyadenylation of higher plant nuclear 
transcripts using Agrobacterium T-DNA genes as models. The EMBO Journal 2: 
419-426. 


 
22） Downey, R.K., Robbelen, G. (1989) Brassica species. In: Oil Crops of the World. 


Robbelen et al. (eds.) McGraw-Hill, New York, p.339-362. 
 
23） Drews, G.N., Goldberg, R.B. (1989) Genetic control of flower development. Trends in 


Genetics 5: 256-261. 
 
24） FAOSTAT http://faostat.fao.org/site/567/DesktopDefault.aspx?PageID=567#ancor 


(Updated: 2 September, 2010) 
 
25） Fling, M.E., Kopf, J., Rechards, C. (1985) Nucleotide sequence of the transposon Tn7 


gene encoding an aminoglycoside-modifying enzyme 3”(9)-0-nucleotidyltransferase. 
Nucleic Acids Res. 13: 7095-7106. 


 
26） Frello, S., Hansen, K.R., Jensen, J., Jørgensen, R.B. (1995) Inheritance of rapeseed 


(Brassica napus) specific RAPD markers and a transgene in the cross B.juncea x 
(B.juncea x B.napus). Theor. Appl. Genet. 91: 236-241. 


 







 57 


27） Gielen, J., De Beuckeleer, M., Seurinck, J., Deboeck, F., De Greve, H., Lemmers, M., 
Van Montagu, M., Schell, J. (1984) The complete nucleotide sequence of the TL-DNA 
of the Agrobacterium tumefaciens plasmid pTiAch5. The EMBO Journal 3: 835-846. 


 
28） Giza, P.E., Huang, R.C. (1989) A self-inducing runaway-replication plasmid 


expression system utilizing the Rop protein. Gene 78: 73-84. 
 
29） Gowda, S., Wu, F.C., Shepard, R.J. (1989) Identification of promoter sequences for 


the major RNA transcripts of figwort mosaic and peanut chlorotic streak viruses 
(caulimovirus group). J.Cell. Biochem. 13D (supplement): 301. 


 
30） Gueritaine, G., Bazot, S., Darmency, H. (2003) Emergence and growth of hybrids 


between Brassica napus and Raphanus raphanistrum. New Phytologist 158: 561-567. 
 
31） Gulden, R.H., Shirtliffe, S.J., Thomas, A.G. (2000) Secondary dormancy in volunteer 


canola (Brassica napus L.). Expert Committee on Weeds-Proceedings of the 2000 
National Meeting. Canada. p62-67. 


 
32） Gruys, K.J., Walker, M.C., Sikorski, J.A. (1992) Substrate synergism and the 


steady-state kinetic reaction mechanism for EPSP synthase from E. coli. Biochem. 31: 
5534-5544. 


 
33） Hallas, L.E., Hahn, E.M., Korndorfer, C. Hallas, L.E., Hahn, E.M., Korndorfer, C. 


(1988) Characterization of microbial traits associated with glyphosate biodegradation 
in industrial activated sludge. J. Industrial Microbiol. 3: 377-385. 


 
34） Haslam, E. (1974). The Shikimate Pathway, John Wiley and Sons, New York, New 


York. 
 
35） Haslam, E. (1993) Shikimic Acid：Metabolism and Metabolites, John Wiley and Sons, 


Chichester, England. 
 
36） Herrmann, K.M. (1983) Amino Acids: Biosynthesis and Genetic Regulation (Herrmann, 


K.M. and Somerville, R. L., Eds.) Addison-Wesley, Reading, MA. pp.301-322. 
 
37） Hartley, R.W., Smeaton, J.R. (1973) On the reaction between the extracellular 


ribonuclease of Bacillus amyloliquefaciens (Barnase) and its intracellular inhibitor 
(Barstar). The Journal of Biological Chemistry 248: 5624-5626. 


 
38） Hartley, R.W. (1988) Barnase and barstar, expression of its cloned inhibitor permits 


expression of a cloned ribonuclease. Journal of Molecular Biology 202: 913-915. 
 
39） Hartley, R.W. (1989) Barnase and barstar : two small proteins to fold and fit together. 


Trends in Biochemical Science 14: 450-454. 
 
40） Hartley, R.W., Both, V., Hebert, E.J., Homerova, D., Jucovic, M., Nazarov, V., 


Rybajlak, I., Sevcik, J. (1996) Expression of extracellular ribonucleases from 
recombinant genes of four Streptomyces strains with the aid of the barstar gene. 
Protein Pept Lett. 3: 225-231. 


 
41） Hauser, T.P., Jørgensen, R.B., Østergård, H. (1998) Fitness of backcross and F2 







 58 


hybrids between weedy Brassica rapa and oilseed rape (B.napus). Heredity 81: 
436-443. 


 
42） Hill, C., Dodson, G., Heinemann, U., Saenger, W., Mitsui, Y., Nakamura, K., Borisov, 


S., Tischenko, G., Polyakov, K., Pavlovsky, S. (1983) The structural and sequence 
homology of a family of microbial ribonucleases. Trends in Biochemical Sciences 8: 
364-369. 


 
43） Hühn, M., Rakow, G. (1979) Einige experimentelle Ergebnisse zur 


Fremdbefruchtungsrate bei Winterraps (Brassica napus oleifera) in Abhängigkeit von 
Sorte und Abstand. Z. Pflanzenzüchtg 83: 289-307. 


 
44） Itoh, Y., Watson, J.M., Haas, D., Leisinger, T. (1984) Genetic and molecular 


characterization of the Pseudomonas plasmid pVS1. Plasmid 11: 206-220. 
 
45） Jacob, G.S., Garbow, J.R., Hallas, L.E., Kimack, N.M., Kishore, G.M., Schaefer, J. 


(1988) Metabolism of glyphosate in Pseudomonas sp. strain LBr. Appl. Environ. 
Microbiol. 54: 2953-2958. 


 
46） Joos, S.B., Lambert, B., Leyns, F., De Roeck, A., Swings, J. (1988) Inventory of 


Natural Rhizobacterial Populations from Different Crop Plants. In The Release of 
Genetically-engineered Micro-organisms. M.Sussman et al., eds. Academic Press, 
London. pp39-142. 


 
47） Jørgensen, R.B., Andersen, B. (1994) Spontaneous hybridization between oilseed rape 


(Brassica napus) and weedy B.campestris (Brassicaceae): a risk of growing genetically 
modified oilseed rape. Amer. J. Bot. 81: 1620-1626. 


 
48） Jørgensen, R.B., Andersen, B., Landbo, L. and Mikkelsen, T.R. (1996) Spontaneous 


hybridization between oilseed rape (Brassica napus) and weedy relatives. Acta Hort. 
407: 193-200. 


 
49） Jørgensen, R.B., Andersen, B., Hauser, T.P., Landbo, L., Mikkelsen, T.R., Østergård, 


H. (1998) Introgression of crop genes from oilseed rape (Brassica napus) to related 
wild species – an avenue for the escape of engineered genes. Acta Hort. 459: 211-217. 


 
50） Kaul, M.L.H. (1988) Male sterility in higher plants. Monographs on theoretical and 


applied genetics. Vol. 10. Springer Verlag, Berlin 1005p. 
 
51） Kerlan, M.C., Chèvre, A.M., Eber, F., Baranger, A., Renard, M. (1992) Risk 


assessment of outcrossing of transgenic rapeseed to related species : I. Interspecific 
hybrid production under optimal conditions with emphasis on pollination and 
fertilization. Euphytica 62: 145-153. 


 
52） Kihara, H. (1969) History of biology and other science in Japan in retrospect. Proc. Ⅻ 


Intern. Congr. Genetics 3: 49-70. 
 
53） Klee, H.J., Muskopf, Y.M., Gasser, C.S. (1987) Cloning of an Arabidopsis thaliana 


gene encoding 5-enolpyruvylshikimate-3-phosphate synthase：Sequence analysis and 
manipulation to obtain glyphosate-tolerant plants. Mol.Genet.210: 437-442. 


 







 59 


54） Krebbers, E., Seurinck, J., Herdies, L., Cashmore, A.R., Timko, M.P. (1988) Four 
genes in two diverged subfamilies encode the ribulose-1,5-biphoshate carboxylase 
small subunit polypeptides of Arabidopsis thaliana. Plant Molecular Biology 11: 
745-759. 


 
55） Lefol, E., Danielou, V., Darmency, H. (1996a) Predicting hybridization between 


transgenic oilseed rape and wild mustard. Field Crops Research 45: 153-161. 
 
56） Lefol, E., Freury, A., Carmency, H. (1996b) Gene dispersal from transgenic crops. II. 


Hybridisation between oilseed rape and wild Hoary mustard. Sexual plant reproduction 
9: 189-196. 


 
57） Légère, A. (2005) Risks and consequences of gene flow from herbicide-resistant crops: 


canola (Brassica napus L) as a case study. Pest Management Science. 61:292-300. 
 
58） Levin, J.G., Sprinson, D.B. (1964) The Enzymatic Formation and Isolation of 3- 


Enolpyruvylshikimate 5-phosphate. J. Biol. Chem. 239: 1142-1150. 
 
59） Lutman, P.J.W. (1993) The occurrence and persistence of volunteer oilseed rape 


(Brassica napus). Aspects of Applied Biology 35: 29-35. 
 
60） Mariani, C., De Beuckeleer, M., Truettner, J., Leemans, J., Goldberg, R.B. (1990) 


Induction of male sterility in plants by a chimaeric ribonuclease gene. Nature 347: 
737-741. 


 
61） Mariani, C., Gossele, V., De Beuckeleer, M., De Block, M., Goldberg, R.B., De Greef, 


W., Leemans, J. (1992) A chimaeric ribonuclease-inhibitor gene restores fertility to 
male sterile plants. Nature 357: 384-387. 


 
62） Martinez, J.C., Filimonov, V.V., Mateo, P.L., Schreiber, G., Fersht, A.R. (1995) A 


calorimetric study of the thermal stability of berstar and its interaction with barnase. 
Biochemistry 34: 5224-5233. 


 
63） Mesquida, J., Renard, M. (1982) Study of the pollen dispersal by wind and of the 


importance of wind pollination in rapeseed (Brassica napus var. oleifera Metzger) 
(English Summary). 353-366. 


 
64） Morelli, G., Nagy, F., Fraley, R.T., Rogers, S.G., Chua, N. (1985) A short conserved 


sequence is involved in the light-inducibility of a gene encoding 
ribulose-1,5-bisphosphate carboxylase small subunit of pea. Nature 315: 200-204. 


 
65） OECD (1997) Consensus document on the biology of Brassica napus L. (Oilseed 


rape). Series on Harmonization of Regulatory Oversight in Biotechnology No.7, 
OECD/GD(97)63. 


 
66） OECD (2001) Consensus document on key nutrients and key toxicants in low erucic 


acid rapeseed (Canola). Series on the safety of novel foods and feeds. No.1, 
ENV/JM/MONO(2001)13. 


 
67） OGTR (2008) The biology of Brassica napus L. (canola). Version 2: February 2008. 
 







 60 


68） Padgette, S.R. et al. (1993) Purification, Cloning and Characterization of a Highly 
Glyphosate-tolerant EPSP Synthase from Agrobacterium sp. strain CP4. MSL-12738 
(Monsanto Company Confidential Report). 


 
69） Padgette, S.R., Taylor, M.L., Barry, G.F., Huber, T., Harrison, L.A., Kishore, G.M. 


(1994) Characterization of Glyphosate Oxidoreductase. MSL-13234. 
 
70） Paul, E.M., Thompson, C., Dunwell, J.M. (1995) Gene dispersal from genetically 


modified oilseed rape in the field. Euphytica 81: 283-289. 
 
71） Pekrun, C., Lutman, P.J.W., Baeumer, K. (1997a) Germination behaviour of dormant 


oilseed rape seeds in relation to temperature. Weed Research 37: 419-431. 
 
72） Pekrun, C., Lutman, P.J.W., Baeumer, K. (1997b) Induction of secondary dormancy in 


rape seeds (Brassica napus L.) by prolonged imbibition under conditions of water 
stress or oxygen deficiency in darkness. European Journal of Agronomy 6: 245-255. 


 
73） Pekrun, C., Hewitt, J.D.J., Lutman, P.J.W. (1998) Cultural control of volunteer oilseed 


rape. Journal of Agricultural Science 130: 155-163. 
 
74） Pipke, R., Amrhein, N. (1988) Degradation of the phosphonate herbicide glyphosate 


by arthrobacter atrocyaneus ATCC 13752. Appl. Environ. Microbiol. 54: 1293-1296. 
 
75） Rakow, G., Woods, D.L. (1987) Outcrossing in rape and mustard under Saskatchewan 


prairie conditions. Can. J. Plant Sci. 67: 147-151. 
 
76） Ramsay, G., Thompson, C.E., Neilson, S., Mackay, G.R. (1999) Honeybees as vectors 


of GM oilseed rape pollen. BCPC Symposium Proceedings No.72: Gene Flow and 
Agriculture. Relevance for Transgenic Crops p.209-214. 


 
77） Räntio-Lehtimaki, A. (1995) Aerobiology of pollen and pollen antigens. In: Cox, C & 


Wathes, C. (eds.) Bioaerosols Handbook. CRC Lewis. 
 
78） Rao, M.V.B., Babu, V.R., Radhika, K. (1993) Introgression of earliness in Brassica 


napus L. I. An interspecific B.juncea and B.napus cross. Intern. J. Trop. Agric. 11: 
14-19. 


 
79） Richins, R.D., Scholthof, H.B., Shepard, R.J. (1987) Sequence of figwort mosaic virus 


DNA (caulimovirus group). Nucl. Acids Res. 15: 8451-8466. 
 
80） Rieger, M.A., Preston C., Powles S.B. (1999) Risk of gene flow from transgenic 


herbicide-resistant canola (Brassica napus) to weedy relatives in southern Australian 
cropping systems. Australian Journal of Agricultural Research 50: 115-128. 


 
81） Rieger, M.A, Potter, T.D., Preston, C., Powles, S.B. (2001) Hybridization between 


Brassica napus L. and Raphanus raphanistrum L. under agronomic field conditions. 
Theor. Appl. Genet. 103: 555-560. 


 
82） Rieger, M.A., Lamond, M., Preston, C., Powles, S.B., Roush, R.T. (2002) 


Pollen-mediated movement of herbicide resistance between commercial canola fields. 
Science 296: 2386-2388. 







 61 


 
83） Rogers, S.G., Klee, H., Horsch, R., Fraley, R.T. (1987) Improved vectors for plant 


transformation：Expression cassette vectors and new selectable markers. Meth. 
Enzymol. 153: 253-277. 


 
84） Scheffler, J.A., Parkinson, R., Dale, P.J. (1993) Frequencey and distance of pollen 


dispersal from transgenic oilseed rape (Brassica napus). Transgenic Research 2: 
356-364. 


 
85） Scheffler, J.A., Dale, P.J. (1994) Opportunities for gene transfer from transgenic 


oilseed rape (Brassica napus) to related species. Transgenic Research 3: 263-278. 
 
86） Scott, S.E., Wilkinson, M.J. (1998) Transgene risk is low. Nature 393: 320. 
 
87） Scott, S.E., Wilkinson, M.J. (1999) Low probability of chloroplast movement from 


oilseed rape (Brassica napus) into wild Brassica rapa. Nature Biotechnology 17: 
390-392. 


 
88） Seurinck, J., Truettner, J., Goldberg, R.B. (1990) The nucleotide sequence of an 


anther-specific gene. Nucleic Acids Research 18: 3403. 
 
89） Sheperd, R.J., Richins, J.F., Duffus, J.F., Handley, M.K. (1987) Figwort mosaic virus: 


Properties of the virus and its adaptation to a new host. Phytopathology 77: 
1668-1673. 


 
90） Smart, C.C., Johanning, D., Muller, G., Amrhein, N. (1985) Selective overproduction 


of 5-enol-pyruvylshikimate acid 3-phospate synthase in a plant cell culture which 
tolerates high doses of the herbicide glyphosate. J. Biol. Chem. 260: 16338-16346. 


 
91） Smeaton, J.R., Elliott, W.H. (1967) Isolation and properties of a specific bacterial 


ribonuclease inhibitor. Biochim. Biophys. Acta 145: 547-560. 
 
92） Snow, A.A., Jørgensen, R.B. (1999) Fitness costs associated with transgenic 


glufocinate tolerance introgressed from Brassica napus ssp. Oleifera (oilseed rape) 
into weedy Brassica rapa. Gene flow and agriculture: relevance for transgenic crops. 
72: 137-142. 


 
93） Snow, A.A., Andersen, B., Jørgensen, R.B. (1999) Costs of transgenic herbicide 


resistance introgressed from Brassica napus into weedy B.rapa. Molecular Ecology 8: 
605-615. 


 
94） Steinrüken, H.C., Amrhein, N. (1980) The herbicide glyphosate is a potent inhibitor of 


5-enolpyruvyl-shikimate-3-phosphate synthase. Biochem. Biophys. Res. Comm. 94: 
1207-1212. 


 
95） Sutcliffe, J.G. (1979) Complete nucleotide sequence of the Escherichia coli plasmid 


pBR322. Cold Spring Harbor Symposium 43: 77-90. 
 
96） Thalmann, C., Guadagnuolo, R., Felber, F. (2001) Search for spontaneous 


hybridization between oilseed rape (Brassica napus L.) and wild radish (Raphanus 
raphanistrum L.) in agricultural zones and evaluation of the genetic diversity of the 







 62 


wild species. Bot. Helvetica 111: 107-119. 
 
97） Thompson, C.E., Squire, G., Mackay, G.R., Bradshaw, J.E., Crawford, J., Ramsay, G. 


(1999) Regional patterns of gene flow and its consequence for GM oilseed rape. BCPC 
Symposium Proceedings No.72: Gene Flow and Agriculture.  Relevance for 
Transgenic Crops p.95-100. 


 
98） Thompson, C.J., Rao Movva, N., Tizard, R., Crameri, R., Davies, J.E., Lauwereys, M., 


Botterman, J. (1987) Characterization of the herbicide resistance gene bar from 
Streptomyces hygroscopicus. The EMBO Journal 6: 2519-2523. 


 
99） Timko, M.P., Krebbers, E. (1988) Genetic engineering of nuclear-encoded components 


of the photosynthetic apparatus in Arabidopsis. In The Impact of Chemistry on 
Biotechnology.ACS Books. pp279-295. 


 
100） Timmons, A.M., O’Brien, E.T., Charters, Y.M., Dubbels, S.J., Wilkinson, M.J. 


(1995) Assessing the risks of wind pollination from fields of genetically modified 
Brassica napus ssp. olefera. Euphytica 85: 417-423. 


 
101） Velten, J., Schell, J. (1985) Selection-expression plasmid vectors for use in genetic 


transformation of higher plants. Nucleic Acids Research 13:6981-6998. 
 
102） Warwick, S.I., Simard, M.J., Legere, A., Beckie, H.J., Braun, L., Zhu, B., Mason, P., 


Seguin-Swartz, G., Stewart, C.N. (2003) Hybridization between transgenic Brassica 
napus L. and its wild relatives : Brassica rapa L., Raphanus raphanistrum L., 
Sinapis arvensis L., and Erucastrum gallicum (Willd.) O.E. Schulz. Theor. Appl. 
Genet. 107: 528-539. 


 
103） Wehrmann, A., Van Vliet, A., Opsomer, C., Botterman, J., Schulz, A. (1996) The 


similarities of bar and pat gene products make them equally applicable for plant 
engineers. Nature Biotechnology 14: 1274-1278. 


 
104） Weiss, U., Edwards, J. M. (1980) The biosynthesis of aromatic compounds. John 


Wiley and Sons, New York. pp287-301. 
 
105） Wilkinson, M.J., Davenport, I.J., Charters, Y.M., Jones, A.E., Allainguillaume, J., 


Butler, H.T., Mason, D.C., Raybould, A.F. (2000) A direct regional scale estimate of 
the transgene movement from genetically modified oilseed rape to its wild 
progenitors. Molecular Ecology 9: 983-991. 


 
106） Williams, I.H., Martin, A.P., White, R.P. (1986) The pollination requirements of 


oil-seed rape (Brassica napus L.). The Journal of Agricultural Science 106: 27-30. 
 
107） Woodward, H.D., Barry, G.F., Forgey, R., Taylor, M.L., Padgette, S.R., Marino, 


M.H., Kishore, G.M. (1994) Isolation and characterization of a variant of the enzyme 
glyphosate oxidoreductase with improved kinetic properties. MSL-13246. 


 
108） Yakovlev, G.I., Moiseyev, G.P., Protasevich, I.I., Ranjbar, B., Bocharov, A.L., 


Kirpichnikov, M.P., Gilli, R.M., Briand, C.M., Hartley, R.W., Makarov, A.A. (1995) 
Dissociation constants and thermal stability of complexes of Bacillus intermedius 
RNase and the protein inhibitor of Bacillus amyloliquefaciens RNase, FEBS Lett. 







 63 


366: 156-158. 
 
109） 独立行政法人 国立環境研究所（2009）平成 20 年度環境省請負業務 遺伝子


組 換 え 生 物 に よ る 環 境 影 響 調 査 報 告 書
http://www.bch.biodic.go.jp/natane_20.html 


 
110） 藤原 弘俊（1935）アブラナ属各種作物及それらの種間雑種の花粉に関する


観察 遺伝学雑誌 11:134-139. 
 
111） 稲永 忍（2000）ナタネ , 作物学Ⅱ 工芸・飼料作物編 文永堂出版 


p.108-117. 
 
112） 濃沼 圭一（2005）[一代雑種品種] 植物育種学辞典 編者 日本育種学会 


培風館 p.39. 
 
113） 環 境 省 （ 2002 ） 我 が 国 の 移 入 種 （ 外 来 種 ） リ ス ト . 


http://www.env.go.jp/nature/report/h14-01/mat01b.pdf 
 
114） 松尾 和人、小林 敏弘、田部井 豊（2005）組換え体植物の開放系での利


用に伴う遺伝子拡散のリスク評価のための基礎的研究. 農林水産技術会議
事務局研究成果 No.428 p.161-168. 


 
115） 三浦 清之（2005）［二次休眠］、植物育種学辞典 編者 日本育種学会、


培風館、p.496. 
 
116） 村上 興正、鷲谷 いづみ 監修（2002）外来種ハンドブック 日本生態学


会 390p. 
 
117） 中井 秀樹（2003）[アブラナ科] 日本の帰化植物、清水・近田 編、平凡


社 p.80-96. 
 
118） 農林水産省（2010）農林水産物輸出入概況 2009 年（平成 21 年）確定値. 


http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/kokusai/pdf/yusyutu_gaikyo_09.pdf 
 
119） 農林水産省消費・安全局 農産安全管理課（2010）遺伝子組換え植物実態調


査結果（平成 18 年～平成 20 年実施分の取りまとめ）対象植物：ナタネ類. 平
成 22 年 8 月. http://www.maff.go.jp/j/press/syouan/nouan/pdf/100823-01.pdf 


 
120） 小河原 進（1943）菜種の採種に就いて、教育園芸 12： 331-338. 
 
121） 小此木 榮治（1934）結球白菜と洋種菜種との自然交配 農及園 9：


1095-1100. 
 
122） 志賀 敏夫（1981）ナタネ、工芸作物学、栗原 浩 編、農文協 p.89-110. 
 
123） 志賀 敏夫（2001）ナタネ、生育のステージと生理、生態：転作全書 第三


巻 雑穀 p.293-332. 
 
124） 清水 矩宏、森田 弘彦、廣田 伸七 編・著（2001） 日本帰化植物写真


図鑑 全国農村教育協会. 
 



http://www.bch.biodic.go.jp/natane_20.html

http://www.env.go.jp/nature/report/h14-01/mat01b.pdf

http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/kokusai/pdf/yusyutu_gaikyo_09.pdf





 64 


125） 新谷 勛（1995）食品油脂の科学 幸書房 
 
126） 杉山 信太郎（2001）日本人の生活とナタネ、転作全書 第三巻 雑穀、農


文協、p.273-280. 
 
127） 高畑 義人（2005）[タペート細胞]、植物育種学辞典、培風社、p.409. 
 
128） 竹松 哲夫、一前 宣正（1993）世界の雑草Ⅱ. 離弁花類、全国農村教育協


会、東京、p.835. 
 
129） 田坂 修一郎（1943）菜種の自然交雑に就いて、農友 339：6-10. 
 
130） 角田 重三郎 （2001） ナタネの起源と特性、転作全書 第三巻 雑穀、


農文協、p.281-292. 
 
131） 畑作全書、雑穀編、農文協、19-221, 1981. 







 65 


別添資料の内容 
 


 
別添資料1：【MS8】平成11年度 遺伝子組換えセイヨウナタネの隔離ほ場における


試験報告 
社外秘情報につき非開示 


 
別添資料2：【MS8】試験報告書 除草剤グルホシネート耐性及び雄性不稔セイヨウ


ナタネMS8の有害物質産生性 
社外秘情報につき非開示 


 
別添資料3：【RF3】平成11年度 遺伝子組換えセイヨウナタネの隔離ほ場における


試験報告 
社外秘情報につき非開示 


 
別添資料4：【RF3】試験報告書 除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨ


ウナタネRF3の有害物質産生性 
社外秘情報につき非開示 


 
別添資料5：【RF3】試験報告書 除草剤グルホシネート耐性及び稔性回復性セイヨ


ウナタネRF3における有害物質の産生性の経時的観察（鋤込み試


験） 
社外秘情報につき非開示 


 
別添資料6：【RF3】国外における農業的特性に関する調査 


社外秘情報につき非開示 
 
別添資料7：【RT73】社外秘情報につき非開示 
 
別添資料8：【RT73】社外秘情報につき非開示 
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緊 急 措 置 計 画 書（食用・飼料用に供する場合） 
 


平成 22 年 11 月 18 日 
 


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
   代表取締役社長  ギャビン マーチャント 
住所 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 


 
 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート及びグリホサート耐性並びに


雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変bar, 改変cp4 epsps, 改変gox v247, barnase, 
barstar, Brassica napus L.）（MS8×RF3×RT73, OECD UI: ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6×
MON-ØØØ73-7）（以下「本スタック系統」という。）並びにMS8、RF3及びRT73のそれぞれ


への導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の


ものの第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において


確認された場合は、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をとることとする。


なお、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において確認された場合とは、本


スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するも


のであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統に関して、科学的に我が国の生物多様


性に影響を生ずることが立証された場合のことである。 
 
1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 
 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。 
（平成22年11月現在） 
危機対策本部 


（危機対策本部長） 
バイエルクロップサイエンス株式会社 
研究開発本部長 


 
バイエルクロップサイエンス株式会社 
研究開発本部 バイオサイエンスグループリーダー 


 
バイエルクロップサイエンス株式会社 
社長室長 


 
Bayer CropScience, BioScience 
Global regulatory affairs manager, Canola 


 
2 第一種使用等の状況の把握の方法 
  
 弊社は本スタック系統穀粒及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組


合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の穀粒の我が国への輸


入業者、我が国における配給業者、輸入した本スタック系統穀粒及び当該セイヨウナタネの
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親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離


した後代系統の穀粒の量及び時期を可能な限り特定する。 
  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周


知するための方法 
   


 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づき、適切に、弊社は上記2で明


らかにした本スタック系統穀粒及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の


組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の穀粒の我が国への


輸入業者及び我が国における配給業者に当該影響を防止するために適切な措置を講ずること


を通知する。さらに、弊社は可能な限りにおいて本スタック系統穀粒及び当該セイヨウナタ


ネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから


分離した後代系統の穀粒を我が国に配給している、又はその可能性のある国の配給業者及び


農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが確認されたこと及び当該影響を防止する措置


に関して通知する。 
 
4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための


具体的な措置の内容 
 
 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づき、適切に、弊社は上記2及び3
において示した個人又は団体に対し、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それ


ぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系


統を不活性化する措置又は環境への放出を防止するための措置、並びに既に環境に放出され


た本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有す


るものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の拡散を防止する措置について連


絡、指導する。 
 
5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


   
 科学的根拠に基づき、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入


遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統が我が国の


生物多様性に影響を及ぼすおそれがあると認められた場合には、速やかに、農林水産省農産


安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のための社内における


組織体制及び連絡窓口を報告する。 
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緊 急 措 置 計 画 書（栽培目的の場合） 
 


平成 22 年 11 月 18 日 
 


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社 
   代表取締役社長  ギャビン マーチャント 
住所 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 


 
 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート及びグリホサート耐性並びに


雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変bar, 改変cp4 epsps, 改変gox v247, barnase, 
barstar, Brassica napus L.）（MS8×RF3×RT73, OECD UI: ACS-BNØØ5-8×ACS-BNØØ3-6×
MON-ØØØ73-7）（以下「本スタック系統」という。）並びにMS8、RF3及びRT73のそれぞれ


への導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の


ものの第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において


確認された場合は、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をとることとする。


なお、生物多様性影響が生ずるおそれがあるとリスク評価において確認された場合とは、本


スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するも


のであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統に関して、科学的に我が国の生物多様


性に影響を生ずることが立証された場合のことである。 
 
1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 
 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。 
（平成22年11月現在） 
危機対策本部 


（危機対策本部長） 
バイエルクロップサイエンス株式会社 
研究開発本部長 


 
バイエルクロップサイエンス株式会社 
研究開発本部 バイオサイエンスグループリーダー 


 
バイエルクロップサイエンス株式会社 
社長室長 


 
Bayer CropScience, BioScience 
Global regulatory affairs manager, Canola 


 
2 第一種使用等の状況の把握の方法 
  


弊社は我が国への本スタック系統の種子及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導


入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の種子


の輸出者、配給した我が国の種苗会社、その種子を買った我が国の農家や栽培者並びに配給した
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種子の量及び時期を可能な限り特定する。 


  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を周


知するための方法 
   


 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記 2 で明らか


にした我が国への本スタック系統の種子及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導


入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の種子


の輸出者、我が国の種苗会社、農家や栽培者に生物多様性影響に関して情報提供を行い、当該


影響を防止するために適切な措置を講ずることを通知する。さらに、弊社は可能な限りにおい


て本スタック系統の種子及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合


せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の種子を我が国に配給


している、またはその可能性のある国の種苗会社及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるお


それがあると確認されたこと及び当該影響を防止する措置に関して通知する。 


  
4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するための


具体的な措置の内容 
 


確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記 2 及び 3 で


明らかにした個人や団体に、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの


導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統を不


活性化する措置または環境への放出を防止するための措置並びにすでに環境に放出された本ス


タック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するも


のであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の拡散を防止する措置について連絡、


指導する。 


  


5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


 


 科学的根拠に基づき、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入


遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統が我が国


の生物多様性に影響を及ぼすおそれがあると認められた場合には、速やかに、農林水産省農


産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のための社内におけ


る組織体制及び連絡窓口を報告する。 
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♂：雄親  ♀：雌親  ：自殖 
 
図 1 本スタック系統セイヨウナタネの育成例 


注) 上記の図は育成の一例である。 
*Ebony は遺伝的背景を示す。 
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緊 急 措 置 計 画 書（栽培目的の場合）


平成26 年５月13日 


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社


   代表取締役社長 ハーラルト・プリンツ


住所 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 


 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グルホシネート及びグリホサート耐性並


びに雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変cp4 epsps, 改変bar, barnase, barstar, 
Brassica napus L.）（MON88302×MS8×RF3, OECD UI: MON-883Ø2-9×ACS-BNØØ5-8×
ACS-BNØØ3-6）（以下「本スタック系統」という。）並びにMON88302、MS8及びRF3
のそれぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離


した後代系統の第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがあると科学的


に判断された場合は、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をとることと


する。


1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 


 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。


（平成26年５月現在） 
危機対策本部


バイエルクロップサイエンス株式会社


開発本部長


バイエルクロップサイエンス株式会社


開発本部 種子規制部 部長


バイエルクロップサイエンス株式会社


広報部 部長


Bayer CropScience, Regulatory Affairs Seeds & Traits 
Head of Global Regulatory Affairs Manager 


2 第一種使用等の状況の把握の方法 


弊社は本スタック系統の種子及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺


伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の種子


の我が国への輸出者、配給した我が国の種苗会社、その種子を買った我が国の農家や栽


培者並びに配給した種子の量及び時期を可能な限り特定する。


1 


(危機対策本部長)


【個人名は個人情報につき非開示】







3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容


を周知するための方法


確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づいて適切に、弊社は上記 2
で明らかにした我が国への本スタック系統の種子及び当該セイヨウナタネの親系統そ


れぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離し


た後代系統の種子の輸出者、我が国の種苗会社、農家や栽培者に生物多様性影響に関し


て情報提供を行い、当該影響を防止するために適切な措置を講ずることを通知する。さ


らに、弊社は可能な限りにおいて本スタック系統の種子及び当該セイヨウナタネの親系


統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分


離した後代系統の種子を我が国に配給している、またはその可能性のある国の種苗会社


及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれがあると確認されたこと及び当該影


響を防止する措置に関して通知する。


4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するた


めの具体的な措置の内容


確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づき適切に、弊社は上記 2 及


び 3 で明らかにした個人や団体に、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統そ


れぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離し


た後代系統を不活性化する措置または環境への放出を防止するための措置並びにすで


に環境に放出された本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導


入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の


拡散を防止する措置について連絡、指導する。


5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


 科学的根拠に基づき、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの


導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統


が我が国の生物多様性に影響を及ぼすおそれがあると認められた場合には、速やかに、


農林水産省農産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応の


ための社内における組織体制及び連絡窓口を報告する。


2 












緊 急 措 置 計 画 書（食用・飼料用に供する場合）


平成26 年５月13 日 


氏名 バイエルクロップサイエンス株式会社


代表取締役社長 ハーラルト・プリンツ


住所 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 


 第一種使用規程の承認を申請している除草剤グリホサート及びグルホシネート耐性並


びに雄性不稔及び稔性回復性セイヨウナタネ（改変cp4 epsps, 改変bar, barnase, barstar, 
Brassica napus L.）（MON88302×MS8×RF3, OECD UI: MON-883Ø2-9×ACS-BNØØ5-8×
ACS-BNØØ3-6）（以下「本スタック系統」という。）並びにMON88302、MS8及びRF3
のそれぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離


した後代系統の第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがあると科学的


に判断された場合は、弊社は適切に当該影響を防止するため、以下の措置をとることと


する。


1  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 


 弊社は社内に、緊急措置に適切に対応するために危機対策本部を速やかに設置する。


（平成26年５月現在） 
危機対策本部 


バイエルクロップサイエンス株式会社 


開発本部長 


バイエルクロップサイエンス株式会社 


開発本部 種子規制部 部長 


バイエルクロップサイエンス株式会社


広報部 部長


Bayer CropScience, Regulatory Affairs Seeds & Traits 
Head of Global Regulatory Affairs Manager


2 第一種使用等の状況の把握の方法 


 弊社は本スタック系統穀粒及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子


の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の穀粒の我が


国への輸入業者、我が国における配給業者、輸入した本スタック系統穀粒及び当該セイ


ヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨ


ウナタネから分離した後代系統の穀粒の量及び時期を可能な限り特定する。


1 


（危機対策本部長） 


【個人名は個人情報につき非開示】 







  
3 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容


を周知するための方法 
   


 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づき、適切に、弊社は上記2
で明らかにした本スタック系統穀粒及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入


遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の穀粒


の我が国への輸入業者及び我が国における配給業者に当該影響を防止するために適切な


措置を講ずることを通知する。さらに、弊社は可能な限りにおいて本スタック系統穀粒


及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであっ


て当該セイヨウナタネから分離した後代系統の穀粒を我が国に配給している、又はその


可能性のある国の配給業者及び農業者団体に生物多様性影響が生ずるおそれが確認され


たこと及び当該影響を防止する措置に関して通知する。 
 
4 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するた


めの具体的な措置の内容 
 
 確認された明らかな生物多様性影響が生ずるおそれに基づき、適切に、弊社は上記2
及び3において示した個人又は団体に対し、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの


親系統それぞれへの導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから


分離した後代系統を不活性化する措置又は環境への放出を防止するための措置、並びに


既に環境に放出された本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの導


入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統の拡


散を防止する措置について連絡、指導する。 
 
5 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


   
 科学的根拠に基づき、本スタック系統及び当該セイヨウナタネの親系統それぞれへの


導入遺伝子の組合せを有するものであって当該セイヨウナタネから分離した後代系統が


我が国の生物多様性に影響を及ぼすおそれがあると認められた場合には、速やかに、農


林水産省農産安全管理課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のた


めの社内における組織体制及び連絡窓口を報告する。 
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